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本プロジェクトでは激しく変化する北極の自然環境について、研究分野ごとに網羅的な調査・観測や予測を行いました。
そして、そこから得られた高精度な情報や、研究者が気づいた北極の諸変化を、
今後北極とどう向き合っていくのか判断するためのよりどころとして、さまざまな形で社会や人々に提供しました。
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北極域研究推進プロジェクト～その5年間のあゆみ～

　北極域研究推進プロジェクトは、2011年から 5年間実施されたGRENE北極気候変動研究事業（GRENE 北極）
を受けた新たな北極域の研究プロジェクトとして、文部科学省で公募が行われ、国立極地研究所を代表機関、
海洋研究開発機構および北海道大学を副代表機関とする事業計画が採択され、2015年 9月にスタートしました。
2015年 10月には、日本ではじめての北極に関する政策である『我が国の北極政策』が総合海洋政策本部で決定
され、政策の具体的な取り組みとして、北極域研究推進プロジェクトによる、北極域研究に係る国際協力やステー
クホルダーとの協動を抜本的に強化するべきことが提言され、これをふまえて北極域での調査・観測、研究推進
とあわせて、このような政策的・社会的な期待にも応えていくため取り組みを推進してまいりました。
　北極域は、近年の温暖化の影響がもっとも顕著に現れるといわれている地域であり、海氷減少や氷河・氷床
融解、生態系の変動など、その急激な変化は北極域に留まらず、異常気象の頻発や海水面上昇など地球全体の
気候環境にも影響をおよぼすものです。一方で、北極域の変化は、海氷減少にともなう北極海航路の利用や資
源開発などにより、我が国の社会経済にも大きな影響をもたらしています。
　本プロジェクトは、北極域の急激な変化とその影響への社会的な関心が高まるなか、北極域をめぐる諸課題に
適切に対処していくために科学には何ができるのか、という観点を重視しました。すなわち、それらの諸課題に
対して国内外のステークホルダーの適切な判断が可能となるような、精確な将来予測と環境影響評価を進めるこ
とを目指し、先行プロジェクトの GRENE 北極における自然科学研究の取り組み・成果を継承・発展させていく
とともに、新たに人文科学・社会科学分野の研究テーマを設定し、文理融合による取り組みを推進する体制を確
保しました。また、北極圏の 8ヵ国で構成される北極評議会の作業部会や北極関連の国際会議にプロジェクトに
参加する研究者を専門家として積極的に派遣し、国際的な動向に関する情報収集・発信に努めるとともに、北極
域の課題は長期にわたる取り組みが必要になるため、若手育成の観点から、次世代を担う人材の海外への派遣に
も取り組んでまいりました。
　このような取り組みを通じ、自然科学研究では、先進的な機器や手法を用いた調査・観測、数値モデルの高度
化などで多くの成果をあげるとともに、文理融合の取り組みでは、ロシア・サハ共和国での環境教材の開発、グリー
ンランドでの地域住民・先住民との対話の促進、北極の今後を多様な視点から捉えた冊子や北極域研究学習ツー
ルの作成など、社会的な貢献につながる実績をあげることができました。また、北極関連国際会議への専門家派
遣を通じては、我が国の国際的なプレゼンスを一層向上させ、若手人材の海外派遣では、多くの若手研究者に
海外での研鑽の機会を提供したことに加えて産業界の人材も対象としたことにより、社会との連携の強化を進
めていくことができました。なお、2018年にドイツ・ベルリンで開催された第 2 回北極科学大臣会合のサイエンス
フォーラムに本プロジェクトの研究者を専門家として派遣したこと、大臣会合では日本からの発表において本プロ
ジェクトの取り組みと成果が紹介されたこと、2020年の第 3回会合の日本での開催が決定されたことは、北極域
研究における我が国の存在感を高めていくうえで本プロジェクトが期待される役割を果たしえた大きな成果であっ
たことを、あわせて紹介いたします。
　本プロジェクトを実施してきたこの 5年の間に、北極域をめぐる国内外の動向は変化し、社会的な関心は高まり
を見せています。本プロジェクトは終了しますが、その成果は今後の我が国の北極域研究の貴重な財産として
継承されていくものと確信しております。
　最後に、本プロジェクトに多大なるご支援とご指導をいただいた、文部科学省をはじめとする関係省庁・関係機
関の皆様に厚く感謝を申し上げるとともに、北極域の気候環境変動への対応とその持続的な利用に向けて、我が
国の北極域研究の発展に引き続き尽力していくことを申し添え、巻頭言といたします。

2020年 2月

北極域研究推進プロジェクト実施機関を代表して

大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構
 国立極地研究所長

中村 卓司
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地名について

● 米国・アラスカのバローは、2016年 12月より正式名称が「ウトキアグヴィク」に変更されましたが、本報告書では慣例により「バロー」と記載しています。

文献の引用について

● 本プロジェクトの成果が含まれる論文・誌上発表記事・書籍を引用する場合、本文では（筆頭著者 et al., 出版年）と記載しています。論文名等の詳細は
巻末の研究業績 2をご参照ください。また、今後発表が予定されている成果については、（筆頭著者 et al., 投稿準備中）と記載しています。

● 本プロジェクトの成果以外の論文・誌上発表記事・書籍を引用する場合、本文では（筆頭著者 et al., 出版年）としたうえで、出版年の右肩に 2）のように片括
弧つきの連番を節ごとに付しています。論文名等の詳細は各節の最後をご参照ください。

略語について

● 本報告書の第1～7章に記載のある機関名、プロジェクト名、データ名等は、基本的に略語を記載しています。正式名称は巻末の参考資料Ⅴをご参照ください。
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第 1章　序論

　北極域研究推進プロジェクト（ArCS）は、2015年秋に決定
された『我が国の北極政策』にのっとり、その骨子である「日本
が北極問題の解決に科学をもって貢献し」、「北極域での秩序あ
る持続可能な発展に主導力を発揮する」ことへの裏付けを用意
するために、国際共同研究の推進、北極域における研究・観測
拠点の整備、若手研究者および専門家の北極関連研究機関あ
るいは会議への派遣という3つの柱を用意し実行してきた。国
際共同研究の推進には、自然科学や工学を中心とする 6つの研
究テーマだけではなく、その科学的な成果を直接的に社会や人々
と共有することを目指して、人文社会科学のプログラムが含まれ
ている。ひとつの科学プロジェクトに人文社会科学からの視点
を導入したことは、これまでの国家主導の研究プロジェクトとし
てはとても珍しく、本プロジェクトの大きな特徴となっている。
　2015年という年は、2000年 9月にニューヨークで開催され
た国連ミレニアム・サミットで採択された国連ミレニアム宣言を
もとにまとめられたミレニアム開発目標（MDGs: Millennium 
Development Goals）が終了し、2030年までの持続可能な開
発の指針として、持続可能な開発のための 2030アジェンダ（2030 
agenda）が新たに策定された年でもあった。2030 agenda は、
自然環境、社会・経済、人間社会の持続を重要な 3つの要素とし、
これらの適切なバランスのうえに開発が行われることで、人類の
尊厳が確保されるという主張が骨子となっている。北極域とは、
地球温暖化の影響を地球上でもっとも激しく受け、海氷減少や
永久凍土の崩壊、経済的な活動の急激な活発化、さらにそれら

を原因とする現地住民の生活の変化が地球上でもっとも密接に
絡み合い始めた地域である。北極域のこうした状況のなかで本
プロジェクトは開始されたのである。
　そこで、本プロジェクトでは、科学的な成果を政策決定者や
日本の社会に知らせるということ以外に、日本が北極を研究す
ることの意味と意義について社会からの理解を得ることを目指
して、上述の 3つの柱だけではなく、一般の方々を対象とした
公開シンポジウムなどの広報も大事な活動とした。また 2030 
agendaを強く意識し、北極域での拠点整備、若手研究者や科
学専門家さらには地方官庁職員の北極関連の研究施設、会議
への派遣をインフラストラクチャーとして、6つの自然科学の研
究テーマが科学的な成果を創出し、それらはデータセンターと
しての北極域データアーカイブシステムに登録されるだけではな
く、人文社会科学研究テーマにも共有され、統合的な情報とし
て国内外の人 （々ステークホルダー）に発信されるようなデータと
情報の流れを用意した。
　冒頭に述べたように、本プロジェクトは『我が国の北極政策』
の実現に貢献することがもっとも重要なことであった。繰り返し
になるが、そのためには個々のプログラムから提出される無数の
成果を統合し、社会にとって意味のある「情報」とすることが重
要となる。そのために本プロジェクト執行部が、年 1～ 2回程
度開催される「プロジェクト全体会合」と、政策決定者を含む
一般向けの「公開講演会」を企画し実行することと同時に、社会、
特に企業や民間と本プロジェクトが北極に関連する会話を行い、
どのような情報が社会から望まれているかを知るために、北極
研究者以外の人々を多数含む「評議会」、また、個々の研究テー
マやメニューの成果が世界的に意味のあるものかどうかを吟味
するために外国の著名な研究者からなる「国際助言委員会（IAB: 
International Advisory Board）」をそれぞれ設けた。公開講
演会以外の会議体の詳細については 1.2で後述される。
　また本プロジェクトのもっとも大きな目標は、政策決定者や民
間に「社会情報」としての結果を具体的に伝達することにあると
考え、本プロジェクトのまとめとして、すべての研究成果から、
現状と将来の北極の姿を、自然環境のみならず、北極航路、北
極の生態系、現地住民の生活という観点から平易な文章で解説
する読みものを発行することとした。

運営体制
　本プロジェクトは、「北極域研究推進プロジェクト（環境技術
等研究開発推進事業費補助金）‐ArCSプロジェクト（Arctic 
Challenge for Sustainability Project）‐公募要領」に対す
る申請にもとづき、国立極地研究所を代表機関、海洋研究開
発機構（JAMSTEC）と北海道大学を副代表機関とする事業と
して 2015年 7月 1日付で採択された。2015年 9月 10日に初
年度の交付決定通知がなされ、同 3機関の共同運営体制により、

1.1 北極域研究推進プロジェクトが目指したもの

プロジェクトディレクター：深澤 理郎

北極域研究推進
プロジェクトについて

図 1-1. 持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（2030 agenda）の概念

1.2 本プロジェクトの実施体制

事務局

1 
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図 1-2. 本プロジェクトの実施体制図

2020年 3月 31日までの約 5年にわたり事業を実施してきた（図
1-2）。
　全体を総括するプロジェクトディレクター（PD）を置くととも
に、PDを補佐しそれぞれの機関の担当課題を掌理するサブプ
ロジェクトディレクター（SPD）を 3機関それぞれに置いた。ま
た、プロジェクト全体に関わる効果的な情報発信を推進するた
め、PDの下にコーディネーター（CDN）を置いた。
　プロジェクトの中核となる拠点整備、研究者派遣、および国
際共同研究については、「国際連携拠点の整備」、「若手研究者
派遣による人材育成及び国際連携」、「AC等北極関連会合への
専門家の派遣」の各メニューおよび「国際共同研究の推進」メ
ニュー内の 8テーマにわけられ、それぞれに実施責任者（P I）を
置いた。なお、「国際共同研究の推進」メニューは、プロジェク
ト開始当初は 14の研究メニューにわかれ、それらを 5つの研究
分野に整理して分野代表者を置いていたが、個々の研究テーマ
がより自由にそれぞれの研究を推進できるようにするため、プロ
ジェクトの 2年度目からは 8つの研究テーマに整理し、分野代
表者を廃止して各研究テーマの責任者を PIに一元化した。
　移行後の「国際共同研究の推進」メニューでは、自然科学系
の 6テーマ（テーマ 1～ 6）が北極域の気象・環境の急激な変
化の実態把握やそのメカニズム解明、変化の将来予測や環境影
響評価を、また、人文社会科学系の研究テーマ（テーマ 7）が
社会・経済への影響を明らかにするとともに、本プロジェクト

の研究成果の効果的な発信をサポートする役割を果たすことを
目的とした。データマネージメントの研究テーマ（テーマ 8）は
分野横断的なデータを統合的に解析するツールの開発を行いつ
つ、得られたデータの公開・発信や国際的なデータ交流の促進、
さらにステークホルダーに向けた発信を担った。
　研究の遂行には、代表機関、副代表機関に加え、これら 3
機関から研究を委託された参画機関をはじめとする国内外約
90機関に所属する研究者 290名以上が関わった。
　以上によりプロジェクトを円滑に運営、各実施メニューを推
進する体制を確保し、会議および実施メニューの庶務に対応す
るため、国立極地研究所を中心とする 3機関の共同事務局を置
いて事業の事務的処理にあたった。

会議体
　プロジェクトの重要事項を審議・決定するため、PDおよび
SPDを委員とする運営委員会を設置した（図 1-2 ①）。プロジェ
クト期間を通じて定期的に運営委員会を開催したほか、運営委
員会以外にも、必要に応じて PDおよび SPDによる会合の場
を設け、懸案事項などについて随時協議することで、プロジェク
トの円滑な運営を図った。毎年度の各メニュー・テーマへの予
算配分についても、あらかじめ PD・SPDが各メニューの進捗
状況などを点検しつつ各 PIからの計画を精査・査定し、PD・
SPDの会合における協議・調整を経て、最終的に運営委員会
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で審議・決定する手続きをとっており、これにより予算配分を
最適化し、プロジェクトの計画をより効率的・効果的に推進す
ることが可能となった。
　プロジェクト参画者が一堂に会す場として、プロジェクト全体
会合を年 1～ 2回程度開催した（図 1-2 ②）。PD、SPD、PI、
CDN、および研究者が、機関、研究分野、そしてプロジェクト
のメニューやテーマを超えて成果を報告し、情報交換、相互理
解と連携を図る場として機能した。特に 2年度目からは特定の
トピックに関するセッションを設け、人文社会科学系の研究テー
マと他テーマとの連携、北極域のデータ共有のあり方、国際連
携拠点の現状と今後の展望、最終年度に向けた活動の進め方な
ど、プロジェクト全体に関わる課題について広く議論した。
　社会的課題・ニーズをふまえた意見交換と助言をいただくこと
を目的として、評議会を設置した（図 1-2 ③）。評議会は、ステー
クホルダーとの会話を促進するものであり、その委員は民間企
業、本プロジェクトに直接参加していない北極関連活動の専門
家、日本の北極行政についての（民間）アドバイザーなどから構
成された。計 4回実施された会合では、プロジェクトで取り組む

べき課題、プロジェクトの出口を見据えた成果発信の方針などに
関して意見を得た。
　海外の主導的科学者を委員として迎え、プロジェクトの国際
的な評価を勘案しつつ、その意義付けと活動方向に関して助言
をいただくことを目的として、IABを設置した（図 1-2 ④）。IAB
委員は、海外の北極研究プロジェクトを率いた経験を持つ主導
的科学者を中心に構成され、委員を日本に招聘して対面の会合
を 1回実施したほか、書面による評価を 1回行った。4年度目
に実施された会合では、これまでの科学的成果やアウトカム、
今後の見込みや期待、課題として残りそうなことなどに関するプ
ロジェクト側からの説明に対してコメントを受けたほか、委員か
ら会合の内容をもとにした報告書の提出があり、冊子として関
係各所に配布した。
　プロジェクトに参画した機関や研究者、各会議体の開催実績
等は、巻末の参考資料に一覧として掲載する。

データマネージメント
　本プロジェクトに課せられたもっとも重要な目的のひとつは、
研究活動をとおして得られた北極域研究に関する極めて学術的
価値の高いデータを、長期にわたり保管し、利用しやすい形で
提供することであった。「国際共同研究の推進」メニューの 1テー
マ（テーマ 8）であり、プロジェクトのデータセンターとしての役
割を担う「北極域データアーカイブシステム（ADS：Arctic Data 
archive System）」がこれを担当し、テーマ 8の主導で、各種
データの取り扱いとその利用等についての基本的な方針をADS
のデータポリシーと矛盾のないように定めた「北極域研究推進プ
ロジェクト（ArCS）データポリシー」、ならびに、得られたデー
タの取り扱いについて必要な事項を定めた「北極域研究推進プロ
ジェクト（ArCS）調査観測データ取扱要項」を制定し、プロジェ
クト実施期間中に得られたデータの収集・公開・活用等の促進
を目指した。テーマ 8の活動の詳細は 4.9にて後述する。

図 1-4. プロジェクト全体会合

図 1-3. 「国際共同研究の推進」メニューと情報フロー
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概要
　北極研究には、調査、観測、解析、衛星データ利用、理論追及、
モデル計算等多くのアプローチがあるが、アクセスの困難さ、こ
れまでの蓄積の不足などから、北極に関しては現在も現地調査・
観測の必要性が相対的に高く、その足がかりとなる拠点の整備
は研究を推進するために重要である。北極域はほとんどが北極
圏国 8ヵ国の領土であるため、地域ごとの事情を考慮しつつ、そ
れらの国との信頼関係や協力によって共同研究の形をとって進め
る必要がある。一方、観測で取得したデータは、本プロジェクト
の研究に使用するだけでなく、現地の研究者や各国の研究者な
どの国際研究活動に資するように保存、公開、利用促進されな
ければならない。この点でも北極域では国ごとの事情などに対応
しつつ活動を進める必要があり、個別に丁寧な対応が必要とな
る。このように研究拠点の整備は、北極域における共同研究と
データ共有・公開を推進するための出発点となるものである。
　日本政府が 2015年に策定した『我が国の北極政策』において、
我が国が取り組むべき研究開発課題のひとつとして、北極圏国
における研究・観測拠点を戦略的に整備することが求められて
いる。本プロジェクトの「国際連携拠点の整備」メニューはこの
要求に応えたものであり、日本人研究者による国際共同研究と
人材育成の基盤として、北極海沿岸 5ヵ国（米国、カナダ、ロシア、
ノルウェー、デンマーク）に、本プロジェクト終了以後も継続し
うる国際連携拠点を整備するとともに、現地での観測や共同研
究プロジェクトを通じたより緊密な国際協力を促進し、若手研
究者等を派遣することにより人材育成を効果的に推進することを
目指した。
　本メニューの活動として、以下の 10ヵ所の研究および/また
は観測のための拠点の利用に関する合意が締結・更新され、必
要な経費を負担するとともに、これらの拠点の利用を促進する
ための支援を行った。

1）IARC［研究・観測拠点、米国］
　 International Arctic Research Center, University of 

Alaska Fairbanks（アラスカ大学フェアバンクス校国際北極
圏研究センター）

2）PFRRスーパーサイト［観測拠点、米国］
　  Poker Flat Research Range Flux super site（ポーカーフラッ
トリサーチレンジフラックス観測スーパーサイト）

3）CHARS［研究・観測拠点、カナダ］
　 Canadian High Arctic Research Station（カナダ極北研

究ステーション）
4）CENステーション［観測拠点、カナダ］
 　Centre d'études nordiques（北方研究センター）ステーション
5）スパスカヤパッド研究林［観測拠点、ロシア］
　  Spasskaya Pad Scientific Forest Station
6）ケープ・バラノバ基地［観測拠点、ロシア］
　  Ice Base Cape Baranov Station
7）ニーオルスン基地［研究・観測拠点、ノルウェー］
　  Ny-Ålesund Research Station
8）UNIS［研究拠点、ノルウェー］
　  University Centre in Svalbard（スバールバル大学）
9）EGRIPサイト［観測拠点、デンマーク（グリーンランド）］
　  East Greenland Ice-Core Project（東グリーンランド深層
氷床掘削プロジェクト）サイト

10）GINR［研究・観測拠点、デンマーク（グリーンランド）］
      Greenland Institute of Natural Resources（グリーンランド
天然資源研究所）

　図 2-1に各地の国際連携拠点を示す。

国際連携拠点の選択
　国際連携拠点の選択は、以下のA）～ C）の戦略に沿って行
われた。
A）新たに開始した連携（研究ニーズにもとづく研究・観測拠点
の利用開始、国際共同研究プロジェクトとしての利用など） 
  CHARS、CEN、ケープ・バラノバ、EGRIP、GINR

B）国際共同研究の強化に向けた、既存の設備の改良と維持の
支援

　   PFRRスーパーサイト、スパスカヤパッド、ニーオルスン、 
  UNIS

C）国際共同研究の強化に向けた既存の連携枠組みの強化 
  IARC

　ケープ・バラノバ基地、CHARS、CENステーションは従来
の観測の空白域をターゲットとし、EGRIPサイト、GINRはグ
リーンランドで実施される研究・観測で利用、またはサポートを
受けることを可能にした。PFRRスーパーサイト、スパスカヤパッ
ド研究林、ニーオルスン基地、UNISは、これまでも分野横断
的に活用する研究者コミュニティーが存在したが、包括的な合

榎本 浩之

国際連携拠点の整備2 

図 2-1. 北極海沿岸の 5 ヵ国 10 ヵ所に整備した国際連携拠点
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における共同研究の推進を目的とするワークショップを実施し
た。ワークショップをきっかけとして新たに計画が進んだ研究
グループもあり、IARCにおける今後の研究活動やアラスカ
側との連携の強化につながる貴重な機会となった。

・ Canada-Japan Future Collaboration Workshop on Arctic 
Environment based at Canadian High Arctic Research 
Station (CHARS) Campus（2019 年 7月 1～ 2 日、 ケ ン
ブリッジベイ）：カナダ極地知的基盤機構（POLAR: Polar 
Knowledge Canada）と共同で、CHARSの周辺地域におけ
る日本・カナダの共同研究について情報交換するとともに、現
地住民も含めた両国の協力体制を強化することを目的として開
催した。

プロジェクト期間中の成果
○国際共同研究
　本メニューによる国際連携拠点では、数多くの国際共同研究
が実現した。具体的には第 4章の各節で言及があるが、そのう
ちの代表的なものを図 2-2に示す。特に本プロジェクト開始後
に整備された拠点を中心に新たな共同研究・観測が開始されて
おり、日本の研究者コミュニティーの研究活動の幅を広げる効
果があったといえる。

○研究コミュニティーの人材育成への貢献
　次世代の研究者・技術者の育成は研究コミュニティーとしての
最重要課題であるが、国際連携拠点の活用・発展という観点か
らも、研究人材の育成と各拠点の長期的な運用は密接に関わる。
IARC、ニーオルスン基地は、本プロジェクトおよび従来からの
日本の北極研究において多くの修士・博士の学位研究で活用さ
れてきた。各拠点は今後も同様に人材育成に活用され、発展す
ることが望ましい。
　これに加えて、人材育成を目的とする活動での利用例として、
EGRIPサイトにおける若手氷床コア掘削者養成、スパスカヤパッ
ド研究林における北海道大学 RJE3プログラム※１が本プロジェ
クト期間中の活動として実施された。

○データ共有推進への貢献
　国際連携拠点で実施された国際共同研究によって取得され
たデータは原則としてADSに登録・公開される。ADSは、図
2-3に示すように北極研究のための国際的なオープンサイエンス
の基盤としての整備が進められ、これらのデータは国際的に利
用可能となっている。この基盤を利用することにより、環北極
域に整備された国際連携拠点で得られたデータの公開と共有を
推進した。これにより、持続的北極観測ネットワーク（SAON: 

意を締結することでその設備の更新・強化を行った。IARCに
ついては、アラスカでの人文社会科学も含めた広範な研究協力
をサポートするという位置付けのもとで協力関係を強化し、研究
者が実質的なサポートを受けられる体制を整えた。

新たな国際連携拠点における活動の立ち上げ支援
　上記のA）に該当する拠点の多くは、研究戦略的に重要とな
る地域の研究機関・観測拠点と協力関係を構築し、新たに活動
を開始した。このようなケースについては、新規参入を支援する
ため、プロジェクト3年度目となる 2017年度から、以下のよう
な新たな調査観測活動に対する「立ち上げ支援」を実施した。
・ケープ・バラノバ基地：ブラックカーボン（BC：black carbon）観測
・ケープ・バラノバ基地：ラジオゾンデ観測
・CHARS：陸域生態系調査
・CHARS、ケープ・バラノバ基地：降水・雪の同位体調査

共同研究推進のためのワークショップなど
　国際連携拠点を維持・発展させていくためには、拠点を活用
した共同研究の活性化が不可欠である。そこで本メニューでは、
新しい共同研究を開拓し、既存の共同研究をより効果的に進め
るために、国際連携拠点が設置されている国々や他の関連国と
ともにワークショップやセッションなどを実施してきた。これら
の活動の結果として、主に本プロジェクトの開始後に整備された
国際連携拠点で多くの共同研究・観測が新たに開始された。以
下にいくつかの活動例を示す。
・日露北極研究ワークショップ（2018年 1月 15日・19日、東
京）：ケープ・バラノバ基地での共同研究・観測に重点を置い
た 2日間のワークショップは、新所長であるDr. Alexander 
Makarovを含むロシア北極南極研究所（AARI: Arctic and 
Antarctic Research Institute）の研究者と国立極地研究所
など日本側機関の研究者との間で開催された。データ共有や
ラジオゾンデ観測に関する諸課題を協議するとともに、今後の
観測計画の提案が行われた。ロシアの北極研究の長い歴史や
観測点の少ない北極海沿岸に位置するケープ・バラノバ基地で
の観測の重要性を鑑みると、このワークショップの開催はロシ
アとの新たな協力体制を作るために重要なものであった。

・ ArcticNet Annual Scientific Meeting 2018におけるセッ
ション（2018年 12月 12日、オタワ）：カナダと日本の研究
者が共同で、「Functions of the Arctic Tundra Ecosystem 
under Rapid Environmental Change」と題したセッション
を開催した。CHARSとCENの研究者を含む約 80名が参
加し、研究の進捗と計画について議論を行うとともに、その
内容を参加者間で共有した。

・ IARC 北極域研究協力ワークショップ（2019 年 3月 3～
6 日、 フェア バ ンク ス ）：「Japan-U.S. Arctic Science 
Collaboration: Ref lections on the Past Two Decades and 
Future Opportunities」という3日間の会合が開催され、中
央北極海漁業協定、北極域の変化についての組織的・持続的
な観測、北極域の変化への対応に関するアラスカ先住民の見
解など、さまざまなテーマが扱われた。この一環として IARC

図 2-2. 各拠点における主な研究・観測活動
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Sustaining Arctic Observing Networks）や国際北極科学委
員会（IASC: International Arctic Science Committee）が強
化しようとしている国際観測網への貢献が可能になった。

今後の国際連携拠点の活用と課題
　本メニューでの活動をふまえて、プロジェクト終了後の拠点の
維持活用および新たな研究活動の拡大に向けて考えられるアプ
ローチ、ならびに留意すべき課題をあげる。
・研究立ち上げ支援の充実：各拠点において新たな共同研究を
促進するためには、研究立ち上げの支援が有効である。本メ
ニューにおいて 3年度目から実施された立ち上げ支援は、対
象がプロジェクト内に限定されていたが、同様のアプローチを
プロジェクト外にも開いた形で継続的に実施することで研究
の新規参入を促すことができる。諸外国の取り組みとしては、
欧州連合（EU：European Union）の観測拠点ネットワーク
プロジェクトである International Network for Terrestrial 
Research and Monitoring in the Arctic（INTERACT）は、
研究や観測の提案の公募、実地調査のための小額の資金提
供、測器の設置などを実施し、多くの研究が開始されるトリ
ガーとなっている。スバールバル統合観測システム（SIOS：
Svalbard Integrated Arctic Earth Observing System）も同
様のアプローチをとっている。

・拠点の長期的な維持：多くの観測研究において、長期的な
データの蓄積は最重要である。したがって拠点を長期間
にわたり安定的に維持することは、同時に研究者コミュニ
ティーへの強いアピールとなる。潜在的なユーザーを開拓す
るうえでも、立ち上げ支援と合わせて拠点を活用した成果
を周知していくことが必要であるが、そのためには拠点の安
定的運用を実現する必要がある。

・研究コミュニティーの人材育成：本プロジェクト期間中の成果
に関する部分でも述べたとおり、各拠点の活用・発展と人材
育成は表裏一体の関係にある。特に若手の教育課程における
利用として、UNISで開講されている学士、修士、博士向け
の北極域の生物学、地質学、地球物理学、各種技術に関す
るさまざまなコース、IARCで開講されているサマースクール
プログラムの活用と協力が期待される。

・コア設備の長期的な有用性の確保：国際連携拠点の設備を長
期的に活用するため、設備の維持管理と更新、新規導入など
を行う必要が生じる。このために設備の長期的なロードマップ
が必要であるが、大規模な補修管理は会計的な理由（例：単

年度予算、4～ 3月という日本の年度暦）により困難である
場合が多い。

・ケープ・バラノバ基地：国際連携拠点のなかでももっともアクセ
スの困難なケープ・バラノバ基地については、その立地からデー
タの重要性は高いものの、今後の活用については特に検討が
必要である。日本人研究者が現地を訪問して調査・観測を行
うことは困難であるため、自動測器による連続観測の実施が
中心になると考えられるが、ロシア側の研究者による現地作
業は、AARIとの間で合意書を締結することではじめて可能
となる。本プロジェクトでの新たな共同研究の開始にあたって
はロシア側とのコミュニケーションに多くの時間と努力を割い
たこと、特に合意書などの確認、データの公開・共有に関す
る問題の解決、機器の輸送・設置に関する当局からの許可取
得などに長い時間がかかったことに留意が必要である。

まとめ
　アクセスの容易でない北極域に拠点を整備し、観測や調査
を実施する環境を整えることは、多くの研究者にとって、北極
研究を始めたときからの課題であった。本プロジェクトにより、
ほぼ環北極域をカバーするような拠点の整備が実現し、日本の
北極研究の舞台は広がったといえる。政府の『第 3期海洋基
本計画』（2018年）でも、現在の枠組みと 10ヵ所の国際連携
拠点を維持することが要求されている。一方で各拠点の観測
機能やデータの扱いにはまだ課題が残り、研究目的に沿った
拠点の強化や設備の更新、今後の安定的な拠点運用などに向
けて検討すべき点も多い。
　5年間のプロジェクトにおいて得られた各国の研究者や研究
機関との交渉・協力の記録は、今後の北極研究の基礎となるも
のである。また、国境やプロジェクトの枠を超えて、観測の協力
体制が構築されるよう、研究者コミュニティーでの議論も行われ
ている。国際連携拠点の整備は、有効な観測データを取得する
だけでなく、これらの国際的な枠組みを構築する科学活動の中
に日本も入っていくことを意味する。
　新たな現象の発見やプロセスの検討では、短期観測やキャン
ペーン観測で成果を得ることができるが、急速に変化する環境
の観測や社会への影響にとっては、5年間の観測は短い。また、
国と国や研究機関同士の関係において、国際連携拠点の存在は
信頼や協力の土台となる。この 5年間の取り組みが布石となり、
一層の協力関係が進展することが期待される。

図 2-3. 北極研究のためのデータ共有基盤

注：
※1 East Russia-Japan Expert Education Program　
　    https://rje3.oia.hokudai.ac.jp/
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本メニューの背景と意義
　温暖化にともなう氷の融解と縮小により、北極域は国際社会
において注視される新たなフロンティアとなりつつある。北極海
では新たな航路開拓や資源開発が進み、グローバル経済への
大きな貢献が期待されている一方、温暖化は環境や生態系に深
刻な影響を与え、先住民を含む地域社会の権利の保持にも深く
関係する。環境や生態系の保護と経済的利益の増進との整合
性に関する検討や、既存の枠組みの可能性と限界の評価などが、
北極域でのよりよいガバナンス構築のために求められている。こ
のような現状において我が国のなすべき貢献は、（1）高い専門
性を持ちかつ異分野の視点を意識しながら、北極域が影響をお
よぼす地球規模課題や北極域の地域課題に関する議論をリー
ドできる研究者人材と、（2）企業や官公庁における北極域の諸
課題に通じた実務者人材という、北極域の諸課題の解決に深く
貢献できる人材の育成である。

事業の目的
　本メニューでは、北極域の諸課題について高い専門性と多角
的視座から俯瞰でき、かつ多様なステークホルダーと協力して
課題解決に取り組む若手研究者・実務者を育成することを目的
として若手研究者海外派遣支援事業を実施した。本事業をとお
して育成される若手研究者・実務者は、地域社会を含めた多様
なステークホルダー間を調整する高い能力を修得し、我が国が
北極域の多様な課題に長期的に取り組んでいくうえで、極めて
重要な役割を担うことが期待される。
　我が国の北極域研究を担う中核研究機関に所属する優れた
研究者と、人材育成に関する豊富なノウハウを保有する大学の
教員が協働し、なおかつ海外の中核研究機関等の協力を得る
ことにより、はじめて本事業の目的は達成される。さらに、本
プロジェクトの代表機関と副代表機関の 3者が別途取り組ん
でいる北極域研究共同推進拠点（J-ARC Net: Japan Arctic 
Research Network Center）事業では、分野横断的に北極域
の課題を俯瞰できる研究者の育成や、北極域の課題に精通し
国際機関や企業等で課題解決に携わる実務者の育成を目的と
した導入的な人材育成コースを実施している。将来的には、本
事業および J-ARC Net事業の育成プログラムで育成された人材
が連携することにより、北極域の諸課題の解決における我が国
の貢献度が相乗的に高まることが期待される。

制度設計と最終目標
　本事業では、上述（1）の研究者人材と（2）実務者人材を育
成するために、以下の短期派遣プログラムおよび中・長期派遣
プログラムを設計し、中・長期派遣は本プロジェクト当初から、
短期派遣は 2017年度から開始した。短期派遣は 2週間以内と
し、大学院生と実務者を区別して募集した。中・長期派遣は 2
週間以上 1年以内とし、研究者と実務者の区別なく募集した。
表 3-1にプログラムの概要をまとめる。

1）短期派遣：2週間以内
大学院生
・海外で開催される北極研究に関する国際会議や研修コース・
サマースクール等に参加したうえで、情報収集や人的ネットワー
クの構築、知識や技術を修得する取り組み。なお、国際会議
参加の場合は、原則として自身の発表を行うことを条件とする。
実務者
・海外で開催される北極に関する国際会議や研修コース等に参
加したうえで、情報収集や人的ネットワークの構築、知識や技
術を修得する取り組み。なお、国際会議に参加する場合は、
自身の発表の有無は問わない。

2）中・長期派遣：2週間～ 1年間
・2週間～ 1ヵ月程度の渡航により、北極科学サミット週間
（ASSW：Arctic Science Summit Week）等の北極研究に
関する国際会議や北極研究に関するサマーコース等への参加
と、渡航先の北極研究に関する研究機関等を訪問して議論や
情報交換を行うなどの異なる研究活動を組み合わせた取り組
み。
・1～ 3ヵ月程度の渡航により、北極域のフィールド調査や、共
同研究者のラボ等を訪問しデータ分析や議論を行うなどの取
り組み。
・数ヵ月～ 1年間の渡航により、これまでとは異なる分野におい
て研究活動を行うことを目的として、新たな研究者グループと
国際共同研究体制を立ち上げ、北極域の異なる地域での比較
研究を行うなどの取り組み。
　対象分野は、大学院生・研究者については、北極に関する研
究分野（自然科学系、人文社会科学系、工学・農学・医学等の

齊藤 誠一

若手研究者派遣による
人材育成及び国際連携

表 3-1. 若手派遣プログラムの概要
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実学系など）、実務者については北極に関する分野全般とした。
　応募できる申請者の年齢は原則として 40歳未満とした。身
分は以下のいずれかとし、2019年度より外国人留学生・研究者
も対象とした。
・我が国の大学、学術研究機関等に所属する研究者
・我が国の大学等に所属する修士課程以上の大学院生
・我が国の企業および官公庁、N P O 等に所属する実務者
（フリーランスのジャーナリスト等個人事業主を含む）
　派遣期間は最終年度を除き年度をまたいでの派遣を受け入
れた。
　派遣前後のフォローを含め、以下の人材育成システムを構築
した。
・派遣前のオリエンテーションプログラム、短期および中・長期
派遣プログラム、派遣後のフォローアッププログラムからなる
人材育成プログラムを、国際的中核研究機関や調査・観測拠
点等を含む多様なステークホルダーと連携して実施する。
・派遣候補者を選定するシステムと、派遣者の達成度を評価す
る手段を確立する。
・アクティブ・ラーニング形式のフォローアッププログラムとして、
派遣者が企画・運営する報告会やセミナー等の開催や、先住
民を含むステークホルダーへの成果還元のシステムを構築する。
・SNSを用いて派遣者の経験や人的ネットワークを共有できる
システムを展開する。
　事業期間をとおして、短期派遣プログラム派遣者 15名および
中・長期派遣プログラム派遣者 25名、合計 40名の育成を最
終目標とした。　

本事業の運営
　派遣プログラムの募集は、基本的に年 2回の公募によって実
施した。予算等の関係で 2回の募集後も派遣が可能な場合は、
3回目の募集を実施した。募集期間は各回約 5週間とした。審
査は、人材育成システムのもとに設置された人材育成ワーキング
グループの審査委員が行った。審査委員は研究者 6名、実務
者 2名で構成し、研究者・大学院生の各審査は研究者 3名で、
実務者の各審査は研究者 2名、実務者 1名の計 3名で実施し
た。審査結果は、募集期間終了から1ヵ月後をめどに、申請書

記載の本人連絡先に書面にて通知した。また、募集締め切り後
2ヵ月後に採択者を公表した。
　募集に際しては、本プロジェクトのホームページへの掲載はも
とより、各学協会のホームぺージへの掲載、関係機関へのメー
ルによる周知を実施した。本事業をとおしてアンケート調査を実
施し、その潜在的申請者の要望も明確になり、それらを反映し
ながら募集活動を推進した。さらに、JpGU※ 1などの学会での
トークイベント（図 3-1）を積極的に行い、潜在的申請者を得る
ような努力を行った。

本事業の成果
　本事業全期間をとおした派遣プログラムの派遣者数は、短期
派遣プログラム 22名、中・長期派遣プログラム 30名の合計
52名である（表 3-2）。最終目標の派遣者数 40名を超えた。
短期派遣プログラムでは 2018年度に 12名の最大派遣者数に
達した。中・長期派遣プログラムでは 2016年度に 10名の最大
派遣者数に達した。派遣実績は本報告書の参考資料Ⅳ -3に示
す。派遣支援を受けた者が派遣による研究の成果をプロジェク
ト関係者に発表する成果報告会を年 1回程度開催した。SNS
ネットワークへの参加者は 29名に達している。

　短期派遣者の内訳は、大学院生 8 名、実務者 14 名である。
中・長期派遣者の内訳は、研究者 14 名、大学院生 15 名、
実務者 1名の計 30 名である（図 3-2）。
　派遣者の男女比は男性 71%、女性 29%で約 3割を女性が占
め、理系研究者の男女比（総務省『科学技術研究調査報告』、
2013年現在女子 14.4%）と比べると女性の比率が大きく、北極図 3-1. JpGU でのトークイベント風景

表 3-2. 本事業の派遣者数

図 3-2. 短期派遣、中・長期派遣者数の比率
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域研究への女性進出を示している（図 3-3）。
　研究者、大学院生、実務者の派遣者数比率は、研究者
27%、大学院生 44%、実務者 29%で、大学院生の派遣比率
が大きく、将来の北極域研究の発展に本事業が貢献する可能
性を示している（図 3-4）。また、実務者の派遣比率は約 3割に
達し、本事業は幅広くステークホルダーを包含していると結論付
けることができる。

　全期間の派遣者 52名の派遣先は、北極圏北欧国 22名、ロ
シア 6名、欧州 9名、米国 12名、カナダ 2名、ニュージーラ
ンド 1名である（図 3-5）。北極圏北欧国のうち、アイスランド
に 3名、ノルウェーに 12名、スウェーデンに 1名、デンマーク
に 4名、フィンランドに 2名の計 22名である。このうち北極域
に関する主要な国際会議であるArctic Circleに 3名、Arctic 
Frontiersに 10名を派遣している。欧州への派遣者のうちドイ
ツに 4名、うちAWI※ 2に 3名派遣している。ロシアへの派遣
者のうち半数の 3名はロシア科学アカデミー（RAS：Russian 
Academy of Science）に派遣している。米国への派遣者のう
ち 5名をアラスカ大学フェアバンクス校（UAF：University of 
Alaska Fairbanks）へ派遣している。
　派遣された大学院生、研究者、実務者の分野は、自然科学
系 34名、人文社会科学系 3名、実学系 15名であり、人文社
会科学系の派遣者数は 1割未満で全体的に少ない。

本事業のアウトカム
　本事業全期間通じての論文発表、学会発表などのアウトカム
を表 3-3にまとめた。派遣から得られた成果を原著論文として
発表した論文は 14 編、シンポジウムプロシーディングは 4 編、
報告書等は 2編である。派遣から得られた成果の学会発表の
うち、国内学会では、口頭発表 3件、ポスター発表 1件の計 4
件である。国際学会では、口頭発表 5件、ポスター発表 6件
の計 11件である。この統計は 2019年 9月 30日現在だが、こ
こには含まれていない 2020年 3月開催の第 6回国際北極研
究シンポジウム（ISAR-6：6th International Symposium on 
Arctic Research）での発表も多く予定されているため、国際
学会の発表数はさらに増加する見込みである。

　また、全期間通じた進学や昇進などのプロモーションを表 3-4
にまとめた。大学院生では、修士課程修了後に民間会社へ就職
した者 2名、博士課程から日本学術振興会特別研究員（学振
PD）へ進んだ者 1名、博士課程を修了して海外研究員になった
者 1名、修士課程から博士課程へ進学した者 3名である。研究
者では、博士研究員から学振 PDになった者 1名、海外特別研

図 3-3. 派遣者の男女比

図 3-4. 派遣者の研究者・大学院生・実務者の比率

図 3-5. 派遣者の派遣先比率

表 3-3. 本事業のアウトカム（1）
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究員になった者 2名、学振 PDから海外研究員になった者 1名、
大学共同利用機関法人特別研究員から国立研究開発法人主任
研究員に採用された者 1名である。大学院生派遣者 23名のうち
7名（30%）、研究者 14名のうち 5名（35%）が派遣をきっかけ
に何らかのプロモーションを得られたことを示している。

まとめ
　次世代の北極域若手研究者・実務者の育成に焦点をあわせ
て制度設計し、約 5年にわたり、若手研究者海外派遣支援事
業を実施してきた。その結果、短期派遣プログラム派遣者 22名、
中・長期派遣プログラム派遣者 30名の合計 52名の派遣を実
現した。派遣者は最終目標の合計 40名より12名多く、当初の
目標を 30%超えることができた。派遣先としても北極圏国 8ヵ
国へ 42名を派遣しており、全派遣者の 80%に達した。北極圏
国以外でも、北極域研究で世界をリードするドイツのAWIに 3
名を派遣している。
　プロモーションを得た大学院生、研究者が派遣者全体の 30
～ 35%を占め、本事業をきっかけに 3分の 1の派遣者が将来
への発展のチャンスを得ていることは本事業の成果のひとつとい
える。

表 3-4. 本事業のアウトカム（2）

※ 2019 年 9 月 30 日現在

注：
※1 JpGUは公益社団法人日本地球惑星科学連合（Japan Geoscience 

Union）の略称である。本組織は、地球惑星科学を構成するすべての
分野および関連分野をカバーする研究者・技術者・教育関係者・科学
コミュニケータ、学生や当該分野に関心を持つ一般市民の方々からな
る個人会員、地球惑星科学関連学協会を団体会員、事業を援助してく
れる賛助会員から構成される学術団体である．

※2 AWIはアルフレッド・ウェゲナー極地海洋研究所（Alfred-Wegener 
Institute for Polar and Marine Research）の略称で、ドイツのヘ
ルムホルツ協会が管轄する16の組織を構成するひとつの研究所であ
り、極地海洋研究に関するドイツの国立研究センターである。本研究
所は1980 年に設立、地球物理学者アルフレッド・ウェゲナーの名前を
冠する。
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第 4 章　国際共同研究の推進　|　第 4 章の概観

はじめに
　本章は本プロジェクトの主要な活動である「国際共同研究の
推進」メニューの成果について述べる。第 1章で述べたとおり
本プロジェクトの活動は 3つの柱から構成されるが、プロジェクト
の目的達成という観点からは大きく科学的な成果の創出（北極
環境変化の実態の科学的な把握と予測研究）とその成果の発信
（国内外のステークホルダーに向けた効果的な情報提供）という
ふたつに整理することができる。本メニューはこの前者に相当し、
その成果は本プロジェクトの目的達成のための基礎となる部分
である。

メニューの構成
　プロジェクトの科学研究活動である本メニューの内容として
は、対象とする北極の急激な環境変化の現状と国際協力を重
視する背景のもと、北極評議会（AC：Arct ic Circle）の作
業部会・専門家グループ等への具体的な貢献を視野に入れるこ
と、また国際共同研究であることがプロジェクト公募時に求め
られた。北極域は中央北極海の一部を除きほぼ全域が北極国
の主権下にあるため、すべての研究が何らかの形で必然的に国
際共同となる性質を持つが、本プロジェクトでは日本のこれまで
の北極研究の蓄積と長所を活かしつつ、北極諸国の研究機関と
の共同研究、あるいは国際プロジェクトの一部として実施され
る科学研究を中心に構成した（本報告書の 1.2を参照のこと）。
自然科学系テーマにおいても社会へのインパクトを意識しつつ、
人文社会科学系研究と連携した学際的研究も重視して、以下
の 8つのテーマ（テーマ 1～ 8）を設定して研究活動を実施した。
このうち、テーマ 1～ 6は自然科学系テーマであり、それぞれ
の課題設定にもとづいて北極の環境変化についての新たな知見
を見出すべく研究が実施された。テーマ 7は人文科学・社会科
学のテーマであり、北極の環境変化が社会・経済へ与える影響
を明らかにするために自然科学系と連携した研究を実施した。
テーマ 8はプロジェクトのデータセンターとしての役割を果たし
つつ、データの可視化や船舶への配信などのデータサービスを
実施した。

テーマ1：気象・海氷・波浪予測研究と北極航路支援情報の統合
　本テーマでは、北極域の気象・海氷・海洋の予測精度向上に
向けて、（1）持続可能な北極観測網の構築を目指した国際集中
観測とデータ同化を用いた観測システム実験、（2）現業の世界
の気象予報データを利用した北極変動を起因とする極端気象の

予測可能性研究、（3）北極海航路上の海氷予測と最適航路探索・
波浪予測手法の開発を実施した。

テーマ2：グリーンランドにおける氷床・氷河・海洋・環境変動
　本テーマでは、（1）グリーンランド最大の氷流の上流部で実
施されている EGRIP計画に参加、氷床の変動メカニズムとそ
の気候変動との関わりの解明に取り組む一方、（2）近年の環境
変化が加速する一方でデータの空白域でもあるグリーンランド
氷床の北西部に着目し、気候変動の影響を受けた氷河氷床と
海洋の変動と相互作用、さらに生じている自然災害や社会への
影響に関する研究を実施した。

テーマ 3：北極気候に関わる大気物質
　本テーマでは、北極の温暖化に重要な役割を果たす大気
物質、特に温室効果気体である CH4や、太陽放射収支に影
響する BCなどの短寿命気候影響物質（SLCF: Short-lived 
Climate Forcers）に着目した研究を実施した。SLCFの放射
影響や削減効果に残る不確定性を低減するため、正確な動態
把握、モデルの高度化、信頼性の高い収支推定を目指した。温
室効果気体については、大気中濃度観測にもとづくトップダウン
解析と、発生源観測にもとづくボトムアップ解析の両方を実施し、
雲微物理とエアロゾルについても研究を実施した。

テーマ4：北極海洋環境観測研究
　本テーマは、北極域における海洋環境変動の実態の理解と、
その低次生態系や気候学的な影響の評価を目的として、（1）海氷
減少にともなう北極海洋環境の変化と水循環・気候変動との関
係の理解、（2）温暖化・酸性化によるプランクトンへの影響評価、
（3）北極海淡水収支の季節・経年変動の理解、（4）アラスカ沿岸
における海氷動態変動の理解、を目指して研究を実施した。

テーマ 5：北極気候変動予測研究
　本テーマは、北極域に関連した気候変動の予測可能性を理
解するため、（1） 気候予測可能性の科学的基盤の確立、（2）中
長期気候変動予測の手法の確立、を目指して研究を実施した。
このために必要なステップとして、北極域環境を構成する大気・
海洋・雪氷など多圏間の相互作用、および北極域外の気候への
遠隔影響に関する研究、気候モデルを利用した季節から数十年
の北極域気候の予測に関する研究を実施した。

テーマ6：北極生態系の生物多様性と環境変動への応答研究
　本テーマは、北極域の環境変動に対する北極生態系の応答
と生物多様性の変化の理解を目的とした。海洋生態系に関して
は、生物資源の持続的利用と生物多様性の保全に向けた提案
を行うため、海氷・水温などの環境変化、漁業や海洋汚染、航
路利用などに対する北極海生態系の応答を明らかにした。陸域
生態系に関しては、大型哺乳類、海鳥、陸上植物、微生物な
どに着目し、生物相の現状と生態系機能の解明を目指すととも
に、一部の研究課題では政策決定者向けの保全策を提供した。

末吉 哲雄・榎本 浩之・河野 健・齊藤 誠一

第 4 章の概観4.1 
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テーマ 7：北極の人間と社会：持続的発展の可能性
　本テーマは、温暖化の進展により経済開発の可能性が高まっ
た北極圏の状況を受け、このような開発の持続可能性を考察す
ることを目的として設定した人文科学・社会科学の研究テーマ
である。経済開発、国際政治、環境と人間、の 3つの観点か
ら北極環境変化の影響を評価した。北極の環境変化が社会へ
与える影響を明らかにするという位置付けから、基本的に自然
科学系テーマと連携して研究を実施した。

テーマ 8：北極域データアーカイブシステム
　本テーマは、プロジェクトのデータセンターとしての役割を担
い、海外の主要なデータセンターと連携して各種の研究データ
を国内外に発信する一方で、学際的な共同研究を促進するため
のデータ解析プラットフォームの開発を行った。また、研究船
舶の北極航海サポートのために気象・海氷予測データを配信し、
社会実装を視野に入れた技術開発を行った。

本プロジェクトの特徴的な研究成果
　本メニューでは、北極圏国の研究機関と連携する形で、本プ
ロジェクトの国際連携拠点や海洋地球研究船「みらい」など国
内外の研究基盤を有効に活用し研究を進めてきた。その成果に
ついて概観すると、プロジェクト全体を通じて、以下の点で特
徴的な成果をあげてきたといえる。A）日本のこれまでの北極
研究による蓄積に立脚して国際的に認知された成果をあげてい
ること、B）日本が提案や議論を主導した国際的な観測計画か
ら多くの成果があがっていること、あるいは日本の測定技術が
基準となるなど、世界の調査・観測を牽引する役割を担ったこ
と、C）異分野横断的な研究として、特に北極の地域住民と情
報交換を行いながら実施する調査観測スタイルや環境教材の作
成、教育ツールの作成などにおいて、今後の研究のモデルケー
スとなったことである。
　以下、一部ではあるが上記 A）～ C）の具体例をあげる。
A）の例
・「みらい」による初の初冬航海を実施し、初冬季の貴重な観
測データを取得したこと
・温室効果気体に関し、長期観測データを航空機観測、地上
観測の両面で継続して取得・公開していること
・北極の変動が中緯度気象に与える影響について国際的な成果
を複数あげ、ACの作業部会における国際的な議論をリード
したこと
・海氷分布の季節予報システムの改良を進め、予測結果を毎年
ウェブサイトで公開するとともに、海氷厚の推定手法を改良し、
あわせてADSでの公開を行ったこと
・グリーンランドの EGRIPで掘削・分析に参加し、気候変動に
関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental Panel on 
Climate Change）などに貢献するデータを提供することが期
待されること、氷の流動速に関して実験から新しい知見を見
出したこと

B）の例
・極域予測年（YOPP：Year of Polar Prediction）において、

日本が提案を主導した国際的な北極気象集中観測の実施と予
測精度を高めるための最適観測頻度の実証が行われたこと

・高精度の BC観測技術により、日本の観測を基準として従来
の観測値の過大評価を明らかにし、ACの作業部会・専門家
グループ会合においても認められたこと
・太平洋北極グループ（PAG：Paci f ic Arct ic Group）の
国際共同・連携観測を主導し、「みらい」による総合的な
海洋観測を実施したこと

C）の例
・ロシア永久凍土地域における温暖化が従来の牧畜に与える影
響について明らかにし、また日露の研究者グループで地域住
民を対象とする環境教材を作成したこと
・北極の環境変化を題材にしたボードゲームを開発し、日本科
学未来館での体験会参加者やメディアのみならず、国際学会
においても参加者から高い評価を受けたこと
・グリーンランドで、地域住民と定期的にワークショップを開催
し、データを提供する一方で在来知にもとづく情報提供を受
け、さらに観測調査への協力を得るなど双方向の関係を築い
たこと
・海洋・陸域の生態系研究において、国際的な規制の枠組みへ
の情報提供や保全策の提言を行ったこと
　以上に加えて、期間を限定した包括的研究プロジェクトにお
いては一般に困難とされるデータマネージメントについても、本
プロジェクトではメタデータの収集・公開、ならびに実データへ
のアクセスの確保（データセンターとしてアーカイブ、または海
外のデータセンターへリンク）を実現した点で、オープンデータ・
オープンサイエンスへ貢献し、データ共有が共通の課題である
北極研究において特徴的な成果をあげたといえる。

本メニューの成果指標について
　本プロジェクト期間に研究成果として発表された査読ありの
学術論文は合計で 570 件※１となった。一方、人文社会科学、
ならびに工学の分野を含み、目的達成のために異分野間連携
が求められる本プロジェクトにおいては、自然科学の成果を社
会に結び付ける多様な連携研究を奨励してきた。したがってそ
の成果は、学術雑誌への論文発表のほか、専門書および啓蒙
書籍や環境教育資料、シンポジウムやセッションの企画、講演
会でのパネル討論など、さまざまな形態で公開されており、成
果指標としては発表論文数やその被引用数などの一般的な指標
に加えて、幅広い活動内容に対する総合的な観点からは高く評
価されるべきものであるといえる。

注：
※1	2019年9月30日時点
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本テーマの目的
　海氷の減少にともない、北極海が商業航路として利用される
ようになってきた。北極海航路※ 1の利用や資源開発等の経済
活動は、今後ますます加熱すると考えられる。また、北極圏の
雪氷変動が一要因として考えられている大陸上の異常寒波形成
などは、社会的・経済的にも影響が大きい。したがって、高精
度な北極域の気象・海氷・波浪予測情報のニーズは、北極海
でのローカルな活動に限らず中緯度域でも高まると予想される。
しかし、予測計算に必要な北極海上の気象観測データは限定さ
れるため、予測の不確実性をどのように軽減するかが問題となっ
ている。本テーマでは、想定される社会的なニーズにもとづい
た北極域の気象・海氷・海洋の予測精度向上に向けて、世界気
象機関（WMO: World Meteorological Organization）の極
域予測プロジェクト（PPP: Polar Prediction Project、Jung et 
al., 2016）の枠組みのもと、北極域で国際共同研究を実施し
た。具体的には（1）持続可能な北極観測網の構築を目指した国
際集中観測とデータ同化を用いた観測システム実験、（2）現業
の世界の気象予報データを利用した北極変動を起因とする極端
気象の予測可能性研究、（3）北極海航路上の海氷予測と最適
航路探索・波浪予測手法の開発、の 3つを軸とした観測的・数
値的研究を推進し、北極域を取り巻く予測可能性を包括的に理
解することを目標とした。具体的には海洋地球研究船「みらい」
を用いた高層気象観測や波浪ブイ観測などを実施するとともに、
地球シミュレータ等を用いたデータ同化・予測実験等から観測
データの影響評価を行った。
　本テーマでは、気象・海氷・波浪・工学など多岐の分野の研
究者が、観測・数値モデル・データ同化などを駆使して研究を
遂行した。成果の詳細は各論にて解説するが、ここでは本テー
マ内における共通項に着目し、全体像を示す。

北極低気圧
　北極海上の低気圧は、強風・海氷移流・波浪・着氷・濃霧に
よる視程の悪化などをもたらすため、北極海を航行する船舶に
とって影響力の大きい存在である。また、海氷の減少は波によ
る海岸侵食を引き起こし、北極域の先住民等の生活を脅かしつ
つある。したがって、北極域における低気圧の正確な予測は、
人間社会に対して重要な課題となってきている。
　そこでまず、極端に発達した北極低気圧が現業予報機関でどの
程度確からしく予報できているかを、5つの気象予報機関（CMC、

ECMWF、JMA、NCEP、UKMO）の予報データセット（TIGGE: 
THORPEX Interactive Grand Global Ensemble）を用いて調
べた。その結果、3.5日以下の予報期間において北極低気圧が
予報される存在率は 0.9以上で、これは北半球中緯度域でみら
れる温帯低気圧の予報精度よりも低かった（Yamagami et al., 
2018a）。これは予報に使われる北極域での観測データが少ない
ことが一要因であると考えられる。予報機関別にみると、欧州
中期予報センター（ECMWF: European Centre for Medium-
Range Weather Forecasts）の北極低気圧の予報が、存在率・
位置・中心気圧・強さにおいて、予報期間が 1日長くても他機
関の予報より高精度であることがわかり、北極域での予報情報
としての利用価値が高いことが示された。
　この高精度の ECMWFの予報データを強制力として用いた
海氷‐海洋結合同化システムTOPAZ4（Xie et al., 20171)）の
出力データについて、北極海航路の海域の一部である東シベリ
ア海の海氷厚の予測精度を、大気の予測可能性の観点から調
べた。3年分の海氷厚の予測出力を解析した結果、初夏の海
氷厚分布は 3日以下の予測期間において高精度に予測できたも
のの、それ以上の予測期間になると急激に予測精度が悪化し
た（Nakanowatari et al., 2018a）。これは、総観規模の大気
変動（低気圧等）の予測可能性にともなう影響によるものであ
り、Yamagami et al.（2018a）とも整合的な結果を得た。さ
らにOno et al.（2016）は、極端に発達した北極低気圧の事例
（Yamazaki et al., 20152)）に関して、北極域でのラジオゾンデ
の追加観測をデータ同化した大気強制で海氷‐海洋結合モデ
ルを駆動することによって、より高精度に海氷分布を予測できる
ことを示した。気象観測の強化で海氷予測が高精度化されるの
は、低気圧の事例だけではなく高気圧の事例にも当てはまるこ
とも示されている（Inoue et al., 2015）。したがって、気象予測
に含まれる誤差情報を把握することは、北極海航路上の海氷分
布の把握、および安全な船舶の運航に極めて重要だといえる。
　大気強制の不確実性は、北極海の波浪予測にも影響がおよ
ぶ。2016年 8～ 10月に行われた「みらい」北極航海（MR16-
06）によってボーフォート海に投入された 2基の波浪ブイのデー
タを解析した結果、4ｍ以上の高波高の事例が 9月と 10月に
それぞれ観測され、それらは低気圧による強風に由来するも
のであることがわかった。ECMWFが提供するデータセット
ERA-Interimの大気再解析データでは波高は概ね再現されて
いたが、10月の事例については過小評価されていた（Waseda 
et al., 2018b）。波浪モデル（Wave Watch III）による再現実
験では、与える再解析データの風を差し替えてもこの過小評価
の結果は変わらなかった。10月の再解析データに同化されてい
る観測データの数を調べると、9月の観測数の 2割程度にとど
まり、それが大気強制の不確実性を増大させたものと考えられ
る（Nose et al., 2018）。

北極域の追加観測の効果
　Inoue et al.（2015）や Ono et al.（2016）が指摘するように、
北極域での追加観測は当該地域の気象予測・海氷予測に有効
である。しかし、中緯度の大気循環への影響については、冬季・

4.2.1 全体概要

猪上 淳

気象・海氷・波浪予測研究と
北極航路支援情報の統合
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夏季ともに十分に実証されていない。中緯度で頻発する極端気
象による災害リスクを軽減する可能性など、北極の研究活動が
社会へどのような恩恵をもたらすかを調査することは本プロジェ
クトにとって重要な視点である。
　本テーマでは、冬季と夏季のふたつの典型的な気象現象の
予測可能性について、北極の追加観測の影響を調査した。冬
季については、日本域と北米東海岸で卓越する寒気吹き出しの
事例を扱った。2015年 2月に実施された北極域でのラジオゾ
ンデの追加観測の情報は、北極海上の対流圏上部の渦位偏差
に取り込まれ、その流れに依存して情報が伝播することが明ら
かとなった（Sato et al., 2017）。渦位偏差は中緯度の温帯低気
圧の発達に重要であるが、その渦位の再現性が追加観測で精
緻化されると、4日以上の予測期間において、大陸東岸で西高
東低の冬型気圧配置を構成する低気圧の強さや経路の精度が
向上することが示された。同様のメカニズムは、夏季の日本域
での台風や北米のハリケーンにおいても確認され（Sato et al., 
2018a）、北極域の追加観測が予測の初期場に取り込まれるこ
とによって、中緯度の気象現象の予測精度が向上する場合があ
ることを実証した。
　前段「北極低気圧」の結果もふまえると、北極域での気象観
測を強化することは、中・高緯度の気象予測、および北極域の
海氷・波浪予測の精度向上に貢献することから意義深い活動で
あることは確かである。しかし、観測にかかるコストを考慮する
と、観測頻度を最適化する必要もある。Inoue et al.（2015）
では、「みらい」北極航海で実施した 1日 8回のラジオゾンデ
観測データについて、データ同化する頻度を漸減させる観測シ
ステム実験を行った。その結果、観測頻度は多いほど予測精度
の向上は見込まれるものの、4回と 8回では大きな差は生じず、
観測コストを考慮すると 4回が最適であると結論付けている。
この結果は PPPにおける集中観測期間のラジオゾンデの観測
頻度を決める重要な成果となった。

「みらい」北極航海における支援体制の構築
　気象・波浪・海氷予測における不確実性の把握は、北極海を
航行する際の基礎情報となる。しかしながら、実際には気象情
報のエンドユーザーは、各気象機関の予報情報の不確実性を
吟味せずに、扱いやすい予報情報に頼っているのが現状である。
北極海では通信環境が限られているため、研究者がどの気象機
関のどの予報情報が有益かを説明することが望まれる（Jeuring 
et al., 20193））。
　2018年の「みらい」北極航海（MR18-05C）では、日本の
研究船でははじめて、チュクチ海での初冬（11月）航海に挑み、
気象・海氷・波浪の予測可能性研究のための高頻度のラジオゾ
ンデ観測、海氷縁での CTD観測、波浪ブイ観測などを実施し
た。初冬の航海は海氷や気温などの制限が加わり例年より高度
な判断が必要となるため、必然的に気象・海氷の予報データを
利用する機会が増えた。この航海では、PPPの YOPPにおけ
るサポートとして ECMWFやカナダ環境・気候変動省（ECCC: 
Environment and Climate Change Canada）の気象・海氷
予報データを船上にてリアルタイムで利用した。テーマ 8が中心

となって開発した航路支援サービス「VENUS」が、この予報デー
タを自動的に取得・可視化し、船内で利用可能にすることにより、
研究者や乗組員の負担を大幅に軽減した。
　定線観測の場所や期間の設定、ベーリング海峡を南下するタ
イミングの決定には、海氷の張り出しの予測が極めて重要となる
が、上記の予報データは日々の観測ミーティングで常に検討さ
れ、首席研究者および船長の意思決定に大いに役立った。特に
研究者が予報誤差等も含めた解説をすることで、船内の誰でも
アクセス可能な「VENUS」を通じて、船長・乗組員が予報デー
タを解釈できる機会を提供できた。これは、観測活動と安全な
航海を両立するうえで極めて貴重なステップである。
　取得された観測データは、予報データの検証にも利用可
能である。航海中には ECMWFの気温予報が船上の気温よ
りも 3℃程度高めに予報される時期があり、その原因として
ECMWFの海氷密接度が小さく見積もられていること（Nose 
et al., submitted）などが想像された。そのような情報について、
ECMWF主催の観測研究者とモデル研究者が集まる研究ワー
クショップで ECMWFの海氷モデル担当者と直接対話する機
会を作り、交換することができた。「みらい」による気象・海洋
観測の結果が現業予報のシステムを改善させるきっかけを与え
たことは、本プロジェクトの研究成果を適切な形でステークホ
ルダーへ情報伝達できた一例といえる。
　北極海航路上の海氷予測を高分解能で実施するために、本
テーマにおいても海氷‐海洋結合モデル IcePOMによる海氷
予測情報を「みらい」に提供した。ECMWFや ECCCに比べ
て海水温が低めに設定され、このモデルの予測結果では海氷
が形成されやすいなどの不具合を航海中に見出し、改良の糸口
を掴んだ（De Silva et al., 2020）。これを受けて境界条件の
設定などを改良し、ECCCの再現性の高い海洋構造を初期場
に ECMWFの 10日間大気予報データを強制力としたところ、
2019年の「みらい」北極航海（MR19-03C）において、10日
先までの高解像度（2.5km）の海氷予測が実現した。

「北極海航路支援情報の統合化」とは？
　本テーマでは、当初テーマ 8と共同して、海氷予測にもとづ
いて最適な航路そのものを計算し、それを北極海を航行する
船舶に提供するシステム（北極海航路探索システム）の構築を
試みていたが、海氷厚を適切に設定せずに、マイクロ波放射
計（AMSR2等）による海氷密接度のみで航路計算するのは不
適当であると判断した。また、実際の航路予測には、高分解
能の海氷の予測データが必須である。そこで本テーマでは、ま
ず海氷密接度と海氷厚をもっともらしく再現・予測しているプロ
ダクトを検討した。その結果、ノルウェーのナンセン環境リモー
トセンシング研究センター（NERSC: Nansen Environmental 
and Remote Sensing Center）で開発された TOPAZ4を用
いた予測データが、現在得られる海氷の中期予測データとして
最適であることを示した（Nakanowatari et al., 2018a）。これ
は、1週間程度の予測期間で最高性能を誇る ECMWFの気象
予報データを強制力として海氷を予測しているため、大気予測
に起因する不確実性が低い海氷予測データといえる。TOPAZ4
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による海氷情報と航路上の航跡・速度データの関係を調べる
と、船の行動は海氷状況に依存する場合があることが示された
（Nakanowatari et al., 2018a）。しかし、実際の船舶の氷中航
行特性を解析すると、統計的には気象条件・海氷条件などとの
関連は薄く、経験的な航路選択や意図的な速度調整などの影
響が支配的で、北極海航路探索システムを提供するには別のア
プローチが必要である。現状では船舶の仕様が公開されること
はまれであるため、ビジネスを生業とする特定の船社・船主に対
して、汎用的な航路探索システムを本プロジェクトとして提供す
ることは極めて困難である。
　一方で、「みらい」北極航海で活用実績を積んだ「VENUS」
は有効な情報統合化ツールであることが示された。特に
ECMWFと ECCCの気象・海氷予報データ、あるいはそれら
のよいところを取り込んだ IcePOMによる海氷予測データは、
MR18-05C、MR19-03Cにおいて船の行動の意思決定に積極
的に活用され、これが事実上の「北極海航路支援情報の統合化」
としての成果といえる。
　本プロジェクト終了後も「VENUS」なしでは、日本の北極航
海は成り立たないであろう。その際、船主・運航会社は独自に
ECMWF等の高精度の予報データを購入・入手する必要がある。
また、ここで強調しておくべきことは、「VENUS」の導入とともに、
その予測情報の便益を的確にユーザーに説明できる研究者の
存在である。各気象機関の予報情報の癖、パラメーター間の関
係、不確実性に関する基礎的な知識、予測計算における観測
データの重要性などを、専門の研究者が利用者（船長、アイス
パイロット、首席研究者等）に対して航海前に説明する機会が
あると有効である。この過程は今後、北極域の研究砕氷船など
が運用されることになった場合においてさらに重要となる。

持続可能な観測体制へ向けた展望
　YOPPにおける国際的な研究成果から、高頻度のラジオゾン
デ観測は北極域・中緯度域の気象予測に有効である場合があ
ること（Inoue et al., 2015; Sato et al., 2017, 2018a; Lee et al., 
2019a）、その効果は特に衛星データの同化の効果が薄い対流
圏下部や冬季に有効であること（Lawrence et al., 20194）; Day 
et al., 20195））、ロシア域の観測精度は低いこと（Naakka et 
al., 20196））などが示されている。
　観測誤差に関しては、本テーマではあまり扱っていないが、
良質な観測データを提供することは北極域の観測網の持続可能
性を考えるうえでの大前提である。ロシアのケープ・バラノバ基
地においてAARIと共同で実施したラジオゾンデ観測データは、
現業のロシアのラジオゾンデ観測の精度問題を検証する重要な
データ源である（Hori and Inoue, submitted）。データ解析の
結果、世界で広く使われているフィンランドのバイサラ社製のセ
ンサーに比べて、ロシア製のセンサーは十分な精度で観測でき
ていないことが明らかとなり、Naakka et al.（2019）6）と矛盾し
ない結果となった。これは日本の気象予測にとって、風上であ
るロシア域の大気の基本場の精度がよくないことを示唆する。
　ラジオゾンデ観測全般における懸念事項としては、以下の
ふたつの理由から持続可能な観測システムとはいい難い状況と

なってきている。ひとつは、環境負荷である。ゴム気球が破
裂し観測が終了すると、陸上 /海上に落下した測器はごみとな
る。国連が提唱する持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable 
Development Goals）や G20大阪サミットでは、海洋ごみを
大幅に削減する目標が掲げられ、気象分野としても早急に対策
を講じる必要がある。ふたつ目は、浮力材としてのヘリウムガス
の枯渇である。中東の地政リスクおよび北米の産出方法の変革
にともない、2018年以降調達量が回復する見込みは立っていな
い。観測資源の確保・運用に関する最適化が目下の課題であり、
既存のメジャーな気象観測システムを新観測システムに大きく変
革・転換させることが今後必要となる可能性が高い。北極海航
路上での各船舶において、予測情報の利用者自らが観測活動に
も参画する体制になれば、航路上の気象・海氷予測精度の向上、
あるいはロシア域での観測精度向上にもつながるだろう。

まとめ
　本テーマでは、北極域の観測データは数日程度の精緻な気
象・波浪・海氷予測に極めて有効であること、中緯度の気象現
象の予測にも効果があることなど、YOPPの国際共同研究の枠
組みを利用して、効果的に成果を発信した。さらに ECMWF
等の現業の気象・海氷予測データを活用することで、研究航海
の安全と観測活動の両立を図ることに成功し、北極海を航行す
る際の予測情報の利用に関するモデルケースを示すことができ
た。また、大気と海洋の現業予報における初期値・予報値の最
適な組み合わせを検討し、高空間分解能の海氷‐海洋結合モ
デル IcePOMの開発・精緻化に成功した。この予測情報の統
合化の結果、北極海航路上の 10日程度の海氷予測を行う基盤
モデルの目処が立った。

はじめに
　北極海航路および北極空路を利用する際に、北極大気の予
測は航路決定のための重要な情報となる。本項では、北極大
気の予測可能性研究のひとつとしてアンサンブル予報データを
用いた研究について述べる。まず、TIGGE Museum※ 2および
S2S Museum※ 3の管理・運営について述べる。次に、北極域
の顕著現象のひとつである北極低気圧の予測可能性についての
解析結果について説明する。最後に、気候変動リスク情報創生
プログラムによる「地球温暖化対策に資するアンサンブル気候
予測データベース（d4PDF）」（Mizuta et al., 20177)）を用いた、
北極‐中緯度相互作用について解析した結果について説明する。

準リアルタイムアンサンブル予報プロダクトウェブページ
　TIGGE Museumと S2S Museumは、1～ 2週間先の気象
予測精度の向上を目的としたWMOのTHe Observing system 
Research and Predictability Experiment（THORPEX） プ

4.2.2 極端気象現象の予測可能性

松枝 未遠・山上 晃央・堀 正岳
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ロジェクトによる中期アンサンブル予報データベース TIGGE
（Swinbank et al., 2016）のデータ、および 2 週間～ 2ヵ月
程度先の気象予測精度の向上を目的とした Sub-seasonal to 
Seasonal（S2S）プロジェクトによる延長アンサブル予報データ
ベースのデータ（S2Sデータ、Vitart et al., 20178））をそれぞれ
用いた準リアルタイムアンサンブル予報プロダクトウェブページで
ある。TIGGE Museumおよび S2S Museumの管理・運営で
は、新規プロダクトの追加や各予報機関のモデルの仕様変更へ
の対応を行った。特に S2S Museumについては本プロジェクト
と同時期にデータ提供が開始されたため、ウェブページの立ち
上げから着手した。S2S Museumでは 14 種類のプロダクトを
予報初期時刻から 21日遅れで提供しており、そのなかには海
氷密接度の予測や北極域での地上風、地上気温、降水の予測、
北極域の気象へ影響をおよぼすさまざまなテレコネクション（大
気の遠隔応答）の予測などが含まれる。図 4-2-1は海氷密接度
と海面水温の予報プロダクトの例であり、2019年 8月 15日を
予報初期日として 4週間先（9月 6～ 12日）を対象としたもの
である。航路上である東シベリア海およびバレンツ海では、大
部分の数値予報機関が海氷に覆われていない予報を示す。一
方、ラプテフ海付近では、海氷縁が陸まで届く予報を示す機関
もあれば、陸と海氷縁の間が開いている予報を示す機関もある。
また、中国（CMA: China Meteorological Administration）
やフランス（METFR: Météo France）では、9月の前半に海
氷の大部分が融解する予報となっている。このように、予報プ
ロダクトを利用することで、複数の数値予報機関による予報を容
易に比較でき、予報の不確実性の把握が可能となる。
　S2S Museumは 1ヵ月で約 100名のアクティブユーザーがお
り、特に顕著な大気現象が起こった際にアクセス数が増加する
ことから、予測可能性研究において活用されていることがわかる。

北極低気圧の予測可能性研究
　北極低気圧は、強風・海氷移流・波浪・着氷・霧による視程
の悪化などをもたらすため、北極海を航行する船舶や航空機に
対して影響の大きな現象である。また、海氷の減少は波による
海岸侵食を引き起こし、北極域の先住民の生活を脅かしつつあ
る。したがって、北極低気圧の正確な予測は、人間社会に対し
て重要な課題となってきている。本研究では、特に顕著な北極
低気圧の予測可能性を、現業数値予報モデルにより調べた。顕
著な北極低気圧事例として、最盛期の中心気圧が 980hPa以下、
中心位置が 70ºN以北、上層の暖気核（250hPaの温度偏差の
中心から 800km平均）が 5K以上という基準を用いた。
　2008～ 2016年の夏季（6～ 8月）に発生した北極低気圧の
うち、顕著な事例は 10事例存在し、2016 年 8月の事例のよ
うに 1ヵ月近く持続する事例もあった（Yamagami et al., 2017
など）。これらの 10事例を対象として、北極低気圧の最盛期
における存在・中心気圧・中心位置が最先端の現業数値予報
モデル（カナダ（CMC: Canadian Meteorological Centre、図
4-2-2黄破線）、欧州（ECMWF、図 4-2-2青破線）、日本（JMA: 
Japan Meteorological Agency、図 4-2-2赤破線）、米国（NCEP: 
National Centers for Environmental Prediction、図 4-2-2
緑破線）、英国（UKMO: United Kingdom Met Office、図
4-2-2紫破線））でどの程度予測できていたかを調査した。
　最盛期における北極低気圧の存在（図 4-2-2（a））は、6.5
日前からの予測ではすべての機関のモデルが8割以下（ECMWF
以外は 6～ 7割）のアンサンブルメンバーのみしか予測できて
いなかった。5.5日前からの予測において ECMWFで、4.5日
前からの予測ですべてのモデルにおいて存在率が 8割を超え、
3.5日前からの予測でようやくすべてのモデルで 9割を超えた。
このことは、北極低気圧そのものの発生予測の改善が、現時点
での数値予報モデルの 1番の課題であることを示している。北
極低気圧の最盛期の中心気圧の予測精度（図 4-2-2（b））は、
6.5～ 4.5日前からの予測では JMAがもっとも低く、3.5～ 0.5
日前からの予測では NCEPがもっとも低かった。すべての予報
時刻において、CMCと ECMWFがもっとも精度が高く、北極
低気圧の発達を捉えられたメンバーが多かった。また、最盛期
の位置の予測（図 4-2-2（c））では、5.5～ 2.5日前からの予測
で CMCがもっとも精度が低く、1.5～ 0.5日前からの予測で
は ECMWF以外の機関のモデルは同程度の精度、0.5日予測
では ECMWFと JMAがもっとも高い精度を示した。10事例
の顕著な北極低気圧の平均的な半径を基準とすると、中心位置
を平均半径の半分（469.1km）以下の誤差で予測できるのは、
ECMWFが 4.5日前の予測から、JMA、NCEP、UKMOが 3.5
日前の予測から、CMCが 2.5日前の予測からであった。
　これらの結果から、最盛期における北極低気圧の存在率、
中心気圧、中心位置の予測精度は、平均的に ECMWFがもっ
ともよく、その予測精度は他機関と比較して 1日程度の差があ
ることがわかった。すなわち、ECMWFの 4日予報の精度が
他機関の 3日予報の精度に相当することとなる。一方で、現業
の数値予報モデルを用いても 2～ 4日前からしか正確な北極低
気圧の位置が予測できないことが示された。これは現業アンサ

図 4-2-1. S2S Museum における海氷予測プロダクト。2019 年 8 月 15 日を初期日とする
4 週間先（2019 年 9 月 6 ～ 12 日）を対象とするアンサンブル平均の予測。各パネルはそれ
ぞれ異なる現業数値予報機関による予報を示す。
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ンブル予報による北極域の平均的な予測スキルである 7～ 9日
（Jung and Matsueda, 20169））と比較してかなり短い。また、
顕著な北極低気圧の発生、維持、発達の予測にも課題があるこ
とが示された。
　さらに、米国大気海洋庁（NOAA: National Oceanic and 
Atmospheric Administration）が提供する長期アンサンブ
ル再予報データ（Global Ensemble Forecast System(GEFS）
再予報）を用いて同様の解析を行い、北極低気圧の中心気圧
や予測スキルの長期変化傾向について調査した。1985～ 2016
年の夏季には 26事例の顕著な北極低気圧が発生し、もっとも
発達した事例は 1995年 8月と 2012年 8月の事例（中心気圧
964.7 hPa）であり、もっともサイズの大きな事例は 1988年 6
月の事例（半径 1,512.8km）であった。26事例の北極低気圧
の中心気圧・サイズ・発生頻度について、長期変化傾向はみら
れなかった。26事例の北極低気圧を対象として予測スキルを調
べた結果、9割以上のアンサンブルメンバーが北極低気圧の存
在を予測できていたのは最盛期の 3日前の予測からであった（図
4-2-2（a）黒線）。また、最盛期の 3日前の予測から、平均的
な中心位置の予測誤差が 26事例の最盛期における平均半径の
半分（433.1 km）以下となり（図 4-2-2（c）黒線）、そのときの
中心気圧の予測誤差は 6.1hPaであった（図 4-2-2（b）黒線）。

これらの結果と 2008～ 2016年の 10事例に対する予測スキル
（図 4-2-2茶色線）は同程度であった。この結果は、顕著な北
極低気圧の予測スキルには長期的な改善傾向がみられないこと
を示唆している。個々の事例の予測スキルからも同様の傾向が
みられ、顕著な北極低気圧の予測スキルは事例依存性が高い
ことが示された。10事例に対するGEFS再予報の予測スキル
とTIGGEデータによる現業アンサンブル予報の予測スキル（図
4-2-2破線）を比較した結果、GEFS再予報の存在予測のスキ
ルは、各予報時間における存在率がもっとも低い数値予報モデ
ルである JMAおよび UKMOと同程度であることがわかった。

またGEFS再予報の中心気圧と中心位置の予測スキルは、長い
予報時間（4.0～ 6.0日）ではもっともよい ECMWF（図 4-2-2
（b）（c）青破線）と同程度である一方、短い予報時間（1.0～ 3.0
日）では5つの現業予報の中間程度であることが示された。さらに、
中心位置の予測スキルの確率的な検証を行った場合もこれらの
結果と一貫した結果が得られた（Yamagami et al., 2019）。
　過去 30年間のうちもっとも顕著な夏季北極低気圧のひとつ
であった 2012年 8月に発生した北極低気圧の予測について、
TIGGEデータを用いて詳細に解析を行った。この北極低気圧
は 70ºN以南から侵入する低気圧と東シベリア海上に存在した
北極低気圧が併合し、上層の暖気核が併合することにより持続、
発達した事例である。最盛期における中心気圧と位置それぞれ
を用いてアンサンブルメンバーを分類したところ、もっとも予測
精度の高い 5つのメンバーでは最盛期における対流圏上層の暖
気核の発達が正確に予測できていたのに対して、予測精度の低
い 5つのメンバーでは最盛期にふたつの暖気核が別々に存在す
ることがわかった。これは、暖気核の併合と発達が北極低気
圧の発達に重要であることを示唆している。さらに、暖気核の
併合と発達の正確な予測には、上層の極渦やトラフの位置や深
まりの正確な予測が重要であることが示された（Yamagami et 
al., 2018a）。この結果から、数値モデルの改良と北極域でのさ
らなる観測の必要性（初期値の不確実性の低減）が示唆された。
　数値予報モデルの予測精度を向上させるもっとも単純な方法
としてモデルの高解像度化が考えられる。北極低気圧の予測に
対するモデルの水平解像度の依存性を調べるために、ECMWF
が研究・教育の用途で公開している簡易版現業予測モデル
OpenIFSを用いた予測実験を行った。前述の 2008～ 2016年
における顕著な北極低気圧 10事例に加え、2017～ 2018年の
夏季に発生した北極低気圧のうち同様の基準を満たした顕著な
3事例を含めた 13事例について実験を行った。実験対象の解
像度は、T639（赤道上約 32km）、 T511（同約 40km）、T319
（同約 60km）の 3種であり、T639が ECMWFの現業アンサ
ンブル予報で使用されている解像度である。初期値および境界
値は ECMWFが提供するデータセットERA5の再解析データ
から作成した。実験の結果、事例依存性は大きいものの、13
事例を平均すると解像度が高くなるほど予測精度が高く、T639
の予測精度がもっとも高いことがわかった（図 4-2-3）。

図 4-2-2. 北極低気圧の（a）発生の予測率、（b）中心気圧誤差、（c）中心位置誤差。黒と
茶はそれぞれ 26 事例（1986 ～ 2016 年）と 10 事例（2008 ～ 2016 年）に対する GEFS
再予報、破線は 10 事例（2008 ～ 2016 年）に対する代表的な 5 つの数値予報機関の現
業アンサンブル予報を示す。

図 4-2-3. 北極低気圧 13 事例の予測について、予測結果と観測（ERA5）の空間相関の時
系列変化。各事例について最盛期の 8 日前からの予測をし、スコアを平均したものを示す。
スコアの計測範囲は北緯 70 度以北。
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　事例に関わらず予報期間 4日までは解像度依存性は小さい
が、5日以降は事例によって大きく差が開く事例とそうでない事
例に二分された。3日程度の予報期間では解像度による違いは
明らかでないが、それより長い予報期間では精度の高い予測に
数値モデルの高度化が必要であることを示している。予測誤差
の空間分布を調べると、解像度が変化しても誤差の分布はほと
んど変化しなかった。したがって、北極低気圧は事例ごとに異
なる予測しにくい要素があり、それは高解像度化ではほとんど
改善されないことが示された。これらの結果より、北極低気圧
の予測において、わずかな誤差が非線形的に大きく成長するカ
オスの影響が比較的小さいことが示唆されている。

アンサンブル気候予測データベースを用いた北極‐中緯度
相互作用の研究
　近年、冬季における北極の温暖化とバレンツ・カラ海を中
心とした海氷の減少にともないユーラシア大陸上の寒冷化が
引き起こされている可能性について議論が盛んになっている。
「Warm Arctic and Cold Eurasia（WACE）」パターンと呼ば
れる、観測上顕著にみられるこの寒冷化は、モデル実験による
再現性が低いため、気候システムの内部変動によるものではな
いかという指摘もされている。そこで、d4PDFを用いて、100
メンバーの大気大循環モデル（AGCM: Atmospheric General 
Circulation Model）実験による 20世紀再現実験と非温暖
化実験によるWACEパターンの再現性と比較を行った（Hori 
and Oshima, 2018）。その結果、モデル内で再現されている
WACEパターンの正のトレンドは北極海上の海面水温の変化に
ともなうものであるが、WACEパターンの振幅そのものは 20
世紀再現実験と非温暖化実験間で差は小さく、中緯度ユーラシ
アにおける寒冷化を説明できないという結果が得られた。一方、
モデル内のバレンツ・カラ海の海氷が少ない場合に特に極端な
WACEパターンが発生しており、海氷変動はWACEパターン
の発生頻度をとおして中緯度寒冷化に影響している可能性を明
らかにした（図 4-2-4）。

数値予測と気象観測
　精度が年々向上している数値予報（Jung and Matsueda, 
2016 9））は、数値予報モデルと気象観測の両輪で情報が日々更
新される。数値予報において観測データが重要なのは、数値予
報モデルに与える最初の大気の状態（初期場）の品質によって、
予測精度が左右されるからである。本研究では、1週間以下の
時間スケールの数値予報において、気象観測が手薄な北極域の
観測点や観測頻度が強化された場合、北極域および中緯度域
の気象予測、ならびに北極域の海氷・波浪予測がどのように向
上するのかを調査した。天気予報の利用者にとって北極域の気
象観測が有用で価値のある活動であることを科学的に実証し、
北極域の気象観測網を持続可能なものとするための科学的知見
を発信することが本研究の目標である。この研究は観測・予測
の両面からアプローチする点において独自性があり、WMOの
推進するYOPPにおける観測・予測研究と直結する。

YOPP における観測活動
　YOPPは、2018年 2月 1日～ 3月 31日の冬季（SOP1）、お
よび 2018年７月 1日～ 9月 30日の夏季（SOP2）のふたつの
Special Observing Periods（SOP）で特徴付けられる。各気
象機関および研究機関は、WMOによってラジオゾンデの増
発や氷上ブイの展開を要請された。欧州を中心に SOP1では
約 1,900 個、SOP2では約 3,000 個のラジオゾンデの増発が
なされ、これまでにない組織的な国際観測キャンペーンとなっ
た。本プロジェクトとしては、AARIとの共同研究により、ロシ
アのケープ・バラノバ基地（79˚18'N、101 4̊8'E）における SOP
中の観測頻度を 1日 1回から 2回に増発した。また、YOPP
では SOP以外の観測も推奨され、2018 年のMR18-05Cで
は、船上でのラジオゾンデ観測（129 個）を実施した。なお、
2019年のMR19-03Cにおけるラジオゾンデ観測（107個）は、
Multidisciplinary drifting Observatory for the Study of 
Arctic Climate （MOSAiC、2019年 9月 20日から約 1年間）
に対応した活動として位置付けられている。
　海洋・海氷分野においては、2018年 10～ 12月および 2019
年 9～ 11月のMR18-05C、MR19-03Cにおいて海氷縁を毎
日観測する定線観測を実施した。1週間以上の海氷縁観測（2018
年 11月：12日間、2019年 10月：10日間）および CTD観測
により、ECCCの現業海氷予報および本テーマで開発している
IcePOMの海氷予測のための検証データを取得した。また、波
浪ブイの展開を行い（2018年 11月：2機、2019年 10月：3機）、
波浪予測の研究に資するデータも取得した。

YOPP における予測研究
　ここでは、北極域の観測データの有無による中・高緯度の諸
現象の予測可能性への影響を調べた結果を紹介する。
　2016年は、8月に日本域で台風 10号が東北地方に上陸し、

図 4-2-4. d4PDF の 20 世 紀 再 現 実 験（HPB）と非温 暖 化 実 験（HPB-NAT）における
WACE パターンの事例に対する合成図。a）、c）は地表面気温、b）、d）は海面更正気圧、
e）、f）は 2 実験間の差。

4.2.3 気象観測網の強化と予測向上

猪上 淳・佐藤 和敏・堀 正岳
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農作物などに多くの被害が出たほか、9月には北米でもハリケー
ンが温帯低気圧化し、それが欧州へ到達し大雨をもたらすな
ど、熱帯低気圧に関する被害が多い年であった。台風は一般に
中緯度帯に差しかかると、上空の偏西風の影響を受けて進路
が転向するため、その進路予測には中緯度および高緯度の大気
循環の影響も考慮する必要がある。この年、北極域では 8月に
ドイツ砕氷船と韓国砕氷船、およびロシアのケープ・バラノバ基
地で、9月に「みらい」でラジオゾンデ観測が行われていた。こ
れらの観測が、偏西風の蛇行やそれにともなう熱帯低気圧の
進路予測にどの程度の影響を与えるのかを、JAMSTECのアン
サンブル大気データ同化システム （ALEDAS2: AFES-LETKF 
ensemble data assimilation system ver. 2）を用いて調べ
た。その結果、上記のラジオゾンデ観測データを初期値に取り
込んだ場合、北極域の対流圏上部の渦位の再現性が改善する
ことが示された。この結果、熱帯低気圧の進路予測に重要な
偏西風の予測精度が向上し、4日程度の予測期間においては観
測データを取り込まない場合に比べて進路予測が改善すること
が明らかとなった（Sato et al., 2018a）。このメカニズムの一般
性は、6つのハリケーンの事例を用いた解析によっても示され
ている（Sato et al., submitted）。2019年 10月に甚大な被害
をもたらした台風 19号についても、同様の実験を「みらい」と
MOSAiCのラジオゾンデ観測データを用いて実施し、北極域
の観測活動の有効性を実証する予定である。
　中緯度に卓越する冬季モンスーン、いわゆる大陸東岸での寒
気の吹き出し事例についても、上記と同様の手法で調査した。
2015年 2月は北米東岸で記録的な寒波に見舞われ、各地で最
低気温を更新した。これは、ニューヨーク沖の北大西洋で発達
した低気圧とそれにともなう寒冷前線により、北極域の寒気が
南下したためである。この冬型の気圧配置の予測可能性にも、
それを構成する低気圧と南下する高渦位の予測精度が重要で、
それには北極域での渦位の正確な再現が必要であることがわ
かった（Sato et al., 2017）。北極域の渦位場は、ラジオゾンデ
の特別観測（ノルウェー研究船、バロー等の 4つの地上観測点）
によって、例年よりも高精度に表現できており、流れに依存した
観測データの伝播過程を経て中緯度の気象予測へ影響した。こ
れは逆に、北極域で観測が不足すると、誤差をともなった渦位
が中緯度の予測誤差の原因となることを示唆する。
　北極域の観測強化は、初期場が改善することから、北極域
自体の気象予測にも好影響を与えることがある。北極海航路上
では、低気圧以外にも強風をもたらす現象があり、そのひとつ
として高気圧縁辺部の強風があげられる。Inoue et al.（2015）
では、「みらい」やその他の陸上観測点によるラジオゾンデの特
別観測によって、この高気圧の中心位置が高精度に予測でき、
観測がない場合に比べて北極海航路上の海上風が 5m s-1程度
強く予測されることがわかった。これは、観測がないと海上風
を過小評価する可能性を示唆する。

海氷・波浪予測への波及効果
　北極域の観測強化による海上風の精度向上は、海氷予測や
波浪予測にも影響がおよぶ。例えば、Ono et al.（2016）では、

2012年 8月に発生した北極低気圧について、北極域の特別観測
の有無を調べた大気予測データ（Yamazaki et al., 20152 )）を
海氷‐海洋結合モデルの強制力として与え、海氷分布への影響
を調べた。低気圧の位置のずれにともなう海上風の差は 10m 
s-1に達し、北極海航路上の海上風偏差にともなう海氷の移流
偏差が海氷分布予測を大きく変化させることがわかった。また、
高気圧の事例を扱った Inoue et al.（2015）では、気象観測デー
タによって適切に表現された大気予測データを境界条件に与え
ることにより、数日間続く強風が海氷移流を強化し、北極海航
路を閉ざすタイミングをより高精度に予測できることを示した。
　海氷‐海洋結合モデルに高精度な大気強制を与え、現業の
海氷予測に利用されている例として、NERSCの TOPAZ4があ
げられる。TOPAZ4は ECMWFの 10日予報を強制力として
使用しているため、他の気象機関の予報データを使うよりも大
気の予測誤差を起因とする海氷・海洋予測への不確実性の伝播
は抑制されていると考えられる（ECMWFの予測精度の優位性
は 4.2.2参照）。Nakanowatari et al.（2018a）では、観測デー
タ（衛星とブイ）を使用した検証を通じて、東シベリア海の海氷
厚の予測可能性は大気の予測可能性と同程度の 3日程度で、そ
れ以降では急激に悪化することを示した（4.2.5参照）。
　本テーマで開発している IcePOMにも強制力として ECMWF
の 10日予報を使用している。海洋の境界条件を改良した結果、
ECMWF（10日予報、0.1度格子）と ECCC（48時間予報、3
～8km格子）のハイブリッドプロダクトとなり（10日予測＋2.5km
格子）、海氷予測は航海計画に大いに役立った（De Silva et al., 
2020、4.2.5参照）。2019年のMR19-03Cのアイスパイロット
からも IcePOMの精度向上が評価された。
　波浪予測に関しては、その成果の解説は 4.2.4に譲るが、波
浪予測に使用する大気強制、特に海上風の不確実性が、波高
計算の不確実性と関連する可能性があることに言及しておく。
特にブイや船舶の観測数が少なくなる10月以降は 9月に比べて
大気強制の不確実性が高くなり、波浪予測結果は「みらい」で
投入した波浪ブイの波高データと比較して 1m程度過小評価す
る場合があった（Nose et al., 2018）。

予報情報の統合的利用とステークホルダーとの情報交換
　2018年のMR18-05Cでは、日本船舶としてはじめて 11月
の北極航海を実施した。「みらい」は気温や海氷密接度によっ
て活動海域が制限されるため、船体性能を引き出しながら結
氷期の海氷縁観測を行うには精緻な気象・海氷情報が必須で
ある。YOPPのサポートの一環として、ECMWFの高解像度
大気 10日予報データを無償で入手し、その予報データをテー
マ 8が提供する「VENUS」に統合し、船上での意思決定に活
用した。ECMWFの気象・海氷予報を考慮しつつ、直近の観
測活動と 1週間程度の大まかな観測活動の計画を、船長やア
イスパイロットを交えながら日々の観測ミーティングで議論でき
たことは、予測情報の有用性と誤差の解釈の仕方を共有する重
要な機会となった。2018年の経験をふまえて臨んだ 2019年の
MR19-03Cでは、10月としては最北の北緯 78.1度にまで到達
した。北緯 77度以北での観測期間が 10日間以上にもおよび、
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毎日通信途絶の時間帯を経験した。安定した通信環境の整備
の必要性は、乗船したアイスパイロットからも指摘を受けてい
る。通信量を減らすためには、利用者のニーズを満たしながらも
「VENUS」に実装する予測情報の取捨選択が必要不可欠であ
る。2018年のArctic Circleにて日本の外務大臣が「VENUS」
の利用促進に言及したが、研究船とは目的が異なる一般の船舶
にとって、情報取得にかかる高額な通信費に見合う効果が得ら
れるかどうかが今後の「VENUS」導入の判断材料となるだろう。
「VENUS」については本報告書の 4.9で詳述される。
　ECMWFの数値予報は高精度ではあるが、海氷予報に関し
ては、特に海氷縁での海氷密接度について過小評価する傾向で
あることが MR18-05Cの海氷縁観測からわかってきた（Nose 
et al., submitted）。これは ECMWFが使用する海氷データ自
体に問題があるためである（4.2.4 参照）。ECMWFでは、こ
のようなモデルの不具合について、ユーザー側からの積極的
なフィードバックを求めており、2019年 6月に ECMWF（英
国・レディング）で開催された「Workshop: Observational 
campaigns for better weather forecasts」は、本テーマから
4名の研究者が参加し、ECMWFのモデル開発者と直接対話
できる機会となった。海氷密接度のバイアスは氷上気温にも影
響を与えるため、ECMWFも使用する海氷データの更新を積
極的に行うとのことで、今後のさらなる高精度化が期待される。
MR19-03Cは、この ECMWFの海氷予報の過小バイアスが
顕著で、本テーマで独自に用意した IcePOMによる海氷予測の
方が精緻に海氷縁を表現できていた。

観測網の最適化と課題
　観測活動において、費用対効果は熟慮すべき事項のひとつ
である。Inoue et al.（2015）では、「みらい」の高頻度ラジオ
ゾンデ観測データを用いて、北極海上の強風イベントの予測精
度と観測頻度との関係を示し、1日 4回の観測が理想的であ
ることを示した。この観測頻度は、YOPPにおける SOPの観
測頻度を決める重要な成果となった。さらに、Yamazaki et 
al.（submitted）では、全球のラジオゾンデ観測網において、
予測に貢献する感度の高い観測点は北極域に集中することを示
した。
　YOPPにおける海外の研究成果から、ロシア域のラジオゾ
ンデ観測データが質的な問題で、予報に十分反映されていな
いという指摘がなされた（Naakka et al., 20196））。一般に数値
予報の初期値を作成する際には、前の時間ステップから求めた
第 1推定値を観測データによって補正する。ECMWFではロ
シア域のラジオゾンデ観測データの質的な調査を独自に行い、
ほかの地域に比べてこの補正の重み付けが小さいことを示した
（Ingleby, 201710））。その理由のひとつとして、ロシア製のラジ
オゾンデによる気圧データ（高度）の誤差が指摘されている。
　本テーマでは AARIの協力のもと、ケープ・バラノバ基地に
おいてフィンランド・バイサラ社製のラジオゾンデ（RS92-SGP）
を使用した観測を SOP1および SOP2に行い、その近傍のロシ
ア現業気象官署が置かれるフェドロバ（ケープ・バラノバ基地の
南南東 185kmに位置）における観測データとの直接比較によ

る精度検証を試みた。ケープ・バラノバ基地のデータは気象通
報されていないため、検証データとしての利用価値が高い（Hori 
and Inoue, submitted）。

　ECMWFのデータセットERA5の大気再解析データの気温
と各観測点での気温の差の時間高度断面をみると（図 4-2-5）、
フェドロバの観測データの方が ERA5のデータとの差が大きい
結果となった（図 4-2-5下）。特に夏季の対流圏界面を境とする
正負の差が大きく、これは圏界面高度の位置ずれにともなう誤
差と考えられ、Ingleby et al.（2017）10)の指摘を支持する結果
となった。また、ケープ・バラノバ基地近傍の再解析値は観測
値をよく再現していることから、フェドロバの観測データそのも
のに系統的なバイアス等が内在することを示唆する。冬季にそ
の誤差が小さくなる理由のひとつとしては、予報システムに使用
する対流圏上層の主要な観測データ源である衛星データが、冬
季は海氷域や積雪域の拡大等によって精度が悪くなり利用可能
なデータが減少するため（Lawrence et al., 20194））、相対的に
ラジオゾンデ観測データの依存度が大きくなるためと考えられ
る。ロシア製のラジオゾンデは、ロシア国内の他の観測点でも
展開されているため、観測データの質的な問題が広域に顕在化
していることが予想される。このようにケープ・バラノバ基地の
観測データを用いることで、既存の観測点の精度検証ができた
ことは、今後の北極域の観測網を質的に向上させるための重要
な知見を提供できたといえる。

まとめ
　本研究では、北極域の気象観測の強化により、気象・海氷・
波浪の予測が向上することを示した。YOPPの貴重な国際的枠
組みを利用し、日本の観測研究・予測可能性研究を効果的に発
信できた。また、ケープ・バラノバ基地のデータ解析結果が示
すとおり、観測データの質的な評価も北極域の持続可能な観測
網の構築には重要であることが示された。
　YOPPにおけるラジオゾンデ観測の増発は、各国の気象局や

図 4-2-5. 観測値と再解析値（ERA5）との気温差。（上図）ケープ・バラノバ基地、（下図）
フェドロバ。
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研究機関による資金的・人的な協力に依存している。しかし、
ヘリウムガスの高騰や、観測ごみによる環境負荷など、観測強
化にともなう予測精度の向上とはトレードオフの関係にある複数
の事案があることも事実である。高品質な観測データを、安価・
簡便・高頻度で取得できる次世代の持続可能な気象観測システ
ムを社会実装する取り組みが今後必要となる。
　世界経済フォーラム（WEF: World Economic Forum）は、
社会経済に対して起こりうる最大のリスクとして極端気象現象を
あげている（WEF, 202011））。研究機関や現業気象予報機関に
依存した気象観測網の維持・強化は、長期的には期待できない
ことを考慮すると、地域社会や企業が新たな観測システムの社
会実装をサポートし、気象リスクに対するレジリエンスを強化す
る体制が必要となるだろう。これは SDGsの特徴のひとつであ
る「すべてのステークホルダーが役割を」を実践する挑戦的なス
テップである。北極域においては、北極海沿岸の地域社会や北
極海航路上の船舶・運航会社がそのサポーターとなることが望
まれる。

北極海の波浪
　夏季北極海の海氷域の減退にともない開放水面が新たに形
成され、そこに海洋波が発生している。そして開放水面の拡大
にともない有効吹送距離（フェッチ）が増大した結果、波浪は
増大し、氷縁域（MIZ: Marginal Ice Zone）を通過して氷盤
を破壊し融解を促進する。さらに増大したフェッチにより、波
浪はさらに増大するという正のフィードバックが働く可能性が指
摘されている。一方、増大した波浪とそれにより動かされる氷塊
は北極海航路を航行する船舶にとって脅威となる。波浪が増大
すると飛沫現象や船体着氷の機会も増えるため、波浪に関する
さまざまな知見の蓄積が必要となる。このような北極海の波浪
の予測精度を向上するために、2016年、2018年、2019年に
波浪観測および飛沫観測を実施した。また、新たに構築した波
浪モデルによる波浪推算および波浪再解析データの解析も行っ
た。以下その成果を報告する。

2016 年開放水面波浪観測、長期変化とモデル精度
　2016年のMR16-06で、2基の漂流型波浪ブイを展開し、お
よそ 2ヵ月にわたる波浪の計測を行った。我が国がはじめて実
施した北極海での長期的な波浪計測であると同時に、2ヵ月に
およぶ連続観測は世界的にも珍しい。バロー沖でブイ2基を同
じ位置に投下した（2016年 9月 10日）。ブイは 2度の大きな低
気圧の通過にともないやがて東西にわかれて漂流し、2016年
11月 2日に信号が途絶するまで連続してデータを送信した。観
測の目標は開放水面の波浪推算精度の検証である。
　まずはじめに ECMWFのデータセットERA-Interimの波

浪再解析データとの比較を行った。その結果、想定以上の一致
がみられたため、長期的な波浪変動について解析を行った。通
説に反し、2016年に観測された有義波高 5m近いイベントは低
気圧起因であり、そのことから、長期変動においても低気圧起
因の高波高イベントに着目した。経年的には開放水面の面積が
拡大するので最大波高が増大することは想定されるが、しかし、
ある閾値を超えると低気圧の空間スケールが開放水面よりも小
さくなる。そのため、極大イベントはフェッチ起因ではなく低気
圧が開放水面を通過する確率で決まるということがわかった。
すなわち開放水面の最大風速と最大波高の期待値が 40年間と
もにゆっくりと上昇していることを解明した（図 4-2-6、Waseda 
et al., 2018b）。
　一方、開発した高解像度波浪モデル（16km）との比較から、
9月と10月との間でモデル精度に相違があることが判明した。さ
まざまな要因を精査した結果、波浪モデルを駆動する風速の精
度が原因であることがわかった（Nose et al., 2018）。これは、海
面気圧の計測点数が 10月は 9月よりも少なく、データ同化によ
る大気場のモデル誤差の補正が不十分であることが理由と推察
した。このように、開放水面における波浪の予測精度は海盆スケー
ルの波浪と同様に風の精度に強く依存することがわかった。

2018 年 MIZ 周辺における波浪観測
　MIZは波浪が活発に海氷と相互作用し、海洋と大気に影響
をおよぼす特殊な海域である。MR18-05Cでは、2018年 11
月にチュクチ海のMIZを横切る測線における観測を 12日間継
続した。その間、波浪ブイを 2基展開すると同時に、画像によ
る海氷分布の記録、衛星合成開口レーダー画像の取得を行った。
現場の海氷記録と衛星放射計から推定した海氷密接度を照らし
合わせることで、実は、衛星放射計からの推定値に大きなばら
つきがあることがわかった。6つの異なる推定値を境界条件とし
て波浪推算を行ったところ、図 4-2-7左に示すような海氷域に
吹き込む南風の際に、MIZ近辺で大きく波浪推算値がばらつき、
そのばらつきが海氷密接度のばらつきと強い相関があることが
わかった（図 4-2-7右、Nose et al., submitted）。

4.2.4 波浪・着氷の実態把握とその予測

早稲田 卓爾・小平 翼・野瀬 毅彦

伏見 修一・尾関 俊浩・山口 一

図 4-2-6. 最大波高の期待値の経年変動（上）、最大風速の経年変動（中）、開放
水面面積（下）
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2018 年チュクチ海結氷の遅延
　11月にも関わらず、図 4-2-7に示すように広域に開放水面が
広がっていた原因は暖かい海面水温に起因することがわかった
（Kodaira et al., 投稿準備中）。近年、波浪による混合で暖水
が沸き上がり、海氷が融解するという事例が報告されているが、
2018年 11月は波浪が低く、解析の結果 9月の太平洋からの異
常な南風によるチュクチ海への暖水の侵入が原因であることが
わかった（図 4-2-8）。すなわち、チュクチ海が太平洋水の運ん
だ熱を貯蔵し、11月になっても高い海面水温が保たれたため、
チュクチ海の結氷が遅れたのである。
　MIZではこのように海洋の影響も受けながら波浪と海氷が
相互に作用し、ときには波浪が海氷を破壊し、ときには波浪が
海氷の生成に寄与することがわかった。この成功に引き続き、
MR19-03Cでは、2019年 10月にMIZにおける波浪観測を観
測ブイ3基とステレオカメラ画像により行った。そして、波浪予
測モデルを実行し、リアルタイムで「VENUS」を介してデータ
を送信して航行支援を行った。今後北極海のMIZは急速に広
がり、波浪を介した新しい海洋‐大気‐海氷の相互作用が活
発化すると思われ、このような観測を継続することが望ましい。

船体着氷研究の現状
　船体着氷は、甲板作業効率の低下・甲板機器等の機能の低
下・転倒または落水のリスクの増加・復原力の低下などをもたら
し、北極海を含む寒冷海域を航行する船舶にとって安全性に大
きく影響する問題である。特に小型船においては、着氷が進行
するとトップヘビーとなり、最悪の場合転覆する恐れもある。船
体着氷の主要因は船体と波浪の相互作用によって発生する海水
飛沫であることが知られている（Zakrzewski, 198712)）。海氷
の減少により、北極海における航行可能範囲が拡大するととも
に、波が激しくなることが予想される。したがって、船体着氷
は北極海の有効活用を検討するにあたり、大きな課題となる。
　船体着氷の予防・予測のためにはこれまで数多くの研究がな
されている。現在一般に広く使われている着氷予測として、風
速・大気温・海水温・海水結氷温度から計算される着氷指標
PR（Overland et al., 198613)）があげられる。PRは NOAAに
より一般利用可能な状態で公開されている。しかしこの指標
は、主にアラスカでみられる典型的な 20～ 75m程度の船舶を
対象にした予測であり（Overland, 199014)）、将来の北極海を
航行する船舶の増加に備え、本指標の大型船への拡張が望ま
れている。また、近年においては、ノルウェーの大学と研究機
関が共同で開発したMARICEと呼ばれる、着氷予測のための
数値シミュレーションモデルが注目を集めている。MARICEは
Kulyakhtin and Tsarau（2014）15)などにより実用例が紹介さ
れている。一方で、Kulyakhtin and Tsarau（2014）15)は、海
水飛沫などの実観測データが不足しており、MARICEのバリ
デーションを十分に行うことが難しいという点を問題点としてあ
げている。

船体着氷・海水飛沫観測
　先に述べたように、船体着氷は寒冷海域航行における大きな
障害であるため、着氷予測モデルが望まれている。しかし、そ
の予測モデルの開発において、特に大型船舶の着氷の主要因で
ある海水飛沫の観測データの不足がボトルネックである。このよ
うな状況をふまえ、我々は Spray Particle Counter（SPC）と
Marine Rain gauge type Spray gauge（MRS）の 2種類の飛
沫観測センサーの開発を行った（Ozeki et al., 2016）。これら
のセンサーを極域を航行する「みらい」や「しらせ」に取り付け、
海水飛沫データを取得することに成功している。特に 2018年
のMR18-05Cにおいて、船首方向を調整することによって飛沫

図 4-2-7. 南風の際の波高の
不確かさと海氷密接度平均値

（左）、衛星海氷密接度の不
確かさと波浪推算の不 確か
さの相関（右）

図 4-2-8. （a）チュクチ海（青）とベーリング海（赤）の水温の変化、（b）11 月水
温と太平洋十年規模振動（PDO）との相関、（c）2018 年 9 月の異常な南風
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を抑えられる可能性を検討するため、「みらい」による飛沫観測
試験航行が 3回実施された。このような大型船舶において海水
飛沫観測に焦点を置いた操船は世界初の試みである（この飛沫
観測試験航行は 2019年のMR19-03Cでも 3回実施）。また、
同航海においては、大規模な船体着氷が確認された（図 4-2-
9）。この際、バラスト水調整のための空気弁やウィンドラスも凍
結した。また、船体が冷やされることにより収縮し、塗料が浮
き剥がれる事象も確認された。これらの事象から、大型船にお
いても船体着氷が重要なハザードとなりうることが明確に確認さ
れた。
　飛沫観測試験航行をはじめとする、これまでに取得された飛
沫データの解析結果から、海水飛沫発生には、船首方向から
の相対風速や平均出会い周期が大きく影響することが明らかと
なった。船首からの相対風速、平均出会い周期ともに船速・船
首方向を調整することにより大きく変化する値であるため、激し
い船体着氷が予想される海域における減速や蛇行が大型船に
おいても十分有効であるとデータとして示された。したがって、
風向、風速、波高、波の周期等の情報より、海水飛沫が起こり
やすい海域の抽出可能性が示唆された。

飛沫着氷の組成分析
　船体着氷の主因は飛沫であるが、荒天時は飛沫が激しく発生
するだけではなく、しばしば強い降雪をともなう。我々は飛沫
着氷の酸素同位体比（δ 18O）により、飛沫着氷の重量に対す
る雪の寄与率を見積もった。飛沫着氷に対する着雪の寄与率 fs
は着氷試料のδ 18O（δ i）と海水のδ 18O（δw）、積雪のδ 18O（δs）
を計測し、次の同位体質量収支式より求めた。
　δ i = (1 – fs ) × (δw + f ) + fs × δ s

　ここで fは分別係数である。海氷の成長における分別係数は
3.0‰（O’Neil, 196816)）や 2.9‰（Lehmann and Siegenthaler, 
199117)）が用いられることが多い。しかしこれはゆっくりとした
結晶成長の場合であり、速い結晶成長では分別係数が小さくな
る（Eicken, 199818)）。そこで、我々は飛沫着氷成長時のδ 18O
の分別係数を確かめるため、低温室において飛沫着氷実験を
行った（Ozeki et al., 2019）。分別係数は着氷の成長速度のみ
ならず、飛沫が衝突してからの流下距離にも依存することが示
唆された。上記実験結果をもとに、船体着氷が想定される温度

帯での分別係数として f = 1.5を提案した。
　上記 f 値を用いて、いくつかの飛沫着氷イベントで得られた
着氷サンプルについて、雪の寄与率を求めた。その結果、着氷
量に対する雪の寄与率は着氷イベントによって大きく異なり、完
全に海水飛沫からなるものから、ほぼ着雪のみのものまで分散
した。
　海水飛沫着氷にみられる湿潤成長では、物体に衝突して流下
する飛沫の冷却熱量が成長速度を律速する場合がある。降雪
の取り込みは固体での供給であり、熱収支としては成長に有利
に働くことから、今回の結果より、雪の寄与率は着氷の成長量
を予測するうえで十分に考慮される必要があることがわかった。

TOPAZ4 海氷予測
　海氷厚の正確な情報や予測データは北極海航路での安全な
船舶の航行や運航計画の立案において必須である。特に、海
氷厚の情報は砕氷船の安全な航行や最適な航路選択において、
重要な情報のひとつといえる。しかし、海氷厚の情報は海氷分
布と異なり、現場データや衛星データが時間的にも空間的にも
非常に限られるため、正確な情報を得るのが難しい。また、数
値モデルによる推定値もバイアスやばらつきが大きく、各国の現
業気象予報機関で再現性の向上に向けた海氷モデルの開発が
実施されている（Uotila et al., 201919）)。
　ノルウェー気象研究所では、NERSCで開発された海氷‐海
洋結合データ同化システム（TOPAZ4、Sakov et al., 201220）; 
Xie et al., 20171））を用いて北極海の 10日先までの海氷予測プ
ロダクトを生成しており、プロダクトは 2016年より欧州の地球
観測プログラム Copernicusのサービスにより無償提供されて
いる。TOPAZ4は、他の予報機関が用いているシステムと比べ
て水平解像度が 12～ 16kmと高いモデルをベースに構築され
ていることに加えて、Ensemble Kalman Filter（EnKF）によ
る優れたデータ同化手法によって海氷密接度や海氷厚データを
同化している特徴がある。また、モデルの強制力として大気の
予報データとしてはもっとも予報精度が高い ECMWFの高解像
度予報値が用いられている。
　北極海航路上に位置する東シベリア海やその周辺海域におけ
る夏季の TOPAZ4の海氷厚の再現性を評価するために、ワシン
トン大学の海氷モデルの同化データ（PIOMAS※ 4）や、人工
衛星レーダー高度計やマイクロ波放射計から推定される海氷厚
の推定値（CS2SMOS）との比較を行った結果、TOPAZ4は東
シベリア海における海氷の舌状分布を再現しており、海氷厚の差
も±約 20cmの範囲に収まっていることがわかった（図 4-2-10）。
また、融解期における Ice Mass Balance（IMB）ブイによる海
氷厚の現場観測データとの比較から、東シベリア海の周辺海域
で 8.3cmの正のバイアス、30cmの平均二乗誤差であり、この
海域では TOPAZ4による海氷厚データの再現性は優れているこ

4.2.5 海氷予測精度の向上と北極海航路への利用可能性

山口 一・中野渡 拓也・小山 朋子

図 4-2-9. MR18-05C において発生した大規模な船体着氷
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とが明らかになった（Nakanowatari et al., 2018a）。
　この TOPAZ4の海氷厚分布の予測精度の検証を空間相関
解析で実施した結果、海氷厚の予測精度は 4日目（予報初期日
を除く）に低下することが明らかになった。予測精度の低下は、
海氷の漂流速度やその駆動源である海上風にもみられ、海氷
厚の予測精度は大気の予測精度と密接に関係していた。海氷の
漂流速度は風速の 2.2%で、風の向きに対して 20～ 40度偏向
することから、自由漂流理論で説明される。また、4日目の予
測精度の低下の要因については、2015年 7月の事例に着目する
と移動性低気圧の発達の予測誤差に起因していた。
　2014年 7月に東シベリア海で砕氷船が航行困難となった事例
に着目し、自動船舶識別装置（AIS: Automatic Identification 
System）※ 5から取得した航行データを解析することによって
TOPAZ4による海氷厚データの精度を検証した。船速が低下し
た海域では、150cm以上の海氷が分布していた。船速と海氷
分布の統計的解析より、船速は海氷厚と有意な負の相関（相関
係数：－ 0.56、99%信頼限界で有意）があることがわかった。
この結果は、TOPAZ4による海氷厚データが船舶航行の支援
に有用であることを強く示唆する。
　現在、TOPAZ4の後継バージョンとして、モデルの水平解
像度が 6～ 8km、海氷密接度を高性能マイクロ波放射計 2
（AMSR2: Advanced Microwave Scanning Radiometer-2）
による推定値に変更した新システム（TOPAZ5）の開発が進め
られている。今後、さらに高精度の海氷厚情報が利用できるよ
うになり、現場レベルでの航路計画や最適航路探索システムの
構築に活用されることが期待される。
　

領域モデルによる短期海氷予測
　海氷力学モデルとして一般に広く用いられている弾粘塑性体モ
デルに氷縁付近での氷盤衝突レオロジーを取り入れた拡張モデ
ルと、Princeton Ocean Model（POM）を海洋モデルとする
海氷‐海洋結合モデル IcePOMにより、北極海全体を対象と
する解像度 20kmの中解像度モデルと、解像度 2.5kmの高解
像度領域モデルを作成し、それを用いて、航行支援のための海
氷予測の実用化に取り組んできた。研究開発の結果、「10日予
報で氷縁誤差 10海里（約 18.5km）以内」という船員インタビュー

から得られた目標精度が達成されたので、ADSの協力を得て、
2018 年、2019 年のMR18-05C、MR19-03Cにおいて海氷
予測データ配信実験を行った。YOPPのサポートの一環として
ECMWFの大気予報データを取得し、それをもとに IcePOM
の計算をワークステーションで実施し、10日先までの海氷予測
を翌日に船に配信するという実験を毎日繰り返した。
　図 4-2-11は、MR18-05C中の氷縁予測誤差の比較である。
誤差計算のもととなる観測データは水循環変動観測衛星「しず
く」に搭載のAMSR2による観測値を用いた。IcePOMは、
当初海水温データの初期値と境界条件値として気候値の海水温
データを用いたため実際の水温より低く、海氷を過剰に生成し
てしまった。そのため、海水温を ECCCの予報システムである
Regional Ice-Ocean Prediction System（RIOPS）によるデー
タに置き換えて再計算した（赤線）。IcePOMの氷縁予測誤差
は 10～ 15km程度に収まっており、TOPAZ4、ECMWFより
高精度になっている。RIOPSの精度は IcePOMと同程度であ
るが、RIOPSは 48時間先までしか予報していない（De Silva 
et al., 2020）。
　これらの配信実験と船員および乗船研究者からのフィードバッ
クにより、モデル計算そのものに限らず、データ加工、配信方法
等、実用に向けて重要な情報とノウハウを得ることができた。

氷海流出油挙動計算
　氷海域での流出油の移流・拡散挙動は、海氷の影響を受け、
海氷のない通常海域と大きく異なる。これは、油の表面張力が
水と接した部分では油を広げる方向に、氷と接した部分では油
の拡散を抑える方向に働くからである（林・山口 , 200421)）。そ
のため、通常海域で用いられる流出油の移流・拡散シミュレー
ションコードは、氷海域では役に立たない。また、氷海域での
流出油挙動を予測するためには、海氷分布の正確な予測がまず
必要になる。上記のように海氷数値予測の精度が本研究により
高まったため、林・山口（2004）21)の流出油モデルを改良して、
流出油挙動の数値シミュレーションを実施した。まず、開水面、
全面海氷、部分海氷それぞれの条件における実験室実験と比
較し、本モデルがすべての条件に対して油の広がりを精度よく再
現できることを確認した。そして、油流出ポイントと流出量を仮
定して、流出油挙動計算を繰り返した。
　図 4-2-12は、北極海航路の難所のひとつとなるサニコフ海
峡付近で油流出を仮定し、駆動力である気象条件を変化させて

図 4-2-10. 2011 ～ 2014 年の 7 月における月平均海氷厚の平年的な空間分布（（a）
PIOMAS、（b）TOPAZ4）。（c）東シベリア海（（a）の黒枠領域）や周辺海域で
得られた 4 つの漂流ブイ（（a）に各ブイの軌跡を色ごとに表示）による日平均海氷
厚の現場観測データ（845 点）と対応する TOPAZ4 の日平均海氷厚の散布図と
回帰直線（破線）。

図 4-2-11. MR18-05C 海氷予測データ配信実験における氷縁予測誤差の比較。
IcePOM の配信は毎日行ったが、すべてを描くと図がわかりにくいので、10 日置
きに誤差成長過程を描いた。
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計算した油到達確率マップの例である。流出油は海岸に到着す
る前に回収するべきであり、この図から、15日以内に洋上回収
もしくは分散、燃焼などの対策をするべきことがわかる。このよ
うな計算を繰り返し、重大な流出事故につながりやすい海域を
特定すれば、船速規定などの規則を定める一助となる。進捗状
況から考えて、本プロジェクト期間中に全域を計算するのは難し
く、今後は、上述の例をもとに全域の計算を進めていく。また、
エマルジョン化など、流出後の油の改質のモデル化も行った。

航行シミュレーションによる航行可能性の長期評価
　IPCCの気候モデルによる海氷変化の長期予測結果は解像度
が粗いため、最適航路探索に向けた航行可能性の長期評価に
は、いくつかの仮定を設けたデータ処理が必要となる。そこで、
テーマ 5と連携して、海洋・海氷のみ解像度を高めた計算（北
極海で 10km程度）を実施した。計算機資源と人員の関係で、
RCP8.5シナリオ※ 6のみを実施した。
　その結果を用いた航行可能性評価が図 4-2-13である。今世
紀終わりには、ほぼ半年の間、通常船で極点付近をとおる最短
航路をとれることがわかる。

海況・氷況に加え船舶の種類を考慮した航路探索法
　ロシア北極海沿岸からベーリング海に通じる北極海航路は、

その有用性が高まっており、液化天然ガス（LNG: Liquefied 
Natural Gas）がヤマル半島サベッタ港から 2017年 12月に出
荷されて以降、航行量が増加している（Humpert, 201922)）。
北極海航路は従来の航路に比べ航行距離が短く、海賊や政治
的不安定な地域を回避できる。その一方で、急激な天候不順、
海況・氷況の変化が起こりやすい。また、十分な装備や高出力
なエンジンを備えていない船舶が航行する際は、海氷に対する
安全対策がさらに重要となる。各船舶の砕氷・耐氷性や氷況な
どを考慮し、最適航路を統計的に探索することが可能か調査を
行った。先行研究に船型を考慮した探索法（今井 , 2017 23））は
あるが、入手困難な船舶の仕様に関する詳細情報が必要となり、
多くの条件を仮定しなければならない。
　最適航路を探索するうえで、各船舶について「航行時間が最
短である場合に人件費を含む運航費用が圧縮され、過去の航
行ではおおよそ最適航路を航行した」という仮説を立てると、
高い砕氷・耐氷能力を有する船舶は海氷の有無やその厚さに関
わらず最短距離に近い航路を選択し、砕氷・耐氷能力がない船
舶は海氷域を避ける航路を選択したことを客観的に示す結果が
期待できる。調査対象期間は、海氷域が最小となる 9月を中心
とする 6～ 12月とし、2014～ 2017年のデータを利用した。問
題単純化を図るために、北極海航路に沿う形でノヴォシビルス
ク諸島周辺、東シベリア海、およびチュクチ海という3つの区域
を定義し、区域別に重回帰分析を行った。ノヴォシビルスク諸
島周辺では、ドミトリーラプテフ海峡もしくはサニコフ海峡を航
行するか、ノヴォシビルスク諸島北側を迂回する 3つの選択肢
がある。両海峡通過には喫水の制限が生じるものの、航路が
海氷に覆われる可能性はノヴォシビルスク諸島北側航路より少
ない。東シベリア海とチュクチ海航行にあたって喫水の制限は
ないが、チュクチ海で夏季に海氷があることはまれであり、船舶
の砕氷・耐氷性を示すアイスクラスが船速におよぼす影響はな
いと考えられる。それぞれの重回帰式の目的変数とする船速は、
AISの受信データから作成した。説明変数は航行時の海況・氷
況に加え、公表されている船舶の仕様に関する値（アイスクラス、
喫水、トン数など）とした。Yamaguchi, et al.（2019b）が導
入した到達速力を目的変数へ加える代わりに、各船舶の最大速
度を AISデータから求めて利用した。海況・氷況は対象領域
内からランダムに抽出した多数の格子点における温度、海氷厚、
海氷密接度で代表できると仮定し、北大西洋と北極海の領域
で現業海氷予報に利用されている海氷‐海洋結合データ同化シ
ステムTOPAZ4による再解析データを用いた。
　3つの区域で重回帰分析を行ったところ、推定された偏回帰
係数は統計的に有意でないものが多く、決定係数※ 7が小さいと
いう結果になった。これは、調査期間が北極海航路の航行量
が増加する以前であることに加え、仮定条件を満たさない船舶
（タグボート、サルベージ船、海洋調査船など）を対象外とした
ため、重回帰を行うデータサイズが小さ過ぎたことによる。対象
領域を 1回横断したデータは連立方程式のなかのひとつの関係
式になるが、海況・氷況をより詳しく表現するために再解析デー
タ格子点 1点分の情報を加えようとすると 3つの未知数（温度、
海氷厚、海氷密接度の係数）が増加することになる。数学的に

図 4-2-13. 長期航行可能性評価

図 4-2-12. 北極海航路のサニコフ海峡付近で仮定した氷海油流出事故の油の移
流・拡散計算例。初期条件を 1 日ずつずらして計算を繰り返した結果による、油
の到達確率マップ。
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n個の説明変数を持つ関係式を解くために n個の関係式が必
要になるので、領域内の海況・氷況を精度よく反映し、決定係
数が大きい重回帰解析結果を得るためには多数の航路データが
必要となる。さらに北極海航路の利用が進むことで有効な航路
データの蓄積が見込めるため、今回の手法を発展させた航路探
索法が有用となる可能性は残る。
　最適航路探索法を実用化するための主な留意点は、新規航
路が利用される可能性が非常に低く、「効率のよさ」は船速のみ
で決定されないという事実である。海氷がなく航行距離が短縮
できる可能性を示す航路が存在しても、運航者は安全性が確立
されている既存航路を選択する。また、LNGタンカーであれ
ば産出スケジュールや出荷先の調整のために速度を落として運
航する場合が少なくない。その一方で海上貨物輸送船にとって
効率的なのは、予定スケジュールに近い航行をすることである。
航行ルート上に非常に強い低気圧が予想される場合は、被害を
避けるために船舶の種類に関わらず航路や船速が逐次変更され
ることになる。他にも航路や船速を変更するさまざまな要因が
存在する。ユーザーにとって有益となる最適航路探索法の開発
のために、北極海航路を利用する海運業者と緊密な連携をとり、
新たな探索法を机上の空論にさせない努力が必要である。

まとめ
　本項では、北極海の船舶航行支援を目的とした研究群の成
果を紹介した。まず、ノルウェーで開発された海氷‐海洋結合
データ同化システムTOPAZ4を用いた海氷予測プロダクトにつ
いて、その計算結果の特性を、特に海氷厚に注目して解析・評
価した。海氷厚の情報は、海氷密接度とならんで船舶の氷中航
行に重要なパラメーターである。一方、衛星による海氷厚観測
はいまだ研究段階にある。特に船舶航行が多くなる夏季は海氷
表面に多くのメルトポンドができるため、衛星アルゴリズムによ
る海氷厚データの信頼性は極めて低くなる。その点でも、数値
モデルへの期待が大きくなる。今回の解析の結果、TOPAZ4
の海氷厚データは、現場観測データや船舶の航行速度変化と
の整合性がよく、今後の利用に期待できることがわかった。現
在はまだ水平解像度が粗いが、現在開発中の TOPAZ5では水
平解像度が 6～ 8kmになる予定であり、より有用性が増すも
のと期待される。
　IcePOMの 2.5km高解像度領域モデルの海氷予測精度は
すでに船員の要求を満たす実用レベルに達しており、2018年、
2019年のMR18-05C、MR19-03Cにおいて海氷予測データ
配信実験を行った。その結果、IcePOMの氷縁位置予測精度
が確認されるとともに、実利用に向けての多くの知識とノウハウ
が得られた。そしてMR19-03Cでは、「みらい」のアイスパイロッ
トにより「IcePOMの予測が、精度・水平解像度とももっとも優
れており、実航行においてもっとも有用であった」という評価を
得た。船舶の氷中抵抗は開水面中の抵抗に比べて桁違いに大き
く、一般に、ショートカットを狙って氷中突破をするよりも、海
氷を迂回した方が、安全であるだけなく燃料消費も航行時間も
少なくなる。加えて「みらい」は砕氷船首を有していないため氷
中航行ができない。すなわち、海氷厚の実測データが得られな

い。そのため、今回は氷縁位置の誤差を精度評価の第 1項目
とした。IcePOMとTOPAZは競合するものではなく、お互い
に欠点を補い合う関係になっている。本プロジェクトの期間中
は両者の連携に至る予算的時間的余裕がなかったが、今後は、
両者の連携を深め、両者ともにそれぞれの分野で利便性を増す
ことを目的とした活動が期待される。
　氷海域の流出油挙動は、海氷の影響を受け、通常の開水面
のものとはまったく異なる。今回、開水面、全面海氷、部分
海氷のすべての条件に対して同一のモデルで計算できるように
なったのは、大きな成果である。また、流出油挙動の予測精度は、
海氷の予測精度に大きく左右される。上記のように海氷予測精
度が大きく向上したのも、流出油挙動モデルの予測精度向上に
寄与している。今回、さまざまな季節、海域の自然条件の統計
値に対して計算を繰り返し、ハザードマップ的なものを作成する
企画は、例を示すに留まったが、この研究は今後も継続し、例
えばある海域での船舶の航路規制や、船速制限、場合によって
は航行禁止区域の策定などにも生かされるべきである。
　海氷予測と最適航路探索を組み合わせ、気候モデルによる長
期海氷変動予測結果を用いた将来の航行可能性評価を行った。
紙面の都合で説明を省略したが、中期海氷予測、短期海氷予
測と最適航路探索を組み合わせた研究も行った。このような研
究は、科学的な予測研究と実用面を、効果的かつ効率的につな
ぐものとして、今後も発展させるべきである。
　AISによる大量の実航行データと海況・氷況データを組み合
わせ、船舶の氷中航行特性解析を行った。そして、新しい重回
帰モデルを考案した。しかし実際のデータには、例えば燃料節
約を狙った意図的な減速、経験の多い航路の人為的選択、入
手した海況データに含まれない霧などの局所的な現象による減
速や避航が含まれていると考えられるため、データのばらつき
が非常に大きい。これが統計的な解析を困難にする。今後は、
演繹的な船舶パフォーマンスモデルの作成と精度向上を行いつ
つ、今回のような統計的な解析の合理的パラメーターの抽出と
考案、さらには機械学習などの近代的な手法を使った解析を進
めるなど、船舶工学的な知識をも取り入れた解析が必要となる
であろう。
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注：
※1	Northern	Sea	Route（NSR）。ロシア沿岸を通じて大西洋と太平

洋を結ぶ北極海の航路。正確には、ロシア北極海沿岸を通じて大西
洋と太平洋（ベーリング海峡）を結ぶ航路は北東航路（Northeast	
Passage）と呼ばれており、ロシアはこのうちノバヤゼムリヤ島東岸か
らベーリング海峡の区間のことを北極海航路と定義している。

※2	TIGGE	Museumについてはホームページ（http://gpvjma.ccs.hpcc.
jp/TIGGE/）を参照。

※3	S2S	Museumについてはホームページ（http://gpvjma.ccs.hpcc.jp/
S2S/）を参照。

※4	ワシントン大学のJinlun	Zhang氏が開発した北極海の海氷‐海洋結
合モデルによる同化データ。人工衛星によって取得された海面水温と
海氷密接度を同化しており、北極海の海氷厚分布の再現性が高い。

※5	衝突予防と人命安全のために、SOLAS条約によって定められる対象
船舶は、搭載が義務付けられている装置である。AISが発する電波は
衛星でも受信することができ、船の位置や速度などを、衛星を通じて
知ることができる。

※6	2100年時点で8.5W	m-2の放射強制力に対応した温室効果気体濃度
（CO2濃度換算で約1,370ppm超）を仮定した濃度シナリオ。

※7	回帰分析によって求められた目的変数の予測値が、実際の目的変数の
値とどのくらい一致しているかを表している指標である。0～1の範囲
内の値をとり、予想が当たっているほど1に近い値となる。

引用文献：
1) Xie, J. et al., 2017. Quality assessment of the TOPAZ4 reanalysis in 

the Arctic over the period 1991-2013. Ocean Science, 13, 123-144.
2) Yamazaki, A. et al., 2015. Impact of radiosonde observations 

on forecasting summertime Arctic cyclone formation. Journal of 
Geophysical Research, 120, 3249-3273.

3) Jeuring, J. et al., 2019. Toward valuable weather and sea-ice 
services for the marine Arctic: exploring use-producer interfaces 
of the Norwegian Meteorological Institute. Polar Geography. doi: 
10.1080/1088937X.2019.1679270.

4) Lawrence, H. et al., 2019. Use and Impact of Arctic Observations 
in the ECMWF Numerical Weather Prediction System. Quarterly 
Journal of Royal Meteorological Society. https://doi.org/10.1002/
qj.3628.

5)	 Day,	J.	et	al.,	2019.	 Increased	Arctic	 influence	on	 the	mid-latitude	
flow	during	Scandinavian	Blocking	episodes.	Quarterly	Journal	of	
Royal Meteorological Society. https://doi.org/10.1002/qj.3673.

6) Naakka, T. et al., 2019. The Impact of radiosounding observations 
on numerical weather prediction analyses in the Arctic. Geophysical 
Research Letters. https://doi.org/10.1029/2019GL083332.

7) Mizuta, R. et al., 2017. Over 5,000 Years of Ensemble Future 
Climate Simulat ions by 60 -km Global and 20 -km Regional 
Atmospheric	Models.	Bulletin	 of	 the	American	Meteorological	
Society,	98,	1383-1398.	doi:	10.1175/BAMS-D-16-0099.1.

8) Vitar t , F. et al., 2017, The Subseasonal to Seasonal (S2S) 
Pred i c t i on 	 P ro j ec t 	 Da t abase . 	 Bu l l e t i n 	 o f 	 t he 	 Amer i c an	
Meteorological Society, 98, 163-173.

9) Jung, T., Matsueda, M., 2016. Verif ication of global numerical 
weather forecasting systems in polar regions using TIGGE data. 
Quarterly Journal of the Royal Meteorological Society, 142, 574-
582.

10)	 Ingleby,	B.,	2017.	An	assessment	of	different	 radiosonde	 types	
2015/2016. ECMWF Technical Memorandum, 807, pp69. https://
doi.org/ 10.21957/0nje0wpsa.

11) WEF, 2020. The Global Risks Report 2020. World Economic Forum, 
http://www3.weforum.org/docs/WEF_Global_Risk_Report_2020.
pdf 最終閲覧2020年1月27日

12) Zakrzewski, W. P., 1987. Splashing a ship with collision-generated 
spray. Cold Regions Science and Technology, 14, 65-83.

13) Overland, J. E. et al., 1986. Prediction of vessel icing. Journal of 
Climate and Applied Meteorology, 25, 1793-1806.

14) Overland, J. E., 1990. Prediction of vessel icing for near-freezing 
sea temperatures. Weather and Forecasting, 5, 62-77.

15) Kulyakhtin, A., Tsarau, A., 2014. A time-dependent model of 
marine	icing	with	application	of	computational	fluid	dynamics.	Cold	
Regions Science and Technology, 104-105, 33-44.

16) O’Neil, J. R., 1968. Hydrogen and oxygen isotope fractionation 
between ice and water. Journal of Physical Chemistry, 72, 3683-
3684.

17) Lehmann, M., Siegenthaler, U., 1991. Equilibrium oxygen- and 
hydrogen-isotope fractionation between ice and water. Journal of 
Glaciology, 37, 23-26.

18) Eicken, H., 1998. Factors determining microstructure, salinity 
and stable-isotope composition of Antarctic sea ice: Deriving 
modes and rates of ice growth in the Weddell Sea. AGU Antarctic 
Research Series, 74, 89-122.

19) Uotila P. et al., 2019. An assessment of ten ocean reanalyses in the 
polar regions. Climate Dynamics, 52, 1613-1650. 

20) Sakov P. et al., 2012. TOPAZ4: an ocean-sea ice data assimilation 
system for the North Atlantic and Arctic. Ocean Science 8, 633-
656.

21) 林	昌奎, 山口	一, 2004. 氷海域の流出油変動シミュレーションモデ
ル.	生産研究, 56(6), 67-70. 

22) Humpert, M. 2019. Russia's Northern sea route sees record cargo. 
ArcticToday.

23) 今井	克哉, 2017. 航行シミュレーションによる北極海航路の可能性評
価.	東京大学大学院	新領域創成科学研究科	海洋技術環境学専攻	修
士論文.



41

第 

4 

章

　IPCC 第 5 次評価報告書（IPCC-AR5）や SWIPA報告書
（AMAP, 20171)）等で述べられているように、北極域では温
暖化が加速度的に進行し、グリーンランドとその周辺地域では、
氷床氷河、海洋、気候、環境が急激に変化している。このよう
な変化は海面上昇および、地球規模の海洋循環や気候の急激
な変化を招く恐れがあり、社会・経済への影響が懸念されると
ともに、グリーンランド沿岸の地域住民の生活や伝統文化に影
響を与えつつある。このような背景をもとに、本テーマでは、グ
リーンランドの内陸部を研究対象とする実施項目 I「グリーンラン
ドにおける気候・氷床変動」と、沿岸部を研究対象とする実施
項目 II「グリーンランドにおける氷河氷床・海洋相互作用」につ
いて研究を実施した（図 4-3-1）。
　実施項目 Iでは、グリーンランド氷床の変動メカニズムと、そ
の気候変動との関わりを解明するため、グリーンランド最大の
氷流 North East Greenland Ice Stream（NEGIS）の上流部
で実施されている EGRIPに参加した。EGRIPは、デンマーク
が主導し、正式な参加国は日本、米国、ドイツ、フランス、ス
イス、ノルウェーであるが、英国、スウェーデン、中国、イタリ
ア等も非公式に参加している。EGRIPでは、これらの国々と
の国際共同研究により、氷床コアの掘削・解析と氷床観測を実
施している。EGRIPで掘削された氷床コア（EGRIPコア）だ
けでなく、過去にグリーンランドで掘削された氷床コアの解析
も行った。さらに、氷床流動と海水準変動の研究のため、氷の

力学試験、および氷床モデルとGlacial Isostatic Adjustment
（GIA）モデルを用いた計算機シミュレーションも実施した。得
られた成果はグリーンランド氷床研究や全球規模の気候変動・
海水準変動・海洋変動の研究コミュニティーに対する科学的貢
献となり、IPCC第 6次評価報告書（IPCC-AR6）や、政策決
定のための情報提供となることが期待される。
　実施項目 IIでは、データ空白域であり、かつ自然環境の変
化が加速しているグリーンランド北西部に着目し、最北の村カ
ナック（Qaanaaq）周辺（図 4-3-2）で、気候変動の影響を
受けた氷河氷床と海洋の変動、また両者の相互作用、さらに
その結果生じる自然災害、人間生活や社会活動への影響に関
する研究を実施した。スイス連邦工科大学・コペンハーゲン大
学・フィレンツェ大学・地域住民との共同観測・研究、GINR・
カルガリー大学と連携したカナック村での人文社会科学研究、
GReenland Ice Sheet-Ocean interactions（GRISO）と連携
した観測網整備を行った。氷河氷床・海洋変動の定量化、変
動メカニズムの解明、さらに人文社会科学までをカバーする新
しい研究成果を発信することで、グリーンランド研究に関する
国際コミュニティーや、AC作業部会に対して貢献することを目
標とした。

 
　 

研究の背景と目的
　近年、グリーンランドと南極の氷床、および世界各地の氷河
で氷の質量が減少しており、海面上昇への影響が懸念されてい
る。特にグリーンランド氷床は質量減少が加速しており、今後、
海面上昇への寄与がますます大きくなることが予想されている
（IPCC-AR5等）。グリーンランド氷床の質量損失加速の原因は、

4.3.1 全体概要
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グリーンランドにおける
氷床・氷河・海洋・環境変動
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図 4-3-1. 本テーマの概要 図 4-3-2. 観測・研究実施地点

4.3.2 グリーンランドにおける気候・氷床変動
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氷流から海への流出が加速していることや、表面質量収支の変
化、融解水の海への流出の増加などであると考えられているが
（Vallelonga et al., 20142））、その詳細は不明である。実施項
目 Iでは、EGRIP地点における近年の表面質量収支の変動を
観測した。一方、氷流の流動メカニズムの解明には氷の流動特
性の理解が不可欠であるため、氷の力学試験を行い、氷の流動
則を高度化した。海水準変動に対するグリーンランド氷床の寄
与を推定するため、氷床流動モデルを用いた数値シミュレーショ
ンを行った。さらに氷床流動モデルの制約に必要であるGIA
モデルの開発を行い、最終氷期においてグリーンランド氷床とそ
れ以外の氷床が全球の海水準におよぼした影響を推定した。
　氷床の質量損失の増加によって多量の淡水が海へ流入する
と、海水準上昇を招くだけでなく、海洋循環や大気循環が変化
して、気候・環境が変化する可能性が高い。本研究では、温暖
化が環境におよぼす影響を調べるため、グリーンランドで掘削
された氷床コアを分析し、過去の気候・環境を復元した。

近年の氷床表面質量収支の変動
　本研究では、グリーンランド内陸部における近年の氷床表面
質量収支の変動を調べるために、EGRIP地点において、2016
～ 2019年の春～夏にピット観測を行った。本稿では 2016年
のピット観測から得られた結果を報告する（Nakazawa et al., 
submitted）。2016年には 4.02mと 3.18mの深さのピット（そ
れぞれピット1およびピット2と呼ぶ）を掘り、層位観察と密度
測定を行うとともに、ピットの壁面から約 3cmの間隔で試料を
採取した。採取した試料は国立極地研究所において質量分析

計により水の安定同位体比（δ 18OおよびδD）を、イオンクロ
マトグラフによりイオン成分の濃度を測定した。図 4-3-3に、ピッ
ト1における層位、水の安定同位体比、過剰重水素（δ 18Oお
よびδDからδD-8xδ 18Oによって計算される値で d-excess
と呼ぶ）、メタンスルホン酸イオン（MSA）濃度、密度を示す。
水の安定同位体比、過剰重水素、密度が明瞭な季節変化を示
していることがわかる。グリーンランドでは水の安定同位体比
が夏にピークを示すことが知られており（例えば、Kuramoto et 
al., 20113））、そのピークの位置を夏としてピットの年代を決定
した。秋にピークとなる過剰重水素、および夏にピークを示す
MSA濃度のピーク（例えば、Kuramoto et al., 20113））も補
助的に用いた。ピット2についても同様の方法で年代決定を行っ
た。年代決定の結果、ピット1は 2006～ 2016年の10年間、ピッ
ト2は 2009～2016年の7年間をカバーしていることがわかった。
　ピット1と 2のそれぞれについて、ピット観測の結果から得ら
れた各年の年層の厚さと密度のデータを用いて、各年の表面質
量収支（年間の積雪堆積量）を求めた（図 4-3-4）。各年の表
面質量収支（水等量：w.e.）は、ピット1では 58～ 202mm w.e./
yrの間で、ピット2では 126～ 188mm w.e./yrの間で変動し
ていた。ピット1では 10年間の平均表面質量収支は 138mm 
w.e.であった。ピット1と 2で年が重複する 7年間の平均表面
質量収支は、それぞれ 145mm w.e.および 149mm w.e.であ
り、両者は非常に近い値であった。表面質量収支の年々変動は、
降雪量の変動だけでなく、後述するように表面融解による融け
水の移動や、風による積雪の再配分によって生じると考えられ
るが、EGRIPにおいては数年の平均をとるとこれらの影響が小

図 4-3-3. EGRIP で 2016 年に堀ったピット（ピット 1）における層位、水の安定同位体比、過剰重水素、MSA 濃度、密度の鉛直プロファイル。各年の夏の位置を破線で示
し、その年を図の右の赤字で示す。
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さくなることがわかった。これはグリーンランド内陸部の氷床表
面質量収支の特徴を理解するうえで重要な知見であるとともに、
EGRIPコアのデータを解釈する際に、重要な情報となる。

　ピット1においては深さ 1.76mと 2.02ｍに、ピット2にお
いては深さ 2.04mと 2.25mに氷板が観測された。氷板が観
測されたのは、2011年夏と 2012年夏の層の間である。2012
年 7月にグリーンランド氷床のほぼ全域で表面融解が生じた
（Nghiem et al., 20124）; Aoki et al., 20145)）が、これらの氷
板はその際に生じた融け水が流下し、2011年夏と 2012年夏の
層の間で再凍結して形成されたものであると考えられる。ピット
1およびピット2では、融け水の移動によって、みかけ上、2012
～ 2013年の表面質量収支が低下し、2011～ 2012年の表面質
量収支が増加したと考えられる。

氷の流動特性
　グリーンランド氷床では、降り積もった雪がやがて自重により
押し固められて焼結し、氷となって氷床内部でクリープ変形し、
その結果、氷床が流動すると考えられている。このような氷床
流動により氷床末端で氷が海洋に流出し、結果的に海水面の
上昇をもたらす（Larour et al., 20176））。先行研究により、氷
床氷中の結晶粒のサイズや結晶配向、不純物（鉱物微粒子、塩
微粒子、生物起源微粒子等）が流動に影響をおよぼすことが知
られている（Faria et al., 20147））が、その詳細は不明である。
これまで氷床の流動モデルは、以下に示す Glenの流動則を用
いて記述されてきた（Glen, 19558）; Goldsby and Kohlstedt, 
20019））。

　ここで、ε・はひずみ速度、Aはエンハンスメント・ファクター、
σは負荷応力、dは平均結晶粒径、pは粒径パラメーター、R
は気体定数、Tは絶対温度である。この法則では、n値として
3が用いられてきた。しかし、近年の研究では n値は 4程度と
なることが報告されている。また、不純物を含まない人工微細

氷を用いた実験でも、n値が 2程度を示すことが報告されてい
る（Goldsby and Kohlstedt, 20019））。このように、現在一般
的に氷床モデルで適用されているGlenの流動則を用いて議論
を続けることは困難であることがわかってきており、今後氷床モ
デルを高度化する際に考慮に入れる必要がある。
　そこで本研究では、人工氷中に不純物を模擬した SiO2微粒
子を含有させ、低温室内で力学試験（本研究ではクリープ試
験）を実施することで、固体微粒子が氷の変形挙動にどのよう
な影響をおよぼすかを検証した。あわせてグリーンランド最大
の氷流 NEGISの流動メカニズム解明のため、NEGISの上流
部の EGRIP地点で氷床コアを掘削し、EGRIPコアの物理分
析や掘削孔観測等を実施した。EGRIP地点は水平方向の流動
速度が従来の深層氷床コア掘削地点に比べて非常に大きい（約
65m yr-1、Vallelonga et al., 20142））のが特徴であり、氷床
流動メカニズムの解明に適した地点である。EGRIPコアの一部
を用いたクリープ試験も実施する予定であったが、EGRIPコア
の入手が遅れたことから、同じグリーンランド氷床のコアとして、
North Greenland Eemian Ice Drilling（NEEM、NEEM 
community members, 201310））コアから不純物濃度の異なる
試料を選定して力学試験を行い、不純物が氷の変形におよぼす
影響を検討した。

人工氷を用いたクリープ試験（Saruya et al., 2019）
　純水と直径 300nmの SiO2微粒子を混合してボトルに入れ、
それを液体窒素中に噴霧することで粉氷を作成し、得られた粉
末を機械的に圧縮して焼結体を得た。このようにして作成した不
純物含有氷と純水から作成した焼結体を重ね合わせてクリープ
試験を実施したところ、不純物含有氷で顕著に塑性変形が生じ、
不純物が氷の軟化に影響をおよぼすことを可視化することができ
た（図 4-3-5）。このように粉氷を焼結することで、人工氷を作成
し、さらに純水に SiO2微粒子を混合することで疑似的に氷床を
模擬した実験が可能になった。

　同様に、不純物含有氷のみをクリープ変形に供し、クリープ
試験を実施した。不純物添加の効果を確かめるため、ひずみ速

図 4-3-4. ピット 1 およびピット 2 から求めた表面質量収支（年間の積雪堆積量）の変動

図 4-3-5. 人工氷に不純物を含有させ、クリープ変形させた試料
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度‐ひずみ線図の特徴を純水氷と比較したところ（図 4-3-6）、
不純物を分散することでクリープ速度が加速することが明らか
となった。不純物が変形の初期から影響をおよぼすことがわか
り、測定した全ひずみ範囲にわたって、軟化することを示してい
る。人工氷を用いた実験で特にユニークな特徴は、ひずみ速度
‐ひずみ線図に明瞭なひずみ速度の回復領域が現れない点であ
る。一般的には、ひずみの増加とともに結晶粒内にひずみが蓄
積することで、変形中に結晶粒内に新しい結晶がうまれる現象
（再結晶）が起こり、これにより、ひずみ速度は途中で増加傾
向を示すが（Wilson et al., 201411））、微細な人工氷を用いるこ
とで、ひずみが単調に低下することが明らかとなった。

　ひずみ 10%までの変形に対して、光学顕微鏡を用いた組織
観察を行ったところ、SiO2微粒子を純水中に分散させることで、
変形初期から結晶粒径が約 40μmまで微細化していることが
わかった。この結果は、氷床内に取り込まれる不純物の濃度
が季節変動や気候変動などにともなって高くなることで、氷床
内で局所的に結晶粒が微細化する層が存在することを示唆して
いる。EGRIP地点でも、曇って見え、cloudy band（Faria et 
al., 20147））と呼ばれる水平方向のバンド状の層が観察されてお
り、このような層では、結晶粒が微細化し、氷中に多量の不純
物が含有されていることが多い。したがって、このような層は変
形速度が大きいと考えられる。
　本研究では、不純物を含有させた人工氷を用いて、温度一定
でクリープ試験を行い、負荷応力を変化させてひずみ速度を測定
することで応力指数 nを算出した。また、応力一定でクリープ温
度を変化させてひずみ速度を測定することで活性化エネルギー Q
を算出した。このようにして求められた n値とQ値は、不純物含
有の有無によらず n=1.8-2.0、Q=60-66kJ/molであった。
　圧密氷を作成する際に、空気を入れながら圧密化を行うと、
わずかに結晶粒が大きい人工氷を作成できることがわかった（純
水氷で直径 100μm程度）。また、種氷を用いて純水氷を結晶
化させることで、粗大な結晶粒径を有する人工氷を作成するこ
とにも成功した。これらの人工氷を用いて、Glenの流動則中
の p値を求めたところ、1.4に収束することがわかった（図 4-3-
7）。このことは、氷床の深層部で不純物を多く含有する層では、
流動速度が変化することで、氷床流動に大きな影響をおよぼす
可能性を示唆しており、氷床中の不純物自体の解析をさらに進
めることが、氷床流動の本質を理解するために重要であると考
えられる。

氷床コアを用いたクリープ試験
　不純物が氷床流動におよぼす影響を理解するため、人工氷
に加えて NEEMコアを用いた変形実験を実施した。一般的に
氷床氷は特徴的な c 軸方位分布を有し、c 軸方位分布が氷床
の（圧縮）変形や流動に大きな影響をおよぼすことが知られて
いる（Faria et al., 20147））。純粋に氷床氷中の不純物の影響を
理解するには、c軸方位分布の違いの影響を除去する必要があ
る。そこで、特徴的な c軸方位分布を有するNEEMコアに対し、
高圧をかけて相変化を起こさせることで結晶粒を微細化すると
ともに、c軸方位分布のランダム化を実現することに成功した。
　NEEMコアから選んだ 4つの試料（#2815、#3575、#3775、
#3925）について、上記の方法で c 軸方位分布のランダム化を
行った後、変形実験を行った。試料 #3575がもっとも不純物濃
度が高く、#3575 > #2815 > #3925 > #3775の順に不純物濃度
が高かった。これらの試料を相変化させた後、－10℃で 1週
間放置し、ひずみを取り除いた。その後、－20℃ 、1MPaの条
件で最大ひずみ 5%までクリープ変形させた際の、ひずみ速度‐
ひずみ線図を図 4-3-8に示す。大雑把には不純物濃度が高い
と軟化（ひずみ速度が上昇）し、低いと硬化（ひずみ速度が低下）
する傾向がみられたものの、ひずみ速度と不純物濃度の関係
には、明確な相関関係が認められなかった。この結果から、
クリープ変形速度は必ずしも不純物濃度に依存しないことが
示唆された。

図 4-3-6. － 20℃、1MPa でクリープ変形して得られたひずみ速度とひずみ線図

図 4-3-7. － 20℃、1MPa でクリープ変形して得られたひずみ速度の粒径依存性

図 4-3-8. 相変化実験後に－ 10℃で 1 週間放置し、ひずみを取り除いた後のクリープ試験
結果（－ 20℃、1MPa）
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　一方、相変化実験後に－10℃で放置し、ひずみを取り除いた
際のNEEMコアの結晶粒径（直径）の変化（図 4-3-9）は、不
純物濃度と粒成長挙動が一致することを示唆している。このこ
とから、氷床氷中の不純物は、Zenerドラッグ※ 1による結晶粒
微細化に大きな影響をおよぼす可能性が高いことがわかった。
つまり、不純物が直接変形を促進しているのではなく、不純物
が存在することで結晶粒微細化を起こすため、変形速度が大き
くなると考えられる。

氷床モデルおよび GIA モデルによるシミュレーション
　海水準変動の高精度予測のためには高精度の氷床モデルを
構築する必要がある。氷床モデルの制約条件として過去の氷床
量を正確に求める必要があり、高精度の GIAモデルの開発が
不可欠である。そのため、本研究では、氷床モデルとGIAモ
デルの高度化を行った。
　NEEMの掘削孔観測データとNEEMコアの不純物データを
解析したところ、不純物濃度の高い寒冷期の氷において氷床流
動のエンハンスメント・ファクターが大きく変形速度が大きいこ
と、数千年スケールの気候変動にともなう不純物濃度の変動に
対応してエンハンスメント・ファクターが大きく変動すること、最
終氷期と最終氷期よりも前の氷期とでエンハンスメント・ファク
ターが異なることが明らかになった。この結果を考慮した氷床
モデルを用いてグリーンランドのスピンアップ･シミュレーション
を行ったところ、グリーンランドで、地形と表面流速が観測値
とよく一致するようになった（図 4-3-10、Greve, 2019）。また、
パリ協定と整合するRCP2.6シナリオ※ 2にもとづく温暖化予測
シナリオを用いてふたつの氷床モデル SImulation COde for 
POLythermal Ice Sheets（SICOPOLIS） お よ び Ice Sheet 
System Model（ISSM）によって比較実験を行った。その結果、
2300年までのグリーンランド氷床の質量損失は海水準相当で
62～ 88mmであると推定された（Rückamp et al., 2018）。
　GIAモデルについては、現実的な下部マントル粘性構造を考
慮した GIAモデルを開発し、海水準変動、低次のジオイド変
動を再現した（Nakada et al., 2016）。その結果、低次のジオイ

ドデータが平均的な全球氷床量変動と下部マントル粘性構造の
推定に有効であることを示した。さらに、最終氷期の海面低下
期における詳細な氷床量変動を明らかにし、グリーンランド氷
床を含めた各氷床の寄与を定量的に求めた。このような知見は、
最終氷期以降のグリーンランド氷床変動史を構築するうえでの
貢献となり、氷床モデルに重要な制約を与える。

過去の気候変動にともなう環境変動
　NEEMコアのイオン分析結果から、過去 13万年間の陸域環
境の変化を復元した（図 4-3-11、Schüpbach et al., 2018）。そ
の結果、北米の陸域植物の活動は、グリーンランドで現在より
も 2～ 3℃温暖だったと考えられている完新世初期と、現在より
も 8℃程度温暖だったと考えられている最終間氷期とで、ほとん
ど違いがみられなかった。一方、東アジアの乾燥域が起源と考
えられている鉱物ダストの発生量は、最終間氷期の方が完新世
初期よりも 3割程度大きかったことが示唆された。これは、最
終間氷期におけるグリーンランドの温暖化の度合いが北極の温
暖化増幅によって全球平均よりも大きかったことを考慮すれば、
将来の地球温暖化を 1.5～ 2℃に抑えることができれば、北半
球中緯度～高緯度において、それほど大きな陸域環境の変化が
起きない可能性を示唆するものである。

図 4-3-9. 相変化させた NEEM コア試料を－10℃で放置し、ひずみを取り除いた際の粒成長挙動

図 4-3-11. グリーンランド氷床コアから復元された過去 13 万年間の陸域環境変動。緑の
アンモニウムイオンは北米の陸域植物起源、赤のカルシウムイオンは東アジア乾燥域の鉱
物ダスト起源であると考えられている（Schübach et al., 2018）。

図 4-3-10. 氷床モデル（左）および衛星観測（右）から得られたグリーンランド氷床の表
面流速（Greve, 2019）
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　本研究では、さらに、NEEMコアの Br分析の結果から、過
去 11万年間の海氷変動を復元した（Spolaor et al., 2016）。そ
の結果、カナダ北極域において、氷期の寒冷期には多年氷が多
かったこと、完新世初期には多年氷が減少し、一年氷の面積が
過去 11万年のなかで最大となっていたことがわかった。この結
果は、地球温暖化の進行により、北極海の多年氷が今後さらに
減少することを示唆する。
　本テーマでは、テーマ 3との連携により、グリーンランド北
西部の SIGMA-D地点で掘削された氷床コアから過去 350年
間の BCの変動を復元した。その結果、20世紀前半に人為起
源の BCが大きく増加したこと、人為起源 BCにより、BCの季
節ピークが夏から冬にシフトしたことなどが明らかになった。ま
た、夏には大規模な森林火災によって BC濃度が短期間大きく
増加したことが度々あったが、温暖化が進んでいる最近 20～
30年間でも、その頻度や規模の増加傾向はみられなかった。
一方、同じコアから過去 100年間の鉱物ダスト粒子の組成を調
べたところ、寒冷だった 1950～ 1980年代はダスト粒子の大部
分が東アジア起源と考えられる鉱物であったのに対し、温暖だっ
た 1920～ 1940年代および 1990～ 2010年代は、グリーンラ
ンド沿岸部が起源と考えられる鉱物粒子の割合が寒冷期に比べ
て多くなっていたことが明らかになった。温暖期にはグリーンラ
ンド沿岸部で、氷河の後退または季節積雪に覆われる期間の短
縮により、ダストの発生量が増えていたことが推定される。この
結果から、今後の温暖化の進行により、グリーンランド沿岸部
のダストの影響が大きくなることが予想される。
　本研究では EGRIPコアの BC分析を実施し、BC濃度に明
瞭な季節変動がみられることや、20世紀前半と考えられる深
さで BC濃度の増加が生じたことなどがわかった。また、深さ
1,384mまでは火山噴火によって生じる硫酸のピークを利用した
初期的な年代決定を行った（Mojtabavi et al., submitted）。よ
り詳細なコアの年代決定や BC濃度データの解析により、過去
の温暖化にともなう森林火災の頻度や規模の変化などについて
の知見が得られると期待される。

研究の背景と目的
　氷河氷床の急激な質量損失を受けて、グリーンランド沿岸に
おける環境変化が著しい。本研究では、気候変動の影響を受
けて後退する氷河氷床と海洋の相互作用に焦点を当て、グリー
ンランド沿岸部の環境変化を総合的に解析した。特に、海洋の
影響を受けて縮小する氷河氷床の質量変動を定量化し、その
変動に海洋が果たす役割および氷河変動が海洋環境と生態系
に与える影響の解明を、研究の中心目的とした。
　この目的を果たすために、グリーンランド北西部に位置する

人口約 600人のカナック村にて研究を実施した（図 4-3-12）。
この地域では 1990年代から日本の研究者が調査活動を行って
おり、日本人冒険家による活動の歴史は 1970年代にまで遡る。
また 2012年以降には GRENE北極による研究活動が実施され
た。上記の課題を解決するため、これらの実績にもとづいて、
現地で重点的な観測を行うとともに、衛星データ解析と数値モ
デリングを実施した。

　さらに本研究では、氷河・海洋とそれらを取り巻く自然環境
の変化が、グリーンランド沿岸に生活する人々の暮らしに与える
インパクトにも着目した。具体的には、調査活動期間中に発生
した河川洪水や地すべり災害の要因を調査するとともに、ワー
クショップ開催やアンケート調査によっても、環境変動と社会影
響に関する情報を収集した。研究活動によって明らかになった
科学的な知見を地域住民に還元し、進行する環境変化とその社
会への影響を住民自身と議論することで、北極域の持続可能な
未来に資することを目指した。

氷河氷床変動の定量化
　カナック地域における氷河・氷床・氷帽の変動を定量化する
ため、衛星データにもとづいて、氷河氷床の表面標高、末端
位置、流動速度を測定した。その結果、氷床から独立した氷
河氷帽およびグリーンランド氷床から溢流する海洋性のカービ
ング氷河（末端が海に流入する氷河）で顕著な氷損失が明ら
かとなった。まずカナック村近くに位置する 6つの氷帽におけ
る 2006～ 2010年の標高変化を測定したところ、平均－1.1m 
a–1の表面低下すなわち氷損失速度が得られた（Saito et al., 
2016b）。この値は、それ以前の報告（2003～ 2008年）から
氷損失が 2倍に加速していることを示す。さらに、対象域に位
置する19本すべての海洋性カービング氷河が、2000年以降に
後退傾向にあることが明らかになった（図 4-3-13、Sakakibara 
and Sugiyama, 2018）。いくつかの氷河は流動の加速をとも
なって急速に後退しており、氷厚減少にともなって氷河底面が
不安定になった可能性が高い。すなわち、氷河・海洋の底面地
形によって定まる閾値よりも氷が薄くなり、氷河末端に作用す
る浮力が重力を上回った可能性を示唆している。また氷河の流

図 4-3-12. 研究対象地グリーンランド北西部カナック周辺の衛星画像。カラースケールは、
1985 ～ 2016 年における溢流氷河の表面標高変化を示す（Wang et al., 投稿準備中）。

4.3.3 グリーンランドにおける氷河氷床 ･海洋相互作用

杉山 慎・的場 澄人・飯塚 芳徳・Ralf Greve・古屋 正人

Evgeny Podolskiy・舘山 一孝・山崎 新太郎・渡邊 達也

高橋 美野梨・林 直孝・漢那 直也・安藤 卓人・榊原 大貴
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動は夏に加速して顕著な季節変動を示す。この加速が、融解
水による氷河底面の潤滑によるものであることが確認され、気
候が氷河変動に与えるさらなる影響が示された（Sakakibara 
and Sugiyama, 2019）。さらにコペンハーゲン大学と協力して、
1985年に撮影された航空写真を活用して過去 30年間の表面標
高変化を測定した。その結果、後退の激しい氷河では 5m a–1

を上回る速度で氷が失われていることが示された（図 4-3-12、
Wang et al., 投稿準備中）。さらに、2000年頃まではほぼ一定
であった標高が 21世紀に入って減少傾向に転じており、研究対
象地において氷河質量が減少に転じたタイミングが解明された。

　カナック村近傍のカナック氷帽では、2012年に開始した質
量収支と流動速度のモニタリングを継続した。質量収支と流動
速度は、氷河氷床変動を決定する重要なプロセスである。氷
帽から村の西側へ溢流するカナック氷河の流線上に 6ヵ所の
測定地点（243～ 968m a.s.l.）を設け、6月末～ 8月上旬に
かけて雪尺高さと移動量、積雪量などの測定を行った。その
結果、2012～ 2019年にかけて 7年間の年間質量収支が定量

化された（図 4-3-14、Tsutaki et al., 2017b; 近藤他 , 2019）。
質量収支は 2014～ 2015年に大きな負の値（カナック氷河流
域平均で約－ 0.7m w.e. a–1）を示した後増加に転じ、2016
～ 2017年と 2017～ 2018年には流域平均で質量増加を示す
データが得られた。しかしながら続く 2018～ 2019年には、
2014～ 2015年に匹敵する大きな質量損失が測定され、顕著

な年々変動が明らかになった。観測期間中の平均質量収支は
明らかに負の傾向を示しているものの、気温と降雪に影響を受
けたその変化は複雑で、長期的なモニタリングの重要性が明ら
かになった。以上の質量収支データは国際連合教育科学文化
機 関（UNESCO：United Nations Educational, Scientific 
and Cultural Organization）やWMOのもとで氷河変動デー
タを収集する世界氷河モニタリングサービス（WGMS: World 
Glacier Monitoring Service）に報告するとともに、グリーン
ランド沿岸における質量収支測定を取りまとめる研究取り組み
に提供された（Machguth et al., 2016）。一方の流動速度は、
2012年夏の大きな表面融解によって加速した後、夏季の流動
変化は観測されなかった。年間平均の流動速度は氷厚減少に
応じて減少傾向にあることが判明した（近藤他 , 2019）。この他、
氷帽表面標高変化（Tsutaki et al., 2017a）、氷温度など（Tsutaki 
et al., 2017b）、氷河の変動メカニズムを明らかにするうえで重
要な測定結果を得て報告した。

カービング氷河の変動メカニズム
　カービング氷河の急激な後退メカニズム、特に海洋との関係
性を明らかにするため、カナック村から 20kmに位置するボー
ドイン氷河末端付近にて現地観測を実施した。2013～ 2015年
に毎年実施された観測を受けて、スイス連邦工科大学と共同で
2016～ 2019年に実施したものである。GPSによる表面標高測
量を実施して衛星データと比較解析したところ、氷河末端部に
おいて－ 5m a–1を超える表面低下速度が明らかになった。さら
に、表面質量収支、氷河の上流側や陸に末端を持つ近隣氷河
との比較から、海洋との相互作用によって生じる末端消耗（カー
ビングと水中融解）が氷河変動に大きな役割を果たしているこ
とが判明した（図 4-3-15、Tsutaki et al., 2016）。つまり、温
暖化による表面質量収支の減少に加えて、何らかの原因で末端

図 4-3-13. カ ナ ック 周 辺 に 位 置 す る カ ー ビ ン グ 氷 河 の 末 端 変 動（Sakakibara and 
Sugiyama, 2018）。地図中のカラースケールは 2000 ～ 2014 年の変動速 度。2000 年
以降に全氷河が後退傾向にあることが判明した。

図 4-3-14. カナック氷帽において観測された 2012 ～ 2019 年の年間質量収支（Tsutaki 
et al., 2017b; 近藤他 , 2019）
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消耗が増加したことが氷河の質量損失の原因といえる。さらに、
新しく開発した無人観測船を活用して氷河近傍で水深を測定し
（Yamasaki et al., 2017）、氷厚測定の結果と合わせて末端付
近の基盤地形を精査したところ、2007年以降に急速な後退が
起きた地域で基盤が氷河上流に向けて深くなっていることが判
明した（浅地他 , 2017, 2018）。この結果は、従来数値実験など
で示されてきた、基盤地形がカービング氷河の末端変動に与え
る影響を確認するものである。地域最大のフィヨルドであるイン
グレフィールド湾に流入する他のカービング氷河についても同様
な観測を行った結果、過去の氷河後退と海底地形との関係性が
明らかになった。

　スイス連邦工科大学との共同取り組みとして、カービングに
関する詳細な観測を実施した。従来観測が困難であったカー
ビング端を無人航空機（UAV: unmanned aerial vehicle）に
よって高い時空間分解能で観測した結果、クレバス発生から巨
大なカービングイベントに至る一連のプロセスが詳細まで明ら
かになった（Jouvet et al., 2017, 2018）。さらに地震計を使っ
て微細な氷河振動を測定したところ、カービングのきっかけとな
るクレバスの形成頻度が潮汐によって変化する現象が見出され
た（Podolskiy et al., 2016）。一方、氷河前のフィヨルドに水圧
センサーを設置してカービングに起因する津波をモニタリングし
たところ、カービングが発生した位置とその規模を定量化するこ
とに成功した（図 4-3-16、Minowa et al., 2019）。この成果は、

津波測定によってカービングを定量化する新しい試みであり、氷
河末端消耗の観測技術を大きく推し進めるものである。
　以上の観測で得られたデータと衛星データにもとづいて、氷
河数値モデルによる数値実験を実施した。氷河の末端部約
10kmについて 3次元流動モデルを構築し、夏季の流動変化を
再現したところ、潮汐が氷河流動に与える影響が確認された（図
4-3-17、Seddik et al., 2019）。さらに、融解水や降雨による氷
河底面の流動性の変化が強く示唆され、カービング氷河の流動
が環境変化に著しく敏感であることが定量的に示された。さら
に、氷河末端部数百mの領域に 3次元流動・破壊モデルを適
用し、クレバスの成長とカービング発生に関する実験を行った。
その結果、氷河の水中形状がカービングに大きな影響を与える
ことが定量的に示された（van Dongen et al., 2019）。

氷河流入フィヨルドの海洋環境と生態系
　ボードイン氷河が流入するボードインフィヨルド、およびイン
グレフィールド湾において、2016～ 2019年の 7～ 8月に海洋
観測を実施して、氷河と海洋の相互作用について解析を行っ
た。ボードインフィヨルドにおいて水温・塩分等の物理特性を
測定したところ、約 200m以深に大西洋由来の塩分濃度の高い
暖水（Atlantic Water）、その上層には極域由来の冷水（Polar 
Water）の存在が確認された（図 4-3-18、Ohashi et al., 
submitted）。夏季間に各水塊が占める深度は著しい年々変動
を示し、氷河融解水の流入がその変動の要因と考えられる。海
水中に融解水が湧昇する様子を再現する数値モデルを構築して
実験したところ、融解水の流出量に加えて、フィヨルドの成層状
態が、湧昇水の拡散に大きな影響を与えることが判明した（松
村他 , 2017）。氷河融解水がフィヨルドの循環に与える影響の詳
細を測定するため、2016～ 2019年にはボードインフィヨルド内
で係留系を使った通年測定を実施した。特に氷河の前縁 1km
での測定は強い季節変動を示し、夏季に氷河底面から融解水
がフィヨルドに流出して湧昇することで強い循環を駆動している
ことが明らかになった（藤支他 , 2019）。そのようなメカニズム
はこれまでにも提唱されていたものの、本研究は氷河近傍の長

図 4-3-15. ボードイン氷河とタグト氷河における 2007 ～ 2010 年の表面標高変化（左）
および流動速度（右）（Tsutaki et al., 2016）。流動速度の大きいカービング氷河であるボー
ドイン氷河（東側）でより大きな氷厚変動が明らかになった。

図 4-3-17. 3 次元数値モデルによって計算されたボードイン氷河の流動速度、底面摩擦係
数、表面流動速度に対する底面流動の割合（Seddik et al., 2019）

図 4-3-16. 2015 年と 2016 年夏季における、ボードイン氷河末端部のカービング発生地
点とカービングフラックスの空間分布（Minowa et al., 2019）
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期観測でその実態を明らかにしたはじめての例となる。
　氷河から流出する融解水の影響は、フィヨルドの物理的環境
のみならず、海洋生態系に大きな役割を果たす。ボードインフィ
ヨルド内で詳細な測定と採水・分析を行ったところ、フィヨルド
深部に多く含まれる栄養塩が融解水とともに表層へ湧昇し、海
洋生産に主要な貢献を与えていることが判明した（図 4-3-19、
Kanna et al., 2018）。この研究を報告した論文は、米国地球

物理連合（AGU: American Geophysical Union）の広報誌
にてハイライトを受けたほか、出版 1年余りで IPCCの『変化
する気候下での海洋・雪氷圏に関する IPCC特別報告書』を含
めて 15件の引用を受け、当該分野内外で大きな注目を浴びて
いる。カービング氷河の前縁には無数の海鳥が集まり、アザラ
シなどの海生哺乳類も多いことが知られていた。ボードイン氷
河においてこの特殊な氷河前生態系を調査したところ、潜水を
苦手とする海鳥が、湧昇によって表層にもたらされる動物性プラ
ンクトンや魚を狙って群集を形成することが明らかになった（図
4-3-20、Nishizawa et al., 2019b）。氷河前のフィヨルド表層に
は、通常は海底地形に分布する大型の動物プランクトンが観測
された（Naito et al., 2019）。これらの結果は、湧昇流が栄養
塩だけでなく小型動物を輸送して、高次捕食者の採餌を支えて
いることを示している。以上の研究成果は、カービング氷河が
海洋生態系に果たす役割を定量的に示し、氷河前の特殊な生
態系の理解を推進するものである。
　このほか、グリーンランド北西部の広い範囲で、氷河氷床か
ら海洋に流出する懸濁水の分布を定量化した（Ohashi et al., 

2016）。その結果は、気温の上昇にともなって海洋が懸濁水に
覆われる範囲が増加することを示しており、温暖化による海洋
環境変動を示唆するものである。

雪氷・大気環境変動
　グリーンランドにおける雪氷と大気環境の変動を明らかにす
るために、これまでに掘削された氷コアの分析と新規氷コアの
掘削を行った。カナック地域の内陸に位置する SIGMA-A地点
（1,490m a.s.l.）では 2017年 5月に長さ 60 mの氷コア掘削に
成功した（Matoba et al., 2018）。このコアを解析した結果、過
去 100年間に温暖な時期が 3期間あったことが推定された。ま
た同時に観測した降雪の同位体を分析した結果、バフィン湾の
海水面温度や海氷状態が氷床上降雪の同位体に与える影響が
明らかになった（図 4-3-21、黒﨑他 , 2018a）。また 2014年に
同地域のさらに内陸に位置する SIGMA-D地点（2,100m a.s.l.）
にて掘削された長さ 225mの氷コアを解析し、約 400年間の
降水量を復元することに成功した。

図 4-3-18. 2016 年 7 月に測定された、ボードインフィヨルドにおける温度、塩分、
ブラント‐バイサラ振動数、濁度の分布（Ohashi et al., submitted）

図 4-3-20. ボ ード イ ン 氷 河 の 前 縁 に 集 まる 海 鳥 の 群 れ（Nishizawa et al., 
2019b）。枠内は魚を捉えた海鳥を示す。

図 4-3-19. ボードイン氷河前のフィヨルドにおける、濁度分布および栄養塩の輸送
を示す模式図（Kanna et al., 2018）。氷河底面から排水される融解水の湧昇が、
栄養塩を表層に輸送するメカニズムが明らかになった。

図 4-3-21. 2017 年 5 月に SIGMA-A 地点で観測された降雪の水蒸気の輸送経路
と海氷密接度の解析結果（黒﨑他 , 2018a）
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　一方、グリーンランド南東部の SE-Domeで掘削された氷コ
アの解析では、密度測定により高涵養領域の圧密過程の特性
が明らかになった（Iizuka et al., 2017）。また水同位体分析か
ら年代を詳細に決定して海氷面積と降水量の関連を見出したほ
か（図 4-3-22、Furukawa et al., 2017）、過去 60年間に遡る
エアロゾルの沈着量と組成の時間変動を復元した（Iizuka et 
al., 2018; Ando et al., 投稿準備中）。さらに有機不純物の分
析によって、北半球の森林火災の歴史を復元することに成功した
（Parvin et al., 2018）。また近赤外光を用いた新しい氷コア解
析手法を開発した（柴田他 , 2018; Ando et al., 投稿準備中）。
　以上に述べた氷コア解析の他、カナック氷帽の積雪調査から
氷床表面の汚れ物質の堆積プロセスに新しい知見を得た（羽月
他 , 2018）。また SIGMA-Aと SIGMA-Bにおいて 2012年か
ら運用されている自動気象観測装置の保守運用を行い、長期に
わたる貴重なデータ収集を行っている。この気象観測はWMO
の全球雪氷圏監視（GCW: Global Cryosphere Watch）によ
る CryoNetステーションに正式認定され、そのデータは ADS
を通じて研究コミュニティーに公開されている。

海氷分布とその変動
　衛星による観測データを用いて、カナック沖の春季海氷分布
を定量化した。また衛星高度計を用いた海氷厚の測定手法を改
良し、海氷厚の推定精度と空間分解能を向上することに成功し
た（星野他 , 2018）。また、現在は水循環変動観測衛星「しずく」
に搭載された高性能マイクロ波放射計（AMSR2）を用いた海氷
観測が一般的であるが、気温の変化や水蒸気を多く含む雲など
が観測値に影響をおよぼしていることが明らかになってきた。こ
の問題を解消するために、客観解析データから衛星による観測
データを補正する新たな海氷厚推定アルゴリズムを開発した（図
4-3-23、Tateyama et al., 2018）。このアルゴリズムによって得
られた AMSR2推定海氷厚データと、カナックから 50kmの位
置にあるシオラパルク周辺で 2013年から取得されている現地海
氷厚データの比較を行い、衛星観測データの推定精度を検証し
た。またカナックにおいて春季に氷上観測を実施し、高緯度か
つ低温下における回転翼および固定翼ドローンを用いた観測手
法を確立するとともに、2018年と 2019年の定着氷・座礁氷山
の氷厚データの取得に成功した（図 4-3-24）。空撮データを蓄
積することにより、座礁氷山量の経年変化について調査した。

人文社会科学的アプローチ
　自然と人間の関わりの多様性、自然の定義の複数性、事物に
対する人間の基本的態度の多様性といった、人間と自然との関
係を規定する視角は、極めて多元的である。また、自然の変化
が人間に与える影響と同時に、人間活動が自然に与える影響も
並列的に捉え、両者の相関を通時的に理解していくことが肝要
である。Hayashi and Walls（2019）は、気候変動に対処する
地域住民の動きを、単に一方向的に描くのではなく、地域住民
の主体性を内包した「地域づくり」の一貫として捉え直す研究視
点の提案を行った。その議論は、カナックおよびシオラパルク
での堅実な人類学的フィールドワークをもとにしている。また、
高橋（2020）および Takahashi（2019e, 2019f）は、こうした
地域づくりのひとつの形として、北極域における非生物資源開
発と、しばしば在来知などと呼ばれる先住民族の知識や世界観
に即した開発の持続可能性とが、いかにして有機的に結び付き
つつ機能していくことができるのかを、政治学の知見にもとづき
ながらグリーンランドを事例に考察した。加えて、人間と自然と
の相関を、捕鯨を事例に、国際政治学の知見に依拠しながら考
察したものとして、高橋（2019a）がある。そこでは、グローバル・
レベルで形成されるルールが、いかなる正当性にもとづき運用
されているのかを、EUを事例に明らかにした。結果、正当性

図 4-3-22. SE-Dome 氷 コアに お ける 酸 素 同 位 体 変 動 と 数 値 モ デル の比 較
（Furukawa et al., 2017）。季節スケールでの時間変動が明らかになった。

図 4-3-23. （a）従来のアルゴリズムと、（b）新しいアルゴリズムによって衛星デー
タから測定された北極海の海氷厚分布の比較（Tateyama et al., 2018）

図 4-3-24. ドローンによって測定された、カナック沖の海氷と座礁氷山の表面標
高分布（2019 年 3 月、幅 750m ×長さ 1,600m の範囲を測定）
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の諸相は極めて複合的だが、特に政治的（集合的）な正当性が、
ある決定の効用を高めることに貢献していることが明らかになっ
た。このように、人文社会科学的アプローチは、人間と自然と
の双方向的な関係の諸相を実証していくことに貢献した。
　以上の活動に加えて、カルガリー大学の文化人類学研究者
と共同で、カナックおよびシオラパルク村にて調査を実施した。
地域住民が記した生活史について聞き取り調査を行ったほか、
共同で住民とのワークショップを開催した。

環境変化がグリーンランド社会に与える影響
　カナックでの研究活動期間中、現地でいくつかの自然災害現
象に遭遇した。いずれも気候・環境変動が原因と考えられ、今
後北極域に共通して発生しうる現象と推測される。そこでこれら
の災害を調査して原因を解析し、将来の災害発生について検討
を行った。
　2015年と 2016年には、カナック氷河から流出する河川が増
水して氾濫し、カナック村と空港を結ぶ主要道路が破壊された。
この災害を受けて、2017～ 2019年には河川流量と氷河上の積
雪融解を測定し、気象データと合わせた解析を行った。その結
果、2015年の洪水が高温にともなう雪氷融解が原因であったの
に対して、2016年は積雪の融解で広がった裸氷域に多量の降水
があったためと判明した（図 4-3-25、Kondo et al., 投稿準備中）。
融解量の増加と降雨イベントの頻発に加えて、氷帽上の積雪が
減る影響によって、今後洪水のリスクは増加すると考えられる。

　2018～ 2019年には、シオラパルク村において発生した地
すべり災害の調査を行った。全球測位衛星システム（GNSS: 
Global Navigation Satellite System）とドローンを用いた測
量、崩壊斜面の地質調査の結果、斜面に大量の岩屑を保持で
きる独特の地質構造と、凍結融解作用の影響を受けやすく、風
化によって砂粒子程度の砕屑物を形成しやすいという岩石の存
在が示された。したがって本地域では、不安定で大量の砕屑
物が斜面上部に存在しており、わずかな降雨でもそれらが飽和
に達して流動化し、大規模な地すべりが発生するという特徴が
明らかになった。これは、グリーンランド北部に広く分布する
堆積岩地域に共通した特徴であり、この地域では比較的低強
度の降雨イベントで地すべり災害が発生する可能性が示唆される
（Watanabe et al., 投稿準備中）。気候変動によって地すべりを

発生させる降雨イベントが今後増加すれば、災害が増加する可
能性があり、さらに地すべりによって生産された土砂が海洋に
大量供給されるという状況は海洋環境にも影響を与える。過去
の降雨‐地すべりイベントの頻度の解析、さらに地すべりによ
る土砂流出による周辺環境への影響の分析は次の重要課題とし
て注目される。なお、シオラパルク村では研究結果をもとに地
すべりハザードマップ（図 4-3-26、Yamasaki et al., 2019※3）
を作成し、地域住民に配布して説明を行うとともに、地すべり
が起きる条件や避難方法などについて説明・注意喚起を行った。

　自然環境の変化とその社会影響について地域住民にその情報
を伝え、お互いの知識・問題点を共有するために、カナック村
にてワークショップを開催した。この取り組みは、現地の観測
協力者からの提案がきっかけになったもので、第 1回の 2016
年には 50名以上の村人が参加し、本プロジェクトと研究成果
の紹介、環境変化と社会影響に関する意見交換を行った（図
4-3-27）。その後 2019年まで毎年同様に開催を継続したほか、
2018年からは近隣の小村ケケッタにて同様のワークショップを
開催した。グリーンランド語への通訳を介してスライドを使った
説明を行ったほか、観測データを使った海底地形図の頒布、海
洋循環に関する実験の実演など、さまざまな形で地域住民との
交流を図った。その結果、現地での研究活動に理解と協力が
得られたほか、住民の目で確認できる自然環境の変化について
情報を得るとともに、気候変動にともなう生活・社会への影響
について知見を得た。

図 4-3-25. 氷帽融 解・流出モデルによって計算されたカナック氷帽河川流量。
2015 年と 2016 年の洪水イベントが再現された（Kondo et al., 投稿準備中）。

図 4-3-27. 2016 年 7 月にカナックで開催したワークショップにて発言する地域住
民。50 名以上の住民と情報交換・意見交換を行った。

図 4-3-26. 本研究にもとづいて作成されたシオラパルク村の地すべりハザード
マップ ※ 3
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　自然環境変化と社会影響に関して住民の意識を知るために、
カルガリー大学の文化人類学研究グループと共同でアンケート
調査を行い、カナック村内で 29名からの回答を得た。その結果、
80%以上の回答者が自然環境の変化を感じており、海氷の縮
退や夏の降水増加などにもっとも急激な変化を認めていること
が明らかになった（図 4-3-28、Sugiyama, submitted）。

　さらに、グリーンランドの自然環境とその変化を一般市民に伝
えるため、日本国内でさまざまなイベントを実施した。2016年
12月には、グリーンランドの著名な音楽グループであるナヌーク
のメンバーと、グリーンランドで活動経験のある日本の山岳冒険
家を招いて、講演会「グリーンランドをめぐる「音楽」・「冒険」・
「サイエンス」－北極域の持続可能な未来にむけて－」を札幌で
開催し、約100名の参加者があった。また2019年2月にはカナッ
ク村の研究協力者大島トク氏を招いて、札幌、紋別、東京にて
講演会やイベントを開催した。日本科学未来館で開催したトー
クセッション「ARCTIC LIFE ～極北の狩人と雪氷学者を囲ん
で」では、子供を含めた約 40名の参加者と、アザラシの毛皮

を使ったアクセサリーの作成や、伝統的な毛皮・革製品の展示、
狩猟文化に関する自由討論などを実施した（図 4-3-29）。いず
れのイベントも、テレビや新聞での報道を受けるなど、大きな
反響があった。

実施項目 II のまとめ
　実施項目 IIでは、2012年にGRENE北極で開始した活動を
受けて、グリーンランド北西部カナックにおける研究を実施した。
2016～ 2019年にわたって毎年現地での観測を実施したほか、
衛星データの解析、数値モデリングによって、氷河氷床、海洋、
雪氷・大気環境、海氷の変動を解析した。さらに、捕鯨制度を
政治学的に解析するなどの社会科学的な研究を実施した。
　研究の結果、急激に縮小する氷河氷床の質量損失速度を定
量化し、その変動メカニズムの解明に貢献する成果をあげた。
特にカービング氷河の変動と末端プロセスに関して、多くの新し
い知見を得てその成果を発表した。さらに氷河氷床から流出す
る融解水が海洋におよぼす影響、特にフィヨルドに栄養塩を供
給する役割を定量的に示すことにはじめて成功した。また動植
物プランクトンから海鳥、海生哺乳類に至る、フィヨルド生態系
に氷河が果たす役割が示された。一方陸上では、近年頻発する
氷河河川洪水や地すべりなどの自然災害について、そのメカニズ
ムと将来の見とおしを明らかにした。また大気中の物質輸送や
降雪、海氷や氷山の分布を明らかにして、グリーンランド沿岸
域の環境変動を定量的に示した。
　以上の活動は、スイス連邦工科大学、カルガリー大学、コペ
ンハーゲン大学等との国際共同研究として実施され、またカナッ
クの現地協力者の支援を受けて実施したものである。研究成果
を地域住民にフィードバックするために、カナック現地でのワー
クショップを開催し、さまざまな議論を重ねた。また日本国内
でも各種のイベントを実施して、グリーンランドと北極の環境変
化に関するアウトリーチに努めた。
　以上の成果は、グリーンランド沿岸部における氷河氷床の変
動と海洋との相互作用の理解に貢献し、陸域・海洋・大気も含
めた自然環境の変化が北極域の人間社会に与える影響について
重要な知見を提供したものである。

図 4-3-28. カナック住民 29名に実施したアンケート結果。質問は、（a）どのよう
な自然環境に変化がみられるか、および（b）各事象がどの程度生活に影響を与え
るか（Sugiyama, submitted）。環境変化とその社会影響に対する、カナック住
民の意識が示された。

図 4-3-29. 2019 年 2 月に日本科学未来館にて開催したワークショップ。カナック
の研究協力者と参加者が車座になって意見交換を行った。
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注：
※1	結晶粒界に粒子が取り残されて、それ以上の粒成長を抑制する効果。
※2	温室効果気体の濃度にもとづく排出シナリオのうちのひとつで、放射

強制力を工業化以前と比較して放射強制力が今世紀末に2.6W/m2上
昇するというシナリオに対応。詳しくは以下のページを参照。https://
www.nies.go.jp/whatsnew/2011/20110926/20110926.html

※3 Yamasaki., S, Watanabe, T., Sugiyama, S., Hazard map in Siorapulk. 
July 2019.
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北極気候に関わる大気物質
　全球平均の約 2倍の速さで進んでいる北極温暖化の主原因
は、全球での大気中 CO2の濃度増加と考えられる。しかし同
時に他の SLCF、すなわち温室効果気体である CH4や、太陽
放射を強く吸収する BCエアロゾル（大気中に浮遊する微粒子）
も重要な役割を果たしていると考えられる。BCは大気加熱効
果とともに、雪氷面への沈着によりそのアルベド（反射率）を
低下させ、アイスアルベド・フィードバックを促進している可能性
もある。これらの SLCFの排出量の削減は、CO2と比べてはる
かに短い時定数で大気中の濃度を減少できるため、北極温暖
化を減速させる有効な手段となる可能性が指摘されている。こ
のため、ACの作業部会のひとつである北極圏監視評価プログ
ラム作業部会（AMAP：Arctic Monitoring and Assessment 
Programme）では、2015年に CH4と BCの評価報告書をそ
れぞれ出版し（AMAP, 2015a1), 2015b2））、その科学的知見を
得ることの重要性を改めて世に示した。
　しかしながら、SLCFの放射影響や削減効果には大きな不確
定性がある。第 1に、北極大気中の BC濃度は、長年にわたり
複数の観測地点において欧米の研究機関により観測されてきて
いるが、その測定精度の検証は必ずしも十分ではなく、また系
統的な相互比較も行われてきていない。したがって、BCの大
気中の濃度には大きな不確定性がある。同様に前述のAMAP
評価報告書（AMAP, 2015b2））でも参照されている従来の雪氷
中の BC濃度測定も、十分な検証がされていない。第 2に数値
モデルにも大きな不確定性があり、世界の多くの数値モデルは
北極地表面での大気中 BC濃度を大きく過小評価しており、季
節変化の特徴も再現できていない。このことは、BCの降水に
よる除去過程など、鍵となるプロセスの理解とそのモデル化が
不十分であることを示している。第 3に CH4にはさまざまな放
出源（湿地、化石燃料、森林火災、反芻動物など）が存在するが、
それらの広域分布や変化を把握することは困難であるため大気
中CH4濃度変動メカニズムが解明されていない。そして第 4に、
上記の 3つの不確定性により、さまざまな対策（政策）の根拠
となるべき北極 CH4および CO2と BCの発生源・消失源収支
の寄与推定に大きな不確定性がある。さらに永久凍土の融解は
CO2や CH4の潜在的な発生源であり、北極温暖化において正
のフィードバックとなりうることが指摘されているが、定量的な
議論は困難な状況となっている。
　このような状況において本プロジェクトでは、正確な観測に

よる動態把握、鍵となるプロセス表現の改良によるモデルの高
度化、そして信頼性の高い発生源寄与（収支）推定を指針として
研究を展開した。温室効果気体の研究では、トップダウン的※ 1な
大気中濃度観測にもとづく収支解析と、ボトムアップ的※ 2な
森林など個々の発生源観測にもとづく収支解析の両方を実
施した。また放射強制力をうみ出す大気物質を統合的に扱う
ために、雲微物理とエアロゾルの影響についての研究も実施
した。

北極 BC 研究
　BC研究では、これまで我々が開発してきた高精度の大気中
BCの質量濃度測定器 Continuous Soot Monitoring System
（COSMOS）により、北極の代表的な 6観測地点において継続
的な観測を実施する体制を立ち上げた。COSMOSはこれまで
にもその精度が検証されてきているが、本研究では改めて北極
圏スバールバル諸島のニーオルスンでも高精度の BCデータが
得られていることを、信頼性の高いレーザー誘起発熱法との比
較により示した。このような統一された規格の測定器により、
はじめて北極内での大気中 BCの時空間分布を明らかにすると
ともに、従来の他の観測手法のデータの不確定性評価が可能と
なった。
　本研究ではまた、2014年以降に毎年実施された海洋地球研
究船「みらい」の北極航海においても高精度の BC観測を成功
させ、広域の動態や発生源影響評価を実施した。さらに本研究
では、大気中 BCに加え、積雪中および降雪中 BCの高精度分
析技術を確立し、北極の広域での積雪中 BC濃度測定を実施
した。この結果、AMAP報告書などで広く引用されている先行
研究の積雪中 BC濃度が、大きく過大評価されていたことを明
らかにした。
　BCの数値モデル計算では、北極外の発生源から北極への輸
送の鍵となる湿性沈着（降水による除去過程）の表現の改良を
行った。そして BCの混合状態の表現方法、混合状態の変化の
パラメタリゼーション、あるいは降水除去につながる雲粒活性化
の過飽和度の表現などにおいて改良を実施し、各種観測をより
よく再現することに成功した。これらの数値モデルにより、積雪
中 BCの動態の評価など、BCの放射影響推定の精度向上につ
ながる研究を実現した。

北極雲・氷晶核研究
　北極域の下層雲は短波・長波放射への影響を通じて、北極域
の気候に大きな役割を果たしていると考えられている。我々が
開発してきた高精度の氷晶核※ 3数濃度の計測技術を使った観
測を実施したところ、冬季の濃度は海洋上での観測と同程度で
あったが、夏季の濃度は約 1桁高くなっていた。この夏季の氷
晶核数濃度の増加は、北極域のアウトウォッシュ・プレーン※ 4

等で発生したダストによって生じており、しかもその主成分であ
る鉱物ではなく、微量に含まれる有機物の存在によって高めら
れていたことを明らかにした。この結果は、今後の北極温暖化
によって氷晶核数濃度も変化していく可能性を示すものである。
　本プロジェクトではまた北極圏ではじめてとなる、雲微物理量

4.4.1 全体概要
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の直接かつ連続的な観測を実施した。この結果、夏季に極大と
なる雲粒数濃度の季節変化を示すとともに、新粒子生成で形成
されるような微小なエアロゾルが雲微物理量に影響していること
が明らかとなった。また水雲では、エアロゾル数の増加に対す
る雲粒数の増加割合で定義されるAerosol Cloud Interaction
（ACI）指数は、新粒子生成の影響が大きい夏季と、北極ヘイ
ズと呼ばれる人為的エアロゾルの影響が大きい冬・春季におい
て、値には大きな変化はなく、雲微物理過程から期待されるも
のと整合的であることを示した。このことは数値モデルの水雲の
計算方法の指針を与えるものである。
　本プロジェクトではさらに人工衛星搭載センサーCloudSatの
リトリーバル解析アルゴリズムを開発し、降雪粒子の抽出を行う
ことが可能となった。また北極域で卓越する下層雲や混合相雲
を高精度で解析するために、新たに多重散乱を考慮した理論と
手法を開発するとともに、偏光情報も利用した解析法を確立し
た。さらに 2022年打ち上げ予定の衛星「EarthCARE」搭載ラ
イダーATLIDのデータ解析のための氷粒子タイプの識別可能
性を示した。

温室効果気体：トップダウン研究
　北極域を含む北半球高緯度域には、温室効果気体の全球規
模循環に影響を与える放出・吸収源が多数存在しており、それ
らの現状を把握することは急務である。本研究では、地上観
測基地（ニーオルスン、カナダ・チャーチル）、「みらい」北極航
海、さらに民間定期航空機（日本‐パリ便）を利用した大気中
の CH4を含む温室効果気体および関連気体の濃度・同位体比
観測と、大気輸送モデル、陸域生態系モデルの高度化、そして
それらによる収支解析を行った。
　地上観測基地と「みらい」による大気観測によって、温室効
果気体の変動と、陸上生物圏と海洋それぞれの CO2吸収量、
CH4濃度変動における微生物起源 CH4の重要性が明らかに
なった。さらに観測値とモデル計算値を用いた解析により、東
シベリア域北極海陸棚やカナダ・ハドソン湾低地からの従来の
CH4放出量推定値が過大評価であることを示した。航空機観
測からはユーラシア大陸上空の対流圏上部・成層圏下部での温
室効果気体の変動が詳細に明らかになり、対流圏 -成層圏間
の物質交換や大気輸送に関する情報が得られた。
　大気輸送モデルの高度化と高解像度化によって地上 CH4濃
度や上空の長寿命気体（SF6など）の再現性が向上した。さら
に高解像度大気輸送モデルを用いたインバージョン（逆解放）
によって、ロシア全域の従来の CH4放出量が過小評価である
ことを示した。また、陸域生態系モデルの高度化を行い、北方
湿原からの CH4放出分布と変動をシミュレートした結果、西
シベリア低地とハドソン湾低地が重要な CH4放出源となってお
り、さらに近年は北米内陸部、アラスカ、西シベリア低地から
の CH4放出量が増加している可能性を指摘した。インバージョ
ンに必要な CH4放出量分布の先験値を観測によって高精度化
するため、西シベリア域で広域 CH4放出量観測を行い、従来
の中栄養沼地からの CH4放出量が過小評価であることを明ら
かにした。

温室効果気体：ボトムアップ研究
　北半球高緯度域における CH4収支を長期観測によって明ら
かにした研究例は少ない。特に、永久凍土域の北方林（タイ
ガ）における CH4収支の長期観測は非常に少ないため、陸域
生態系モデルによる CH4収支の推計には大きな不確定性が残
されていた。本プロジェクトでは、東シベリアのカラマツ林にお
けるCH4収支を観測することに成功し、夏季、群落スケールで
CH4を放出していることを示した。また、内陸アラスカのクロト
ウヒ林においてCH4収支を長期観測し、環境変動に対する生
態系 CH4収支の応答を明らかにした。これらの観測データを
用いて陸域生態系モデルのパラメーターを調整し、高緯度陸域
生態系の CH4収支の広域推計を行った。その結果、高緯度陸
域生態系の CH4放出量には、水循環変動に起因した土壌水
分量の変動や水位の変動が大きく関わっていることが明らかに
なった。
　北半球高緯度域では、永久凍土の融解によって温室効果気
体が放出され、地球温暖化がさらに加速すると考えられている。
しかしながら、永久凍土の組成や永久凍土の上部に多量に存在
する地下氷に含まれる有機炭素量を調べた研究例はほとんどな
かった。本プロジェクトでは、アラスカとスバールバル諸島の地
下氷に含まれる有機炭素量を調べ、地下氷の気泡中に含まれる
CH4濃度や CO2濃度に、サイト間で大きな違いがあることを
明らかにした。また、地下氷に含まれる CH4とCO2の炭素安
定同位体組成を調べ、地下氷中の CH4の生成過程を二酸化炭
素還元型と有機酸発酵型に区分し、考察を行った。その結果、
二酸化炭素還元過程を経た地下氷は比較的寒冷期に形成され、
有機酸発酵過程を経た地下氷は比較的温暖期に形成された氷
であることがわかった。このように、地下氷中の CH4とCO2の
濃度と炭素安定同位体組成を調べることで、過去の気候変動と
永久凍土の形成過程を詳細に理解できる可能性を示した。
　上記の研究に加え、本プロジェクトでは、アラスカ内陸部の
ポーカーフラットリサーチレンジ（PFRR: Poker Flat Research 
Range）において、陸域生態系の生態系呼吸量の気候（温暖化・
乾燥化）応答に関する解析を行うとともに、温室効果気体収支
の大きな境界条件となる植生の衛星モニタリングとその地上検
証を行った。また、光ファイバーを用いた高解像の地温観測を
行った。　

BC とは何か
　大気中に浮遊する BCは、グラファイト構造を持った炭素
を主元素とする直径数十 nmから数μm程度の大きさの黒色
の微粒子（エアロゾル）で、太陽放射を強く吸収する。IPCC 
-AR5によると、BCの全球平均の正の放射強制力（1750 ～

4.4.2 北極 BCの動態
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2011年）は、CO2、CH4に次いで 3番目に大きいと見積もら
れている（IPCC, 20133））。BCは煤粒子（soot particle）とも
呼ばれ※ 5、石油や石炭などの化石燃料や「まき」などのバイオ
燃料の燃焼、さらに森林火災や焼き畑などのバイオマス燃焼な
どから生成する（Bond et al., 20134））。BCの大気からの主たる
消失は、BCを含むエアロゾルが雲粒へと活性化し、降水（雨・
雪）として地表面まで落下することで生じる。BCが大気中に排
出されてから除去されるまでの時定数は、1～ 2週間程度と見
積もられている。BCは大気中に排出された時点では、一般に
他のエアロゾル成分にあまり被覆されていない裸に近い形態で
存在するが、大気中で無機・有機の化学成分に徐々に被覆され、
その「混合状態※ 6」が変化していく。BCの混合状態の変化は、
北極温暖化への影響推定において以下のふたつの点で重要であ
る。第 1に、BCは不溶性のために裸の状態では雲凝結核（CCN: 
cloud condensation nuclei）特性が低いが、他の水溶性のエ
アロゾル成分に被覆されることによりエアロゾル全体として高い
CCN特性を持つようになる。この結果、BCは北極へと輸送さ
れる間に雲・降水過程により除去されやすくなる。いい換えると、
BCの混合状態は BCの大気中での寿命を支配し、北極外の発
生源から北極への BC輸送効率を決めている。第 2に、BCが
厚く被覆されるとより効率的に太陽放射を吸収するようになり、
そのレンズ効果により大気中での光吸収効率が最大 2倍程度ま
で増幅する（Bond et al., 2006 5））。このレンズ効果や BCを含
まない他のエアロゾルの存在は、後述するように BCの測定精
度にも影響をおよぼす。

大気中 BC の動態（地上定点観測）
　本プロジェクトの BC研究の第 1の目的として、我々は正確
な BC濃度の測定を実現することを掲げた。図 4-4-1および表
4-4-1には、これまで我々が開発してきた高精度の大気中 BC
の質量濃度測定器 COSMOSにより、BCの連続観測を実施し
ている観測地点を示した。この北極 BCの COSMOS観測ネッ
トワーク（ABCM-net: Arctic BC COSMOS Measurement 
Network）では、国立極地研究所・東京大学と、JAMSTEC
がそれぞれ 4地点と 2地点において観測を立ち上げるなどして、
継続的な BC濃度データを取得することが可能となっている。
　北極大気中 BCの質量濃度の実時間測定※ 7のほとんど
は、フィルター捕集と光学測定を組み合わせた方法を用い

ている。COSMOSもこの測定原理にもとづいている。しか
し COSMOS は 従 来 の PSAP（particle soot absorption 
photometer; Radiance Research, Seattle, WA） やアセロ
メーター（Aethalometer; Magee Scientific, Berkeley, CA, 
USA）といった測定器（Delene and Ogren, 20026）; Sharma 
et al., 20137））と異なり、エアロゾルをフィルター上に捕集する
前段で 300℃に加熱したステンレス管を通過させることにより、
揮発性エアロゾル成分（BCの被覆として、あるいは BCとは
独立した粒子として存在する）の大部分を揮発させ除去してい
る（Miyazaki et al., 20088）; Kondo et al., 20099）, 201110））。
PSAPやアセロメーターは、これらの揮発性エアロゾル成分を
BCとともに捕集してしまうため、それらのエアロゾルの光散乱
の寄与を、別のエアロゾル測定データにより補正することが必要
である。しかし、この補正には不確実性があるため、BCによ
る光吸収量を精度よく測定することができない。さらに、測定
された光吸収量から、BCの質量濃度を得るために必要となる
BCの質量吸収係数（MAC: mass absorption cross section）
も、レンズ効果などによりBCを被覆する成分などの影響を受
ける。この結果、これまで 10～ 29m2 g-1とバラバラな値が用
いられてきているが（Hirdman et al., 201011）; Eleftheriadis 
et al., 200912）; Sharma et al., 200413）, 200614））、この効果に
より生じるMACの変動の大きさの評価は原理的に困難である。
COSMOSではこれらの他成分の影響をほとんど受けないため、
アジアの都市域、アジア大陸の下流域、北極のどの場所でも
MACとして 10.0m2 g -1という一定値を使用することができる。
また COSMOS観測では、直径 1μm以上のエアロゾルを除
去する PM1サイクロンも取り付けられているため、光源（LED）

図 4 - 4 -1. COSMOS
を 用 い た 北 極 域 で の
BC 質 量 濃 度 観 測 網、
ABCM-net。 黒 丸 お
よび 赤丸 はそれぞ れ、
国立極地研究所・東京
大学および JAMSTEC
が立ち上げた観測点。

表 4-4-1. COSMOS を用いた北極域での BC 質量濃度観測地点

観測地点 国 緯度、経度、高度 データ取得
開始時期

ArCSでの主たる研究機関 共同研究相手機関 参考文献

ニーオルスン ノルウェー 78.92°N, 11.93°E, 
474 m

2012 国立極地研究所・東京大学 NPI/ストックホルム大学 Sinha et al., 2017

バロー 米国
（アラスカ）

71.32°N, 156.61°
W, 10 m

2012 国立極地研究所・東京大学 NOAA Sinha et al., 2017

バラノバ ロシア 79.3°N, 101.6°E 2017 国立極地研究所・東京大学 AARI
アラート カナダ 82.5°N, 62.5°W 2018 国立極地研究所・東京大学 ECCC

ヤクーツク ロシア 62.23N, 129.62E, 
239m

2017 JAMSTEC IBPC

ポーカーフラット 米国
（アラスカ）

65.13N, 147.49E, 
210m

2016 JAMSTEC IARC
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からの光を減衰させる不揮発性の土壌粒子・海塩粒子などの粗
大粒子の影響も小さい。 
　図 4-4-2には、ABCM-Netのニーオルスンで COSMOSと
レーザー誘起白熱法（SP2）とで測定された BC質量濃度の
比較結果を示した（Ohata et al., 2019）。SP2は、測定の手
間がかかるために長期観測には不向きであるが、BCの質量濃
度測定でもっとも信頼性が高いと考えられる。この図で示され
ているように、北極圏で得られた COSMOSの BC 測定値は
SP2と低濃度条件においても約 10%の差で一致することが確
認された。この結果は、本研究において北極で展開してきた
COSMOSの BC観測の高い精度を改めて保証するものである。
　北極圏のバローとニーオルスンにおけるCOSMOSによる BC
観測値と、観測年は異なるが先行研究で示された値（Hirdman 
et al., 201011）; Sharma et al., 20137））とを比較したものを
図 4-4-3に示した（Sinha et al., 2017）。これらの先行研究の
PSAPやアセロメーターの BC濃度は、COSMOSの値と比較
して、バローで 1.3倍程度、ニーオルスンで 2～ 3倍程度も高い。
PSAPやアセロメーター観測は、上記のとおり、BC以外のエ
アロゾル成分の影響を受けやすく、その影響の大きさは大気条
件にも依存する。したがって、これらの観測誤差を生じる要因
の大きさを定量的に推定することは困難である。これらの結果
は、高精度の BC観測の重要性を改めて示すとともに、今後は
北極 BCの動態理解のために、信頼性の検証された COSMOS
の観測値が使用されることが期待される。さらに、これまでの
北極域での BC観測は、各研究機関により互いに独立して行わ
れ、ほとんど相互比較や検証がなされてこなかった。本プロジェ
クトではCOSMOSという統一された測定器を用いることにより、
北極圏内での BCの時空間変動の絶対値を、従来よりも正確に
示すことが可能となった。例えば、図 4-4-3に示されていると
おり、冬季のBC濃度はニーオルスンと比較してバローでは約 1.8
倍高く、また冬季の値は夏季の値よりも両観測地点で 3.6～ 4.1
倍程度高い。これらの値は、北極域内での BC動態の理解と
数値モデル計算の検証において重要である。また、バローにお
いて PSAPを用いて 1998～ 2015年の間に測定されてきた BC

の相対濃度を COSMOSで規格化し、COSMOSデータより精
度は低いもののこの期間の BCの絶対濃度の変化を推定するこ
とができた。

大気中 BC の動態（船舶・航空機観測）
　北極域における大気中 BCについて、中緯度、特にアジア域
からの寄与をより正確に評価することは、本プロジェクトにおけ
る我々の重要な研究目標のひとつにあげられる。この目的に資
するため、COSMOSを用いた ABCM-Netに加え、「みらい」
の北極航海において SP2を用いた大気中 BCの数濃度、粒径
分布観測を毎年継続的に実施してきた。本観測は「みらい」最
上階の観測室に設置された装置にチューブを介して外気を導入
し、連続観測を行うもので、自船の排気の影響を取り除くため、
同時に取得している風向・風速データを用いて後方からの影響
を除外して解析を行っている。2014 年に行った観測結果を解
析したところ、北極海上（北緯 70度以上：2014年 9月 4～ 27
日）の測線上（図 4-4-4）で観測された BC濃度は変動 0.01
～ 20ng m-3と 3桁におよび、その平均濃度は 1.0ng m-3と、
最寄りの陸上の観測地点（バロー）のこれまでの 9月の月平均
BC濃度（10ng m-3）の 10分の 1程度の値であることがわかっ
た（Taketani et al., 2016）。
　本プロジェクト開始前には海洋上での数週間にわたる BC船
舶観測例は基礎的な観測でさえもほとんど行われていないのが
現状であり、本観測のような非常に広い濃度幅での高精度・広
域観測は輸送途上での除去過程等を精査するうえで極めて貴重
な基礎データとなっている。また、これら観測を支援するため
に周北極域を対象とした化学天気予報システムを構築し、関係
者に予測情報を提供（Takigawa et al., 2018）し、降雪時にお
ける試料採取やゾンデ、係留気球観測の実施計画の立案支援
を行うなど、観測‐数値モデルの連携体制を構築している。
　また北極への BC 輸送過程は地上観測だけでは十分
には理解できないため、ドイツの AWIの航空機観測
PAMARCMiP2018に参加し、北極大気中 BCの高度分布な
どの観測を実施した。この結果、高度 5km付近に高濃度 BC

図 4-4-3. 北極圏バローおよびニーオルスンで得られた大気中 BC 質量濃度観測値（月平
均 値）の比較。黒丸は COSMOS の値、赤いひし形は同時観測された COSMOS の値に一
致するように決められた係数によりスケーリングされた過去の PSAP の値、白抜きの黒丸お
よび青いひし形は PSAP やアセロメーター観測にもとづき先行研究で示された値（Sinha et 
al., 2017）。図 4-4-2. ニ ー オルス ン で 実 施 さ れ た COSMOS と SP2 の

BC 質量濃度の同時観測の比較結果。1 時 間 値を示している
（Ohata et al . , 2019）。
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の大気層が 3日間にわたり観測され、発生源の影響を強く受け
た空気が広い領域にわたり存在していたことがわかった。

積雪中 BC の濃度
　本プロジェクトでは大気中 BCとともに、積雪中 BC濃度の
正確な測定も目的として掲げた。図 4-4-5には、2012～ 2016
年の間に積雪中 BC濃度測定のために積雪を採取した場所と、
各領域での積雪中 BC 濃度の中央値を示した（Mori et al., 
2019c）。これらの試料は、融雪が始まる前の、積雪中 BC量
が最大となる時期（2～ 5月）に採取されたものである。採取さ
れた試料中の BC濃度は、BC質量濃度測定でもっとも信頼性
が高いとされる SP2により定量された。この方法は、土壌粒子
と区別して BCのみを測定できることが特徴である。これらの

高精度測定の結果、積雪中 BC濃度は南シベリアやフィンラン
ドで濃度が高く、グリーンランドやスピッツベルゲン島で低濃度
となっていることが明らかとなった。これらの濃度分布は、BC
発生源からの距離や、大気中での輸送や標高に応じた降水に
よる雪氷面への沈着過程を反映したものと考えられる。さらに
SP2で測定された積雪中の個々の BC粒子の質量（大きさ）に
もとづき粒径分布を解析したところ、積雪中 BC濃度が低くな
るにつれて BC粒径分布の極大径はより小粒子側へとシフトし
ていることが明らかとなった。この傾向は、一般に大きな BC
粒子ほど降水による除去を受けやすいことと整合的である。す
なわち発生源から北極へ BCが輸送される間に降水除去が進む
が、大きな BC粒子ほど除去効率が高いため、小さな粒子が相
対的により多く大気中に残ったためと考えられる。
　図 4-4-6には本研究で得られた各領域での積雪中 BC濃度
の中央値と、先行研究（Doherty et al., 201015））で示された値
を試料採取の年は異なるが比較した。この先行研究は北極の
広域にわたり数多くの試料を分析した結果として、AMAPの評
価報告書などで広く引用されているものである。この図からもわ
かるように、この先行研究の値は、本研究の値より13倍程度
高いという結果となった。この先行研究では簡易光吸収法であ
る Integrating Sphere/Integrating Sandwich spectrometer
（ISSW）法が使用されている。この BC測定法は試料中に共存
する土壌粒子の影響によりBC濃度を過大評価する傾向がある
ことが他の先行研究（Schwarz et al., 201216））で示されている。
本研究は、従来の北極積雪中の BC濃度は過大評価されていた
こと、そして今後は、本研究で得られた値により数値モデルの検
証などをやり直す必要があることを示している。また今後の積雪
の調査・研究においては、本研究で確立された水中に浮遊する
BCのサイズ分布測定手法が広く使用されることが期待される。

降雪中 BC の濃度（地上定点観測）
　大気中の BCが雪氷面上に沈着する過程としては、降雪中に
含まれた BCの沈着（湿性沈着）と、降雪をともなわずに BC
が直接雪氷面に沈着する（乾性沈着）というふたつのプロセス
がある。本研究ではニーオルスンにおいて、北極圏においては
じめてとなる降雪中の BC量を測定し、積雪中 BC濃度と比較
した（Sinha et al., 2018）。降雪の採取は当初は吹き流し式の
採取方法（windsock）を用いた。しかし、採取の間に大気中
BCが雪試料に接触・混入する懸念があるため、建物のベラン

図 4-4-4. 海上 BC 質量濃度の観測結果。航路上の濃度変化（上）および時系
列変化（下）（Taketani et al., 2016）。

図 4-4-5. 積雪中 BC 濃度測定のために積雪を採取した場所。採取地点を示し
た丸印の色は、積雪中 BC 濃度を示す。また各領域での濃度の中央値を示した

（Mori et al., 2019c）。

図 4-4-6. 各領域での積雪中 BC 濃度の中央値（黒丸）。先行研究の値を赤丸で
示した（Mori et al., 2019c）。
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ダに容器をおいて採取する方法を採用した。積雪試料はニーオ
ルスンの観測基地近くの基準地上放射観測網（BSRN）周辺と、
ブレッガー氷河とで行った。BCの定量は、SP2を使って実施
した。水換算された単位体積の降雪中の BCの数濃度と質量濃
度は、積雪中の値とそれぞれ 5％および 16％で一致した。いい
換えると、BCの積算された沈着量は、水換算された積算降雪
量・積雪量に対し、同じ傾きの直線上にのることがわかった（図
4-4-7）。このことは、積雪中の BC量は降雪にともなうBCの
沈着により、測定誤差の範囲で説明できることを意味しており、
乾性沈着の寄与が小さいことを示している。また積雪中 BC量
が降雪中 BC量により説明できる事実は、雪氷アルベドを低下
させる原因となる BCが、どの降雪イベントによりもたらされた
のか同定可能であることを示している。さらにその大気中の BC
がどの発生源からどのように輸送・沈着されたのかまで遡れる
可能性を意味するものである。本研究は、数値モデルの新たな
検証材料を提供するとともに、検証された数値モデルにより雪
氷アルベド低下に対する発生源寄与推定への道筋を示すことが
できた。

降水中 BC の濃度（船舶観測および相互比較）
　降水（降雨および降雪）中の BC含有量について、ニーオルス
ンに加えて「みらい」北極航海および富山大学でも測定を実施
した。試料採取については、「みらい」コンパスデッキおよび富
山大学理学部屋上（36.70°N、 137.19°E）で円筒形サンプラー
およびパウダーフリーのプラスチックバッグを用いて捕集し、「み
らい」においては降水イベントごと、富山大学においては 1日単
位で採取した。また、独立な手法を用いた検証として、札幌に
て採取した同一の融解済み雪試料を用い、気象庁気象研究所
気候研究部と共同で水中 BC濃度定量の相互比較を実施した。
気象研究所では熱光学的手法 （Kuchiki et al., 201517））を、
JAMSTECでは SP2を用いた分析をそれぞれ行い、試料液中
の BC質量濃度を比較したところ、熱光学的手法の昇温プロト
コルによる元素状炭素（EC）・有機炭素（OC）分離の不確定性、
SP2の可測粒子径範囲の不確定性などを考慮すると、両者は整

合する結果を示すことを確認した（Tanigawa et al., 投稿準備
中）。
　また、2016年度「みらい」北極航海（MR16-06）時に採取
した降水中 BCについて、領域モデルによるシミュレーション結
果と比較したところ、北極海上での降雨・降雪イベントについて
概ね観測結果と整合的な結果が得られていること、および大気
からの湿性除去過程については雲内洗浄過程が主な経路である
ことを確認した（図 4-4-8）。これは、北極域における下層雲内
での雨滴等の生成が、大気からの BC除去にも非常に重要であ
ることを示している。

数値モデルにおけるエアロゾル混合状態の表現
　世界の多くの数値モデルは一般に、北極域の地表面での BC
質量濃度を過小評価する傾向にあり、また冬季から春季に極大
を持つ季節変化のパターンを再現できない問題がある（Lee et 
al., 201318）; Eckhardt et al., 201519））。この数値モデルの問題の
主原因は、全球的な BC発生源から北極へ輸送されるBCの降
水による除去過程（湿性沈着）の表現の問題と、北極内の発生
源の不確定性にあるとされている。北極大気中の BCは、アジ
アなど中緯度の人為的発生源、ロシアやカナダなど高緯度の森
林火災、そして北極内でのガス燃焼（フレアリング）などがある
（図 4-4-9）。北極域下層の寒冷な（低い温位を持つ）空気はポー
ラードームと呼ばれる空気塊を形成し、内外の空気の混合を妨
げている。アジアなど北極域外の BC発生源から輸送されてき
た空気は高い気温（温位）を持つため、高い高度へと輸送され
る。この空気の上昇にともなう降水により、BCが湿性除去され
る。BCは不溶性のために大気中への排出直後の裸の状態では
CCN特性が低いが、他の水溶性のエアロゾル成分に被覆される
ことによりエアロゾル全体として高い CCN特性を持ち降水過程
により除去されやすくなる。本研究では、この BCの混合状態の
変化（大気化学過程）と雲から降水への変換にともなう除去過程
（物理過程）について数値モデル表現の改良を実施した。
　BCの混合状態については、乾燥直径と、エアロゾル中の

図 4-4-7. BC の積算された沈着量と、水換算された積算降雪量・積雪量との関
係（Sinha et al., 2018）

図 4-4-8. MR16-06 における降水中 BC 濃度。横軸は 2016 年 9 月における降
水（9 月 20 日は降雨、それ以外は降雪）のあった日を示す（Takigawa et al., 
投稿準備中）。
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BCの質量比率の 2変数によりエアロゾルを表現するAerosol 
Two-dimensional bin module for foRmation and Aging 
Simulation（ATRAS）モデルを開発し、米国大気研究セン
ター（NCAR：National Center for Atmospheric Research）
のコミュニティーモデル CAM5に実装した（Matsui, 2017; 
Matsui and Mahowald, 2017）。このモデルでは、エアロゾル
の個数濃度と各エアロゾル成分の質量濃度をそれぞれの直径
と BC質量比率ごとに予報する（2次元ビンモデル）。この表現
によりはじめて、大気中に排出されたときのBC粒径分布の影
響や、大気中でのエアロゾルの凝縮（condensation）および凝
集（coagulation）過程による BCの CCN特性や光吸収特性
の変化を精度よく計算することが可能となった。実際に全球ス
ケールにさまざまな場所でのBCなどのエアロゾル観測と比較し
た結果、BCの混合状態を解像したモデルの方がより整合的で
あることが示された。図 4-4-10には、従来の多くの数値モデル
で採用されているエアロゾルを粒径分布のみで表現する 1次元
的エアロゾル表現による計算と、より現実的に BCの混合状態
も解像する 2次元エアロゾル表現による計算を比較した。この
図に示されているとおり、BC混合状態を現実的に表現すること
により、北極や南極の地表面 BC濃度は、従来計算と比較して
100%以上も増加した。このことは、BCの化学過程の高精度
計算が、その影響評価に不可欠であることを示している。

数値モデルにおける雲内での過飽和度の表現
　雲内での上昇流中で雲粒へと活性化される BCの割合は、降
水による BCの除去効率を支配する主要因となっている（Ohata 
et al., 2016a）。空気が雲内で経験する最大の過飽和度（相対
湿度 100%を超える割合）よりも低い臨界過飽和度を持つエア
ロゾルは、雲粒へと活性化されると考えられる。この最大過飽
和度は、上昇流速度と、その空気内に含まれるエアロゾル全体
のCCN特性により決まる。全球モデルで解像できる空間スケー
ル（計算格子の大きさ、一般に 100km程度）よりも、雲や乱
流の空間スケールはずっと小さいため、雲内での上昇流速度の
ばらつきによる正味のエアロゾル活性化の効率を計算することは
容易ではない。そこで本研究では、上昇流速度から過飽和度
を推定するのではなく、エアロゾル除去量の観測にもとづき過
飽和度を推定する、という逆転の発想にもとづく推定を行った。
具体的には東京および沖縄での大気中と降水中の BC粒径分布
観測から、さまざまな種類の降水によるエアロゾル除去の平均
的な実効過飽和度として、0.08%という値を得た。そしてこの
一定値の過飽和度を、数値モデルでの計算格子で解像される雲
と、格子サイズ以下の（サブグリッド・スケールの）雲の両方に
与え計算を実施したところ、北極地表面での冬季から早春季の
BC濃度が 10倍程度増大し、観測結果とより整合的な結果を
えることができた（図 4-4-11、Moteki et al., 2019）。全球的に
一定の過飽和度を与えることは必ずしも現実的ではないが、こ
の研究結果は雲内での過飽和度の推定の不確定性が北極 BC
濃度に大きな影響を与えること、そして観測により束縛された計
算は現実をよりよく再現させることを示すものである。

図 4-4-9. 全球的な発生源からの BC 輸送と沈着過程を示した模式図

図 4-4-11. アラスカのバローの地表面での大気中 BC 濃度の季節変化。黒が観
測結果。青が ATRAS モデル内で計算された過飽和度を使った計算値。赤が過
飽和度を 0.08% に固定した計算結果（Moteki et al., 2019）。

図 4-4-10. ATRAS モデル計算において、ふたつの異なるエアロゾル表現の結
果得られた地表面 BC 濃度（5 年間平均）の差（%）。エアロゾルの粒径分布の
みを解像する 1 次元エアロゾル表現による計算と、BC の混合状態も解像する 2
次元エアロゾル表現による計算を比較した（Matsui and Mahowald, 2017）。
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エアロゾル混合状態のパラメタリゼーションと大気中・積雪
中 BC 濃度の再現
　BCの混合状態を詳細に表現したモデルは、より精度よく北
極を含む全球的な BC濃度を計算可能であるが、計算コスト
は高いものとなる。そこで本研究では長期的な時間積分も念頭
に、BC混合状態の変化を、詳細なボックスモデルにもとづい
て簡易的に表現したパラメタリゼーション（Oshima and Koike, 
201320））を、気象研究所の地球システムモデル（MRI-ESM2）
に実装した。この数値モデル計算結果を、アラスカのバローの
地表面での大気中 BC濃度と比較したところ、冬季から早春季
の濃度増大の傾向をよりよく再現することに成功した（図 4-4-
12）。もともとの計算では、排出直後の裸の BCが、輸送中に他
のエアロゾル成分で被覆される時定数として、全大気中で 24時
間という一定値を使用していた。これは現在でも、世界の多く
の数値モデルで仮定されている設定である。一方この BCの混
合状態変化を表現するパラメタリゼーションでは、BCを被覆す
るエアロゾル成分の生成速度や、そのエアロゾル成分が BCを
含むエアロゾルと含まないエアロゾルに分配される比率をエアロ
ゾル濃度に応じて決めている。このような比較的簡易的なパラ
メタリゼーションが観測をよりよく再現できるということは、BC
以外のエアロゾル成分を精度よく計算することが、BC計算精度
を高めるうえで重要であることを改めて示すものである。
　新しい BC混合状態のパラメタリゼーションを実装したMRI-
ESM2により、2008～ 2015年の 2～ 3月の平均的な積雪中
BC濃度を計算し、それを本研究で 2012～ 2016年に得られた
測定値と比較した（図 4-4-13）。数値モデル計算は東シベリアや
フィンランドで相対的に濃度が高く、グリーンランドやスピッツ
ベルゲン島で濃度が低いといった観測の特徴をよく再現できる
ことがわかった。
　本研究ではこのように、大気中、降雪中、積雪中 BC観測に
より多角的に数値モデルを検証し、BCの放射影響推定の精度
向上につながる研究を実現した。

北極の雲と氷晶核
　北極域の下層雲は短波・長波放射への影響を通じて、北極
域の気候に大きな役割を果たしていると考えられている（Curry 
and Ebert, 199221）; Graversen and Wang, 200922））。しかし
ながら北極下層雲は、その気候影響評価や数値モデルによる再
現に必要となる観測的な知見が十分ではない。本プロジェクト
においては研究すべき重要な課題として、北極下層雲の微物理
の特徴、北極全体での動態、北極において氷晶核として働くエ
アロゾルの物理化学的特性の 3つの課題を設定し、研究を推
進した。

北極域の氷晶核
　北極域の下層大気（上空数百m～数 km）では、混相雲（約
－ 38～ 0℃の温度条件下でみられる過冷却水滴と氷雲粒に
よって構成される雲）が年間をとおして頻繁に発生しているた
め、北極域の気候に大きな影響をおよぼしている。混相雲内で
の氷晶の形成は、氷晶核として働くエアロゾル粒子（INP: Ice 
Nucleating Particle）の助けを借りることによって、誘発され
ると考えられている。混相雲内での氷晶の占める割合が少しで
も増えると、雲の放射特性や寿命などは大きく変化するため、
北極域の大気中に、INPがどの程度存在し、またどこから供
給されているかを理解することは、非常に重要である。
　本研究ではまず、大気中にごく微量でしか存在しない INPを
検出するための測定技術の開発に取り組んだ。その結果、従来
の水滴凍結法（エアロゾル粒子を含む水滴を低温ステージ上で
冷却することで、それらの粒子の INP特性を計測する手法）を
大きく改良することによって、約－30～ 0℃と非常に幅広い温
度範囲内において、INPを検出することが可能なオリジナルの

図 4-4-12. アラスカのバローの地表面での大気中 BC 濃度の季節変化。黒が観
測値。青が MRI-ESM2 による BC の混合状態の変化の時定数を 24 時間で一
定と仮定したモデル計算値。赤が新しいパラメタリゼーションを用いた計算結果。

図 4-4-13. 本研究で得られた積雪中 BC 濃度の測定値（丸印）と MRI-ESM2
数値モデル計算値との比較。単位は単位水質量あたりの BC 質量濃度（ng/g）。

4.4.3 北極下層雲の動態とエアロゾル影響

小池 真・當房 豊・岡本 創

佐藤 可織・塩原 匡貴・浮田 甚郎
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氷晶核計出装置（CRAFT: Cryogenic Refrigerator Applied 
to Freezing Test）を確立することに成功した（Tobo, 2016）。
　次に、スバールバル諸島のツェッペリン山観測所にて集中観
測を複数回実施し、CRAFTを用いた大気中の INP数濃度の
計測に取り組んだ。その結果、冬季の計測値は海洋大気（海洋
上空の大気）で報告されている計測値とほぼ同程度だが、夏季
の計測値は約 1桁高くなっていたことを明らかにした（Tobo et 
al., 2019）。また、大気中で採取されたエアロゾル試料の電子
顕微鏡観察や数値モデルシミュレーションの結果などから、夏
季のスバールバル諸島上空での氷晶核数濃度の増加は、北極
域のアウトウォッシュ・プレーン等で発生したダストによって生じ
ていた可能性が高いことを示した（図 4-4-14）。
　さらに、スバールバル諸島に分布するアウトウォッシュ・プレー
ンにおいてダストを採取し、CRAFTを用いて、その INPとし
ての能力を調べたところ、アウトウォッシュ・プレーンに由来す
るダストは、低～中緯度の乾燥地帯で発生する鉱物ダスト（通
常、温度が－15℃付近にまで下がらないと氷晶核としては機能
しない）よりも INPとしての能力が圧倒的に高いことを明らかに
した（Tobo et al., 2019）。詳細な分析の結果、アウトウォッシュ・
プレーン由来のダストの INPとしての能力は、その主成分であ
る鉱物ではなく、微量に含まれる有機物の存在によって高めら
れていたことを示した（Tobo et al., 2019）。

北極下層雲の直接観測
　従来の雲微物理量の直接（in situ）観測のほとんどは、スナッ
プショット的な航空機観測に限られていた（Wendisch et al., 
201923））。そこで本研究では、ニーオルスンのツェッペリン山観
測所（79°N、12°E、標高 474m）で、北極域でははじめてとな
る雲微物理量（雲・降水粒子の粒径分布）の直接かつ連続観
測を実施した（Koike et al., 2019）。この結果、雲粒数濃度（Nc）
は夏季に最大（65個 cm-3程度）、冬季に最小（8個 cm-3程度）
となる明瞭な季節変化を示すことが明らかとなった。この季節
変動は CCN数濃度の指標として採用した直径 70nm以上のエ

アロゾル数濃度（N70）の変動の傾向と整合的であるが、冬季
には N70よりもNcはだいぶ低い値となっていた。N70とNcの
相関を調べてみたところ、気温 0℃以上および一部の気温 0℃
以下のデータは明瞭な正相関を持つ一方、特に気温が低い場
合には、Ncはこの相関から期待される濃度よりも低い値となっ
ていた（図 4-4-15）。ライダーによる偏光解消度観測から、前
者（CCNコントロールされた雲）は水雲、後者は氷を含んだ雲
であることが明らかとなった。ツェッペリン山の気温は、0℃以
上となるのは 7～ 8月のみであるが、冬季でも－10から－15℃
程度である。この結果、CCNコントロールされた雲（水雲）は
1年をとおしてみられ、CCNとして働くエアロゾルが重要である
ことがわかった。また北極域ではエアロゾル数濃度が低いため、
直径 30～ 50 nm程度の小さなエアロゾルまでが雲粒へと活性
化されていることが明らかとなった。このことは、新粒子生成が
雲微物理量に影響していることを示唆するものである。
　CCNコントロールされた雲について、N70の増加に対するNc

の増加割合で定義されるACI指数 1/3（d ln Nc）/（d ln N70）
を調べたところ、新粒子生成の影響が大きい夏季と、北極ヘイ
ズと呼ばれる人為的エアロゾルの影響が大きい冬・春季において、
値には大きな変化はなく、0.22程度であることが明らかとなった。
ACI指数は、気候モデルなどで計算されるエアロゾルの雲微物
理影響の妥当性を評価するうえで用いられている。従来の人工
衛星観測や航空機観測にもとづく推定値は 0.0～ 0.19程度と報
告されており（Coopman et al., 201624）; Garrett et al., 200425）; 
Tietze et al., 201126））、過小評価されていたことがわかった。
　観測されたエアロゾル粒径分布にもとづき、上昇する空気塊
中でのエアロゾルからの水雲粒生成過程を 0次元モデルで計算
したところ、上昇流速度 10cm s-1程度で観測された Ncの絶対
値とACI指数を再現できることがわかった（図 4-4-15）。観測
された Ncは、雲外空気のエントレインメントや降水などさまざ
まな雲物理過程の影響を受けていると考えられる。しかし本研
究の結果は、その変動が基本的に CCNからの雲粒活性という
既知の雲微物理過程により説明できることを示しており、数値

図 4-4-14. （左）夏季と冬季におけるスバールバル諸島のブレッガー氷河とその周辺の様子。（右）夏季の北極圏で発生するダストが氷晶形成におよぼす影響の概念図
（国立極地研究所・プレスリリースより転載）。
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モデルの水雲計算の指針を与えるものである。

人工衛星のリトリーバル解析手法の向上と北極雲
　衛星「CloudSat」は、レーダー反射因子と気温による 2次元
ダイアグラムを利用した Ku-typeアルゴリズムを開発し、降雪
粒子の抽出を行うことが可能となった（Kikuchi et al., 2017b）。
「CloudSat」とGPM主衛星による極域を含む降雪の頻度比較
解析を行った。GPM主衛星では KuバンドとKaバンドの 2周
波のレーダーを搭載しており、この反射因子の比であるDual 
Frequency Ratio（DFR）を指標にして非常に大きい降雪粒子
（HIP: Heavy Ice Precipitation）の抽出が可能となる。この
「CloudSat」の降雪識別結果にさらに条件を課し、大粒子の降
雪粒子（LS: Large Snow）を新たに抽出した。2015年冬季の3ヵ
月間の解析を実施し、GPM主衛星によるHIPと「CloudSat」
による LSの抽出結果を比較すると、高緯度ではグリーランド沖
で 0.5%以上を示すなどよい対応を示していた。またLSのグリー
ンランド付近の分布は、GPM主衛星の観測範囲外の高緯度ま
で広く分布していることがわかった。「CloudSat」の標準プロダ
クトである CloudSat-2C-snowでは、これらの領域では降雪
がそもそも検出されていなかった。また同様な「CloudSat」を
用いた夏季の極域解析結果は、下層では霧雨を含んだ混合相
雲の出現頻度が降雪や他のタイプより多いことがわかった。
　北極域では下層雲や混合相雲が卓越していることが知られて
いる。従来偏光ライダーの信号解析には、モンテカルロ法（MC）
が必要であったが、時間がかかるため衛星による雲巨視的物
理特性や微物理特性解析には適用できないという問題があっ
た。これらの雲を、衛星搭載ライダーで解析するうえで重要な
多重散乱の理論的な取り扱いについて、新たにスカラー多重散
乱理論である物理モデル Physical Model（PM）法と、偏光特
性を計算するためベクトル化したVectorized Physical Model
（VPM）法を開発した。PM法では、n回散乱の位相関数の
解析解を利用し、VPM法では n回散乱の 4× 4 行列の位相
マトリックスの解析解を利用することで、偏光状態の解析が計
算可能となった。地上偏光ライダー、スペースシャトルに搭載さ
れたライダー LITE、衛星「CALIPSO」に搭載されたセンサー

CALIOPの場合に、VPMをベクトル型のライダー用MCを
用いて検証した結果、MCよりはるかに高速に平均的に約 2%
の誤差で解を求めることが可能なことがわかった（Sato et al., 
2018b, 2019, Sato and Okamoto 2020）。
　氷粒子の多様な形状と配向を考慮した波長 355nmにおける
後方散乱特性の理論計算を実施した。レーザー光の傾斜角と
して、2022年打ち上げ予定の EarthCARE衛星搭載ライダー
ATLIDの傾斜角である 3度の場合について、水平方向に配向
した氷粒子と 3次元にランダムに配向した氷粒子の計算をはじ
めて実施した。高スペクトル分解ライダーによる消散係数と後
方散乱係数の比で定義されるライダー比と、偏光解消度の 2次
元ダイアグラムを作成し、このダイアグラムによって氷粒子タイ
プ識別が可能になることを示した。これは氷雲の微物理特性の
抽出解析の不確定性を減らすことにつながる（Okamoto and 
Sato, 2019; Okamoto et al., 2019）。

はじめに
　北極域を含む北半球高緯度域には、温室効果気体の全球規
模循環に影響を与える放出・吸収源が多数存在している。さら
に、温暖化による土壌有機物や湿地からの温室効果気体放出
量増加、北極海の海氷減少による大気‐海洋間 CO2交換量
の変化など、今後の温室効果気体収支の変化が予想されている
（Collins et al., 201427））。そのため、北極域での温室効果気
体放出量を定量的に評価することや、環境変化と放出量の関係
を明らかにすることは、将来の温暖化にともなう放出量変化の
予測精度を高めるためにも極めて重要である。本研究では、地
上観測基地や「みらい」の北極航海、航空機によって大気中の
温室効果気体と関連気体の高精度観測を行い、それらの分布
と変動を明らかにするとともに、温室効果気体放出源・吸収源
の変動に関する解析を行った。

図 4-4-15. 乾燥直径 70nm 以上のエアロゾル数濃度（N70）と雲粒数濃度（Nc）
との散布図。エアロゾルは雲粒内のものもまとめて測定している。N70 は CCN
の指標となる。気温が高いときには、Nc が CCN によりコントロールされている
ことがわかる。黒いひし形は、観測されたエアロゾル粒径分布を用い、上昇流
速度 10cm s-1 を仮定したときの数値モデル計算結果。

図 4-4-16. CloudSat より解析された 2015 年冬季の降雪大粒子（LS）の出現
頻度分布

4.4.4 温室効果気体のトップダウン研究

森本 真司・滝川 雅之・後藤 大輔・村山 昌平
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北極域対流圏下部での温室効果気体と関連気体の観測
　CO2 収支の定量評価の方法として、大気中 CO2 濃度と
その炭素同位体比（δ13C）を組み合わせた解析手法（δ
13C method、Tans et al., 199328））や、CO2とO2 濃度（δ 
(O2/N2)として定義）を組み合わせた解析手法（O2 method、
Keeling and Shertz, 199229））が考案されている。国立極地
研究所および東北大学では、CO2収支の定量理解を目的とし
て、ニーオルスンにおいてグラブサンプリング法によるCO2濃度、
炭素同位体比δ13Cおよび大気中δ (O2/N2)の観測を実施してい
る（Morimoto et al., 200130); Ishidoya et al., 201231)）。さら
に 2013年 9月に CO2、CH4、CO濃度の現地連続観測を開
始した。
　図 4-4-17にニーオルスンにおける大気中 CO2濃度、δ13C
および O2 濃度の変動を示す（Goto et al., 2017b）。CO2 濃
度は明瞭な季節変化をともないながら経年的に増加しており、
1996～ 2013年の平均年増加率は 2.0ppm yr-1であった。O2 
methodにより推定した陸上生物圏と海洋による CO2吸収量
は、2001～ 2013年の平均としてそれぞれ 1.6 ± 0.8GtC yr-1

および 2.3 ± 0.5GtC yr-1であった。一方、δ13C methodを用
いて推定された同期間の陸上生物圏と海洋による CO2吸収量
はそれぞれ 1.3 ± 0.6GtC yr-1および 2.6 ± 0.5GtC yr-1であっ
た。両手法による結果はよく一致しており、これらふたつの手法
の有効性を示している。陸上生物圏による CO2吸収量は年々
の変動が大きく、エルニーニョが発生した 1995～ 1996年およ
び 2002～ 2003年には CO2吸収量が減少している。これは、
エルニーニョ発生時には干ばつや異常高温が生じるため、陸上
生物圏の正味の CO2固定量が減少したためと考えられる。一方
で、海洋による CO2吸収量は年々の変動は小さいが、近年吸

収量が増加傾向にあることが見出された。人為起源の CO2放
出による急激な大気中濃度増加は大気‐海洋間の CO2分圧差
を増加させるため、海洋による CO2吸収量も増加すると考えら
れる。
　レーザー分光法による分析計（Picarro）を用いてニーオルス
ンでの CO2、CH4、CO濃度の連続観測を実施した。観測さ
れた短周期変動を詳細に調べると、各成分間で対応した数日ス
ケールの変動がみられ、夏季以外の季節には各成分間で正の
相関が、夏季は CO2濃度とCH4濃度間で負の相関がみられ
る場合が多い。NOAAの大気物質輸送モデルHYSPLITを用
いた 5日間の後方流跡線解析を行ったところ、夏季以外には大
陸起源の気塊が到達したときには各成分について高濃度になり、
洋上起源のときには低濃度になる傾向がみられた。これは、陸
上生物活動による呼吸（CO2）や湿地からの放出（CH4）、バイ
オマス燃焼や化石燃料燃焼による放出（各成分）等により、大
陸起源の気塊が洋上起源のものより相対的に高濃度になって
いるものと推察された。一方、夏季には陸上生態系による光合
成吸収の影響で、大陸起源の気塊は洋上起源のものと比べて
CO2濃度は相対的に低くなり、CH4や CO濃度変動に対して
負の相関を示しているものと考えられた。
　ニーオルスンとチャーチルにおいて、系統的な大気採取による
大気中 CH4濃度とその炭素・水素同位体比（δ13C、δD）の
時系列観測を実施した（Fujita et al., 2018; Morimoto et al., 
2017）。チャーチルで観測されたCH4濃度の季節変化について、
各 CH4放出源カテゴリー（微生物、化石燃料、バイオマスバー
ニング）の寄与を、CH4、13CH4および CH3Dに関する1ボック
スモデルを使用して評価した。チャーチルで観測されたCH4濃
度の季節変化に対する各 CH4放出源グループの寄与を図 4-4-
18に示す（Fujita et al., 2018）。この図から、微生物起源 CH4
の寄与が夏季に最大になり、かつ 1年をとおしてもっとも大きな
影響を与えていることがわかる。さらに化石燃料起源 CH4が冬
のはじめにある程度寄与していることが示されている。化石燃料
起源 CH4の放出量に季節変化がないとされているため、冬季に
長距離輸送された化石燃料起源 CH4のシグナルが検出された可
能性がある。

図 4-4-17. ニーオルスンにおいて観測された大気中 (a) CO2、(b) δ13C および 
(c) δ (O2/N2) の時間変動。黒点および実線はそれぞれ観測値とベストフィット
カーブを示す（Goto et al., 2017b）。

図 4-4-18. チャーチルで観測された CH4 濃度の季節変化に対する各 CH4 放出
源グループの寄与。BIO、FF、BB は、それぞれ微 生物起 源、化 石燃料起 源、
バイオマスバーニング起源を示す。OH との反応による CH4 消滅の寄与は白丸
で示した（Fujita et al., 2018）。
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　全球的な大気観測から、大気中の CH4濃度は 2000年まで
は増加していたが、2000～ 2006年の間はほぼ濃度増加が停
止し、その後 2006年以降現在に至るまで濃度が引き続き上昇
していることが明らかになっている。ニーオルスンにおけるCH4
濃度の平均増加率は、2000年後半から 2005年後半までは 0.3 
± 0.2ppb yr-1であったが、2005年後半から 2013年末には 5.5 
± 0.2ppb yr-1へ増加した。このような CH4濃度の変動を生じ
させた CH4 放出源のδ13C値（δs）を、大気中 CH4と 13CH4
の収支式を用いて求めたところ、δsとして−56.9 ± 4.1 ‰が
得られた。δsが微生物起源 CH4のδ13C値に近いことから、
2005年後半にニーオルスンで観測された CH4濃度の再増加に
は、微生物起源 CH4が重要な役割を果たしていると考えられる
（Morimoto et al., 2017）。
　毎年秋から初冬に実施されてきた「みらい」北極航海におい
て、大気中の CO2、CH4および CO濃度の船上連続測定を実
施した。北極圏においてもCH4濃度が数十 ppb以上高まる短
期変動がしばしば観測された。このような地域的な CH4放出
と大気輸送によってもたらされるCH4濃度の短期的な変動（Δ
CH4）に着目して解析を行った。ラグランジアン粒子拡散モデ
ルにもとづいて開発された FLEXCPP（Zeng et al., 201332））を
用いて濃度変化に影響をおよぼした領域を「みらい」の航路に
沿って計算し、その領域とNICAM-TM 4D-Var（Niwa et al., 
201733））インバージョンで求められた地表面 CH4フラックス※ 8か
ら大気中 CH4濃度の変動分（ΔCH4sim）を求めた。観測結果
からは地域的な放出の影響を受けていない「ベースライン」から

の増加分（ΔCH4obs）を求め、上記の計算結果と比較した。図
4-4-19に、2012～2018年度「みらい」北極航海（MR12-E03、
MR13-06、MR14-05、MR15-03、MR16-06、MR17-05C、
MR18-05C）で観測されたΔCH4の時系列（黒）と対応する
計算結果（青）を示す。Shakhova et al.（2010）34）は、海底か
ら気泡として漏出する CH4の観測結果にもとづき、東シベリ
ア域北極海陸棚（ESAS）領域からの CH4の年間放出量を約
8（6.3～ 9.7）TgCH4 yr－ 1と推定している。また、Berchet 
et al.（2016）35）は、北極周辺における大気観測と大気輸送モデ
ルから、ESAS領域からの放出量を 0～ 4.5TgCH4 yr－1と下
方修正した。一方、NICAM-TM 4D-Varによる ESAS領域
からの 9月の CH4 放出量は、2012～ 2017年の平均で 0.46
± 0.01TgCH4 yr－ 1であった。ESAS 領域の CH4 放出量を
4.5TgCH4 yr－1としてΔCH4simを計算すると（図 4-4-19の赤
線）、明らかに観測結果を過大評価することがわかった。そこで、
ΔCH4obsとΔCH4simの差が最小となるように各観測における
ESAS領域からの CH4放出量を計算したところ、2014、2016、
2017年 9月の放出量は NICAM-TM 4D-varによるこの領域
の放出量とほぼ一致するが、2012年は 1.1± 0.4TgCH4 yr－1、
2013年は－ 0.1± 0.3TgCH4 yr－1と比較的大きな変動を示す
結果となった。これらの結果から、少なくとも 9月については
ESASからの CH4放出量は 0～ 1.1TgCH4 yr－1程度であると
推定され、Shakhova et al.（2010）34）や Berchet et al.（2016）35）

は過大評価している可能性を示唆するものとなった。
　大気中 O2濃度とCO2濃度の観測結果から計算される大気

図 4-4-19. 2012 ～ 2018 年度「みらい」北極航海（MR12-E03、MR13-06、MR14-05、MR15-03、MR16-06、MR17-05C、MR18-05C）におけるΔ CH4 の時系列。
黒線は観測結果、青線は NICAM-TM 4D-Var で求められた CH4 フラックスを用いた計算結果、赤線は ESAS 領域のフラックスを 4.5TgCH4 yr− 1 にした場合の計
算結果。
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ポテンシャル酸素（APO = O2 + 1.1xCO2、1.1は陸上生物活動
におけるO2とCO2の交換比）は陸上生物活動による保存量で
あり、主に大気海洋間の O2交換を反映した変動を示すことが
知られている。「みらい」船上で大気中の O2および CO2濃度
の船上観測を実施し、得られた APOの変動を大気輸送モデル
による計算結果および航路上の大気 -海洋間 O2フラックスの
変動（FO2_obs）と、さらに FO2_obsと大気 -海洋間 O2フラックス
平均気候値（FO2_cli、Garcia and Keeling, 200136））を比較し
た。その結果 FO2_obsは FO2_cliにはみられない日日変動を示し、
9月を中心として観測が行われた 2012～ 2017年には FO2_cliよ
り平均的に高い値を、11月を中心とした 2018年には逆に低い
値を示した。APOの観測値とモデル値の差の変動パターンに、
FO2_obsと FO2_cliの差を反映した変動がみられた。Ishidoya et 
al.（2016）では FO2_obsと FO2_cliの系統差から北半球中・高
緯度の秋季における FO2_cliの過小評価の可能性を示唆したが、
2018年の FO2_obsと FO2_cliの比較から、初冬においては秋季
とは逆に FO2_cliが過大評価である可能性が示唆される。今後、
APOとO2フラックスの同時観測を展開することで、北半球中・
高緯度でのAPOの短周期変動メカニズムの解明と FO2_cliの評
価・改良のための有用な情報が取得できると期待される。

ユーラシア大陸上空での大気中温室効果気体の航空機観測
　本プロジェクト開始以前よりユーラシア大陸上空を飛行する
民間航空機を利用して高緯度上部対流圏下部成層圏（ExUTLS: 
Extratropical Upper Troposphere and Lower Stratosphere）
における系統的な温室効果気体濃度の観測を行い、それらの
時空間変動と変動要因を明らかにした。大気試料は日本‐パ
リ間の航路上 12地点で採取した。観測頻度は 9～ 10回 yr-1、
観測範囲は東経 7.6～ 138.1度、北緯 42.1～ 70.1度、高度
8.5～ 12.5kmであった。各種温室効果気体濃度の時空間変動
を把握するために、客観解析場である気象庁 55年長期再解析
（JRA-55）データを利用して観測された空気塊を高度方向に分類
した。すなわち、渦位 2PVU面を ExUTLS領域における対流
圏界面と定義し、対流圏界面からの温位差 25 Kごとに観測さ
れた空気塊を分類して、それぞれについて時系列解析を行った。
　一例として、ExUTLS領域各高度における CO2濃度の時系
列変動を図 4-4-20に示す。圏界面からの温位差（ΔΘ）が負
であれば対流圏、正であれば成層圏であることを示している。
上部対流圏（ΔΘ <0K）における CO2の季節変動は平均的な
振幅が 9.3ppmで夏季に極小値を示すが、下部成層圏の 4層目
（37.5K<ΔΘ <50.0K）では位相は逆で振幅はわずか 2.6ppm
である。下部成層圏の 2層目（12.5K<ΔΘ <25.0K）が物質輸
送的な境界になっていると考えられ、CO2濃度の振幅は 0ppm
に近い。CO2濃度の経年増加率は上部対流圏も下部成層圏（4
層目）も 2.6ppm yr-1と同等であるが、下部成層圏の濃度増加
の方が上部対流圏のそれよりも 1.3年ほど遅れていることが示
された（Inai et al., 2019）。ExUTLS領域の大気塊の起源を特
定するために ECMWF ERA-Interimデータを用いた 10年間
の後方流跡線解析を実施した。得られた流跡線は地理的情報
や気象パラメーターによって、成層圏、熱帯対流圏、中緯度下

部対流圏（LT: Lower Thermosphere）、高緯度 LT起源に分
類され、各起源大気の「混合比率」を等価緯度、温位、月の
関数として評価した。また、成層圏を起源とする大気塊につい
ては、空気塊の成層圏平均滞在時間（成層圏大気の年齢）も
合わせて評価した。以上のように評価された混合比率、成層圏
大気の年齢を用いて、ExUTLS領域における大気輸送場と輸
送されてくる大気の組成の季節変動について詳細な議論を行っ
た（Inai et al., 2019）。推定された混合比率は顕著な季節変動
を持ち、ExUTLS領域でも比較的高度の高い領域では、北半
球夏季から秋季は熱帯対流圏の、冬季から春季は成層圏の混
合比率が支配的であった。一方、低い高度域においては、冬季
は熱帯対流圏の混合比率が大きく、夏季のみ中・高緯度 LTの
混合比率が大きくなると推定された。

大気輸送モデル・陸域プロセスモデルの高度化とモデルを用
いた大気中温室効果気体の収支解析
　AGCM-based Chemistry Transport Model（ACTM、Patra 
et al., 2016）は全球大気大循環モデルをもとに温室効果気体
の輸送過程をオンラインに評価するもので、Global Carbon 
Project（GCP）や Atmospheric Tracer Transport Model 
Intercomparison Project（TransCom）などの国際的なプロジェ
クトに結果を提供するなど、世界最先端の温室効果気体輸送モデ
ルのひとつである。本プロジェクトの研究でもCH4の収支評価
や観測データの輸送経路推定等に広く利用されているが、これま
で鉛直座標系にσ座標系を用いており、成層圏‐対流圏物質交
換などの際に鉛直混合を過大評価している可能性があった。本
研究における炭素収支をより精緻に評価するため、鉛直座標系を
σ -Pハイブリッド座標系に変えるとともに、ベースモデルを第 5
次結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP5：Coupled Model 
Intercomparison Project Phase 5）などに利用されたMIROC4
に更新（MIROC4-ACTM）し、パッシブトレーサーである
SF6や 222Rnを用いて輸送過程の検証を行ったところ、以前の
CCSR/NIES AGCM 5.7bベースのモデル（AGCM57b-ACTM）
と比較して大気中における気塊年代などが観測結果にもとづく推
定値とより整合的になっていることを確認した（図 4-4-21）。こ
れは、気候モデルにMIROC4を用いることにより上部対流圏に
おける低温バイアスが取り除かれたため、積雲対流によって上層

図 4-4-20. ExUTLS 領域における対流圏界面からの温位差（ΔΘ）ごとの CO2

濃度の時系列
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に輸送される量が減少したことに起因すると考えられる（Patra et 
al., 2018）。中緯度域から北極域への輸送に際しては上部対流
圏での極向きフラックスが重要であり、本成果は CH4等の広域
収支推定の精緻化に資するものと考えられる。

　チャーチルの位置するカナダ北方のハドソン湾周辺（HBL: 
Hudson Bay Lowland）は CH4の大きな放出源と考えられて
いるが、その放出量推定値にはいまだ不確定性が大きい。大気
化学輸送モデルACTM（Patra et al., 2016）で計算したチャー
チルにおける CH4濃度変動を実際の観測値と比較することに
より、ACTMに与えた CH4放出量の評価を行った（Fujita et 
al., 2018）。
　使用した CH4放出量シナリオとして全球インバージョンによ
る修正値を用いた。解析期間は 2007～ 2013年とした。放出
量シナリオによるCH4濃度計算値はニーオルスンでの観測値と
比較的よい一致を示したが、チャーチルの観測値とは大きく異
なっており特に夏季の差が大きかった。チャーチルでの夏季の
CH4濃度変動にどの領域の放出源が影響しているかを調べる
ため、ACTMを用いたタグ・トレーサー実験を行った結果、夏
季には HBL周辺の空気塊の移流がチャーチルでの CH4濃度
変化の主な原因であることが示された。つまり、ACTMでの
CH4濃度計算に使用したシナリオは、HBLでの CH4放出量
を過大評価している可能性がある。チャーチルでの CH4濃度
計算値が観測値と一致するように ACTMに与えるHBLからの
CH4放出量を調整したところ、HBLからの CH4放出量は、2.7
± 0.3TgCH4 yr-1と推定された。これは大気中の CH4濃度観
測値と大気輸送モデルを用いて求められた先行研究とよく一致し
ているが、地上 CH4フラックス観測や陸域モデルから求められ
た推定値よりも小さい。
　シベリア域も重要なCH4放出源のひとつと考えられているが、
その放出量推定値についてもいまだ不確定性が大きい。本研究
では、中程度解像度（緯度経度 2.5度）および高解像度（0.1度）
大気輸送モデルを用いてインバージョンを行い、大気中の CH4
濃度観測値を再現可能な地表からの CH4放出量を逆推定し
た。空間解像度 0.1度の全球大気輸送インバージョンモデル

図 4-4-21. キルナにおける 2000 年 3 月 5 日の SF6 濃度鉛直分布（左図）、およ
び CO2 観測などを用いて推定した気塊年代の鉛直分布。黒線が新モデル、赤線
が旧モデルを、また○および▲は観測 ( 推定 ) 値をそれぞれ示す（Patra et al., 
2018）。

（NIES-TM-FREXPART-VAR）と、シベリア各地の温室効果
気体観測ネットワーク（JR-Station: Japan-Russia Siberian 
Tall Tower Inland Observation Network）で観測された大
気中の CH4濃度データを用いて、地表からの CH4 放出量を
逆推定した。その結果を中解像度インバージョンの結果と比較
すると、高解像度インバージョンは冬季の JR-Station観測デー
タをよく再現していた。また、本研究によるロシア全域の CH4
放出量推定値は、中解像度および高解像度インバージョンと
もに、既存のインベントリーデータ（例えば EDGAR42FT., 
2013※9）による CH4 放出量見積もりが過小評価であることを
示した。JR-Station観測による大気中の CH4濃度を再現す
るためには、西シベリア域の湿地とウラル、西シベリア域の化
石燃料セクターからの CH4 放出量を上方修正する必要がある
ことが明らかになった。
　今後の気候変動にともなって北方湿原の CH4 放出量は大
幅に増加し、永久凍土の融解によって加速されると考えられる
が、その現状把握の信頼性は十分でなく、将来予測を行うため
のモデルは確立されていない。CH4生成放出・酸化吸収スキー
ムを組み入れた陸域生態系モデル VISIT（Ito and Inatomi, 
201237））を用いて、北方湿原の CH4放出分布をシミュレートし
た。VISITには2種類の湿原CH4放出スキーム （Caoスキーム、
Walter-Heimannスキーム）と 4 種類の乾燥土壌 CH4 酸化
スキームが導入されている。モデル内で推定された水収支に追
従する地下水面変動を考慮するようモデル改良が行われた。湿
原の分布は Global Lake and Wetland Datasetにより規定し、
季節的な湛水領域の割合は衛星観測による平均的な変動を与え
ている。シミュレーションの空間分解能は緯度経度 0.5度であ
り、1901～ 2016年の CRU TS3.25気象データを使用した（Ito, 
2018）。
　2000 ～ 2009 年の期間について、北方域（北緯 60 度以
北）の湿原による CH4放出量は 10.9 ～ 11.4TgCH4 yr-1と
推定された。これは GCPによる複数手法（大気観測＋輸
送モデルを用いたインバージョン、湿原モデルの相互比較、
Saunois et a l., 2017）結果と整合的であった。主要な放出
源は西シベリア低地とハドソン湾低地周辺に分布していたが、
東シベリアの河川氾濫原、北米内陸部に点在する湿地も明
瞭な放出源となっていた。季節的には、温度が 0℃となり生
物活動が活発化する夏季にピークを示す明らかな変動が再現
されたが、その位相と振幅は湿地 2スキーム間でやや異なっ
ていた。長期的にみると、Caoスキームでは年々変動幅が大
きいが 2000 年以降はほぼ同水準だったのに対し、Walter-
Heimann スキームは年々変動幅が小さく 1980 年以降徐々
に増加傾向がみられた（図 4-4-22）。ふたつの結果で増加傾
向を示す場所はほぼ共通しており、北米内陸部の湿地、アラス
カ、西シベリア低地の北部であった。今回の計算では湿原の
面積変動は考慮されていないため、このような傾向は降水量増
加による地下水位の上昇または温度上昇による CH4生成の活
発化に起因すると考えられる。一方、ハドソン湾低地の一部で
は CH4放出の減少傾向が示された。湿原からの CH4放出は
全陸域で 160TgCH4 yr-1前後と考えられており、今回の結果に
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もとづくと北方湿原は約 7%相当の寄与を果たしていた。近年
の温暖化傾向に対して、北方湿原からの CH4放出増加につい
て一貫した結果は得られなかったが、将来の温度上昇に対する
ティッピングエレメント的応答の可能性を考えると今後も注視す
べき領域であり続けると考えられる。

西シベリア域における CH4 フラックスの直接観測と衛星データ
を用いた広域化
　インバージョン法によって全球の CH4放出量を定量化するた
めには、まず大気モデルに与える現実的な CH4放出量分布の
先験値が必要である。重要な CH4放出源である西シベリア域
湿地帯からの CH4放出量を高精度化するために、湿地、湖沼、
森林からの CH4放出量の現地直接観測を行い、衛星データを
用いた湿地地図を新たに作成してCH4放出量推定の広域化を
行った。
　西シベリア域は平坦な地形が広がっているため、泥炭地以外
の、水はけの悪い森林域からの間欠的な CH4 放出も重要で
ある。そこで、湖沼に加えて、湿潤な森林、オビ川の氾濫原、
さらに西シベリア南部においてもCH4放出量観測を実施した
（Mochenov et al., 2018; Churkina et al., 2018; Sabrekov et 

al., 2016a, 2016b, 2017; Terentieva et al., 2019）。また、湿地
からの CH4放出量の季節変化を調べるために、2016～ 2018
年の暖候期（湿地がCH4を放出している季節）に自動チャンバー
観測システムを西シベリア域の 2箇所に設置し、CH4とCO2

放出量の時系列観測を行った（Krasnov et al., 2015; Davydov 
et al., 2018）。CH4放出量は土壌温度に追随して大きくなった
が、初夏よりも晩夏の方が CH4放出量が大きい。これは晩夏
には土壌の深部まで昇温しているためと考えられる。西シベリア
全域の湿地起源 CH4放出量を見積もるために、解像度 30m
のランドサット衛星画像を用いて、タイガ林領域および南部タ

イガ・森林・ステップ領域における高分解能湿地地図を作成し
た（Terentieva et al., 2016, 2017）。この詳細な湿地地図と西
シベリア域での広域 CH4放出量観測結果を用いることによっ
て、中栄養沼地からの CH4放出量がこれまでの見積もりよりも
5TgCH4 yr-1ほど大きいことが明らかになった。

はじめに
　アラスカとシベリアを中心に実施した温室効果気体収支観測、
永久凍土調査、陸域モデル検証、陸域モデルによる広域的な温
室効果気体収支の推計結果を報告する。

＜高緯度陸域生態系における CH4 収支の長期観測と観測に
もとづく広域収支の推計＞
〇背景と目的
　高緯度の陸域生態系では、温暖化やそれにともなう水循環の
変化により、長期的に温室効果気体収支が変化してきているこ
とが明らかとなっている。とりわけ、CO2に比べて 100年で 32
倍の温室効果を持つ CH4は、温暖化による微生物活動の増大
や凍土劣化により高緯度生態系からの放出が増大することが懸
念されている。一方で、高緯度生態系の CH4収支を長期観測
から明らかにした研究は少なく、そのためモデルによる CH4収
支の推計には多くの不確定性が残されている。本研究では、内
陸アラスカの凍土に生育する湿性クロトウヒ林においてCH4収
支を長期観測し、環境変動に対する生態系 CH4収支の応答を
明らかにした。また、多点の CH4収支の長期観測データを用い
てボトムアップモデル（VISIT、Ito and Inatomi, 201237））を
調整し、高緯度陸域生態系の CH4収支の広域推計を行った。

〇凍土林における長期 CH4 収支の連続観測
　内陸アラスカ・フェアバンクスの凍土上のクロトウヒ林におい
て渦相関法による長期の CH4交換量の連続測定（Iwata et al., 
201538)）を実施した（図 4-4-23）。長期観測の結果から、森林
の CH4放出量は融解深がもっとも深くなる 8～ 9月に増大する
ことがわかった。生育期積算の CH4収支の年々変動は大きく、
2011～ 2013年のように降水量が少なく水位が地下にある場合
に CH4放出量が少なくなるが、2016～ 2018年のように水位が
高い年は CH4放出量が大きいことがわかった。凍土林の CH4
収支は水収支に強く影響を受けており、今後の湿潤化にともな
い CH4放出量を増大させる可能性が示された。一方、凍土林
の CH4放出量は、湿潤年であってもツンドラや湿原の CH4放
出量に比べて小さいことがわかった。このことは、高緯度陸域
生態系においても樹木が生育している場所においては、CH4放
出量が小さいことを意味しており、CH4の広域推定をする際に

図 4-4-22. 陸域生態系モデル VISIT で推定された北方湿原 CH4 放出の年々変
動。（a）Cao スキーム、（b）Walter-Heimann スキームによる結果。色の違い
は領域（北米北部、北欧、シベリア）を示す（Ito, 2018）。

4.4.5 温室効果気体のボトムアップ研究
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泥炭地であっても森林・非森林を正確に区分しなければ CH4
放出量を過大評価する可能性があることを示している。

〇陸域生態系モデルによる広域 CH4 収支の推計
　プロセスベースの陸域生態系モデル（VISIT）に高緯度陸域
生態系の CH4収支を予測するために必要な永久凍土と水位変
動のプロセスを組み込み、CH4収支を計算した（図 4-4-24）。
米国、カナダ、ロシアの 10地点のツンドラ、2地点の泥炭地、
2地点のサーモカルスト進行地、2地点の凍土林に加えて北方
湿原南限の北海道の泥炭地 1点のタワー観測データを用いてモ
デルのパラメーターを大域探索※ 10によって決定した。観測デー
タにより調整されたモデルは、生態系間の CH4収支の季節変
化や強度を概ね再現できることが確認された。
　計算された CH4収支の空間分布から、北極域には西シベリ
ア低地とハドソン湾低地のふたつのホットスポットが存在するこ
とがわかった。

〇まとめ
　高緯度陸域生態系の CH4放出量は水循環の変動に起因し
た水位変動が重要であることが長期観測から明らかになった。
このことは、温暖化予測においてこの地域の水循環の応答を正
確に評価することの重要性を示唆するものである。本研究では、
生態系を静的なものとして取り扱ったが、サーモカルストや原野
火災などにより生態系自体が温暖化により激変することが指摘
されている。水循環の年々変動によって浸水域にも変動がある

ことが知られている。将来の CH4収支を予測する際には、生
態系が動的であることを理解しておくとともに、現状の観測で明
らかになっている事実も 10年程度の非常に短期間の断片をみ
ていることに過ぎないことにも留意しておく必要がある。

＜アラスカとスバールバル諸島における永久凍土調査＞
〇背景と目的
　永久凍土の融解によって大量の温室効果気体が放出され、
地球規模の気候変動を引き起こすことが危惧されている。永久
凍土の消長にともない、どの程度の有機炭素の出入りがあり、
その結果どの程度の環境変化（気温の変動）が生じるのかを予
測することが求められているが、そのために欠かせない永久凍
土の組成についての情報が不足している。とりわけ、永久凍土
の体積の大部分を占める地下氷に含まれる有機炭素量を調べた
研究例は、これまでほとんどなかった。そこで本研究では、ア
ラスカとスバールバル諸島周辺を対象に、地下氷に含まれる有
機炭素量を調べた。

〇研究目的・手法
　高含氷永久凍土層に含まれる有機炭素（CH4）の量やその
成因・履歴等を明らかにするために、北極圏アラスカおよびス
バールバル諸島周辺の永久凍土地帯で高含氷永久凍土の広域
試料採取を行い（図 4-4-25）、高含氷永久凍土に含まれる有機
炭素（CH4）の量や安定炭素同位体組成を分析した。

図 4-4-23. 内陸アラスカの凍土林における CH4 交換量 (a)、水位・融解深 (b)

図 4-4-24. VISIT モ
デルによる 2000 ～
2018 年の年間 CH4

収支の平均値

図 4-4-25. 永久凍土試料の採取地点
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〇地下氷および土壌の気体含有量・温室効果気体濃度
　各サイトにおける地下氷の気体含有量・温室効果気体濃度を
表 4-4-2に示す。スチューファレット（Stuphallet）を除いて、
地下氷 100gあたりの気体含有量は 3～ 4ccで、積雪の圧密氷
化によってできる氷河・氷床氷の気体含有量（約 10cc/100g）
と比べて数分の 1程度の値であった。この事実は、今回調査し
た地下氷の主要な形成メカニズムが、霜や積雪の圧密氷化では
なく、春（夏）季にアイスウェッジの割れ目に侵入した天水の凍
結によるものであることを示唆している。スチューファレットの地
下氷の気体含有量は例外的に多く、氷河・氷床氷の値に匹敵す
ることから、この場所は例外的に、積雪や霜の圧密氷化等の別
プロセスが氷体形成に強く関与していた可能性がある。地下氷
に含まれる気体の CH4濃度は、サイト間で大きな違いが認めら
れ、平均値は 51～ 14,463ppmvの広いレンジにわたっていた。
CO2濃度の平均値についても同様に、サイト間で大きな差異が
認められた（205～ 12,793ppmv）。

〇地下氷中 CH4 の生成経路
　CH4生成過程を探るために、地下氷に含まれる CH4および
CO2の炭素安定同位体組成の関係を調べた（図 4-4-26）。生
物起源の CH4は、二酸化炭素還元（CO2 + 4H2 → CH4 + 
2H2O）と、有機酸発酵（CH3COOH → CH4 + CO2）のふた
つの経路に大別される。一般的に、二酸化炭素還元経路で生
成した CH4のδ13CとCO2のδ13Cとの差（εc）は 55～ 90 ‰
程度の値を示し、有機酸発酵経路の場合はεcが 30～ 55 ‰
程度となることが知られている（Walter et al., 200839））。地下
氷に含まれる CH4は土壌（活動層）における微生物活動由来
の成分が保存されたものと考えられるので、氷コア中 CH4の
δ13CとCO2のδ13Cとの関係は、アイスウェッジが成長してい
た当時の土壌において、フォックス（Fox）およびイトキリック
（Itkillik）では二酸化炭素還元が、MP355、バロー、UAF、
テラー（Teller）、クーガロック（Kougarok）においては有機酸
発酵が、それぞれ優勢な CH4生成経路であったことを示唆し
ている（図 4-4-26）。前者は寒冷期の氷、後者は温暖期の氷と
考えられるので、CH4の生成過程が気候変動にともない変化し
ていた可能性がある（図 4-4-26）。

＜東シベリアにおける温室効果気体収支の観測＞
〇背景と目的
　高緯度の陸域生態系では温室効果気体収支の観測データが
乏しく、特に、東シベリアにおいて観測データが不足している。
東シベリアはツンドラとタイガ（北方林）に覆われるが、それら
は永久凍土上に成立しているため、近年の温暖化と水循環変化
によって温室効果気体の収支が大きく変化する可能性がある。
このような背景から、本研究では、東シベリアのカラマツ林を
対象に、この地域の CH4収支の観測データを世界ではじめて
取得するとともに、CO2収支の季節変化とその年々変動特性を
長期観測データから明らかにすることを目的とした。

〇東シベリアのカラマツ林における CH4 収支解析
　永久凍土が広く分布するロシア・東シベリアのレナ川中流域の
スパスカヤパッド研究林において、この地域の代表的な森林植
生であるカラマツ林の群落スケール（数十 m～数 km四方の範
囲）の CH4フラックスを定量的に評価した。特に、測定機器
の検出精度に関わる誤差解析や、測定機器に依存したフラック
スの算出や補正を施し、観測データの品質管理を検討して信頼
性の高い CH4フラックスを得た。もっとも生物活動が活発であ
る 6月の解析を行った結果、スパスカヤパッド研究林の群落ス
ケールでの CH4フラックスは、日中に放出、夜間に若干吸収と
いう結果となり、日平均では放出（5.1～ 17.2nmol m-2 s-1）と
いう結果を得た（Nakai et al., 2020）。
　CH4フラックスが日変化する原因として、夜間（大気が安定
成層化している時間帯）に林床やスパスカヤパッド研究林の周
囲に存在する湿地から放出された CH4が樹冠下に貯留され、
日中（大気が不安定となり鉛直混合が活発となる時間帯）にそ
れらが上空に輸送されること、あるいは、この地域の大気境界
層※ 11の日変化にともなってCH4濃度が日中に低濃度となり、
濃度が高い地表から濃度の低い上空に CH4が輸送されること、
が考えられた。
　スパスカヤパッド研究林の林床で過去に行われたチャンバー
法※ 12による CH4フラックスを報告した論文（van Huissteden 

図 4-4-26. 永久凍土地下氷中 CH4 のδ 13C と CO2 のδ 13C との関係

表 4-4-2. 各サイトにおける地下氷の気体含有量・温室効果気体濃度（平均値）
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et al., 200840））によれば、林床への CH4吸収と林床からの
CH4放出の双方が報告されている。これらは局所的な土壌水
分条件を反映しており、空間代表性の点で疑問が残る。したがっ
て、本プロジェクトによって空間代表性の高い群落スケールの
CH4フラックスが定量できたことは、特筆すべきことである（図
4-4-27）。

〇東シベリアのカラマツ林における CO2 収支解析
　スパスカヤパッド研究林より約 300km南東に位置するエルゲ
イ研究林のカラマツ林樹冠上で得られたフラックス観測データ
を用いて、この地域のカラマツ林の CO2収支の長期的な変動
特性を解析し、スパスカヤパッド研究林の結果と比較した。そ
の結果、2010 ～ 2018年の暖候期（5～ 9月）における正味
の CO2吸収量（純生態系生産量：NEP）※ 13の年々変動幅は、
スパスカヤパッドで 30g C m-2程度、エルゲイで 60g C m-2程
度であり、他の北方林における観測結果に比べて小さかった。
NEPの月積算値の年々変動をみると、両研究林ともNEPが最
大となる 6月よりも 7月や 8月の年々変動が大きく、この時期の
NEPの年々変動が、暖候期全体のNEPの年々変動を決めて
いた。
　NEPが最大となる 6月は土壌水分量が多く、NEPから推定
した総一次生産量（GPP: Gross Primary Production）※ 14と
生態系呼吸量（RE: Ecosystem Respiration）※ 15に対する水
文気象環境の影響が小さかった。このことによって、暖候期に
おけるNEPの年々変動は他の時期と比較して小さく抑えられた。
一方、6月とは対照的に、GPPと REが最大となる 7月以降は、
すべての CO2フラックス（GPP、RE、NEP）の年々変動が大
きかった。この傾向は、この時期の土壌水分量の年々変動が大
きいスパスカヤパッドで（エルゲイよりも）顕著であった。一方、
絶対値の小さい 5月と 9月の GPPと REには、6～ 8月に匹敵
する年々変動がみられた。
　両研究林の CO2吸収期間の開始 /終了のタイミングと、凍土
の季節融解やカラマツ林のフェノロジー※ 16との対応関係を比較
した。春季には林内消雪（4月下旬～ 5月上旬）に続いて、凍
土表層（0～ 10cm）の融解（5月上旬）、カラマツの展葉およ
び GPPの増加開始（5月上・中旬）、生態系全体の正味の CO2

吸収の開始（5月中旬）となった。スパスカヤパッドの 1998年
以降の記録によると、消雪とカラマツ展葉時期はそれぞれ 10年

あたり約 6日と約 9日早くなり、4～ 5月気温の上昇と対応して
いた。しかし、凍土表層の融解時期や CO2吸収開始時期には
有意な変化傾向はみられなかった。この原因として、スパスカ
ヤパッドで 2005～ 2008年に生じた湿潤化による土壌環境へ
の影響が考えられた。秋季には正味で放出開始（9月上・中旬）
の後、カラマツの落葉（9月上～下旬）と続くが、これらには長
期的な変化傾向はみられなかった。フェノロジーの年々変動に
ついては、エルゲイの方がスパスカヤパッドよりも秋季の季節推
移が遅く、9月積算で NEP > 0（生態系全体での正味の CO2

吸収）となる年があった。以上のように、春季と秋季の CO2収
支は NEPと吸収期間の長さを左右するため重要であるが、他
の北方林で指摘されるような吸収期間の長期化は、東シベリア
のカラマツ林では確認できなかった。
　最後に、スパスカヤパッド研究林における活動層と群落植生
構成の変化から、CO2フラックスの 2000年代の年々変動を明
らかにした。その結果、湿潤化の影響を受けたことによるカラ
マツの機能低下を下層植生が補い、CO2吸収量が維持されたこ
とが明らかになった（Kotani et al., 2019）。

＜陸域モデル検証＞
〇背景と目的
　永久凍土を含む北極陸域表面からの温室効果気体収支は、
地表面の植生や温度・水文条件に大きく条件付けされる。温室
効果気体収支の現状推定や将来予測を行うためにモデル化は必
須となるが、その性能を評価・検証するための観測（実測値デー
タの収集や、データセットの構築）も重要である。アラスカ内
陸部にある北方林環境の調査地である PFRR（UAFの地球物
理学研究所が管理）において、本プロジェクト期間中の植生状
況・フェノロジーや凍土環境を連続的に監視し、データセット
化した。
　

〇光ファイバー DTS を用いた 3 次元高解像度熱的状況把握
　寒冷圏陸域において、温室効果気体（CO2や CH4）の生
成・放出に深く関連する地中での微生物活動や地上での植
生のフェノロジーは、地下環境（特に、表層の季節的凍結融
解層－活動層－の伸張やそこでの温度・水状況）が大きく影

図 4-4-27. 東シベリアのカラマツ林における CH4 フラックス。（a）カラマツ樹
冠上の CH4 フラックスの日変化。（b）2016年 5月 29日～ 6月12日までの、カ
ラマツ樹冠上の CH4 フラックスの時間変化。（c）カラマツ林床面における CH4

フラックス（van Huissteden et al., 200840)）。

図 4-4-28. PFRR に展開した光ファイバー（温度センサー）。青が 2.7km のルー
プ 1、黄色が 5.5km のループ 2。
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響する。光ファイバーを温度センサーとして活用し高解像度
（50cmごと、30 分おき）で温度分布を把握することのできる

Distributed Temperature Sensing（DTS）システム（Dakin 
et al., 198541)）を北方林環境の PFRRに設置し（図 4-4-28）、
地表面や地中温度の日内および季節的変動、大気状況（例えば、
雲被覆状況）との関連、また積雪・融雪状況の時空間変動特
性を陸面環境（植生被覆度や森林構成など）によって特徴付け
た（Saito et al., 2018b、図 4-4-28の青線）。また、ループ 2（図
4-4-28の黄線）では、トウヒ林（Q1：疎、Q2：密）、Q3：開地、
Q4：針広混交林の 4ヵ所において各辺 30mの矩形領域を設
定して、異なる陸面環境下での地表面および 20m深の時空間
変動を抽出するとともに、2017年度には永久凍土層の熱状況
把握のために深層ボアホール（約 4m深、4ヵ所）と、2019年
度には活動層内の熱・水環境変動のより詳細な把握のために浅
層ピット（約 1.0m深、4ヵ所）を併置して行った（図 4-4-29）。
これらのデータを、底部平地と丘陵傾斜地に張った光ファイバー
による大気下部境界層とも連動する地表面温度測定データと合
わせて、北方林における 3次元熱的状況およびその変動把握の
ための温度・土壌水分データセットとして構築した。

〇植生の生長期間の時空間分布の変動
　植生の生長期間、すなわち、機能的な開葉と落葉の期日の
時空間分布の変動は、生態系の光合成機能や蒸発散機能に影
響をおよぼし、その結果、温室効果気体や水の収支が変化する。
林冠が開いているクロトウヒ林（PFRR）において、タイムラプ
スカメラにより群落全体と林床植生の様子を毎日撮影し、他の
観測サイトとあわせてデータ論文として公開した（図 4-4-30、
Nagai et al., 2018a※17）。
　これらの画像を用いて、林床植生の開葉や落葉の期日を日平
均気温の変化より推定可能とする統計的なモデルを構築し、衛
星観測された植生指数の解析により検出した開葉や落葉の期日
の地上検証を行った。その結果、リモートセンシングによる植
物季節観測に関する不確定性や生態学的な解釈についての理
解が深まり、環北極域を対象とした開葉と落葉の期日の時空間
分布の変動の評価が高精度化された（図 4-4-31、Nagai et al., 
2020）。

＜アラスカ内陸における温室効果気体収支等の観測＞
〇背景と目的
　PFRRのフラックス観測スーパーサイト（PFRRスーパーサイト）
では、UAFの協力のもと、高さ 17mのフラックス観測タワーな
どを用いて 2010年以降気象観測、温室効果気体フラックス観
測、生物季節観測などを継続的に実施している。本観測サイト
で得られた観測データは FLUXNETおよびAmerif luxにも提
供され、陸域モデルや気候変動観測衛星「しきさい」の検証な
どさまざまな用途に利用されている。この長期間の観測データ
をもとに、近年の温暖化と陸域生態系の間の応答などに関する
変動特性の評価を試みた。

〇分光反射率と CO2 フラックス（NEE）の関係に関する解析
　春の展葉や秋の落葉など、フェノロジーは陸域炭素循環や生
物応答などの特徴を示す重要な情報である。一方で衛星データ
から観測される分光反射率データには、雲の影響や観測頻度
が限られるなどの問題で、分光反射率の正確な季節変化のプロ
ファイルを捉えることは難しい。このため、PFRRに設置した分
光反射率の観測データを解析し、その季節変化の実態を捉える

図 4-4-30. 2018 年 5月10日（左上）、5月28日（右上）、7月22日（左下）、9月17日
（右下）に、10m の空間分解能を持つ Sentinel-2 衛星により観測された PFRR 周
辺の RGB 画像と、現地で撮影された植物季節画像。林床の開葉や紅葉などの植
物季節を捉えていることがわかる。

図 4-4-31. 500m の 空 間 分 解 能 を 持 つ Terra と Aqua 衛 星 に 搭 載 さ れ た
MODIS センサーにより観測された植生指数 GRVI の解析により検出した、ア
ラスカにおける 2018 年の機能的な開葉（上図）と落葉の期日の空間分布（下図）。

図 4-4-29. 各 矩 形 領
域 Q1 ～ Q4 における
深層ボアホールの年平
均地温プロファイル
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とともに、渦相関観測による正味の CO2フラックス（純生態系
交換量：NEE）※ 18との関係を解析した。
　その結果、従来の衛星観測アルゴリズム（図 4-4-32の赤丸）
では、秋の植物の光合成終了時期（NEEが吸収から放出に変
わるタイミング、図 4-4-32の緑丸）を実際よりも 1ヵ月程度長く
見積持ってしまうことなどを示した（Kobayashi et al., 2018a）。

〇温暖化・乾燥化と生態系呼吸量（RE）の応答に関する解析
　PFRRタワーで観測された夜間の CO2フラックスデータを
用いて、夜間における土壌と植生の呼吸にともなうCO2放出量
（RE）を推定した（Nagano et al., 2018）。従来の研究では、
気温上昇にともない REも指数関数的に増加するとされてきた。
しかし、アラスカ内陸部のクロトウヒ林では気温の上昇にともな
う乾燥化の影響により、REが大幅に減少することが示された。
この結果は、特に乾燥化が顕著だった 2013年（図 4-4-33の
赤三角）に明瞭にみられ、気温上昇に対して REが負のフィー
ドバックとして作用することを示している。本研究は地球システ
ムモデルにおけるRE計算の改善の必要性を示すものである。

図 4-4-33. PFRR における夜間の生態系呼吸量 RE（縦軸）と気温（横軸）の関
係（Nagano et al., 2018）。

図 4-4-32. PFRR における NEE（緑丸）と衛星観測から推定された PFRR の
近傍点における正規化植生指数 NDVI（赤丸）の季節変化（Kobayashi et al., 
2018a）。

注：
※1 大気中で観測される濃度を説明できる放出・吸収量を数値モデルに

より求める方法。
※2 放出・吸収量を代表的な場所で観測し、その結果から広域の放出・吸

収量を求める方法。
※3 大気中で氷晶が形成される際に、「核」として働く能力を持つエアロ

ゾルのこと。一般的には、固体の微粒子であることが多い。氷晶核と
して働くエアロゾルが存在しない場合、雲の中での氷晶の形成は、温
度が約－36℃以下にならないと活性化されない。

※4 氷河末端から流れ出す網状の流路を持つ水流により、氷河の前面に
形成される扇状地状の堆積平野地形。植生がほとんどなく、氷河の
浸食作用によって細粒化された微粒子を多く含んでいることから、北
極圏から発生するダストの主な供給源になっているといわれている。

※5 煤粒子という場合には、一般にBC以外のエアロゾル成分も内部混合
した粒子全体を指している。

※6 ひとつの粒子中に複数のエアロゾル成分が共存している状態を内部
混合という。別々の粒子として存在しながらも、同じ空気中に共存し
ている状態は外部混合という。

※7 エアロゾルなどを捕集しながら同時に、その場で測定する測定法。オ
ンライン測定ともいう。実時間測定ではない測定手法としては、フィ
ルター捕集後、実験室などで分析・定量する方法などがある。

※8 熱エネルギーや微量気体などの物質が流れる速さを、単位時間に単
位面積を横切る流れとして表したもの。正しくはフラックス密度（流
束密度）だが、単にフラックス（流束）と呼ぶことが多い。

※9  EDGAR42FT., 2013. Global emissions EDGAR v4.2 FT2010,  
(Available at http://edgar.jrc.ec.europa.eu-overview. php?v=42FT2010).

※10 ある限られた（局所的な）解に収束することを回避し、大域的な解の
探索を行うことで、モデルパラメーターの最適値を導出する方法。

※11 地表面の凹凸により生じる摩擦、熱エネルギー（熱フラックス）、気圧
傾度などにより空気の流れ方が影響を受ける大気層。日中は対流の
影響が大きいことから対流境界層（あるいは混合層）と呼び、夜間は
気温が上に向かうほど低くなるため安定境界層と呼ぶことがある。

※12 チャンバー（小さな箱）のなかの微量気体の濃度の変化量から、CH4

などのガス交換速度を求める方法。チャンバー内に植物などの生物
がない場合、底面からのガス放出量が推定できる。

※13 Net Ecosystem Production。対象とする生態系が単位時間、単位面
積あたりに正味に吸収するCO2。

※14 Gross Primary Production。対象とする生態系が単位時間、単位面積
あたりに同化するCO2。

※15 Ecosystem Respiration。対象とする生態系が単位時間、単位面積あ
たりに放出するCO2。

※16 展葉、黄葉、落葉といった植物群落の（主に葉の）状態の季節変化。
植物季節ともいう。

※17 Phenological Eyes Network（ http://www.pheno-eye.org/ ）　
※18 Net Ecosystem Exchange。対象とする生態系と大気との間での、単

位時間、単位面積あたりのCO2交換量。NEE＝－NEP。
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背景と目的、実施体制
　北極海域は、予測を上回る急速な海氷減少に示されるように、
地球温暖化による環境変化がもっとも顕著に表れている地域の
ひとつとして認識されている。このような海氷減少は、北極海
の温暖化・淡水化・酸性化の進行と密接に関係しており、物質
循環や海洋生態系にも影響がおよぶことがすでに観測事実から
も明らかにされてきた。さらには海氷減少とそれにともなう北極
海域での大気‐海氷‐海洋相互作用の変化は、北極域のみな
らず中・低緯度を含めて全球規模の気候変動や水循環にも影響
を与えている。このように急速に進行する北極海の環境変化に
ついて、その実態（現状と要因）を明らかにし、影響を評価す
ることは、北極に直接関わる人のみならず、広く地球環境全体
の問題として捉えられるようになっており、喫緊の課題といえる。
　本テーマでは、上記のような背景から、「北極域における海
洋環境変動の実態の理解と、その低次生態系や気候学的な影
響の評価」を大目的として、研究活動を進めてきた。この目的
達成のために、1）海氷減少にともなう北極海洋環境の変化と
水循環・気候変動との関係の理解、2）温暖化・酸性化による
プランクトンへの影響評価、3）北極海淡水収支の季節・経年
変動の理解、4）アラスカ沿岸における海氷動態変動の理解、
という目標を立てた４つの研究グループにわかれて活動し、それ
ぞれの研究グループが連携しながら研究成果を発表してきた。
　それぞれの研究目的を達成するための方策としては、A）海洋
地球研究船「みらい」や砕氷船を利用した国際連携における太
平洋側北極海での現場観測、B）海洋環境変化のカギとなる
海域で通年観測データを取得するための係留系時系列観測、
C）海洋環境変化の影響を評価するための現場および室内実験、
D）現状の詳細分析や想定される将来環境に対する評価のため
の数値実験など、多様な手法を駆使して研究を進めてきた。
　特に「みらい」については、本プロジェクトのなかで 2016年
と 2017年に本テーマが中心となる航海を実施した（MR16-06、
MR17-05C）。図 4-5-1にそれぞれの観測年の航海軌跡を示
す。海氷が存在しない海域において、CTD/ 採水観測や試料
採取、係留系回収設置作業などを行うことができた。また「み
らい」で観測を行うことができない時期や海域（海氷域）など
においては、カナダ・米国・韓国などの砕氷船航海に参加して、
現場観測データの取得や、分析や実験のための試料採取を行
うことができた。このような研究活動を実施するためには国際
共同・連携は必要不可欠である。これについては、PAGなど国

際的な枠組みによる共同・連携研究を推進することで実施でき
た。上記の国に加えて、ノルウェー・ドイツ・ロシアなどともデー
タ共有・共同解析・実験を行うことができた。このような共同・
連携研究により、他国の研究者を含めた国際的な共同研究成
果を公表できたことは、本テーマの大きなポイントといえる。
　またテーマ間連携からも多くの研究成果を発信することがで
きた。特に、「みらい」での観測をとおしたテーマ 1・3・6との共同・
連携により、急速に進行する北極海の環境変化を海洋物理から
生物地球化学にかけてカバーする本テーマの研究内容に、気象・
大気化学・海洋生態系などの広がりを持たせることができた。
　それぞれの研究成果については、4つの研究グループ別に次
項以降で紹介する。本プロジェクトでは、単に研究成果を論文
として公表するだけでなく、人文社会科学系と自然科学系の研
究分野が連携を深めた成果の創出、そして社会への発信が強く
求められていた。本テーマでも積極的にアウトリーチ活動を行
い、社会への成果発信に努めてきた。またテーマ 6やテーマ 7
と連携しながら、下記の活動を進め、従来の自然科学研究だ
けではない成果をあげたことをここに特記する。

北極政策に資する科学の抽出方法の確立
　近年、国際的な北極政策を協議する場では、北極観測の統
合と強化およびデータ共有をとおした社会への成果還元が求め
られている。本テーマでは、このような観点からテーマ 7と連携

4.5.1 全体概要

菊地 隆・木村 元

北極海洋環境観測研究テーマ

4

4.5 

図 4-5-1. 海洋地球研究船「みらい」による北極航海の航跡図。
（上）2016 年の航跡および 2016 年 9 月 18 日の海氷密接度分布図。
（下）2017 年の航跡および 2017 年 9 月 17 日の海氷密接度分布図。
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して、北極海の環境変化に対する研究成果が、社会にどのよう
に貢献しているのかを説明し、政策との関連で研究の価値付け
を行う手法の開発に着手した。特に、SAONによる報告書（IDA 
STPI and SAON, 20171)）を参照し、そこで用いられている
意思決定のメソドロジーであるところのValue Tree Analysis
（VTA）を日本の北極政策と北極観測に応用することで、日本
の北極科学活動がどのような政策目的に関連しているのかを可
視化することを試みた。2018年度には、VTAの専門家を米国
の科学技術と政策の研究所から招聘してワークショップを開催
することができた。

日本科学未来館と連携したアウトリーチ活動と北極学習ツー
ル（ボードゲーム『The Arctic』）の製作
　幅広い分野の北極研究から得られた成果を広く社会に発信す
べく、日本科学未来館の協力を得て、2018年 1月 8日に、本テー
マ、テーマ 6、テーマ 7が共同で展示およびトークセッション「ど
うなる？北極～海と生き物と私たち～」を実施した。これをきっ
かけとして、本プロジェクト全体のイベントとしてもトークセッショ
ンが企画されることにつながった。
　このような日本科学未来館との連携をふまえて、自然科学分
野だけでなく、北極域の文化や国際制度も視野に入れ、北極の
「今」を知り、持続可能な北極の「将来」について考えるための
学習ツール（ボードゲーム『The Arctic』）を開発・製作した。
　この学習ツールは、参加者が海洋学者・文化人類学者・漁業者・
開発業者・先住民族・外交官などの北極のステークホルダーに
なり、海氷が減少していく北極を舞台にロールプレイングを行う
ボードゲームである。それぞれの立場で北極に起きる環境変化や
人間生活への影響を考え、判断することで、海氷減少が進む北
極の環境変化や文化、経済への影響について議論し理解を進め
られるものとなっている。
　2019年 8月 8日に日本科学未来館で開催された、お披露目を
兼ねた体験会（図 4-5-2）では、メディアを含む多くの参加者に
学習ツールを体験してもらうことができた。ゲームを楽しみなが
ら、北極のことを理解するよい機会なったとの感想を得ることが
できた。その後も、「全国豊かな海づくり大会」（2019年 9月、秋田）
や国立極地研究所・JAMSTECなどでの各種イベント等で体

験会を開いている。また、2019年 10月 11日にはアイスランド
主催の国際会議 Arctic Circleにおいてブレークアウトセッショ
ン「A NEW BOARDGAME FOR A CHANGING ARCTIC」
を立ててこの取り組みを紹介するとともに、参加した研究者らに
も学習ツールを体験してもらった。2020年 1月には英語版も製
作した。同月にノルウェーで開催されるArctic Frontiers 2020
など、今後の国際会議などでも紹介する予定である。

目的
　1998年に「みらい」による北極海での観測が始まって 20年
以上経過した。その間に北極域で見られる風景は確実に変化し
ている。なかでも気温上昇と海氷減少が変化の象徴である。あ
る夏に観測船に乗り込むために訪れた北極海沿岸の村では、子
供たちが海水浴を楽しんでいた。北極海での海水浴など想像す
らしていなかったが、暖かい日が増え、おそらく海水浴を楽しむ
機会も増えたため、とおりすがりの我々の目にも飛び込んできた
のだろう。温暖化は子供たちにとって楽しい機会を増やしてくれ
るのかもしれない。しかし、凍った河川を道路として使用する期
間が短縮されたり、永久凍土が融解して家屋の倒壊を招いたり
と、地域住民の生活に被害をおよぼしている現実もある。一方、
海氷減少は、我々にとっては、砕氷能力を持たない船を利用し
た観測海域の拡大につながる。だが、いままで海氷の張り詰め
た静かな海であった北極海が、海氷がなくなることで強風の影
響を直に受けて荒れ狂い、観測できないこともある。嵐の下の
北極海では、いままでにない変化が起きているのかもしれない。
ここでは、本プロジェクトの研究により明らかにされつつある「変
わりゆく北極域の姿」と、その環境や生態系におよぼす影響に
ついて、いくつかのトピックスを紹介する。

図 4-5-2. （左）北極学習ツール（ボードゲーム『The Arctic』）。（右）2019 年 8 月 8 日に日本科学未来館で行った体験会の様子。

4.5.2 海氷減少にともなう北極海洋環境の変化と水循環・
気候変動との関係の理解

西野 茂人・渡邉 英嗣
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北極域の気温上昇と水循環の変化
　北極域の河川では、秋に表面が凍って薄い氷板を形成（結氷）
し、冬にはその河川氷が鉛直方向に厚く成長する。そして、春
になると融解するという季節変化を繰り返している。結氷期間
は河川氷上が冬道路として利用される一方、雪解け時にはアイ
スジャムによる洪水を引き起こすことがあり、地域住民の生活に
被害をおよぼすことから、その変動をいち早く捉えることが求め
られている（Prowse et al., 20112)）。しかしながら、極寒環境
下での河川氷の観測はアクセスの難しさ等から主要河川に限ら
れるため、これまでの研究では北極の広域での河川氷の状況を
把握することが困難であった。
　そこで、Park et al.（2016b）は、河川氷の計算を組み込ん
だ新たな陸面過程モデルにより、北極域の河川氷の変化を広範
囲かつ定量的に評価した。その結果、北極河川の最大氷厚は
1979～ 2009年までの過去 31年間で 8cm薄くなっていたこと
を示す計算結果が得られた（図 4-5-3）。この原因について、河
川氷厚の変動には河川氷上の積雪による断熱効果が気温より強
く影響すること、さらにその影響は他の地域よりも積雪変化の
大きなシベリアで明確に現れることがはじめて明らかになった。
一方、河川の結氷期間については、過去 31年間で 9日間短縮
する結果が得られ、その主要因子は積雪より気温が強く影響し
ていることも感度実験から明らかになった。
　これらの結果は、気温上昇に加えて積雪の断熱効果が加わ
ることで北極域の河川氷はさらに薄くなっており、積雪の変化
によって河川氷厚の長期的な変化と地域的な違いが生じること、
一方で河川氷の「結氷期間」には積雪よりもむしろ気温が主要
影響因子となること等、河川氷がそれぞれの影響因子に対して
複雑な応答を示すことを表している。

　また、Park et al.（2017）は、気温上昇および河川流出量の
増加などの変化が顕著である北極域の河川における水温の変化
を計算するモデルを開発し、環北極の河川に適用して 1979～
2013年の間における河川水温の変化を評価した。気温上昇の
影響を受け、全河川の水温が上昇傾向を示した。特に、西シ
ベリアの河川においてその上昇が顕著であった。流量の増加は

熱容量を増加させ、水温の上昇を低下させる役割をしていたが、
水温は気温の影響を強く受けていたことがモデルの感度実験に
よって明らかになった。水温上昇は北極海に流入する熱エネル
ギーの増加を意味し、海氷減少への影響が考えられる。
　北極域の大気水循環特性については、南極域と合わせて
Oshima and Yamazaki（2017）によりレビューがなされ、過
去 40年間の長期傾向が議論された。それによると、両極域へ
運ばれる水蒸気輸送には明確な長期傾向はみられなかったが、
一方で北極の水蒸気量は気温上昇にともなって増加傾向にあっ
た。南極の水蒸気量はなだらかに減少する傾向にあり、夏の南
極振動と秋のアムンゼン海低気圧が影響をおよぼしていること
が示された。また両極では相対湿度に低下傾向がみられた。

北極海の海氷減少と海洋環境の変化
　近年の北極海の海氷減少にともなって、海洋の温暖化 
（Shimada et al., 20063)）や淡水化（Proshutinsky et al., 20094)）、
貧栄養化（Nishino et al., 20115)）、酸性化（Yamamoto-Kawai 
et al., 20096)）などが進行していることが明らかになってきた。
しかし、そのような海洋環境の変化は、時空間的に一様に起こっ
ているわけではなく、どこで変化が生じ、どのように伝わってい
くのかといったことや、その変化の季節性、経年変動などにつ
いてはまだ十分にわかっていない。本プロジェクトでは、船舶観
測、係留系観測、衛星観測、そして数値モデルの結果などを総
合的に解析し、その理解を着実に推し進めた。
　Tsukada et al.（2018）は、チュクチ海の 1999～ 2015年ま
での夏季太陽放射加熱量について、衛星観測データ、「みらい」
や係留系による現場観測データ、および再解析データを用いて
調査した。その結果、チュクチ海の夏季太陽放射加熱量は年々
変動が大きいものの、ベーリング海峡からチュクチ海に入る熱
流入量の 2倍近くに相当することがわかった（図 4-5-4）。ベー
リング海峡から流入してきた暖水がチュクチ海で夏季の太陽放
射加熱によりさらに暖められることになる。また、この水塊変質
がチュクチ海の北に広がるカナダ海盆への熱輸送に重要である
ことを示した。

　ベーリング海峡からの流入水の異常な高温アノマリーが 2016
～ 2017年の冬にチュクチ海陸棚斜面の係留観測によって捉えら
れた（図 4-5-5、 Kimura et al., 2019a）。詳しく解析したところ、
この高温アノマリーは、バロー海底谷に設置した係留系にもみら
れた。また、2016～ 2017年の冬はチュクチ海で南風が卓越し

図 4-5-3. 陸面過程モデルにより計算された冬季（1 ～ 3 月）の平均積雪深（上）、および
最大の河川氷厚（下）の経年変化。それぞれの時系列は 1979 ～ 2009 年の平均に対して
各年の値の偏差で表している。河川氷厚の減少（増加）は、1990 年前後と 2000 年前後
の積雪の増加（減少）とよく対応しており、積雪が氷厚の経年変化に影響を与えたことを
示唆している。

図 4-5-4. チュクチ海における熱フラックスの 1999 ～ 2015 年までの時系列。赤が夏季太
陽放射加熱量、紫がベーリング海峡からの熱流入量を表す。
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ており、チュクチ海南部の水温も高かったため、この高温水が
バロー海底谷をとおってチュクチ海陸棚斜面域に到達したものと
考えられる。

　チュクチ海陸棚斜面からチュクチ海台周辺域にかけての冬季
海氷下の亜表層暖水輸送プロセスについては、Watanabe et 
al.（2017）が数値モデルを用いて解析を行った（図 4-5-6）。北
極海全域を対象とした水平解像度 5kmの海氷‐海洋結合モ
デル CCSR Ocean Component Model（COCO）で 2001～
2014年の年々変動実験を行い、複数の係留系から得られた水
温変動を整合的に再現した。本研究によって、チュクチ海台周
辺域における亜表層の昇温シグナルは、バロー海底谷からの熱
流入、チュクチ海陸棚縁に沿った西向きジェット、海氷融解水
による成層強化の組み合わせによって大きく年々変動しているこ
とが示唆された。

　また、北極海での海氷消失により、海洋が直接風応力の影
響を受けるようになり、海洋の混合が強化されることが考えられ
る（Rainville et al., 20117)）。Kawaguchi et al.（2016a）は、
海氷が消失したカナダ海盆において、風のエネルギーがどのよ
うに海洋内部に伝えられるかを、「みらい」による 3週間の定点
観測で取得した気象・海洋観測データを用いて解析した。その
結果、海氷が消失した海域では、強風イベントに応答して表層
で乱流混合が大きくなるのに加えて、風により励起された内部
波が海洋の高気圧性の渦に捕捉されて渦の下部まで伝播し、そ
こで砕波することを観測からはじめて明らかにした（図 4-5-7）。
海氷がなくなった北極海において、大気から海洋へのエネルギー

のとおり道と、その砕波（そしてこれにともなう水塊混合や熱・
塩輸送）を明確に示したはじめての成果といえる。
　海氷分布の季節変化と海洋内部波の応答については、カナ
ダ海盆ノースウィンド深海平原（NAP: Northwind Abyssal 
Plain）に設置された係留系の氷厚計と流速計のデータを用い
て調べられた（Kawaguchi et al., 2019）。その結果、海洋内
部波に起因する乱流混合は、海氷に覆われた冬季は小さく、海
氷漂流速度が速くなる海氷融解期（初夏）と海氷生成期（晩秋）
に大きくなることがわかった。すなわち、海氷が動きやすくなる
ことで、風のエネルギーが海氷を通じて海洋に伝えられ、それ
によって励起された内部波が海洋の乱流混合を増大させてい
ることが明らかになった。

北極海の海氷減少と物質循環の変化
○北極海の CO2 吸収量の定量化
　これまで、北極海および周辺海域では船舶観測データが時空
間的に不均質かつ乏しいことから、大気‐海洋間 CO2交換量
の空間分布や季節・経年変化について定量化が十分になされて
いなかった。そこで、Yasunaka et al.（2016, 2018）は、自己
組織化マップを用いた推定手法により、衛星観測などによりデー

図 4-5-5. チュクチ海陸棚斜面に設 置した係留系により得られた水温の 2016 年 9 月～
2017 年 3 月の時系列。縦軸は水深を圧力（dbar）で表している。図中の赤丸の部分が冬
季にみられた異常な高温アノマリーを示す。

図 4-5-6. チュクチ陸棚縁ジェットと冬季亜表層昇温に関するモデル結果

図 4-5-7. 渦に捕捉される内部波とその砕波過程についての模式図。太い黄色の矢印は渦
の回転方向を、細い黄色線は波のエネルギーの伝播経路を示している。海氷が後退する
ことで風のエネルギーが海面から海洋に入りやすくなり、渦内部をとおり下層に伝搬する。
渦の基底部に到達した時点で、波は流れの不安定を起こして崩壊し、周囲の水をかき混ぜ
ながら海の泡として消える（砕波）。
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タが得られている水温、クロロフィル a濃度、海氷密接度、塩分、
大気 CO2濃度から、北緯 60度以北の海域について 216ヵ月
分（1997年 1月～ 2014 年 12月の 18年間）の大気‐海洋間
CO2交換量のマッピングを行い、北極海およびその周辺海域に
おいて、いつどこでどのくらいの CO2が吸収されているのかを
定量化した（図 4-5-8）。

　CO2交換量のマッピングの結果、北極海全体では 1年あたり
180±130TgCの CO2を吸収していると推定される。これは、
海洋全体で毎年吸収していると推定されている CO2の約 10%
に相当する。北極海の面積は全海洋の 3%であるにも関わらず、
約 10%もの CO2を吸収しているということは、北極海が重要
な吸収域であることを意味している。一方、北極海全体の CO2
吸収量の長期変化傾向は、吸収量が増加している海域と減少
している海域があるために、ほぼゼロになっていることもわかっ
た。例えば、海氷の減少が顕著なグリーンランド海やバレンツ
海北部では CO2吸収量が増加している。これに対して、チュク
チ海やバレンツ海南部ではCO2吸収量が減少している。これは、
水温上昇にともなうCO2吸収能の低下のためと考えられる。
　CO2の吸収は海洋酸性化に直結する要因であるため、本研
究の成果は、特に海洋酸性化の影響が深刻である北極海にお
ける海洋酸性化の実態把握につながるものである。

○北極海の窒素循環と海氷減少に対する応答
　北極海を含む海洋の基礎生産（植物プランクトンの生産）に
おいて窒素は必須の元素であり、窒素循環は海洋生態系にとっ
て重要な役割を担っている。窒素固定は窒素分子（N2）を還元
してアンモニアを生成するプロセスで、海洋における窒素供給
源のひとつであるが、窒素固定生物が生息できるのは窒素栄養
塩が乏しい海域に限られるとこれまで考えられてきた。窒素固
定生物としてよく知られているシアノバクテリアは温度依存性が
あり、1年中温暖な熱帯・亜熱帯海域のみに生息する。このため、
海洋での窒素固定の研究は主に熱帯・亜熱帯貧栄養海域で行
われてきた（例えば、Moisander et al., 20108)）。
　北極海は水温が低いものの、貧栄養となる海域が存在するた

め、窒素固定が重要な窒素源となっている可能性があることか
ら、Shiozaki et al.（2018）は北極海の太平洋側に位置するチュ
クチ海からカナダ海盆を対象として窒素固定に関する調査を「み
らい」を用いて行った。その結果、北極海では広く窒素固定が
行われ、貧栄養水塊では重要な窒素供給源となっていることが
わかった。カナダ海盆域では、近年の海氷融解によって貧栄養
化が進行しているが、そのような海域では今後、窒素固定が基
礎生産の要となる可能性がある。また、窒素固定は貧栄養海域
だけではなく、窒素栄養塩が十分にある海域でも観測された。
さらに、北極海に生息する窒素固定生物はシアノバクテリアとは
異なり、嫌気性細菌が主体となることがわかった。このことは、
北極海の窒素固定が光に依存せず、中深層や冬季の極夜の時
期でも行われていることを示唆している。
　海水中では、また、アンモニアが微生物の活動を介して亜硝
酸や硝酸へと変換される硝化反応が起きている。この硝化反応
はアンモニアの濃度や光量、pHによって制御されることが知ら
れているが（例えば、Beman et al., 20119)）、近年の北極海の
海氷融解の進行や海洋酸性化がいかに硝化反応速度に影響を
およぼすのか、その実態はまだ明らかではない。
　そこで、Shiozaki et al.（2019）は硝化反応が光量と pHに
対してどのように応答しているのかを調べるため、チュクチ海お
よびカナダ海盆で「みらい」による観測を実施した。その結果、
硝化反応は pHよりも光量の影響を受けることがわかった。硝
化は光量がある閾値を超えると顕著に抑制され、その閾値を超
える光量が北極海陸棚域や海盆域の水深約 80m以浅で観測さ
れた。海氷融解にともない海中への光の透過が促進されると硝
化反応が抑制され、アンモニアが硝酸に変換されにくくなるの
で、海中ではアンモニア態窒素栄養塩の相対量が増加すると考
えられる（図 4-5-9）。この変化は、食物連鎖の底辺を支える低
次生態系には非常に有利に働き、上位の高次生物の生産にも大
きな影響をおよぼす可能性がある。

図 4-5-8. 北極海の CO2 交換量。CO2 吸収量は、グリーンランド海、バレンツ海、チュク
チ海で大きい。これらの海域は風が強く海氷が少ないために、吸収が大きくなったと考え
られる。

図 4-5-9. 海氷に覆われた場合と海氷がなくなった場合の無機態窒素の模式図



80

第 4 章　国際共同研究の推進　|　テーマ 4  北極海洋環境観測研究

北極海の海氷減少と生態系の変化
○北極海太平洋側海域における生物学的ホットスポット
　北極海のなかのチュクチ海南部は、世界でもっとも基礎生産
力（植物プランクトンの生産力）が高い海域のひとつであり、生
物学的ホットスポットとして知られている。しかし、この海域は
冬季に海氷に覆われるため 1年を通じて得られる観測データは
なかった。
　そこで、チュクチ海南部のホープ海底谷に世界ではじめて係留
系を設置し、水温、塩分、溶存酸素、濁度、および動物・植物
プランクトン量のデータを 2年間にわたり取得した。さらに、係
留系では取得できないパラメーターについては、「みらい」や「お
しょろ丸」による船舶観測で広域かつ高精度なデータを取得した。
　係留系による時系列観測の結果、植物プランクトンは海氷
融解期である春季に大増殖（ブルーム）がみられるだけでな
く、秋季にもブルームが起きることがわかった（Nishino et al., 
2016）。船舶観測の結果と合わせると、ホープ海底谷が有機物
の貯蔵庫の役割を果たし、ここで有機物が分解されて生じる栄
養塩が、秋季ブルームを引き起こしていることが明らかになった
（図 4-5-10）。また、ホープ海底谷での有機物の分解では CO2
も生じるため、海底で海洋酸性化が進行することも突き止めた
（Yamamoto-Kawai et al., 2016）。動物プランクトンの季節変
化も係留系観測ではじめて明らかにされた（Kitamura et al., 
2017）。動物プランクトン量は、春季ブルームの時期ではなく、
秋季に最大になることが観測された。また、大型動物プランク
トンは夏季の終わりから秋季にかけて、小型のものはそれ以外
の時期に卓越することがわかった。大型動物プランクトンは海
鳥や海生哺乳類の餌になるため、動物プランクトンの季節変化
が海鳥の飛来や海生哺乳類の回遊とも関係すると考えられる。
　海生哺乳類の捕獲は先住民の生活に欠かせないため、これら
一連の研究は、海洋環境変動に関わる問題だけでなく社会的・
経済的・政策的な側面にとっても重要であり、『我が国の北極
政策』にも貢献するものである。

○海氷消失域での秋季ブルーム
　上述の秋季ブルームは下層からの栄養塩供給により引き起
こされるため、近年の北極海の海氷減少にともない、海氷消
失域での海洋混合の強化の結果（Kawaguchi et al., 2016a, 
2019）、秋季ブルームの頻度や発生海域が増加すると考えられる
（Ardyna et al., 201410)）。しかし、我々の現場観測によっては
じめてチュクチ海とカナダ海盆で海洋混合強化に対する秋季ブ
ルームの応答が異なることが明らかになった（Fujiwara et al., 
2018; Nishino et al., 2020）。
　Fujiwara et al.（2018）は、2013 年 8～ 10月の「みらい」
北極航海（MR13-06）で行われたチュクチ海北部の定点観測
にもとづき、気象擾乱にともなう海洋生物地球化学的な応答に
ついて調査した。その結果、強風イベントにともなう海洋混合が、
下層からの栄養塩供給と秋季ブルームとして珪藻類の生物量の
増加をもたらすことを明らかにした（図 4-5-11）。さらに、増加
した珪藻類はただちにカイアシ類優占種に捕食されていること
が実験的に明らかになり、越冬前のカイアシ類のエネルギー源
となることを示唆した。近年増加傾向にある北極海の大気擾乱
は、海洋生態系のエネルギー転送過程を変化させる可能性を持
つことを示唆した。

　一方、Nishino et al.（2020）は、2014年 8～ 10月の「みら
い」北極航海（MR14-05）で行われたカナダ海盆（NAP）の
定点観測にもとづき、気象擾乱にともなう海洋生物地球化学的
な応答について調査した。その結果、カナダ海盆では強風イベ
ントにともない強い海洋混合が起きても、下層から栄養塩が供
給されず、植物プランクトンの増加をもたらさないことがわかっ
た。この原因として、カナダ海盆に蓄積される海氷融解水や河
川水が強い成層を形成することと、栄養塩躍層が深いことが考
えられる。しかし、この強い成層により有機物粒子がそこに留ま
り、それが分解されることで発生する栄養塩が植物プランクトン
の生産（秋季ブルーム）を支えていることを示唆した。また、暖
水渦がチュクチ海陸棚域から運んでくる栄養塩も秋季ブルーム
維持に重要であることを示した。
　暖水渦と栄養塩フラックスおよび植物プランクトンの生産につ

図 4-5-10. チュクチ海ホープ海底谷での秋季ブルームの模式図。図中の　 および 　の記号は、
それぞれ図の裏から表に向かう方向の流れ、および図の表から裏に向かう方向の流れを表
す。ホープ海底谷では底層水がドーム状構造をしており、このため反時計回りの海洋循環
がみられるとともに、海底近くで流れが集まってくると考えられる。この流れに乗って有
機物を含むさまざまな粒子が流入・蓄積し、その有機物が分解されることにより植物プラ
ンクトンの増殖に必要な栄養塩（アンモニア等）が生成され、秋季のブルームを支えてい
ると考えられる。

図 4-5-11. チュクチ海での定点観測における（a）風速、および（b）クロロフィル a 濃度
の時間変化。横軸は 2013 年 1 月 1 日からの日数。縦軸は水深（m）。

○×○・
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いては Nishino et al.（2018）によってさらに詳しく調査された。
2015年 8～ 10月の「みらい」北極航海（MR15-03）において、
アラスカ沖で低気圧性暖水渦を発見し、その詳細な観測を実施
した。その結果、渦中央部では流速の鉛直シアーで生じる乱流
混合によって有光層に栄養塩が運ばれ、大型植物プランクトン
の生産が維持されることがわかった（図 4-5-12）。一方、渦周
縁では二重拡散混合にともなう栄養塩供給により、小型植物プ
ランクトンが増加することが明らかになった。海氷減少による渦
の強化と温暖化にともなう二重拡散混合の活発化は植物プラン
クトンの量や種類を変化させる可能性がある。

○海氷分布とアイスアルジー
　アイスアルジーは海氷底部に付着する藻類であり、氷海域
生態系の重要な基礎生産者である。Fukai et al.（2019）は、
2017年と 2018年の夏季にセントローレンス島南方海域で採取
した海底堆積物中のアイスアルジーを含む休眠期細胞群集の比
較を行った。細胞密度は 2017年に比べ 2018年の方が 10～
100 倍高かったが、これは、この海域で 2017年に比べ 2018
年の方が海氷後退が早かったためとと考えられる。しかし、ア
イスアルジーに注目すると、2017年には高い割合で出現したが、
2018年は非常に低密度であった。このことから、2017年には
アイスアルジーが増殖するのに十分な時期まで海氷が存在した
が、2018年には海氷後退時期が早く、アイスアルジーが増殖で
きなかったと考えられる。
　上記のような観測事例はあるものの、北極海、特に北極海中
央部（海盆域）でのアイスアルジーに関する観測データはほとん
どない。しかしながら、アイスアルジーの生産とその海氷減少
に対する応答を明らかにすることは、北極海全体の炭素循環や
食物連鎖を理解し、気候や生態系の将来予測をするための鍵と
なる。Watanabe et al.（2019）は、北極海のアイスアルジーの
生産過程を組み込んだ複数のモデルを比較することにより、ア
イスアルジー生産の不確定性と制御因子について議論した（図
4-5-13）。その結果、アイスアルジー生産は陸棚域と海盆域で

大きな違いがあること、顕著な長期変動はみられないこと、安
定した氷盤と海氷底面への十分な光が必須であること、春季の
栄養塩が制御因子になっていること、モデル間の違いは最大成
長速度に起因していることなどを明らかにした。今後、モデルと
比較できる現場観測データの蓄積が必要である。

まとめ
　北極域の気温上昇と海氷減少は、陸域や海洋の環境変化を
引き起こし、そこに暮らす生物や人間に影響をおよぼしている。
特に、アラスカ沿岸のチュクチ海は、先住民の暮らしを支える
豊かな生態系が広がっているため、本プロジェクトではそこでの
環境や生態系の変動について「みらい」などを用いて重点的に
研究を進めてきた。その結果、多種多様な生物が集まるチュク
チ海のホットスポットの形成・維持機構やそこでの海洋酸性化、
CO2吸収、窒素循環などについて、プレスリリースを含めた多く
の成果をあげることができた。
　今後も北極海の海氷は増減を繰り返しながら、年を追うごと
に北極海中央部に向かって減少していくであろう。海水温上昇
にともなって南方の魚類が侵入し、将来的には北極海中央部で
も漁業ができるようになるかもしれない。また、船舶の航行や
資源開発の可能性も含んでいる。だが、そのような人類活動に
よる北極海の環境汚染や生態系の破壊が懸念されている。今
後我々は、いままで海氷に阻まれデータの空白域となっていた
北極海中央部にも焦点を当て、そこでの総合的な環境調査と生
態系アセスメントを推進する必要がある。

温暖化・酸性化をはじめとするさまざまな環境ストレスが生
態系の低次栄養段階におよぼす影響
　北極海では、温暖化にともない夏季の海氷が後退する期間が
長期化し、海氷のない面積が増大している。これにより、海に
降り注ぐ光の量や、大気から海洋への CO2の溶解量の増大が
起きている。近年の衛星観測によれば、海氷の縮小にともなう
光の利用可能性の増加が、植物プランクトンの生産量の増大に

図 4-5-12. 2015 年 9 月にアラスカ沖で観測された低気圧性暖水渦の模式図

図 4-5-13. 複数のモデルによるアイスアルジーの年間基礎生産量。左は年間最大海氷厚、
右は海洋表層における年間最大硝酸塩濃度との関係を示す。オレンジが JAMSTEC、茶お
よびピンクが UAF、緑がビクトリア大学、青がワシントン大学の計算結果。黄色の範囲内
の●は陸棚域、緑色の範囲内の▲は海盆域の平均値。エラーバーは年々変動の標準偏差。

4.5.3 温暖化・酸性化によるプランクトンへの影響評価

小野寺 丈尚太郎・杉江 恒二・渡邉 英嗣
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寄与していることが報告されている（Arrigo and van Dijken, 
201111））。他方、カナダ海盆におけるモニタリングでは、昇温、
低塩化および栄養塩濃度の低下が観測されており、超小型の植
物プランクトン（直径 2µm以下）の増加が観測されている（Li 
et al., 200912））。北極海の環境変化によって、すでに生態系の
低次栄養段階生物に影響が出ていることは事実であるが、どの
要因がどれほど生物に影響を与えているのかについてはまったく
わかっていない。
　そこで、現場におけるさまざまな観測に加え、異なる環境条
件下での北極海のプランクトン群集の培養実験を行うことで、
生態系に起きている変化に対する理解を深化させることを目的と
した。また、北極海の低次生態系を表現する数値モデルの開発
を行うとともに、社会科学との連携や研究活動の成果発信にも
力を入れた。

北極海の環境変化が窒素循環におよぼす影響
　植物プランクトンに利用可能な窒素は、アンモニアや硝酸・
亜硝酸塩が主であり、ガス態の窒素（N2）はごく一部の細菌が
利用できるのみである。また、アンモニアの多い環境では小型
の植物プランクトンが、硝酸塩の多い環境では大型の植物プラ
ンクトンが多いことが経験的に知られている。植物プランクトン
の大小は、高次栄養段階生物への栄養やエネルギーの伝搬効
率ならびに生物粒子の鉛直方向の移動性に影響する、極めて重
要な要因である。すなわち、海水に存在する窒素がアンモニア
であるか硝酸塩であるかは、生態系動態を考えるうえで非常に
重要である。
　本研究で取り扱う窒素の循環とは、アンモニア →［酸化（硝
化菌）］→ 硝酸 →［同化（植物プランクトン）］→ ［枯死・分解
（細菌）］→ アンモニア → … のサイクルを指す。生物に利用可
能な窒素の濃度比を決めるうえで、アンモニアを硝酸に酸化す
る硝化菌の存在量と活性が重要な要因であるが、北極海の海
洋環境変化が硝化菌におよぼす影響について調べられたことは
なかった。

　2016年と 2017年の「みらい」北極航海（MR16-06、MR17-
05C）において、生物に利用可能な窒素動態について精査し、さ
らに、光強度や pHを変化させた培養実験を加えて行った。
その結果、光強度の増加が硝化速度を著しく低下させることが
明らかになった（図 4-5-14）。また、pHもわずかながら硝化
速度を低下させる効果があった。これらの結果は、海氷の後
退によって海水中に差し込む光の量の増加および CO2 増加の

ふたつの要因によって硝化が抑制され、アンモニアが硝酸塩
に対して増加する可能性を示唆する（Shiozaki et al., 2019）。
海氷が融解する面積や期間は今後も増加すると考えられるた
め、人為起源の環境変化が続く限り、窒素循環は攪乱され続
けると考えられる。

北極海の環境変化が植物プランクトン動態におよぼす影響
　大気中の CO2の増加により、海洋表層に溶け込む CO2の
量が増大している。これにより、海水の pHは少しずつ酸性側
に傾いてきている（海洋酸性化、Doney et al., 200913））。また、
温室効果気体であるCO2は、海水温の上昇にも寄与し、さらに、
昇温による海氷の融解は海水の塩分を低下させている。北極海
に生息するすべての生物は、これらの環境変化のなかで生息し
なければならず、どのような影響が現れるのかを解明することは
喫緊の課題である。しかしながら、それぞれの環境変化が植物
プランクトン群集動態におよぼす影響については調べられたこと
がなかった。
　本研究では、2015年と 2016年の「みらい」北極航海（MR15-
03、MR16-06）において、チュクチ海北部の海水を用いた培
養実験を行った。実験では、水温、CO2濃度、塩分を、それ
ぞれ 2段階ずつ操作し、順列組み合わせで 8とおりの実験設
定で行った。その結果、2015年の実験では昇温により小型の
植物プランクトンが増える傾向、2016年の実験では酸性化によ
り小型の植物プランクトンが増える傾向を見出した。すなわち、
両年とも、現在顕在化しており、さらに、将来その影響が加速
すると想定される環境変化が、植物プランクトン群集のサイズ
組成を小さい側にシフトさせる効果があることを、世界ではじめ
て定量化することに成功した（図 4-5-15、Sugie et al., 2020）。
　上記の研究成果より、北極海において顕在化してきた、水温、
CO2濃度、塩分の環境変化は、植物プランクトン群集を小型化
させる方向にシフトさせる可能性が高いといえる。植物プランク
トンの小型化は、高次栄養段階生物（例えば、北極ではアザラ
シやシロクマ）の環境収容力の低下につながる。さらに、小さ
な植物プランクトンは沈みにくく、分解されやすい。これは、海
洋の CO2吸収能力の低下につながり、温暖化や海洋酸性化に
対する正のフィードバック効果、すなわち、北極海の海洋環境
の悪化は負のループに陥ることが示唆される。想定される最悪
のシナリオを避けるためにも、環境変化を最小限にとどめるよう
に、人類は知恵を絞る必要がある。

図 4-5-14. 光量子と硝化速度の関係性。（a）光量子を操作した培養実験、（b）調査海域の
有光層内における光量子と硝化速度の実測値。光量子の上昇は、硝化を有為に低下させる。

図 4-5-15. 水温、CO2 濃度、塩分を変化させたときの植物プランクトン（クロロフィル b を
持つ緑藻類）の増殖速度。棒グラフのうえのアルファベットは Tukey-Kramer 法による平
均値の検定結果。
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北極海の亜表層における pH と CO2 の通年観測
　北極海は、海洋酸性化が特に進行している海域のひとつであ
る（AMAP, 201314））。将来も見据えたプランクトンの培養実験
研究と同時に、海洋酸性化に関する現在の動態を観測すること
も重要である。北極海の海洋酸性化の原因として、海洋表層で
は海氷融解にともなうアルカリ度の減少と大気 CO2の吸収が
寄与し、その下層においては有機物分解にともなうCO2の増加
が影響している（Yamamoto-Kawai et al., 20096））。チュクチ
海南部ホープ海底谷の生物活動が活発な「ホットスポット」で
は、炭酸塩飽和度と生物活動との関連が 2012～ 2014年にか
けて通年で調査され、炭酸カルシウムの未飽和な状況が、温暖
化の進行とともにチュクチ海の底層を中心に一層広がっていくこ
とが示唆されている（4.5.2および 4.5.4を参照、Yamamoto-
Kawai et al., 2016）。
　そのような炭酸カルシウムの未飽和な太平洋起源水は、チュ
クチ海を北へ流れ、一部はバロー海底谷を経由してカナダ海盆
やボーフォート海沿岸へ、また一部はチュクチ海の陸棚縁を北
西へと流れていく。そこで、本研究では、バロー海底谷の北方
沖と、さらに北西側の下流エリアにおいて、ガラス電極式 pHセ
ンサーを海底固定型係留系に取り付け、2015年秋から海洋酸
性化に関する観測を続けてきた。また、近年開発が進められて
きた薄膜式CO2センサーを一部の係留系に導入し、pHセンサー
とともに通年係留観測を実施した。チュクチ海北縁の亜表層に
おける pHの一時的な低下は、二酸化炭素分圧（pCO2）の一
時的な増加に対応している場合が多かった（図 4-5-16）。

海洋酸性化が有殻翼足類の殻に与える影響を可視化
　有殻翼足類は、サケなどの魚にとって有用な餌資源とされる。
有殻翼足類が作る炭酸カルシウムの殻は薄く、またその結晶ア
ラゴナイトが酸性環境に対して脆弱な特性を持つ。そのため、
海洋酸性化が有殻翼足類の生存を脅かし、その影響が魚類や
より高次の生態系まで波及することが懸念されてきた。有殻翼
足類の殻の品質は、従来は主に顕微鏡観察にもとづき定性的
に評価されてきた。JAMSTECでは、マイクロフォーカス X 線
CT（MXCT：Microfocus X-ray Computed Tomography）
観察法をプランクトン研究向けに導入し、改良を続けてきた。
これにより、殻の形態を立体的に計測し数値化するとともに殻

の密度も定量的に分析できるようになった。本研究では、北極
海で得られたプランクトンネットおよび pHセンサーをともなうセ
ジメントトラップで得られた有殻翼足類の殻についてMXCT法
による観察を行った（図 4-5-17）。
　2013年および 2015年の秋に北極海太平洋側の複数観測点
において、有殻翼足類ミジンウキマイマイ数百個体の幼生がプ
ランクトンネットで海洋表層付近から得られた。その殻密度は、
生息域である海洋表層付近の炭酸塩飽和度と正の相関を示し、
ミジンウキマイマイの幼生の殻密度は、現場の海水の炭酸塩飽
和度を反映することを示唆された。
　また、時系列セジメントトラップで得られた有殻翼足類の殻
についても、pHが低下するタイミングで密度が低下し殻の破損
がみられる個体も増えていた。しかし、そのような一時的に低下
した pH環境が、殻の品質だけでなく、有殻翼足類の生理や生
存にどのように影響しているかについては、まだ十分な結果が
得られておらず、今後の課題である。
　海洋生態系研究におけるMXCTという新たな手法の開発を
きっかけとして、JAMSTECはノルウェー海洋研究所（IMR：
Institute of Marine Research）との共同研究を 2016年 5月
に開始した。我々が観測してきた北極海太平洋側と IMRが観
測している大西洋側において、海洋酸性化や温暖化などの環境
ストレスに対する生態系の動態について、今後さらなる成果が
期待される。

大型動物プランクトンの生産と移流の様子を通年観測
　チュクチ海南部ホープ海底谷で 2012年 7月～ 2014 年 7月
の 2年間実施した動物プランクトン測定用マルチ周波数音響プ
ロファイラーによる係留系観測のデータ解析から、海氷に覆わ
れる冬季を含む通年での動物プランクトンの動態の季節変化を
はじめて明らかにした（Kitamura et al., 2017）。動物プランク
トンのバイオマスは、春季ブルームの時期ではなく、9～ 10月頃
にかけての秋に最大になることが観測された（図 4-5-18）。こ
れは現場での生産よりも、ベーリング海からの移流が重要であ

図 4-5-16. pH 観 測の 一 例。チュクチ海 北部 ハンナ 海 底谷 の深 度 約 65m で
2016 年 9 月～ 2017 年 9 月に観測された pH および溶存酸素および pCO2 の
時系列変動。

図 4-5-17. 有殻翼足類ミジンウキマイマイの MXCT 画像。殻断面の色は殻の密度
の違いを表し、赤色ほど密度が高く青色が低い部分である。　
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ることを示唆している。また多周波数の音響データの解析結果
から、大型動物プランクトン（オキアミやカイアシ類 Neocalanus 

cristatus）は夏季の終わりから秋季にかけて、小型のものはそ
れ以外の時期に卓越することが示唆された。これまで、ベーリ
ング海からチュクチ海に移流された動物プランクトン（北極固有
種に比べて大型）は越冬できないものと予想されてきた。本研
究で示された、大型動物プランクトンの冬季の減少は、移流種
がチュクチ海で越冬できないことを示唆している。動物プランク
トンが増加する時期と、クロロフィルセンサーで観測された植物
プランクトンのブルーム期には違いがあるので、春～初夏に生産
された植物プランクトンの多くが底生生物に供給される従来型
の漂泳系‐底生系カップリング（pelagic-benthic coupling）が、
観測した時点ではまだ維持されていることが示唆された。しか
し、温暖化の進行と海氷減少とともに、プランクトンの生産期
や種組成が変化していくことで、チュクチ海の生態系が漂泳系
‐漂泳系カップリング（pelagic-pelagic coupling）に変化して
いく可能性もある。今後も生態系の動態も含めた海洋観測は必
要である。

有機物粒子の輸送モデリング
　本研究では、JAMSTECがバロー峡谷からチュクチ海台周
辺にかけて設置しているセジメントトラップ係留系（NAP10～
13・CAP12・NBC15～ 17・NHC15～ 17）の観測結果をふ
まえながら、生物由来粒子の時空間変動メカニズム解明を目指
している。実施担当者の先行研究（Watanabe et al., 201415） ）
では、太平洋側北極海で発生する海洋渦が生物由来粒子の時
空間変動に重要な役割を担っていることを指摘しており、引き
続きそのプロセスに着目した。カナダ海盆南部（3,000m等深
線と北緯 75度で囲われた海域として定義）において、相対渦度
の絶対値が 0.05f（ f はコリオリパラメーター）より大きくなるモ
デル格子の総体積量から中規模渦の存在量を簡易的に見積も
ると、先行研究で実施した季節変動実験の結果と同様に、各
年とも夏から秋にかけて渦生成が活発化する様子が再現された
（図 4-5-19（a）（b））。バロー峡谷の北側に設置したセジメント
トラップ（NBC15）では夏季に捕集器上部が目詰まりして測定
不能になるほど大量の粒子が沈降していた様子が捉えられてい
るが、年々変動実験の結果からも、同程度の有機物粒子の沈
降が過去にも頻繁に生じており、その変動は渦生成量とある程
度関係があることが示唆された（図 4-5-19（c））。
　このような水深の浅い陸棚域周辺では、海底堆積物の再懸
濁が物質循環を考えるうえで無視できないことが指摘されてい
る。そこでアイスアルジーなど極域特有のプロセスを含む低次

生態系モデルArctic NEMUROに粒子態有機窒素（PON: 
Particulate Organic Nitrogen）の再懸濁プロセスを導入した
実験を行い、その感度を調べた。まずテストケースとして PON
添加量を当該格子で計算される水平流速の二乗に比例させるこ
とで、流れの強い陸棚縁で局所的に PON濃度が増加する様
子が表現された。ただし、海洋表層での生物生産に由来する
PONと同じ沈降速度を与えた場合には、再懸濁粒子が海盆内
部までは広がらないことがわかった。今後、再懸濁した PON
に異なる沈降速度を与える実験を行う予定である。これらのプ
ロセス自体はまだ観測的証拠が少なく、定量的評価が困難であ
るが、結果として生じる沈降粒子量の時空間変動をセジメントト
ラップデータと比較することで検証を進めていく予定である。

炭酸系モデリング
　北極海は大気からの CO2吸収、海氷融解水による希釈、陸
棚海底に堆積した有機物の分解などにともなって海洋酸性化
が急速に進行しており、環境ストレスによる生物への影響が危
惧されている。すでに炭酸カルシウムのうちアラゴナイト未飽和
の海域が広がりつつあるが、酸性化の時空間変動や要因の相
対的寄与については未解明な部分も多い。これらのプロセスを
定量的に評価するには数値モデリングが有用であるが、初期・
境界条件に必要なデータが揃っていないなどの理由により、現
実的に再現性のよいシミュレーション結果を得るには実験設
定の継続的な見直しが必要である。このような背景をふまえ
て、本研究では、炭酸系を含む海氷‐海洋結合モデルArctic 
NEMURO-Cの開発および高精度化を実施した。
　既存のArctic NEMUROにOcean Carbon-Cycle Model 
Intercomparison Project（OCMIP）で提唱されている炭酸
系ルーチンを組み込み、pCO2・pH・炭酸カルシウム飽和度（Ω）
など炭酸系変数の計算を行った。アルカリ度と全炭酸の初期値
はWorld Ocean Atlas 2005※ 1の水温・塩分・溶存酸素から
重回帰式を用いて推定した格子データを与え、水平 25km格子
の中解像度版で 1979～ 2013年のさまざまな設定のもとで実
験した結果を検証した。観測値ベースの自己組織化マップから
推定された海面付近の pCO2や大気‐海洋間 CO2フラックス
のデータ（Yasunaka et al., 2016, 2018）と比較しながら、チュ

図 4-5-18. チュクチ海南部の水柱約 50m における 2012 年 7 月～ 2014 年 7 月に
かけての音響散乱強度の鉛直分布変化（Kitamura et al., 2017）。青色から赤色
の変化が、バイオマスの増加を表している。

図 4-5-19. （a）100m 深での相対渦度 [1/s]。（b）カナダ海盆南部における中規模
渦の総体積量 [103km3]。（c）バロー峡谷の北側に位置する係留系設置地点 NBC
での粒子態有機窒素 PON の沈降フラックス [µmol-N/m2/d]。（c）のバーはセジ
メントトラップで捉えられた観測値で、その他はいずれも北極海領域モデル 5km
格子版による年々変動実験の結果。
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クチ陸棚域やカナダ海盆域で長期傾向も含めて再現性のよい設
定を抽出した（図 4-5-20）。このケースでは炭酸カルシウムのう
ちアラゴナイト未飽和の海域が最近拡大している特徴もよく捉え
ている。一方、カナダ海盆域の中深層では、国際共同観測プロ
ジェクト Joint Ocean Ice Studies（JOIS）で得られた船舶観測
データと比較して、アルカリ度や全炭酸に大きなバイアスがみら
れた。このバイアスの大きな要因は初期値によることが確認さ
れたため、上述の格子データ作成に用いた重回帰式を主要な水
塊別に見直すことにした。また実験期間を 2018年まで延長する
ことで、直近の船舶観測データも反映させながら引き続き精度
向上に取り組んでいく予定である。

目的
　北極海の淡水収支とその変動は、温暖化による海氷融解、
陸起源淡水量の変化、海洋循環場の変化を反映した結果であ
ると同時に、海洋貯熱量、海氷形成・融解、海洋循環に影響
をおよぼす原因でもある（例えば、Ding et al., 201616））。また、
淡水量の変化によって海洋の成層度が変化するため、栄養塩循
環、生物生産、海洋酸性化といった生物化学的環境にも影響
をおよぼすことも懸念されている（McLaughlin and Carmack, 
201017）; Yamamoto-Kawai et al., 20096)）。本研究では、衛
星および船舶観測、係留系観測を実施し、既存の観測データと
合わせて解析することで、近年の淡水分布の変化と物理的・生
物化学的な環境変化を総合的に理解することを目的とした。

衛星観測による海面塩分データの改良
　淡水量の時空間分布の把握は主に離散的な現場観測データ
を用いてなされるため、海盆スケール・経年変動の議論にとどまっ
ている。より詳細な時空間スケールにおける淡水量分布を調べ
る方法として、現在は衛星リモートセンシングによる塩分推定が
ある。本研究では、衛星「SAC-D」搭載のAquariusセンサー
を用いた海面塩分推定について精度、誤差要因の特定を行い、
統計的手法による改良を行った。まず、Aquariusによる海面
塩分と「みらい」の表層連続モニタリングによる塩分との比較を

行ったところ、誤差は約 1.2psuと大きかった。そこで、Data 
Interpolating Empirical Orthogonal Functions（DINEOF、
Alvera-Azcárate et al., 201618))を適用し、現場データとの整
合性を極力持つように Aquariusによる海面塩分推定値を改良
した。その結果、誤差を約 0.7psuにまで低減することができた
（図 4-5-21）。

海洋表層塩分と貯熱量
　2014 年に実施されたカナダ砕氷船「Amundsen」による観
測航海では、マッケンジー川近傍の海域において、9月後半の
結氷期にも関わらず 1℃を超える温暖な海水が表層 30mに観
測された。大気‐海洋間の熱収支で混合層内の貯熱量変動が
決定される（Mizobata and Shimada, 201219)）と仮定すると、
水循環変動観測衛星「しずく」搭載の高性能マイクロ波放射計
（AMSR2）による海面水温と気候再解析データを用いて表層
混合層内の貯熱量を算出することができる。その結果、2012年・
2014 年・2015年のマッケンジー川近傍において、比較的高い
（100MJ以上）貯熱量が推定され、現場観測結果とも整合的
であった（図 4-5-22）。
　本研究で改良した Aquarius海面塩分マップによると、この
とき、マッケンジー川近傍には低塩分水の広がりが示されてお
り、この低塩分水が成層強度を増大させ、結果的に表層混合
層内の貯熱量を増大させたと考えられる。低塩分水に端を発す
る貯熱量増加は、今後の結氷遅延にも寄与する可能性が示唆さ
れる。

図 4-5-20. （a）北極海領域モデル 25km 格子版と（b）Yasunaka et al.（2016）
の自己組織化マップからそれぞれ計算された大気‐ 海洋間の CO2 フラックス 
[mmol/m2/d]。いずれも 1997 ～ 2013 年の平均値。

図 4-5-21. 「みらい」の表層連続モニタリングによる塩分と Aquarius による海面
塩分との比較

図 4-5-22. 2012 ～ 2015 年における表層混合層内の推定貯熱量

4.5.4 北極海淡水収支の季節・経年変動の理解

川合 美千代・溝端 浩平
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海洋循環の変動
　淡水貯蔵量の変動を理解するためには、夏季だけではなく海
氷に覆われた冬季の海洋循環場を把握することが必須である。
そこで、地球観測衛星「CryoSat-2（CS-2）」搭載の干渉合成
開口レーダー高度計による観測データを用いて、地衡流の流線
関数を定義する海面力学高度（月平均）を導出した（Mizobata 
et al., 2016）。その結果、海氷運動の加速・減速にともなって、
カナダ海盆のボーフォート循環が順圧的に応答することがわ
かった（図 4-5-23）。

　さらに、「CS-2」と、同じく地球観測衛星である「Jason-2」、
「Jason-3」、「Sentinel-3A」によるデータを統合することで、よ
り広範囲かつ通年の海面力学高度分布を得た。その結果、カナ
ダ海盆におけるボーフォート循環は、2015年以降強化されてお
り、この変動の傾向は船舶観測による貯淡水量分布の変動と一
致することがわかった。また、淡水の集積はボーフォート循環
内部での密度面を下げる効果も考えられ、エクマン収束（Ekman 
convergence）による淡水の集積が循環のさらなる強化、もし
くは維持へ貢献すると考えられる。また、2013年 1月にはボー
フォート循環が西方へ拡大しており、熱源である太平洋夏季水
の輸送先がノースウィンド海嶺よりも西方になることを示した。
本研究により、観測が困難な季節海氷域において、海面力学高
度が貯淡水量変動の指標となること、また、貯熱量変動の理解
においても有用な情報となることが示された。

カナダ海盆における貯淡水量の季節・経年変化とその内訳
　淡水量変動の全体像を把握するためには、衛星による広域観
測だけではなく、海洋内部の現場観測が不可欠である。カナダ
海盆における通年係留観測ならびに秋季の船舶観測の結果、貯
淡水量の季節変動幅は経年変動幅に比べて小さいこと、2008
年までに淡水量が急速に増加し、2015年以降さらに増えたこと
がわかった（Proshutinsky et al., 2019）。全体的な密度面の深
化をともなっていることから、ボーフォート循環強化による淡水
の集積の影響が明らかである。さらに、海水の酸素同位体比と
アルカリ度を用いて淡水の内訳を調べたところ、0～ 300m層
全体では太平洋起源水と河川水・降水由来の淡水がともに増

加しており、また、西側で顕著な増加がみられた（図 4-5-24）。
このことは、衛星データ解析から明らかになったボーフォート循
環強化とその中心の西方への移動と整合的である。一方、表層
0～ 50mでは、2008年までに海氷融解水が大きく増加したが、
その後は減少傾向にある一方で、近年では河川水・降水の量が
増加したことが明らかとなった（図 4-5-25、Yamamoto-Kawai 
et al., 投稿準備中）。

生物生産・海洋酸性化への影響
　係留観測のデータを用いて、冬季の海氷形成による淡水除去
（塩分増加）と鉛直混合について調べたところ、現在の 2倍以
上の海氷形成がなければ、亜表層の栄養塩躍層にまで混合層
が到達できず、表層への硝酸塩供給が起きないことが示された。
しかし、夏季には表層で一次生産が行われていることから、硝
酸塩以外の窒素減の利用が示唆される（Ji et al., 2019）。また、
2003～ 2008年に秋季の亜表層クロロフィル極大が深化を続け
たが（McLaughlin and Carmack, 201017））、その後は一定の
傾向はみられず、場所や年による変化が大きくなった（図 4-5-
26）。近年、ボーフォート循環強化による栄養塩躍層の深化だけ

図 4-5-23. 上段は海氷密接度、海氷速度ベクトル（赤矢印）、海面気圧、下段は
本研究で得られた海面力学高度

図 4-5-24. カナダ海盆 0 ～ 300m 層の淡水の内訳とその変化（左：総量、中：太
平洋水由来淡水、右：河川水・降水）

図 4-5-25. カナダ海盆 0 ～ 50m 層の淡水の内訳とその変化（左：総量、中：海
氷融解水、右：河川水・降水）
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ではなく、光や水温といったその他の要因が亜表層の生物生産
に影響し始めていることが示唆される。

　また、2005～ 2008年に表層に海氷融解水が増加した際に
は、海氷減少によるガス交換活発化もあり、海洋酸性化が急速
に進行したが（Yamamoto-Kawai et al., 20096））、2008年以
降は海氷融解水量の減少により酸性化がある程度緩和されてい
ることがわかった（図 4-5-27、Zhang et al., 2020）。しかし、
表層の炭酸カルシウム未飽和は現在まで継続しており、すでに
翼足類の個体数の減少が観測されている（Nickoloff et al., 投
稿準備中）。なお、河川水と海氷融解水とは化学成分が異なる
ため、近年の河川水増加は 2008年までの海氷融解水増加に
比べて酸性化への影響は小さいと考えられる。

まとめ
　手法の改良や新たなデータセット構築、データの取得と解析
により、北極海の淡水量変動の様子を詳細に把握することが可
能となった。冬季北極海の海洋循環が、大気場‐海氷運動に
ともなって月平均ベースで刻 と々変動することがわかったほか、
海面力学高度から季節海氷域における貯淡水量変動が推定可
能であることが示された。また、改良した衛星観測による海面
塩分と貯熱量分布との比較から、貯淡水量の増加が成層強度と
貯熱量の増大に寄与することも示唆された。また、現場データ
からは、循環強化による淡水収束に加えて、2008年までは海
氷融解水、近年は河川水・降水が表層で増加したことがわかっ
た。また、貯淡水量の増加にともなう生物化学的変化も、年代
によって状況が異なっていることが示唆された。

東部チュクチ海の沿岸ポリニヤ出現域における海氷厚の係留
観測と衛星データによる薄氷厚推定アルゴリズムの検証
　海氷の厚さは、大気と海洋の間の熱や運動量の収支、海氷と
海洋の間の熱や塩分の収支を決める重要なパラメーターである
にも関わらず、その面積とは異なり、高精度・高頻度で幅広い
レンジの厚さについて計測できる衛星センサーが存在しないの
が現状である。そのため、海氷厚の現場観測はその実態把握
のみならず、衛星観測の検証のために不可欠なものである。北
海道大学低温科学研究所では、UAFと共同で、2009年から
チュクチ海東部の沿岸ポリニヤ出現域において、もっとも高精度・
高頻度での計測が可能な超音波氷厚計（IPS）の係留観測を実
施して、現場データを蓄積しており、その観測は現在も継続中
である。
　このデータを用いて、この海域における海氷厚の特徴を
いくつかの代表値で示したものが表 4-5-1である（なお、こ
の観測では多層式超音波ドップラー流向流速計（A DCP:  
acoust ic Doppler current prof i ler）によって海氷の漂
流速度も計測しており、そのデータを用いて空間的なデータ
に変換したものを集計している）。この 6年間の平均ドラフト
（海氷厚の海面下の部分）は 1.10m（シーズンごとの値の範
囲は 0.90 ～ 1.37m）で、東側のボーフォート海で 1992 ～
2003年に同様の手法で計測された値（2 .01m）より小さかっ
た。北東風が卓越するとポリニヤが出現して海氷厚が減少
し、風の陸向き成分が大きくなると海氷の氷脈化（r idg ing）
や氷盤同士ののしあがり（ra f t ing）が発生し海氷厚が増加
することが明らかとなり、これらのイベントの発生が海氷厚
変動を強く支配している。

　この観測で得られた現場データを用いて、地球観測衛星
「Aqua」に搭載されていたマイクロ波放射計（AMSR-E）によ
るデータから推定した 20cmまでの薄氷厚（Iwamoto et al., 
201420））の検証を、それぞれ IPSと AMSR-Eによる海氷厚
データを用いて、熱収支解析することで求められる 1日ごとの
海氷生産量を比較することで行った（図 4-5-28）。このふたつ
の海氷厚にもとづく海氷生産量はよく一致しており、マイクロ波

図 4-5-26. カナダ海盆における亜表層クロロフィル極大層深度の経年変化

図 4-5-27. カナダ海盆表層におけるアラゴナイト飽和度の変化量と各要素の寄与
量（atm: 大気中 CO2 濃度の増加、a-s: ガス交換、temp: 水温、dil: 淡水希釈） 表 4-5-1. 2009 ～ 2015 年の海氷ドラフトの統計値。10 ～ 99% で示しているの

は小さなドラフトからソートした場合のパーセンタイル値。

4.5.5 アラスカ沿岸における海氷動態変動の理解

深町 康・平野 大輔・伊藤 優人
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ポリニヤにおける海中での海氷生成と堆積物の巻き上がりの
観測
　北極海では鉄などの栄養を含む海底堆積物を多量に取り込
んだ海氷（dirty iceと呼ばれる）が一般に報告されている。こ
の海氷は融解期に物質を海洋へと放出するために生物生産など
に強く影響する。海氷への堆積物の取り込みには海氷生成にと
もなう過程の関与が指摘されている。そこで、チュクチ海の沿
岸ポリニヤ域で得られた IPS、ADCP、水温‐塩分計および濁
度計からなる係留観測のデータと沿岸海氷レーダー、気象デー
タを組み合わせて解析し、海氷の生成と物質の取り込み過程を
調べた。

　海氷レーダーと IPSのデータから、2014～ 2015年の冬季
に複数回のポリニヤの発生が認められた。その典型例として図
4-5-30に 2014年 12月 26日～ 2015年 1月 3日までの各デー
タを示す。12月 28日～ 1月 3日にかけて薄氷（図 4-5-30（a））
で特徴付けられるポリニヤが沖向き（西向き）風（図 4-5-30（b））
にともない形成された。特に強風下となった 12月 28～ 29日、
12月 30日～ 1月 1日（図 4-5-30（b））には海面から深さ 10
～ 25mにかけてADCPの後方散乱強度（SV）が増加した（図

放射計データを用いた薄氷厚アルゴリズムの妥当性を示している
（Fukamachi et al., 2017）。

東部チュクチ海の沿岸ポリニヤにおけるアラスカ沿岸冬季水
の形成プロセス
　バロー峡谷は、太平洋起源水がチュクチ陸棚からカナダ海盆
へ流出し、大西洋起源水がカナダ海盆からチュクチ陸棚へ流入
するゲートウェイとして重要で特徴的な海底地形である。冬季、
バロー峡谷周辺海域で強い北東風が連吹すると、バロー沿岸
域を中心として、海氷発散による潜熱ポリニヤが形成（海氷生
産を促進）されるとともに、海盆域からの高温の大西洋水の湧
昇によって顕熱ポリニヤが形成（海氷生産を抑制）されるプロ
セスをともない、「潜熱・顕熱ポリニヤ双方の特徴を併せ持つ特
殊な“ハイブリッド ”ポリニヤ」（バロー沿岸ポリニヤ、Hirano 
et al., 2016）が形成される。係留観測データ・大気再解析デー
タ・衛星観測データ（薄氷厚アルゴリズムにもとづく海氷生産量
データ）および数値モデルによるトレーサー実験結果を融合し、
特殊なバロー沿岸ポリニヤを含む、アラスカ沿岸・東部チュクチ
海固有の冬季水（アラスカ沿岸冬季水）の特性と形成プロセス
を調べた（Hirano et al., 2018）。その結果、沿岸ポリニヤ域で
の海氷生産、海盆域からの高温の大西洋水の湧昇、および陸
棚上での混合過程、といったプロセスにより太平洋冬季水が変
質することで、異なる 3つの冬季水（i）大西洋水と太平洋冬季
水の混合水、（ii）大西洋水とポリニヤ水の混合水、（iii）非常
に高塩分のポリニヤ水、が形成される。アラスカ沿岸冬季水形
成に対する大西洋水湧昇の影響はバロー沿岸ポリニヤでもっと
も顕著であった。東部チュクチ海で形成される冬季水の大部分
は、その後、チュクチスロープカレントやボーフォート循環によっ
て西または北西方向へと輸送され、最終的にはチュクチボーダー
ランド・ノースウィンド海嶺・南部カナダ海盆の中深層へと流入
し、下部塩分躍層の維持に寄与すると考えられる（図 4-5-29）。
このように、太平洋側北極海にも関わらず、太平洋起源水と大
西洋起源水双方の影響を強く受けてアラスカ沿岸冬季水が形成
されることを明らかにした。

図 4-5-28. IPS で計測された海氷厚と薄氷厚推定アルゴリズムによって AMSR-E
データから求めた海氷厚にもとづく 1 日ごとの海氷生産量の散布図（Fukamachi 
et al., 2017）

図 4-5-30. 2014 年 12 月 26 日～ 2015 年 1 月 3 日の係留および気象データの時
系列。（a）IPS による海氷厚。灰色は厚さが 0.2m 以上の氷を示す。（b）バロー
空港の気象データによる風速・風向のスティックダイヤグラム（緑）と風速の絶対
値（黒）。（c）ADCP による体積後方散乱強度（SV）の鉛直分布（カラーマップ）
と IPS による海氷のドラフトの測定値（黒）。前者について、0 ～ 4m 深の値は海
面 / 海氷底面での散乱により常に強い。（d）深さ 34m における現場および海面
の結氷温度に対する現場水温（青）とポテンシャル水温（赤）の差。水色の領域は
過冷却の発生を示す。（e）深さ 35m での濁度。（f）深さ 31 ～ 33m での流速の
絶対値。（g）深さ 34m におけるポテンシャル水温（赤）と塩分（緑）。

図 4-5-29. 東部チュクチ陸棚上におけるアラスカ沿岸冬季水の形成プロセスと北
極海盆域への広がりを表す模式図（Hirano et al., 2018）
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4-5-30（c））。12月29～31日には深さ34mにおいてポテンシャ
ル過冷却が観測されており（図 4-5-30（d））、音波の散乱源はフ
ラジルアイスと考えられる。すなわち、過冷却にともなう海中
でのフラジルアイスの生成が示唆される。一方で 12月 29、30
日や 1月 2日には海底に向かって SVが増加する強い後方散乱
がADCPにより検知された（図 4-5-30（c））。同時に深さ 35m
で計測された濁度が増加しており（図 4-5-30（e））、音波の散
乱源は堆積物粒子とみられる。これらは海底付近の流速（図
4-5-30（f））が大きいときに観測されるため、海底から巻き
上げられ、海面に向けて輸送されたものと考えられる。
　12月 30～ 31日にかけてフラジルアイスは 30m以深でも検
知された（図 4-5-30（c））。このとき、ADCPの測定範囲内の
堆積物の有無は明らかではないが（図 4-5-30（c））、深さ 35m
における濁度の値は平常時より高く（～ 5FTU、図 4-5-30（e））、
そのような深さでのフラジルアイスと堆積物粒子との接触が予想
される。また、12月 31日～ 1月 1日には堆積物粒子が海面付
近まで輸送された状況がADCPの後方散乱強度データから示
唆される（図 4-5-30（c））。この間、高温・高塩の大西洋水の
移流（図 4-5-30（g））によって海中でのフラジルアイスの生成
は抑えられる傾向にあったが、10m以浅においてはフラジルア
イスとみられる音響シグナルが継続して観測された（図 4-5-30
（c））。フラジルアイスと堆積物粒子は同一の深さで同時に観測
されており、両者の接触が示唆される。これらはフラジルアイス
と堆積物粒子の接触を通じた海氷による堆積物（物質）の取り
込み過程（suspension freezingと呼ばれる）の発生を強く示唆
する結果である（Ito et al., 2020）。

注：
※1　https://www.nodc.noaa.gov/OC5/WOA05/pr_woa05.html
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　気候の温暖化にともなって北極域環境は急速に変化し、その
影響が全地球的な気候変動にもおよんでいることが示されつつ
ある。北極域環境が今後どのように変化するのかを知るうえで
は、それを構成する大気・海洋・雪氷などさまざまな要素がど
のように相互作用しているかを明らかにすることが必要である。
また、北極域環境がどのようにして北極域外の気候と関係して
いるかを知ることは、数ヵ月から数年先の気候変動の予測につ
ながると考えられている。さらに、数十年以上にわたる長期気
候変動の予測においても、グリーンランド氷床の融解による水
位上昇など、北極域環境の変化を正しく評価する必要がある。
本テーマでは、北極域に関連した気候変動の予測可能性評価
を目的にした。そのなかでも大きくわけて、（A）気候予測可能
性の科学的基盤の確立、および（B）中長期気候変動予測の手
法確立を達成目標として研究に取り組んできた。
　北極域の気候変動の影響は、我が国を含む北半球中緯度地
域をはじめとして、地球上の全域におよぶ。北極域の気候を特
徴付ける雪氷などに関わる過程は気候の状態に対して長時間の
メモリーとして働きうるため、それが北極域外に影響する過程を
理解することは全地球規模におよぶ気候変動に関して予測の高
精度化や期間延長につながることが期待される。また、北極域
は気候温暖化のなかでもっとも大きく変化している地域として知
られているが、そのなかでも雪氷の変化は温暖化の加速や全地
球規模気候の不可逆的変化に大きく関わりうる。達成目標（A）
では、（A-1）北極域の気候を大気‐海洋‐雪氷‐陸面という
各圏の相互作用（多圏相互作用）という観点から捉えたうえで
その成り立ちや変動要因を解き明かす研究、および（A-2）北
極域の気候が北極域外の気候におよぼす影響、あるいは逆に
北極域外の気候現象が北極域の気候におよぼす影響（遠隔影
響）を解き明かす研究を実施してきた。（A-1）においては特に、
海氷変動が引き起こす北極域成層圏の応答や陸域過程をとお
した気候メモリーが気候変動およびその予測可能性にとって重
要な役割を果たすことを示した。また、（A-2）においては特に、
熱帯や南半球といった北極域からかけ離れた地域の気候が北
極域の気候に影響する過程を解明し、それにもとづく気候変動
の予測可能性の存在、あるいは逆に予測可能性の制限要因の
存在を示した。なお、実際の気候現象においては、北極域にお
ける多圏相互作用が北極域と北極域外の間の遠隔影響過程の
発端になるなど、両者が絡み合った結果が重要である場合が少
なくない。したがって、これらの研究の大部分は相互に不可分

なものとして重なりをもって実施された。
　気候研究には気候モデルと呼ばれる数値シミュレーション手
法が広く活用されているが、従来の気候モデルには共通して北
極域に大きな不確実性が存在している。達成目標（B）では、気
候モデルにおける北極域プロセスの精緻化をとおして北極域環
境における多圏相互作用の実態を解明するとともに、気候モデ
ルによるシミュレーション結果やさまざまな気候データセットの
解析をとおして北極域環境と全球気候の間の遠隔影響メカニズ
ムを明らかにするための研究を実施してきた。また、気候予測
にとって本質的に重要である気候モデルに観測データを同化す
る手法の開発、北極域を特に高解像度化した気候モデルの開
発、気候モデルへの氷床過程の組み込みなどをとおして、北極
域気候の季節から数十年にわたる予測とその全地球規模気候へ
の影響に関する研究を実施してきた。気候変動を考える場合に
は、人為起源の大気中 CO2濃度増加にともなう全地球的な気
候温暖化と、それによらない自然な気候変動の部分を区別する
必要がある。10年程度未満の時間スケールにおける気候変動
においては気候温暖化よりも自然な気候変動の影響が大きく現
れる一方、数十年を超える時間スケールにおける気候変動には
全地球規模の気候温暖化傾向の影響が大きく現れる。そのた
め、本達成目標では、季節から数年程度の気候変動予測を主
なターゲットとした（B-1）中期気候変動予測と、数十年程度以
上にわたる気候変動予測を主なターゲットとした（B-2）長期気
候変動予測のふたつの実施項目を設定した。ただし、連続する
時間スケールのなかで両者が必ずしも厳密に区別されるもので
ないのはもちろんのこと、自然な気候変動の様相が気候温暖化
傾向の影響を受けて変調するといった現象も生じている。その
意味において、これらふたつの実施項目では重なりを持って研
究・開発を実施してきた。
　以下、本テーマで得られた主要な成果について報告するが、
達成目標としている科学的基盤の確立や予測手法の確立は、
我々に馴染みのある天気予報におけるそれらと同じく日進月歩に
発展するものであり、本プロジェクト期間内で最終的な回答が
得られるものでは決してないことをあらかじめ断っておく。本テー
マで得られた成果はこれらの達成目標の実現に確実に寄与する
ものであるが、多様化しかつ精緻化が求められる社会的ニーズ
に対応するためには、これら成果をふまえたさらなる研究深化
が求められる。

はじめに
　北極域気候システムを構成する大気‐海洋‐雪氷‐陸域の
多圏間に働く相互作用に焦点をあて、遠く離れた気候に対する
遠隔影響のメカニズムを解き明かすことで、気候予測可能性に
ついて理解を進めることを目標とした。特に、近年北極で顕著

4.6.1 全体概要
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に起きている雪氷圏の変化にともなう北半球中緯度の気候・気
象への影響について、北極大気の成層圏と対流圏の相互作用
および北極域と熱帯間の南北方向の相互作用の重要性が示され
た。また、ユーラシア大陸中・高緯度の夏季における熱波の頻
度が遠隔地域のひとつ前の冬季における積雪量に影響されるこ
と、北極海氷の減少が中緯度地域の冬季における寒波をもたら
す過程において陸域の蓄熱が効くことなど、北極域気候とその
予測可能性における陸域の関与の重要性が示された。

成層圏‐対流圏間の相互作用
　GRENE 北極で実施した一連の研究により、北極の海氷減
少が東アジアを含むユーラシア大陸で低温偏差に影響するメカ
ニズムとして、準定常ロスビー波の伝播による上空のシベリアト
ラフの強化、プラネタリー波の成層圏への伝播、成層圏極渦の
弱化と対流圏への下方影響の要素からなる成層圏‐対流圏間の
相互作用過程が重要であるとの結果を得た（Nakamura et al., 
20151), 2016c）。
　本研究ではこの成層圏‐対流圏相互作用のより詳細な時空
間特性を調べた結果（Hoshi et al., 2017）、冬の前半にかけて
バレンツ・カラ海域の海氷減少にともなって成層圏下部で渦熱
フラックスが増加することで成層圏極渦の弱化が起きること（図
4-6-1）、また中央シベリアや東シベリアの両地域において、渦
熱フラックスが増加し気候値のパターンを強めることを明らかに
した。さらに東西非一様成分（波）として中央シベリア域では
南北風偏差、東シベリア域では温度偏差が寄与していることが
わかった（図 4-6-2）。
　成層圏の極渦は、成層圏突然昇温（SSW: Sudden Stratospheric 
Warming）として大きく変動することがよく知られている
（Schoeberl, 19782)）。我々のこれまでの主張は、北極域の海
氷変動にともなうプラネタリー波の強化により極渦が弱化すると
いうプロセスであるが、極渦は SSWの影響を強く受けており、
統計的にシグナルが正しく抽出されていない可能性があった。そ
こで、SSWを含む成層圏の極渦が弱くなるイベントに対して、
海氷が多いときと少ないときにわけて比較した（Hoshi et al., 
2019）。その結果、Hoshi et al.（2017）で同定した時空間パ
ターンが、海氷が少ないときに顕著であることを明らかにした（図
4-6-3）。この結果は、SSWなど極渦に大きな変動があるにも
関わらず上で述べた海氷変動にともなう影響がシグナルとして存
在することを意味しており、近年の海氷インパクトの一連の研究
結果のなかで重要な位置を占める。

　

図 4-6-1. バレンツ・カラ海氷インデックスに回帰した、60°N における東西平均
東西風の時間−高度断面図（上図）、50 ～ 80°N で平均した 100hPa での渦熱フ
ラックス（下図、Km/s）

図 4-6-2. バレンツ・カラ海氷インデックスに回帰した、60°N のジオポテンシャ
ル高度（線）、気温（色）、Wave-Activity Flux（WAF、矢印）の経度‐ 高度断面
図（上図）。60°N、100hPa におけるジオポテンシャル高度の東西非一様成分（下
図）。黒線は気候値、赤線はバレンツ・カラ海氷インデックス（−1 σ）に回帰した
成分、緑線はそれらの和。

図 4-6-3. 上図：多氷時（左図）と少氷時（右図）でコンポジットした SSW を含む
極渦が弱いイベントにおける、60°N での東西平均東西風の時間‐高度断面図（極
渦が弱くなったタイミングが Day 0）。下図：そのときの 40 ～ 80°N で平均した
100hPa での E‐P フラックスの鉛直成分の時間進行。黒線はトータル、緑線は
波数 1 の成分、紫線は波数 2 の成分を示す。
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北極‐熱帯間の相互作用：オゾンと極渦変動
　成層圏極渦の弱化と対流圏への下方影響は、子午面循環の
重要性、すなわち北極‐熱帯間の相互作用を示唆する。例え
ば、海氷減少の影響として成層圏を経由する熱帯から極域へ
の Brewer-Dobson循環の強まりは北極域では非断熱加熱に
よる北極大気の温暖化に寄与する（Nakamura et al., 20151））。
このことは、逆に熱帯から極域への遠隔応答の可能性を示唆
している（例えば、Matsumura and Kosaka, 2019)。一般に
熱帯から極域への遠隔応答を考える際にはエルニーニョ・南
方振動（ENSO: El Niño-Southern Oscillation）の影響が
疑われるが、海氷が成層圏極渦へ影響を与えることを考慮す
ると、Holton-Tanの関係（Holton and Tan, 19803)）として
知られている成層圏準 2年周期振動（QBO: Quasi-Biennial 
Oscillation、Anstey and Shepherd, 20144)）の位相と極渦の
関係が重要であると考えられる。そこで、QBOの東風フェーズ
と西風フェーズにわけて海氷と大気循環場との関係を調べた。
その結果、QBOが東風フェーズのときに、プラネタリー波の成
層圏への伝播が強まり、成層圏極渦の弱化と対流圏への下方影
響につながり、ユーラシア大陸で低温偏差が出やすいという関
係を見つけた（図 4-6-4、Hoshi et al., 投稿準備中）。

　熱帯‐極域間の子午面でみられる Brewer-Dobson循環は
力学的に駆動されるが、オゾンなどの物質輸送にも深く関わっ
ている。そこで、オゾンの動態を陽に反映させ海氷の大気への
影響がどう変わるかをシミュレーションした結果、オゾンを陽に
表現することで、海氷の大気への影響がより明瞭になることがわ
かった（Romanowsky et al., 2019）。この結果は、北極の変動
の中・低緯度への影響評価にはハイトップな化学輸送モデルに
よるシミュレーションが必要であることを示唆しており、今後の
北極研究にとって重要な知見である。

季節進行
　図 4-6-1が示すように、海氷による大気への影響は晩秋に始まり、
冬の後半において負のNAO/AO（North Atlantic Oscillation、

北大西洋振動 /Arctic Oscillation、北極振動）で特徴付けら
れる。本研究では、この季節・季節内進行について主に海外機
関との連携による共同研究によってその詳細を調べた。例えば、
Cresemann et al.（2017）ではクラスター解析を用いて、バレ
ンツ・カラ海の海氷が多い年に比べて少ない年では、冬の前半
にスカンジナビア・パターンと呼ばれる循環場、後半では NAO/
AOが負のパターンをとる割合が増えることを明らかにした。
　また Tyrlis et al.（2019）では、大気のブロッキング現象に
注目して再解析データを解析した結果、バレンツ海上空からウ
ラル地方にかけてのブロッキング現象と海氷の減少の間で有意
な関係がみられることを明らかにした。また季節内進行として、
このブロッキングの発現は初冬に起きやすいことを示し、上述の
スカンジナビア・パターンとも関係していることを明らかにした。

マルチモデル比較実験
　北極の海氷変動が中緯度の低温偏差に寄与するかどうかは現
在活発に議論されている。再解析データを用いた多くの研究で
は北極の海氷変動と中緯度の低温偏差の間に有意な関係があ
ることが報告されている。一方、数値実験の結果に関してはば
らつきが大きく、再現性も含めて確証は得られていない。この
状況を反映して、複数のモデルを用いた海氷インパクト実験の比
較が試みられている。我々のチームが最初に参加したマルチモ
デル比較実験からは、海氷の影響はバックグラウンド・ノイズに
比べて小さいという結果を得た。しかしながら実験手法を精査
したところ、使用する海氷データによる依存性、実験設定の問
題などが指摘されており、海氷のインパクトを検証するためには
さらなる実験が必要であろう（Ogawa et al., 2018; Nakamura 
et al., submitted; Smith et al., 2019）。

大気‐陸面相互作用を介した中・高緯度における熱波の強化
　北極の急激な温暖化が、中・高緯度の夏の異常気象の発生と
関係していることが指摘されている（Coumou et al., 20185)）。
ユーラシア大陸の中・高緯度地域において、夏季降水量や地上
気温の年々変動の偏差場や傾向に東西方向に走る波状パター
ン（図 4-6-5）がみられることが多くの研究で指摘されている。
これらは、亜熱帯ジェットや亜寒帯ジェット上を準定常ロスビー
波が伝播し、それが各年の夏の天候を決める要因であることを
示唆している。さらに、数十年規模の夏の気温変化にも類似し
た波状パターンが現れることがいくつかの研究で指摘されてお
り（Horton et al., 20156) ; Erdenebat and Sato, 2016）、準定
常波は一定の期間のなかで特定の位相を持ちやすい傾向にある
ことを暗示している。大気の内部変動がこのような特定の位相
を繰り返すとは考えにくいため、陸面や海面等の強制が関連し
て波列の地理的な位置固定が生じている可能性がある。Sato 
and Nakamura（2019）では、AGCMによる大規模アンサ
ンブル実験のデータを解析することで、ユーラシア大陸上にお
ける過去の地上気温の偏差場に対する陸面過程の寄与を調べ
た。使用したデータは、気候変動リスク情報創生プログラムに
よる d4PDF（Mizuta et al., 20177)）である。ここでは 1951～
2010年の 60年分の過去実験（100メンバー）の月平均値を使

図 4-6-4. 12 月のバレンツ・カラ海氷インデックス（−1 σ）に回帰した DJF 平均
した 2m 気温偏差（上段）と 500hPa におけるジオポテンシャル高度偏差。左列
はすべて（38 冬）のサンプルを用いて計算。中央と右列はそれぞれ QBO が西風
位相と東風位相のサンプルのみ用いて計算。黒線は 95% で有意な領域を示す（t
検定）。
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用した。夏季（6～ 8月）平均したユーラシア大陸周辺の地上
気温分布（サンプル数 6,000 = 60年× 100メンバー）に対する
主成分解析を行い、卓越する気温偏差パターンとその形成過程
を解析した。

　ユーラシア大陸における過去の夏の気温変動の第 1主成分と
して「地球温暖化に起因する気温変化」が、第 2、3主成分と
して「自然変動に起因する気温変化」が抽出された。前者は、
1990年頃を境にユーラシア大陸全域で昇温し、後者は観測さ
れた近年の傾向と類似した気温分布、すなわち高温域と低温域
が東西方向に交互に連なる波列状のパターンを示した。第 1主
成分のスコア時系列は 100メンバーが似た挙動を示すことから、
海水温変動や外部強制にともなう地上気温の応答と考えること
ができる。一方、第 2、3主成分のスコアはメンバー間で一貫
性がみられないことから、大気陸面結合系の内部変動によるも
のと解釈することができる。
　第 2、3主成分のスコアで回帰した 5月の土壌水分（図 4-6-
6）は、ロシア西部で湿潤偏差である。また、冬季の積雪水分量
（図 4-6-6）は同地域で正偏差を示していることから、春の積
雪水量偏差や融雪後の土壌水分偏差が、準定常波の位相固定
に影響していると考えることができる。これらの結果をふまえる
と、近年、特定の地域において熱波が増加している背景として、
ロシア西部の積雪水量の増加が関係している可能性が示唆され
る。この地域では実際に 1990年代以降、積雪深の増加が指
摘されており（Bulygina et al., 20098)）、この解釈と整合する。
　以上の結果から、冬の積雪偏差が融雪期の土壌水分偏差とし
て持続し、それが季節を超えて夏の気温偏差へと影響を与えて
いる。さらに、土壌水分偏差に対する夏の地上気温の影響は局
地的なものに限らず、ユーラシア大陸北部の広い範囲へと伝搬
する可能性がある。これらをふまえると、雪氷圏を内在する北
極域の環境変化や、それに起因する大気‐陸面相互作用の仕
組みを詳細に理解することで、北半球中・高緯度の季節予報を
改善できる可能性がある。さらに、全球気候モデルによる気候
予測において、熱波などの極端気象の将来予測を行う際には、
ここで述べた海洋‐大気‐陸面相互作用を適切に再現できる
ようなモデルを用いることが必須であるといえる。

陸面過程に着目した森林火災の予測可能性
　上述した広域かつ長期間持続する熱波は、土壌の乾燥傾向

を強め、大規模な森林火災を誘発することがある。シベリア周
辺を起源とする森林火災由来の大気汚染物質は、大気中を長
距離輸送し、しばしば日本まで到達することが知られている。
Yasunari et al.（2018a）では、シベリアでこのような大規模
な森林火災が発生する際の環境場について解析を行った。図
4-6-7（a）の衛星画像をみると、2014 年 7月 25日の事例で
は、シベリア域のサハ共和国で森林火災が発生し、その煙が
日本にまで輸送されている様子が確認できる。米国航空宇宙局
（NASA：National Aeronautics and Space Administration）
が作成した全球再解析データMERRA-2から算出した PM2.5
濃度の日平均値は、広範囲で日本の環境基準（日平均値 35μ
g m-3）を超えている（図 4-6-7（b））。森林火災由来の煙の長
距離輸送が同様に確認された 2003年 5月と 2008年 4月の事
例をあわせて解析すると、これらの事例の環境場には次のよう
な共通する特徴があることがわかった。森林火災が発生したこ
れらの年では、冬季から土壌表層が乾燥しており、融雪が早い。
さらに、地上気温が平年より高く、夏まで土壌の乾燥化が継続
していた。つまり、高温により融雪が早期化することと、土壌水
の蒸発が促進されることで、土壌水分の少ない乾燥した状態が
数ヵ月にわたって維持され、森林火災の発生しやすい環境を作っ
ていると考えられる。
　森林火災による煙の輸送経路については、総観場の影響が大
きい。2014年 7月の事例では、ロシア・アムール州の周辺に位
置する負の高度偏差（トラフ）に対応して、反時計回りの循環が
みられ、シベリアから北海道周辺にまで煙が輸送されやすい状
況が形成されていた（図 4-6-8）。このように、中央シベリアで
発生する森林火災では、少雪や乾燥土壌など発生前の環境場
に前兆がみられるのに対して、煙の輸送経路については、日々
変化する総観場が関係している。つまり、火災が発生した時期
に応じた代表的な輸送経路の推定は平均流を考慮することであ
る程度の推定は可能なものの、実際の経路は日々の総観場に強
く依存するといえる。

図 4-6-5. 2000 年代と 1980 年代の地上気温の差（6 ～ 8 月）

図 4-6-6. 東西方向の波列状の気温パターンに関連した（上図）2月の積雪水量と（下
図）5 月の土壌水分の特徴
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北極海の海氷減少と中緯度の地域的寒冷化の関係における
陸面過程の役割
　北極海の海氷減少は北極近辺のローカルな大気応答だけで
なく、波動伝播を介して冬季のAOを負位相へと導く傾向をも
たらすことがわかってきた（Nakamura et al., 20151)）。AOの
負位相は極から中緯度への寒気流出を強めるとともに、極への
大気熱輸送を強めることで極域の温暖化を加速する。一方で、
海氷減少が気候に与える影響については、気候モデルで再現さ
れる大気応答の不確実性が大きく、その頑強性が問題となって
いる。実際の海氷変動と冬季大気場との関係として強く現れる
AO的な偏差パターンはそれ自体が極域増幅を強める正のフィ－
ドバックを持っていること、および北半球の地理特性を考えると、
極域の昇温が海洋に、中緯度の冷却が大陸に蓄積され、気候
メモリーとして長期的な傾向に影響している可能性が考えられ
る。そこで、Nakamura et al.（2019）では、この陸面による
気候メモリー効果を検証し、極域増幅における役割を評価した。
大気大循環モデルAGCM for the Earth Simulator（AFES）
を用いた多氷ラン（1979～ 1983年平均の海氷を使用）および
少氷ラン（2005～ 2009年平均の海氷を使用）の 100年積分
に加えて、各実験の 7月 1日時点の境界条件を差し替えた実
験を行った。これらを相互比較することにより、海氷減少に対
する全応答（Tot）を、海氷減少に対する即時応答（Sea Ice）、

および初期化される夏以前の応答が蓄積されたメモリー効果
（Mem）に分解した。
　従来から指摘されてきたように、Totは負のAO的パターン
となる（図 4-6-9）。Sea Iceおよび Memは、どちらも負のAO
的パターンとなり、Totに対するそれぞれの寄与はおおよそ 6割
と 4割程度と見積もられた。地表面付近の気温偏差（図 4-6-
9）は、Sea Iceでは北極海の高温と東アジア域の低温偏差、い
わゆる「Warm Arctic and Cold Eurasia（WACE）」パターン
を呈する。Memでは北ユーラシア全域で低温偏差となっている
ことから、陸面に蓄積された低温偏差がメモリーとなって大気
循環を駆動し、AO的偏差パターンを作っていることが示唆さ
れた。陸上では、地温偏差や積雪偏差がメモリーの役割を担い、
冬の大気応答を強めていると考えることができる。これらの結
果から、気候モデルにおいて積雪や土壌プロセスなどの陸面過
程を精緻化することで、北極海氷減少と関連した中緯度の地域
的な寒冷化を適確に再現できるようになることが期待される。
中・高緯度地域の気候変動には内部変動の寄与が相対的に大
きいことが知られている。ここで述べた成果は、これらの地域
の気候予測において、正のフィードバック機構を持つ大気‐陸
面相互作用系の内部変動の寄与を適確に表現することが重要で
あることを指摘している。
　

北極海の海氷変動と中緯度域への遠隔影響
　海氷の急速な縮小をともなう北極域の加速度的な温暖化とは
対照的に、冬季ユーラシア大陸中央部から東アジア中緯度域で
は近年異常寒波や厳冬が頻発し、北極域とは逆に寒冷化が進
んでいる。シベリア沖のバレンツ・カラ海で海氷が減少すると
ユーラシア中緯度域で気温が下がるという観測データにもとづ

図 4-6-7. （a）Aqua 衛星によって捉えられた 2014 年 7 月 25 日の森林火災およ
び煙（NASA's Worldview website （https://worldview.earthdata.nasa.gov/）
より）。（b）MERRA-2 から算出された同日の日平均地上 PM2.5 濃度（μ g m-3）。

図 4-6-8. 2014 年 7 月における吸収性エアロゾル光学的厚さの平年偏差（カラー）
および鉛直積算した有機物量の輸送量の平年偏差（矢印：g/m2/s）。灰色等値線
は 850hPa の高度場偏差（m）を表す。

図 4-6-9. 海氷減少に対する冬季（12 ～ 2 月）の（a）300hPa 面高度偏差および（b）
2m 気温の応答。左から順に即時応答（Sea Ice）、メモリー効果（Mem）、全応答

（Tot）。

4.6.3 遠隔影響過程

中村 尚・小坂 優・森 正人・田口 文明・西井 和晃・関澤 偲温
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く相関関係から、地球温暖化による海氷域の縮小が異常寒波
や厳冬の一因であることが示唆された。この仮説検証のため、
AGCMによる大規模アンサンブル実験が世界で数多く実施さ
れてきた（Screen et al., 20189））。多くの実験では上記仮説を
支持する結果が得られた一方、有意な関係を検出できなかった
いくつかの研究は、近年の寒冷化は海氷減少に対する大気応答
（すなわち、地球温暖化の影響）ではなく、大気の内部変動に
より偶然厳冬が続いているだけと結論付けた。こうして海氷変
動からの中緯度大気への影響の有無が世界的な論争となってい
る。また、海氷減少の影響を支持する研究でも、その定量的
な評価はなされていない。
　そこで我々は、海氷からの影響を定量化し、実験間で結果が
異なる要因の究明のため、7つの異なるAGCMによる現在気
候再現実験の大規模アンサンブル実験データを解析した（Mori 
et al., 2019a, 2019b）。計 219メンバーはいずれも 1979 ～
2014年に観測された海面水温（SST）・海氷密接度、ならびに
温室効果気体などの外部強制によりAGCMを駆動したもので
ある。各AGCM実験で得られた地表気温（SAT）偏差のアン
サンブル平均と冬季（12～ 2月）に実際に観測された SAT平
年偏差との間に特異値分解解析を施し、両変動に共通する成分
として外部変動の主要成分（外部変動モード）を抽出した。こ
れにより、観測データとAGCM実験データ各々に含まれる外
部変動モードの定量的比較がはじめて可能となり、大気モデル
の再現性を定量的に評価できるようになった。
　上記解析から、もっとも主要な SAT外部変動モードとし
てWACE パターンが観測データとモデル双方で得られた。
WACEパターンは地表のシベリア高気圧の変動をともなう（図
4-6-10（a）（b）のH）。同高気圧の強化により、シベリア北東
部で涵養された寒気がより強く南下し、中緯度域に低温偏差が
形成される（図 4-6-10（a）（b）の青色）。WACEパターンの年々
変動はバレンツ・カラ海の海氷密接度偏差と密接に連動する。
海氷が減る（増える）ときには、SATが北極域で上昇（低下）し、
ユーラシア中緯度域で低下（上昇）する明瞭な傾向が見出され
た。よって、バレンツ・カラ海の海氷変動がWACEパターンを
強制すると解釈できる。なお、AGCMアンサンブル平均にもと
づく図 4-6-10は、外部変動モードとしてのWACEを表すが、
アンサンブルメンバー間のばらつきの変動からもWACEパター
ンが得られる。これは海氷変動とは無関係に形成される内部変
動成分を表す。つまり、実際に観測されるWACEの年々変動
は内部・外部両変動成分から構成されるのである。
　そこで、SAT変動全分散へのWACEの内部・外部両変動成
分からの寄与を観測とモデルで比較したところ、どのAGCMも
例外なくWACEによる寄与を過小評価することが明らかとなっ
た。これは図 4-6-10（b）でWACEの振幅が特に中緯度域で
観測より小さいことに反映される。また、分散の過小評価には
外部変動成分のうち海氷に駆動される成分が寄与することも明
らかとなった。これは観測に比べてAGCMでは S/N比が小さ
いことを意味し、実験間で海氷減少の影響評価がばらつく潜在
的な要因と考えられる。なぜなら、実験設定や解析手法、アン
サンブルサイズを注意深く選ばない限り、海氷減少が駆動する

AGCMのWACE応答（シグナル）が他の影響（ノイズ）によ
り隠蔽されやすいからである。
　また、最近 20年間に観測されたユーラシア大陸中央部の寒
冷化の約 44%（95%の信頼度で 32～ 51%）が、バレンツ・カ
ラ海の海氷減少に駆動されたWACEパターンで説明されるこ
とを本研究がはじめて定量的に示した。一方、AGCMのアンサ
ンブル平均場はこの寒冷化シグナルを再現できず、同様の解析
を行った先行研究と合致した結果となった。これこそが「近年
の寒冷化は海氷減少の影響ではない」という主張の主要な論拠
になっていたが、AGCMが海氷減少の影響を過小評価すると
いう本研究の結果をふまえて再評価が迫られている。実際、こ
のモデル応答の振幅過少バイアスを補正したうえで変化傾向を
求め直したところ、観測された変化傾向とよく似た応答が検出で
きた。この結果は海氷減少が寒冷化の重要な一因であることを
裏付けると同時に、海氷減少への応答のAGCMでの過小評価
が研究間で海氷影響の評価が異なる根本要因であることを強く
示唆している。

図 4-6-10. 特異値分解解析によって同定された、WACE パターンにともなう地表
気温偏差（色）と海面気圧偏差（等圧線：0.5hPa 間隔、破線は負値）。（a）観測、

（b）大気モデル。ハッチは 95% 水準で統計的に有意な気温偏差を表す。
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熱帯太平洋の変動が北極域にもたらす遠隔気候影響
　1990年代末から 2010年代はじめにかけての全球平均した
SAT上昇の停滞、いわゆる「ハイエイタス」に対し、熱帯太平
洋に内在する長期変動「太平洋十年規模変動（PDV）」が重要
な役割を果たしたことがわかってきたが、その寄与の定量的評
価には大きな不確実性がある。我々は CMIP5に参加した 21の
気候モデルにおいて、熱帯太平洋 SST変動にともなう①全球平
均 SATの経年変動よりも十年規模が強いこと、②この全球平
均 SAT変動の感度には十年規模で特に大きなモデル間不確実
性があること、③この十年規模感度のモデル間の不確実性が特
に高緯度域で顕著なことを示した（Wang et al., 2017）。このこ
とは、PDVに対する極域の気温応答感度が、全球気温上昇や
極域温暖化のアトリビューションにとって重要なことを示唆する。
　この PDVに対する極域応答のモデル間多様性の原因を明
らかにし不確実性を低減するには、まず熱帯太平洋変動が極
域気温変動をもたらすメカニズムを解明する必要がある。そこ
で特に北極域に着目し、米国地球流体力学研究所の気候モデ
ル CM2.1を用いてこのメカニズムを調べた。産業革命前固定
実験（piControl）に加え、この実験結果を用いたペースメー
カー実験も行った。すなわち、モデルの熱帯太平洋の SSTを、
piControl実験 500年分のものへと緩和した。よって、両実験
間で熱帯太平洋 SST変動はほぼ一致する。
　両実験とも、熱帯太平洋 SSTの上昇にともなって北極域で
SATが上昇する。この北極応答は経年・十年規模変動ともに季
節性が強く、晩冬～初春に明瞭な極大を示す。熱帯東太平洋（15
°S～ 15°N、180～ 90°W）の SSTの 1℃上昇あたりの北極
域（60°N以北）での SAT偏差は、先行研究と整合的に、周
期 10年以下の経年変動よりも十年規模変動で強い（ペースメー
カー実験では約 70%増加）。
　次に、この時間スケール依存性に着目し、極域応答のエネル
ギー収支解析を行った。経年変動では両実験に共通して、熱帯
太平洋の SST上昇に対する大気中の湿潤静的エネルギー極向
き輸送の増大が極域昇温の駆動源である一方、海面熱交換や
放射はこれを緩和するよう働き、海洋熱輸送の寄与は小さい。
十年規模変動では対照的に、湿潤静的エネルギー輸送の寄与
は副次的に過ぎない一方、上向きに転じた海面熱フラックス偏
差が昇温の主要な駆動源になる。これは複数年持続する熱帯太
平洋 SST上昇への応答として、北極域で大気から海洋へ熱が
受け渡され続けた結果、海氷が減少して冬季に海洋からの熱放
出が増えて大気を加熱するためと解釈できる。
　このメカニズムに加え、piControl実験では北大西洋からの
海洋熱輸送も北極域の気温の十年規模変動に重要な寄与を果
たすこともわかった。大西洋には数十年規模変動が内在し、近
年の研究はこれが海盆をまたいで PDVを励起する可能性が示
唆されている（Cai et al., 201910））。この大西洋数十年規模変
動は極域熱輸送にも影響するため、PDVに対する統計に混入
したものと推察される。
　さらに、バレンツ・カラ海周辺域で 1990年代後半以降に観
測された顕著な冬季温暖化および海氷減少を調べるため、観
測された全球 SSTと海氷密接度を境界条件とした AFESによ

るAGCM 過去再現実験（A-GOGA実験）と、大気海洋結
合モデル Coupled Atmosphere-Ocean GCM for the Earth 
Simulator（CFES）において熱帯域のみ観測の SSTで束縛し、
北極域を含む中・高緯度はモデル中で自由な大気‐海洋‐海
氷結合を許したペースメーカー実験（C-TOGA実験）を行った。
熱帯での強制への応答を捉える C-TOGA実験のアンサンブル
平均場には、1997～ 2013年の期間で 12～ 2月平均のバレン
ツ・カラ海周辺の昇温と海氷減少傾向がよく再現された。加え
て、観測されるWACEパターンに対応する対流圏上層の波列
的な循環場偏差とユーラシア大陸上の寒冷化傾向もよく再現し
た。一方、減少する海氷を境界条件に含むA-GOGA実験で
は、地表の昇温傾向は再現されたものの上層の循環場偏差と
ユーラシア寒冷化はやはり再現されなかった。以上の結果は、
冬季における北極バレンツ・カラ海周辺の近年の昇温は、前述
のように熱帯から北極への大気の遠隔影響に誘起され、局所的
な大気・海洋・海氷フィードバックで増幅された（Tyrlis et al., 
2019）ことを示唆している。

北極域の対流圏‐成層圏結合変動
　北極海の海氷変動が対流圏の循環変動を引き起こし（Mori 
et al., 2019a, 2019b）、それがプラネタリー波の上方伝播の変調
を介して北極上空の成層圏極渦を変動させる可能性や、その極
渦変動が環状モードと呼ばれる対流圏の卓越循環変動を引き起
こす可能性が指摘されている（Nakamura et al., 2016c）。これ
ら成層圏変動は持続性が高いため、海氷変動への大気応答を
織り込んでの季節予測の意義は高いものの、予測モデルで成層
圏‐対流圏結合変動を適切に表現することが求められる。
　我々は、ECMWFの季節予測モデルの事後予測実験データ
にもとづき、冬季北極上空の成層圏極渦が極端に強化する事例
（SVE: Strong Vortex Event）と弱化する事例（WVE: Weak 

Vortex Event）を抽出し、各々を持続期間により分類したうえ
で、循環偏差の合成図解析を行った（Orsolini et al., 2018）。
後者は基本的に成層圏突然昇温に対応する。持続期間 20日間
以上のWVEと SVEは、各々正と負の位相の持続的な環状モー
ド変動を対流圏に励起する傾向にあった。同様に、持続期間
9日間以下の成層圏WVEと SVEも形成直後は対流圏に環状
モードを励起するものの、その持続期間は短い。こうした SVE
（WVE）の持続期間の差異は、対流圏から成層圏へのプラネタ
リー波伝播の異常減衰（増幅）の持続期間に依存し、それは対
流圏の準停滞性循環偏差の地理的位相や発生場所、そして持
続期間に依存する。SVEでは、北米上での低気圧性偏差にと
もなって上方伝播するプラネタリー波が減衰する。持続期間が
短い事例では、その後、北欧上空で高気圧性偏差が発達してプ
ラネタリー波を増幅するよう働くため、プラネタリー波減衰が持
続しない。一方、WVEでは北西太平洋上の低気圧性偏差にと
もなってプラネタリー波が増幅する。持続期間が短い事例では、
この偏差が持続しないため、プラネタリー波の異常増幅も持続
しない。こうした上部対流圏循環偏差からのプラネタリー波の増
幅・減衰への影響は、偏差場と気候平均のプラネタリー波との
干渉を通じて現れる。すなわち、気候平均の気圧の谷に近い北
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西太平洋上の高気圧（低気圧）性偏差は、プラネタリー波全体
を減衰（増幅）する働きを持つ。一方、気候平均の気圧の峰に
近い北欧上での高気圧（低気圧）性偏差は、プラネタリー波全
体を増幅（減衰）する働きを持つ。以上の特徴は大気再解析デー
タからも確認できる。このことは、この季節予測モデルが成層
圏・対流圏力学結合を適切に表現できることを示している。

冬季東アジアモンスーンの変動と熱帯からの影響
　冬季東アジアモンスーンを変動させる「西太平洋（WP: 
Western Pacific）」パターンは、北西太平洋上の対流圏中・上
層に南北双極子状の気圧偏差をともなう遠隔影響パターンであ
る。北に高気圧性偏差、南に低気圧性偏差をともなう位相で
は、地表のシベリア高気圧を強め、西日本を中心に寒波をもた
らすとともに、オホーツク海の海氷変動にも大きな影響を与える
（山崎 , 200011））。その一方で、オホーツク海の海氷変動がWP
パターンを強制する可能性も示唆されているが（Matthewman 
and Magnusdottir, 201112））、同パターンの維持・強制過程に
は未解明の点が多々残されている。
　我々は月平均偏差場に現れるWPパターンの形成力学を調
査し、同パターンは一旦形成されると、気候平均場の持つ気温
傾度にともなう有効位置エネルギーを効率的に取り込むことで、
散逸過程に抗して自らを維持できることを明らかにした（Tanaka 
et al., 2016b）。冬季には寒冷なシベリア大陸上と比較的暖か
い北太平洋との間で東西気温差が生じる。WPパターンはこの
気温差を解消するよう西向き熱輸送（すなわち、暖かい東風偏
差と冷たい西風偏差）を対流圏下層に引き起こす（図 4-6-11）。
これにより、海陸気温差にともなう気候平均場の有効位置エネ
ルギーを偏差にともなうエネルギーに効率的に変換しうることを
見出したのである。これは南北の平均気温差を解消すべく極向
き熱輸送を行う温帯低気圧の発達過程と類似している。実際、
温帯低気圧にともなう気圧偏差の位相が高さとともに西に傾く
のと同様、WPパターンの気圧偏差の位相は高さとともに南に
傾く。別の維持過程として、気候平均の亜熱帯ジェットからの
運動エネルギー変換や、移動性高・低気圧からのフィードバッ
ク強制も特定されたものの、これらは有効位置エネルギー変換
に比べると副次的である。一方、寒波吹き出し強化にともない、
北太平洋から大気への顕熱と潜熱放出が増大する。これはWP
パターンの持つ有効位置エネルギーを減少させるが、これを上
述の過程が上回るため同パターンが維持される。つまり、WP
パターンは一旦形成されれば背景場から効果的にエネルギーを
変換し自らを効率的に維持できる「力学モード」であり、純粋
な内部変動としては勿論、さまざまな外力によっても励起可能な
のである。
　持続的なWPパターンは ENSOの遠隔影響として冬季に現
れると考えられてきた（Horel and Wallace, 198113））。しかし、
全球大気再解析データ JRA-55にもとづく解析から、真冬の 1
～ 2月には北西太平洋への ENSOの影響が比較的弱く、夏季
オーストラリアモンスーン（AUSM）の経年変動からの遠隔影響
がWPパターンの形成に重要なことが明らかとなった（Sekizawa 
et al., 2018）。AUSMが平年より強い年には冬季東アジアモン

スーンを強化する位相のWPパターンに特徴的な南北双極子状
の気圧偏差が現れやすい（図 4-6-11）。南側の低気圧偏差にと
もなう日本付近の下層の北西風偏差はシベリアからの季節風強
化に対応し、西日本や朝鮮半島に有意な低温偏差をもたらす一
方、東風偏差が卓越するオホーツク海周辺では有意な高温偏差
がみられる。よって、AUSMの経年変動からの遠隔影響として
力学モード的性質を有するWPパターンが励起されると解釈で
きる。AUSMの強化は海洋大陸上空で南半球から赤道を越え
る局所的なハドレー循環を強める。それにともなう極東上空で
の下降流の強化は北西太平洋上空に低気圧性偏差を形成すると
ともに、その北方にはロスビー波応答として高気圧性偏差も形
成し、WPパターンの循環偏差を励起することもわかった。

　さらに、ENSOなど熱帯域の SST変動と相関しない 1～ 2月
平均の積雲対流活動はオーストラリア北部にて最大で､ AUSM
が自励的に変動することも見出した（Sekizawa et al., 2018）。
AUSMの強化により、降水域に吹き込む東部熱帯インド洋上の
西風が強まると、海面からの蒸発の増加が降水をさらに増大さ
せようとする「風と蒸発のフィードバック」が働く。蒸発の増加
にも関わらず SST低下がほとんどないのは、強化された西風が
海洋のエクマン沈降（Ekman downwelling）を強め、亜表層
を昇温させるとともに、この暖水偏差の一部が表層混合の強化
により混合層内に取り込まれるからである。こうして風と蒸発の
フィードバックが持続して降水増加を支える一方、降水増加に
よるオーストラリア北部での土壌水分増大も降水偏差の持続に
寄与する。こうした AUSMの自励的変動は、AUSM降水量の
予測精度の低さを指摘した研究（Hendon et al., 201214））と整
合的である。顕著で持続的な SST偏差をともなうENSOとは
異なり、自励的な AUSM経年変動の季節的な予測は難しく、
WPパターンにともなう冬季東アジアモンスーン変動の季節予測
可能性に制限を加えるものと考えられる。

図 4-6-11. AUSM 降水量偏差に回帰した1～2 月平均の500hPa 高度偏差（黒実線：
正偏差、黒破線：負偏差、5m ごと）、850hPa 気温偏差（赤線：高温偏差、青線：
低温偏差、0.2℃ごと）、850hPa 風偏差（矢印）。信頼水準 95% 以上で有意な高度・
気温偏差をそれぞれ陰影とドットで示す。解析期間は 1958 ～ 2019 年。
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はじめに
　海氷被覆の状態（面積、厚さ、氷縁位置など）は北極域の
気候変動をもっとも顕著に表す指標のひとつである。海氷の存
在や変動は大気および海洋からの熱的影響のさまざまな側面を
反映して決まるが、一方で海氷の存在は大気および海洋の状態
に大きな影響をおよぼす。したがって、海氷被覆の状態は単に
気候変動指標にとどまるものではなく、気候変動を能動的に形
作る重要な要素である。さらに、海氷の変動に端を発する大気・
海洋の変動は、北極域外の気象や気候にも大きく影響すること
が明らかにされている。そのため、北極域の気候変動を理解し
予測するためには、海氷変動を理解し予測することが第 1に重
要である。そうした観点から、本実施項目においては、海氷を
ひとつの焦点として、海氷そのものの予測に向けた研究、海氷
変動に影響をおよぼす大気海洋過程の研究、および気候温暖
化における海氷の応答および役割に関する研究を実施してきた。
以下、それぞれに関する成果の概要を述べる。

人工衛星による観測データを用いた北極海氷の変動メカニ
ズムの解析と海氷厚推定への挑戦
　北極海氷の現状を理解し将来を予測するためには、海氷変
動過程の把握が不可欠である。人工衛星によるリモートセンシ
ングは北極海全域スケールでの海氷動態をモニタリングできる
ほぼ唯一の手法である。それにより、海氷の分布については
1970年代以降定常的に観測できるようになった。しかし、海氷
の厚さの観測手法は開発途上であり、高精度なモニタリングは
実現できていない。この海氷厚データの不足が、海氷変動過程
の定量的な把握を困難にしている。本研究では、北極海におけ
る海氷変動の実態、特に厚さ変動の過程を明らかにすることと、
その知見をもとにして独自の厚さデータセットを作成することを
目的としている。その達成に向けて、海氷の動きの長期変化の
把握、海氷の動きがもたらす厚さ変化の検出、海氷の動きをも
とにした海氷中期予測の改良、多年氷分布データセットの作成、
海氷の履歴情報の導出と海氷厚推定という観点で研究を実施し
た。以下にそれぞれの成果の概要を述べる。
　海氷の動きは風速によって変化し、風速との関係は海域や時
間によって異なる。また、最近数十年は風速に対する海氷漂
流速の比率（風力係数）が大きくなってきていることが指摘さ
れている（Kwok et al., 201315)）。2018年までの海氷漂流速度
データをもとに北極海全域での風速と海氷漂流速の関係を詳
細に解析したところ、2010年頃までみられた風力係数の増加
傾向が、近年みられなくなっている（海氷が動きやすくなる傾
向が止まっている）ことなどが明らかになった（Maeda et al., 
submitted）。さらに、後述の多年氷分布データセットを加えた
解析により、多年氷の密接度と風力回数の間に相関関係がみら
れることがわかった。
　海氷の収束は氷盤同士の乗り上がりをもたらし、海氷厚を増

加させる。そこで、2014 年を対象にアラスカ沖ボーフォート海
に JAMSTECが設置した超音波水厚計による海氷厚の観測値
と、海氷漂流速度データセットから計算した海氷の移流、収束・
発散から予測される海氷厚とを比較した。それにより、海氷厚
の変化を海氷の動きによる力学的な変化と生成・融解による熱
力学的な変化に分離することに成功し、力学的な過程が海氷厚
の変化に大きな役割を果たしていることを明らかにした。
　GRENE北極の際から実施していた北極海氷分布の中期予測
を継続して行った。夏季の海氷分布については冬季から春季に
かけての海氷の動きと夏季の海氷分布との関係（Kimura et al., 
201316)）をもとにして、初期の海氷厚を見直すなどの改良を進め、
予測結果を毎年 5・6・7月にウェブサイトとADSの「VISHOP」
で公開した。また、夏季の海氷の後退の早さと秋季の海氷拡大
時期に関係があることを明らかにし（Shiau et al., submitted）、
その関係をもとに秋季海氷分布の予測を行い、結果を公開した。
　マイクロ波放射計データから計算した毎日の海氷漂流速度
を用いて 9月の最小時の海氷の動きを翌夏まで追跡すること
で、2003年以降の毎日の多年氷分布データセットを作成した。
そのデータをもとに、2018年 9月のアムンゼン湾口が厚い氷
で塞がれた事例について解析を行い、観測された厚い氷が多
年氷の流入によるものであったことを示した（Kimura et al., 
submitted）。
　海氷域上に粒子を 10km間隔に配置し、日々の海氷漂流速
度をもとに日を遡って海氷がない場所（生成場所）に達するま
で軌跡を追跡した。それにより、それぞれの海氷の生成日、生
成場所、経路、収束・発散の積算値、熱収支の積算値などの
導出が可能になった（図 4-6-12）。さらに、これらのパラメーター
と現場観測による海氷厚変化との関係から、海氷厚を推定する
ための解析を進めている。

4.6.4 中期気候変動予測

羽角 博康・木村 詞明・久保川 陽呂鎮・石井 正好・相澤 拓郎

図 4-6-12. 海氷生成以降の海氷収束の積算値（2019 年 3 月 10 日の例）
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　上記の解析により、海氷の動きの変化が海氷の厚さを変化さ
せる効果の大きさが明らかになった。また、それをもとにした海
氷厚推定ができる見込みが立った。これらの成果は、今後数値
モデルの改良につなげることを目指している。モデル初期値や
結果の検証に海氷厚を用いるだけでなく、海氷厚の力学的な増
加過程の表現を改良することにより、高精度なモデルの構築を
進めていく。

北極低気圧にともなう海氷の急激な変化
　2012年の北極海の海氷面積は、観測史上もっとも減少した。
海氷がもっとも少ない 9月で比較すると、2000年代にはおよそ
600万 km2あった面積が、2012年には 400万 km2以下しか
ない。この年の海氷面積の減少は 8月の上旬から始まっており、
北極海に 10日以上居座った北極低気圧が関係していると考え
られている。Zhang et al.（2013）17）は海洋‐海氷結合モデル
を使用して、この低気圧にともなう海氷融解メカニズムを調べ
た。彼らは、北極低気圧の強い風にともない、深度 15m近傍
の暖かい水がかき混ぜられ、厚さにして約 10cmの海氷融解が
生じたと説明した。現状、このメカニズムによる説明が広く信じ
られている。海氷の厚さというのは、観測データがないため確
認することができない北極海研究最大の問題ではある。しかし、
10cm程度の薄い海氷しかなかったのだろうか。別のメカニズム
の影響はないのだろうか。本研究では、我々のグループで新た
に開発した大気 -海洋結合モデルと北極海の現地観測データを
使用して、2012年の北極海の海氷減少に対する北極低気圧の
役割を再度検討し直した。
　使用した数値モデルNICOCOは、大気部分 NICAM（Satoh 
et al., 201418））と海洋部分 COCO（Hasumi, 200619））からなる。
大気モデルと海洋モデルの水平解像度はそれぞれ 56 km、1度
格子とした。大気モデルの初期値は NCEPの 2012年 8月 3日
を使用した。海洋モデルの初期値は、スピンアップした海洋デー
タに、JRA-55による大気境界条件を適用しながら 1958年～
2012年 8月3日まで積分したデータを用いた。これをコントロー
ル実験とする。海洋モデルの水温が現実に比べ冷たいというバ
イアスがあるため、コントロール実験とは異なるふたつの海洋の
初期値を用意した。ボーフォート海の深度 10m以下（10m実験）
および深度 32m以下（32m実験）で観測データに対して水温
と塩分を近づける処理をしながら 8月 3日まで 1ヵ月程度積分
したデータを作成した。これらの大気と海洋の初期値を用いて
NICOCOを駆動し、12日間の積分を行った。また、観測デー
タとして Ice-Tethered Profiler※ 1を使用した。このデータは海
氷に取り付けた測器が深度およそ 5mから 800m付近まで上下
する間に水温や塩分などを観測する。ボーフォート海近郊のデー
タを使用した。
　コントロール実験と 32m実験の間では海氷厚や海洋から海
氷に向かって供給される熱フラックスに大きな差はないが、10m
実験ではこれらに比べ大きな海氷融解が生じており、その原因
は海洋から供給される熱であった（図 4-6-13）。水深 10m近傍
が現実同様に温かい場合には、海洋からの熱が海氷融解に大
きく影響することがわかる。この 10m実験では北極低気圧の

通過後に約 7cmの海氷融解が生じており、先行研究と同程度
であった。
　上述したボーフォート海観測データは、シミュレーション対象
とした北極低気圧の通過中や通過後については存在しないが、
その前月に別の北極低気圧が通過した前後のものは存在する（通
過中の 7月 13～ 20日にかけては欠損）。このデータを用いて
北極低気圧通過前後の海面下における水温と結氷点を調べたと
ころ、通過前には海面下の水温が結氷点よりも有意に高かった
のに対し、通過後には海面下の水温がほぼ結氷点になっていた。
この北極低気圧の通過中には海氷面積が大きく減少しており、
これは海面下の熱が海氷の融解に使われたためと考えられる。
それ以後、シミュレーション対象とした北極低気圧が接近するま
での間は、海面下の水温は再び結氷点よりも高く維持されてい
る。もし、シミュレーション対象である北極低気圧の通過の際
にも同様に海面下の熱が海氷融解に使われたと仮定すると、融
解量は厚さ約 28cmに相当し、これはシミュレーション結果に
おける海洋からの熱供給による融解よりもはるかに大きい。
　低気圧通過などにより海に擾乱が与えられると海面から下方
に向かって混合が生じ、その結果として海面下の熱が海面に運
ばれる。数値モデルにおいては、海氷が存在する場合にその直
下の海面付近が結氷点に保たれるという制約をともなっている
場合が多く、その場合には海面にごく近い深度（例えば 10m深
以下）に蓄えられる熱量を十分に表現できない。ここでシミュ
レーション対象とした北極低気圧への海氷応答に関しても、こ
の理由によって融解が過小評価されている可能性が大きい。短
期間の急激な海氷変化を予測するうえで、海面にごく近い亜表
層海洋の状態と変動プロセスに関する再現性向上は今後取り組
むべき重要な課題である。

気候温暖化実験にみられる季節から10 年規模の海氷変動
　気象研究所地球システムモデル（MRI-ESM2）は、中長期
気候変動予測に資する次世代の全球気候モデルとして開発され
た。MRI-ESM2は、第 6次結合モデル相互比較プロジェクト
（CMIP6）に参加しており、より精緻な中長期気候変動予測を
行うために、第 5次結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP5）
に参加した前の全球気候モデル（MRI-CGCM3）から数多くの
改良が施されている。気候変動予測の信頼性を高めるために
は、過去の気候変動を精度高く表現できる気候モデルが必要不
可欠である。北極域の気候変動は特徴的で、20世紀後半以降
において全球平均と比較して 2倍以上の速さで温暖化している
ことがよく知られているが、さまざまな観測データから 20世紀

図 4-6-13. （a）海氷厚と（b）海洋から海氷に向かって供給される熱フラックスの
時系列。黒線：コントロール実験、紫線：32m 実験、赤線：10m 実験。
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前半においても顕著な温暖化があったと推測されている。しか
し CMIP5では、20世紀前半の温暖化は十分に再現されてい
ないため、その気候変動の要因を評価することが難しかった。
MRI-ESM2を用いて産業革命後の歴史実験を行い、歴史的な
気温変化について北極域に着目して調べた（Aizawa et al., 投
稿準備中）。MRI-ESM2では、北極域の歴史的な気温変動の
再現性が MRI-CGCM3と比較してかなり向上した。よって、
MRI-ESM2は気候変動要因をより詳細に分析可能なモデルで
あるといえる。
　気候変化の要因を調べるため、MRI-ESM2を用いてさまざ
まな実験を行った。実験はさまざまな強制力を種類別に与えて
過去の気候変化を再現したもので、すべての強制力を与えた歴
史実験 historicalに対し、人為起源の温室効果気体のみを与
えた hist-GHG、人為起源エアロゾルのみを与えた hist-aer、
自然起源強制（太陽活動と火山噴火）のみの hist-nat実験で
ある。historicalは 5メンバー、その他は 3メンバーである。
特に 20世紀の北極域の気温変動と海氷変動に焦点をあてて分
析を行った。本実験により 20世紀前半における北極域温暖化
に対しては、温室効果気体濃度の一貫した上昇に加えて、太陽
活動の上昇および火山活動の沈静化が大きく寄与していたこと
が確認された。また海氷は気温に対する感度が非常に高いため、
20世紀前半は海氷が通常より少なかったと推察される。衛星
観測のない 1979年以前の海氷のデータは不確実性が大きいが、
最近の再構築データセットによると 20世紀半ばの 9月の海氷
面積は前後の期間と比較して小さい。すなわち、20世紀前半
の北極域温暖化にともない海氷面積は減少したと考えられる。
本実験は気温変化の要因だけでなく、歴史的な海氷変動の要
因も分析できる。図 4-6-14は観測、historical、hist-GHG、
hist-aer、hist-natの 19世紀末～ 21世紀はじめを 3期間にわ
けた海氷面積の傾向を示している。観測は1885～1940年の間、
明瞭な負の傾向を示し、historicalにおいても弱い負の傾向を
示す。要因別にみると hist-GHG、hist-natのどちらも負の傾
向を示していることがわかる。19世紀末～ 20世紀半ばにかけ
て海氷面積は、産業革命後の緩やかな地球温暖化に対応して
減少し、一貫した温室効果気体濃度の上昇に加えて、自然起源
強制も大きく貢献していることが明らかになった。また海氷への
自然起源強制の長期的な影響がこの期間にのみ出現することは
興味深い。
　次に中期的に海氷に対して影響をおよぼす気候変動要因を調
査した。産業革命前標準実験の結果を用いて夏季平均（7～ 9
月）の気圧場に対して主成分分析を行い、AOと 1種の双極偏
差変動（ADA1）を抽出した。ADA1はボーフォート海に高気圧、
バレンツ海に低気圧の変動パターンである。そのふたつの指数
の大きさの組み合わせから、9月の海氷面積の傾向をある程度
予測できる可能性が示唆された（図 4-6-15）。

はじめに
　気候変動予測のなかでもより長期的なものは、初期の状態に
比べ外部強制等に対する気候系の応答が相対的により重要にな
る。そのため、長期気候変動予測の精度向上には、単に初期
値化にもとづく予測可能性を議論するだけにとどまらず、背後に
ある物理過程を理解し数値モデルの改善に資する知見につなげ
ることが欠かせない。このような観点から本実施項目では、海氷・
雲と降水・氷床という3つのそれぞれに重要な過程に焦点を絞
り研究を行った。以下、その概要を述べる。

北極海における海氷面積の予測可能性―季節から経年ス
ケールの海氷予測に重要なメカニズム―
　観測にもとづいた再解析データ（気温、東西風、南北風、
水温、塩分、海氷密接度）によって初期値化した気候モデル
MIROC5（Watanabe et al., 201020））を用いて、季節から経年
スケールで変動する北極海における海氷面積の予測可能性を評
価し、予測スキルのソースとなる物理過程について調べた（Ono 

図 4-6-14. 観測と各実験の 3 期間に対する海氷面積の傾向と 95% 信頼区間

図 4-6-15. 標準偏差で正規化された AO 指数、ADA1 指数と 9 月の海氷面積偏
差の関係

4.6.5 長期気候変動予測

小室 芳樹・小野 純・阿部 学・齋藤 冬樹
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et al., 2018）。冬季の海氷面積は 11ヵ月前から予測可能であり、
気候モデルによる 1月開始の事後予測は観測された 12月の海
氷面積の経年変化をよく捉えている（図 4-6-16（a））。これは
先行する 3月に北大西洋を起源とする亜表層水がバレンツ海に
流入し、冬の鉛直混合にともなって海面に現れるという物理過
程（reemergence）が寄与していることが示唆された（図 4-6-
16（b））。また、夏季の海氷面積は 2～ 5ヵ月前から予測可能
であり、北極海の太平洋セクターにおける海氷状態の熱的慣性
（persistence）によると示唆された。

海氷大激減のメカニズムと予測可能性
　季節から経年スケールの北極環境の予測可能性に関する国際
プロジェクトAPPOSITEの一環として、気候モデルMIROC5.2
（Tatebe et al., 201821））を用いて、内部変動にともなう海氷大
激減のメカニズムと予測可能性を調べた（Ono et al., 2019a）。
2000年の条件で固定した長期積分（コントロール実験）の結
果から、北極海の海氷面積は急激に減少（200年間で 3回）
し、その大きさは現実で起こっている 2007年に匹敵することが
示された（図 4-6-17（a））。この原因のひとつは夏の北極海上
に形成される海面気圧偏差のダイポール構造にともなう風である
が、より重要なのは海氷を沖向きに動かすような風系が形成さ
れていることである。このような夏の大気循環偏差に加えて、春
の海氷厚負偏差と大西洋・太平洋からの熱輸送偏差にともなう
北極海内部の温暖な状態（図 4-6-17（d））が海氷大激減のプ
レコンディショニングとして作用していることが示唆された。ま
た、アンサンブル予測実験から、このような 9月の海氷大激減
イベントは 7月から予測可能であるが、4月からは海面気圧と氷
縁に沿う海氷の誤差が大きいために予測できないことが示された
（図 4-6-17（b）（c））。一方、本研究では、海面気圧偏差のダイ
ポール構造がどのようなメカニズムで形成されるのかについては
明らかにできなかった。今後は、気候モデルおよび海氷 -海洋
結合モデルによる実験・解析をとおして、北極域外部の各種変
動および海氷厚が海氷を含む北極環境変動の予測可能性に与
える影響を調べ、中長期気候変動の予測精度向上につながる新
たな知見が必要である。

CMIP5 マルチ気候モデルにおけるユーラシア北部の夏季降
水量経年変動の主要変動パターン
　ユーラシア北部では、降水量に関連する水循環の経年変動
特性が地球温暖化やその影響によって変調している可能性が指
摘されている（Fujinami et al., 201622）; Hiyama et al., 2016）。
将来の気候変動予測に用いられるモデル群における、このよう
な経年変動特性の変調や長期傾向の再現性は、北極域周辺の
環境変化や局地的な極端現象の予測にとって重要である。しか
し、気候 /地球システムモデルにおける、ユーラシア北部の水
循環の経年変動に関する再現性の評価やメカニズムの理解は不
十分である。そこで、経年変動メカニズムの理解向上を目的と
して、気候 /地球システムモデルにおけるユーラシア北部の夏季
降水量の経年変動の空間パターンの再現性やモデル間の変動メ
カニズムの差異を調べ、モデルの不確実性を評価した。
　CMIP5の 15 個の気候 /地球システムモデルによる、SST
や海氷の観測値を与えた過去の気候変動再現実験データを
解析した。観測値としてGlobal Precipitation Climatology 
Project（GPCP）の降水量データを用いた。解析期間は 1979 
～ 2008年の 30年間である。各モデルについて、シベリア域
を中心としたユーラシア北部における夏季平均降水量データに
EOF解析 ※2を適用し、経年変動の主要モードの時空間特性を
抽出した。各モデルの上位 3つのEOFモードの空間パターンに、
GPCPにおける上位 4つの EOFパターンを加えた EOFパター
ンに対してクラスター分析を適用し、空間パターンの類似性を
基準にグループ化を行った。結果として、GPCPの 4つの EOF
パターンがそれぞれに含まれる 4つのグループ（Cluster A、B、
C、D）に分類されたので、それぞれの特性をまとめた。
　Cluster Aに含まれる EOFパターンの特徴は東シベリアの
正のシグナルである。ここには GPCPの EOF3が含まれてい
る。関係する大気循環場の特徴を調べた結果、このグループ
はシベリア域の東西ダイポール的な循環場変動と関連しており、
Fujinami et al.（2016）22）の EOF2と類似する特徴を示した。
Cluster Bに含まれる EOFパターンの特徴はシベリア域全体で

図 4-6-17. （a）コントロール実験、（b）4 月開始の予測実験、（c）7 月開始の予
測実験から得られた、夏（6 ～ 8 月平均）の海面気圧偏差の空間分布（hPa）。曲
線は 9 月の氷縁位置（青線：コントロール実験、赤線：4 月および 7 月開始の予測
実験、緑線：2007 年の観測）を示す。（d）北極海内部で平均された水温の鉛直
分布の時系列（℃、200 年間）。

図 4-6-16. （a）1980 ～ 2009 年までの 12 月の北極海の海氷面積偏差（100 万
km2、黒線：観測、青線：気候モデルによる 1 月開始の事後予測、青陰影：アン
サンブルスプレッド）の時系列。（b）12 月の海氷面積偏差にともなう先行する 3
月の海洋熱量偏差の空間分布（色：相関係数、緑線：回帰係数）。
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広く正のシグナルを持つことである。ここには GPCPの EOF1
が含まれている。ただし、このグループに含まれるモデルの
EOFパターンは 5つと少ないことから、多くのモデルが観測さ
れるもっとも主要な変動特性を十分に再現できていないことを
示している。Cluster Cに含まれる EOFパターンの特徴は、シ
ベリア中央部から西部に正のシグナルである。このグループの多
くの EOFパターンには、シベリア中央部付近の低気圧性循環
が関係していた。また、このグループの EOFパターンや大気循
環の特徴は、Fujinami et al.（2016）22）の EOF1に類似している。
このグループに含まれているGPCPの EOF2パターンとモデル
の EOFパターンとの類似性は特に高く、空間パターンに限れば
モデルの再現性がよい。Cluster Dに含まれるモデルの EOFパ
ターンの多くが各モデルの EOF1である。それに対し、GPCP
は EOF4が含まれている（図 4-6-18）。これは多くのモデルが、
観測値の EOF4に類似するパターンをもっとも主要な変動の空
間パターンとして持ち、現実とは異なる特徴を有していることを
示している。ただし、この要因はわからなかった。
　以上の結果をまとめると、15個の気候 /地球システムモデル
から得られるユーラシア北部の降水量の経年変動の主要モード
の空間パターンは、観測値から得られる経年変動の主要モード
のパターンに類似している。しかし、多くのモデルが観測値の
EOF1の空間パターンを再現できておらず、共通して、観測値の
EOF4と類似する空間パターンをもっとも主要な変動の空間パ
ターンとして持っていることが明らかになった。

気候モデル・氷床モデルを用いたグリーンランド氷床の温暖
化応答の不確実性評価の試み
　将来の長期にわたる海水準上昇には氷床変動による寄与の考
慮が重要であると考えられている。CMIP6の一環で、特に氷
床に焦点をあてた Ice Sheet Model Intercomparison Project 
for CMIP6（ISMIP6）では、IPCC-AR5の際に行われた氷床
モデル比較プロジェクトSeaRISE（Bindschadler et al., 201323）

など）や ice2sea（Gillet-Chaulet et al., 201224）など）から
発展し、複数の観点で相互比較を行うことが計画され、実行
されてきた。グリーンランド氷床に関するものとしては、氷床の
現在の状態の再現が温暖化実験に与える影響を明らかにする
initMIP-Greenland（Goelzer et al., 2018）が ISMIP6の一
環で行われ、結果がまとめられた。
　ISMIP6のうち、Greenland 氷床に関するプロジェクトはこ
のほかに、表面質量収支モデルの相互比較（SMBMIP）や、
気候モデル結果を入力する ISMIP6 stand-alone、さらには、
気候‐氷床結合モデルによる ISMIP6 coupledなどがそれぞ
れ計画・実行されており、いくつかは現在結果がまとめられてい
るところである。本稿ではこのうち initMIP-Greenlandの結
果を報告する。
　氷床モデルによる数十年から 100年程度のグリーンランド氷
床の温暖化応答計算の不確実性を決める要素は何かがいくつか
の研究で指摘されてきた。そのうちのひとつが、初期条件、す
なわち現在の氷床再現の影響である（Nowicki et al., 201325）; 
Saito et al., 2016aなど）。しかし、多種多様な氷床モデルを用
い、なおかつきちんと実験設定が制御されている場合での比較
はなされていなかった。例えば Nowicki et al.（2013）25）では
温暖化応答のシナリオが将来の気温変化で与えられ、実際の
氷床モデルの入力である表面質量収支変動への変換には任意
性があった。Saito et al.（2016a）の比較実験は単一のモデル
を用いた結果であった。
　initMIP-Greenlandで与えられたシナリオ（氷床モデルへの
入力）は表面質量収支変動で統一された。また、17グループの
35氷床モデルが参加し、現在の氷床モデルから考えられるほぼ
最大の多様性があると考えられる。日本からは SICOPOLIS（北
海道大学、Greve, 2019など）と IcIES（東京大学大気海洋研
究所・JAMSTEC、Saito et al., 2016a）がそれぞれ参加した。
　3つの実験がそれぞれのモデルで実行された。モデルごとに
行う現在再現実験（init）と、それに initMIP-Greenlandで
提供されたシナリオをそれぞれのモデルの現在の質量収支に加
えた実験（asmb）、および、質量収支を保った実験（ctrl）で
ある。比較結果のうち、現在氷床再現の誤差（RMS）と再現
された 100年後の asmbと ctrlの氷床体積の差（海水準換算）
を図 4-6-19に示した。この結果や、モデル構築の種別を含め
て議論した結果、特に短期（100年程度）の氷床応答計算には
現在氷床の再現が重要であることが確認された。
　また、Nowicki et al.（2013）25）や Saito et al.（2016a）など
で指摘されているとおり、初期条件に加えて、シナリオ自体の
不確実性もグリーンランド氷床の応答を決める重要な要素で
ある。現在まとめられている関連プロジェクト SMBMIPや、

図 4-6-18. Cluster D にグループ化された EOF の空間パターン。各モデルの図の
右肩に寄与率を示す。



103

第 

4 

章

ISMIP6のほかの実験によって、グリーンランド氷床応答の不
確実性が包括的に明らかにされることが期待される。

図 4-6-19. initMIP-Greenland による 実 験 結 果 比 較（Goelzer et al., 2018）。
現在氷床の誤差を横軸に温暖化による体積変動を示す。ひとつの点が個々のモデ
ルを表す。

注：
※1	 Ice-Tethered	Profiler,	https://www.whoi.edu/website/itp/overview
※2 EOFはEmpirical	Orthogonal	Functionsの略で、時系列データ（ここで

は複数年の夏季平均降水量分布）から主要な変動成分を抽出する解
析手法のこと。
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本テーマの背景と目的
　北極域は、温暖化による温度上昇がほかの地域と比較して著
しく高いと予測されており、実際の北極海の海氷減少は予測以
上の速度で進行している（Stroeve et al., 20071)）。
　北極海域では、生息する生物のシフトや食性の変化が懸念
されているが、そのメカニズムには不明な点が多く、今後の海
洋生物資源の持続的利用と生物多様性の保全のため、北極周
辺各国のみでなく国際的に取り組むべき喫緊の課題となってい
る。また、低緯度域を起源とする汚染物質が北極の海洋生物
に取り込まれている可能性も報告されており、食物網をとおして
より高次の生物に濃縮することが懸念されている（Wania and 
Mackay, 19962)）。
　また、北極圏植物相・動物相保存作業部会（CAFF：Conservation 
of Arctic Flora and Fauna）の 2013年の報告書（CAFF, 20133)）
にあるように、北極に生息する生物相の全容解明には、まだほ
ど遠い状況にあり、生態系の構造や機能、生態系サービスなど
についても不明な点が多く残されている。さらに、温暖化や人
間活動の変化が北極の生物多様性にとって大きな脅威となって
きている。北極の生物多様性を保全するためには、現状の生物
多様性に関する調査やモニタリングを実施して科学的情報を収
集し、それらの情報から生物多様性に対する理解を深め、現
在および将来起こりうる脅威が生物多様性に与える影響を見極
めて対策を講じることが非常に重要となっている（Barry and 
Price, 20154)）。
　こうした背景から、本テーマでは環境変動と人為的インパクト
に対する北極海生態系の反応メカニズムの評価、ならびに、主
に陸域・湖沼を対象にした生物多様性の変化の評価・理解を目
的とした。

実施内容
　本テーマでは、上記の目的達成のためにふたつの研究課題を
おいた。以下、研究課題ごとに、より詳細な背景、目標、実施項目、
成果概要等について述べる。

＜研究課題 1：環境変動と人為的インパクトに対する北極海
生態系の反応メカニズムの評価＞
〇背景と目標
　これまで、寒冷、海氷といった極域海洋独特の環境によって
保たれてきた北極海とその縁辺海は、温暖化と海氷減少などの

劇的な変化に曝されている。それらの環境の変化は、生息する
生物の生産や食物連鎖に影響を与え、生物相のシフトや多様性
の変化が引き起こされると考えられている（例えば、Grebmeier 
et al., 20065); Doney et al., 20126)）。現在、人類が利用してい
る海洋生物（例えば、食用としている魚類など）の多くは亜寒
帯海域に生息しているが、温暖化や海氷減少はそれらの生物を
より北側へシフトさせる、あるいは、減少させる可能性もあるた
め、北極海とその縁辺海における生物資源の持続的利用と生物
多様性の保全は、AC作業部会の重要な課題であり、北極周辺
各国のみならず日本を含め国際的に喫緊の課題である。さらに、
北極海とその縁辺海は油田開発や漁業に加え、最近の北極航
路開発によって、いままで以上に人間活動に曝される機会が増
加し、それら人為的行為は北極海に存在しなかった物質の持ち
込みや生物の侵入にもつながる。しかしながら、北極海と亜寒
帯海域のインターフェースにおける生物のシフトや人為的インパ
クトの影響には未解明な点が多く、生物資源の持続的利用と生
物多様性の保全のための施策を講じることを困難にしている。
　そこで、研究課題 1では、現在人間活動が活発な亜寒帯海
域と隣接する北極海域において、海氷減少や水温上昇といった
環境の変動、および漁業や海洋汚染、北極航路開発などの人
為的インパクトに対する北極海生態系の反応メカニズム、特に
生物生産の応答を明らかにすることにより、近い将来の生物資
源の持続的利用と保護に関する提案を行うことを最終目標とし
た。また、複合的な衛星データプロダクトを利用して、海洋生
態系の脆弱性を評価する手法を開発し、環境変化に対する影
響を評価することも目標とした。

○対象海域と実施項目
　本研究課題の対象海域は、南チュクチ海、北ベーリング海お
よびアナディール湾（ロシア領海）である。これらの海域は極め
て生産力が高い陸棚域であり、アナディール湾から流れる水塊
がその生産力を支えていると考えられている。しかしながら、そ
の栄養塩供給機構や生産された有機物の輸送、さらにその有
機物を利用する生物との関係や時間変化については未知な点が
多い。また、海洋生態系の脆弱性についての知見は皆無である。
これらの評価と理解のため、国内外の研究船や練習船を用いた
船舶観測・実験に加え、係留系や衛星観測も利用し、以下の項
目について研究・活動を実施した。
[1-1] 栄養物質供給機構とその変動
[1-2] 基礎生産と有機物フラックス・二酸化炭素との関係
[1-3] 環境・有機物フラックスの変動が消費者の分布・生態に
　　  与える影響
[1-4] 汚染物質の生態系への影響
[1-5] 衛星による北極圏環境と海洋生態系変動の評価
[1-6] MPA、北極生物資源管理に関する情報提供

○成果概要
　本研究課題の遂行に必要な海洋地球研究船「みらい」（2016・
2017・2019年）、練習船「おしょろ丸」（2017・2018年）、ロシ
ア研究船「Multanovskiy」（2018 年）、米国砕氷船「Healy」

4.7.1 全体概要

平譯 享・内田 雅己

北極生態系の生物多様性と
環境変動への応答研究

テーマ

6

4.7 



105

第 

4 

章

（2016年）、アラスカ大学砕氷船「Sikuliaq」（2017年）および
韓国砕氷船「Araon」（2016年）による航海は、すべて予定ど
おり実施または参加し、海洋観測・海洋生態系調査を実施した。
　実施項目 [1-1]から [1-4]の研究は、主に上記の新規観測デー
タと過去の観測データを用いて進められた。[1-1]では、栄養塩
動態解析の基本となる水塊解析の高度化、海氷中の栄養物質
の動態などが明らかとなり、ロシア研究船観測では、高い生産
の維持に寄与するアナディール水の詳細を捉えることのできる貴
重なデータを取得した。[1-2]では 2系の係留系を 2年間にわた
りベーリング海峡に設置し、海底有機物の巻き上げが観測され、
その下流となるチュクチ海への有機物の輸送が示唆された。[1-3]
に関しては、植物プランクトンから魚類や海鳥といった高次生物
まで、環境変化に対する移動や北方シフトが明らかとなった。特
に 2018年には海氷の激減やベーリング海海底の低温水（cold 
pool）が縮小したことによる大きな変化が観測された。[1-4]で
は、一部の海底堆積物の石油汚染（マイクロプラスチックを示唆）
や海鳥による揮発性汚染物質濃縮を示唆する結果が得られた。
一方、実施項目 [1-5]の研究は主に衛星データを利用して進めら
れ、河川からの熱輸送量増加、水産生物の生息域の変化が明ら
かとなった。また、脆弱性の評価も行われ、今後の国際的な関
連部会において海洋生態系保護区や航路回避海域等の提言を行
う際の根拠を提示することが可能となった。
　これら一連の研究は、UAFのArctic Shelf Growth, Advection, 
Respiration and Deposition（ASGARD）プロジェクトやNOAA
のDistributed Biological Observatory（DBO）の協力のもと
で実施されているが、アナディール湾の海洋観測や汚染物質な
ど、米国のプロジェクトで取得していないデータも本プロジェク
トで得ている。一方、本プロジェクトの研究の一部は DBOや
Pacific Marine Arctic Regional Synthesis（PacMARS）など
米国のデータを利用して実施した。今後も共同研究がさらに発
展することと期待される。
　さらに、実施項目 [1-1]から[1-5]の研究により得られた知見は、
同 [1-6]の生物資源管理に利用された。特に中央北極海無規制
公海漁業防止協定の制定や中央北極海の水産に関するレポート
を作成する際、North Paci�c Marine Science Organization
（PICES）、Ecosystem Studies of Sub-Arctic and Arctic Seas
（ESSAS）、Integrated Marine Biosphere Research（IMBeR）
を通じてさまざまな形で寄与することができた。また、テーマ 4
および 7との連携研究である「水産資源変動の経済学的影響評
価」では、[1-5]の成果が水産資源の将来予測に活用された。
成果の詳細は各研究の報告を参照されたい。

＜研究課題 2：北極生態系の生物多様性研究＞
〇背景と目標
　CAFFが 2013年に出版した北極域における生物多様性の現
状に関する報告書（CAFF, 20133)）によると、大型の哺乳類や
鳥類などは目視で観測・観察が可能なため、種レベルでの多様
性の情報はほぼ網羅されている状況であるが、目視では観察で
きないような土壌中に生息する微生物などでは、種レベルでい
まだ同定できていないものが多く、生物相の全容解明にはほど

遠い状況にある。したがって、生態系の構造や機能、さらには
食料、薬品、光合成による酸素の供給など人類の利益となる生
態系サービスについても現状を把握できていない。北極域では
急激な温暖化が進行しており、ツーリズムや北極航路の利用な
ど人間活動が北極の生物多様性にとって大きな脅威となってき
ていることが問題となり始めている（Meier et al., 20147)）。
　北極の生物多様性を保全するためには、生物多様性の現状
把握やモニタリング等によって科学的情報を収集し、生物多様
性の理解を深め、現在および将来起こりうる脅威を考慮するこ
とが非常に重要となる。
　そこで、研究課題 2では、大型哺乳類であるトナカイ、
CAFFにおいて積極的に調査されている海鳥、CAFFでは考慮
されていないが海洋生態系では高次捕食者でありその生態が未
解明なニシオンデンザメ、陸上の植物と微生物、そして湖を対
象とした生物多様性に関する情報を収集し、生物多様性の現状
把握、生態系機能の解明および先住民や船舶など人間活動が
生物に与える影響を解明するとともに、一部の研究課題では政
策決定者向けの保全策を提供することを目標とした。

○調査地と実施項目
[2-1] シベリア北極域における移動性鳥獣の生態調査
[2-2] ベーリング海北部で繁殖する海鳥の生態調査
[2-3] ニシオンデンザメの生態調査
[2-4] 北極圏陸域における生態系機能‐生物多様性の関係の
　　  実態把握
[2-5] 湖沼生態系の構造・環境把握

　CAFFで指摘されている重要項目を調査することに加え、植
物病原菌、菌類の生物多様性、生態系における生物多様性の
維持機構とそれがもたらす機能の規定要因、さらに日本から北
極航路を利用する際に必ず通過するベーリング海峡を利用して
いる海鳥の行動解明等を実施した。調査地はロシアのサハ共和
国、アラスカのセントローレンス島、カナダ東部の北極域と広
範囲にわたった。

○成果概要
　サハ共和国では、野生ツンドラトナカイ、ジャコウウシ等を対
象に行動の調査手法開発、行動調査、それにもとづく保全施策
の検討・提言を寒冷圏生物問題研究所（IBPC：Institute for 
Biological Problems of Cryolithozone）との共同研究として
実施した。野生トナカイについては、衛星発信機を改良し、こ
れまで行動を追跡できなかった冬季のデータの取得に成功し
た。冬季は猟期のため、保護区域の設定をサハ共和国政府に
提言し、順応的管理が行われるようになった。ジャコウウシに
ついては、捕獲方法を確立し、個体数の把握や発信機の装着
による行動把握につながった。この成果により、非北極国で初
の CAFFのジャコウウシ専門家グループのメンバーとなった※ 1。
　ベーリング海における海鳥の行動調査は、UAFとの共同研
究体制で実施し、夏の繁殖時期における詳細な行動および通
年の移動軌跡のデータ取得に成功した。本プロジェクト実施期
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間中に CAFFの専門家グループである Circumpolar seabird 
Expert Group（CBird）のメンバーになり、CBirdでカバーさ
れていなかったベーリング海の海鳥の研究成果を直接インプッ
トすることに成功した。また、セントローレンス島住民へも研究
成果の報告を実施し、海鳥の保全について考えてもらう機会を
作った。さらに海鳥の行動範囲と航路との関係についても調査
し、海鳥保全のために必要な船舶航行制限海域について、現
在の制限海域を広げる必要があることを示した。
　ニシオンデンザメの研究は、カナダのウィンザー大学との共
同研究体制で実施した。本種は体長 6mにもなり、寿命は 200
年以上と推定されている。本種はカラスガレイ延縄漁の際に多
量に混獲されることが大きな問題となっている。そこでバフィン
島周辺海域で本種を延縄漁で捕獲し、その後の行動をバイオ
ロギングの手法を用いて調査した。調査時は先住民を雇用し、
研究に直接関わってもらった。本種は放流直後沈降していった
が、その後泳ぎ始め、5～ 10時間後にはほぼ正常な行動が確
認できた。漁で混獲された際には、水中で針付近の仕掛けを切
断するなど負荷をかけない方法を用いることが本種の保全につ
ながることをカナダ水産海洋省（DFO：Fisheries and Oceans 
Canada）に提供予定である。また、日本国民にも本種のことを
知ってもらうため、一般書を執筆、出版した（渡辺 , 2019）。
　植物および微生物の研究は、カナダのラバル大学、ケベック
大学との共同研究体制で実施した。未解明な部分の多い微生
物（真菌類）については、カナダ高緯度北極の氷島の水底から
採取した試料および氷河上とその後退域から採取した試料から
計 4 種の新種を発見した。氷河後退域で発見した新種は、国
内外の多くのメディアで取り上げられた。
　植物病原菌は植物や生態系に影響する可能性があるが、北
極域では実態がほとんどわかっていない。そこで、ヤナギなど
に寄生する Rhytisma属菌の生理・生態的特性を解明した。さ
らに炭素循環に与える影響についても調査したところ、感染率
の増加が炭素循環に与える影響は無視できないレベルに達する
ことを明らかにした。本成果は国際誌に投稿するとともに専門
書としても出版した。
　生態系機能－生物多様性に関する研究では、カナダ・ハドソ
ン湾東海岸に位置するツンドラと森林のエコトーンで調査を実
施し、低木種間の正の相互作用によって低木種の分布が拡大し、
その拡大がさらに低木種のツンドラへの侵入を促進するフィード
バック効果があることを明らかにした。また、エコトーンでは植
生と土壌微生物相との間に関係性のあることがはじめて明らか
になった。これらの成果は ISAR-6や CEN主催のシンポジウ
ムで発表するとともに、最終報告書をカナダの先住民機関に提
出する予定である。
　ラバル大学との共同研究体制でカナダ最北部のワードハント
湖の研究を実施した。この湖は通年湖氷に覆われていたが、最
近湖氷の厚さが減少し、ついには夏季融解する年も観測され始
めた。湖氷融解が湖の環境や生態系に与える影響を通年で観測
するため、本プロジェクト期間中に係留系を設置し、湖沼環境
およびクロロフィル濃度を測定した。その結果、湖氷の融解によ
り、水温が大きく変動することやクロロフィル濃度が夏と秋に上

昇することがはじめて明らかとなった。本成果は極域科学シンポ
ジウムで発表するとともに、国内で一般向けの講演で紹介した。

まとめ
　研究課題 1では、北ベーリング海陸棚域の高い生産力を維
持するプロセスや、環境変化に対する海洋生物の応答（移動、
シフト）について、過去の報告以上に詳しく理解することができ
た。また、汚染物質の影響も評価することができた。今後の変
化に対する予測を行うには、各プロセスについてより一層の理解
を要するが、いずれの成果も科学的に重要であると同時に、将
来の北極海生態系保全と水産資源管理に関する意思決定の際
に必要な知見となったと考えられる。
　研究課題 2では、さまざまな生物種を対象にした調査・研究
により新たな知見が得られた。分野によっては CAFF専門家グ
ループのメンバー入りを果たし、ACへの貢献の一端を担うこと
ができた。また、保全施策への提言の実施や先住民や日本国
民への研究成果の情報提供を行うことにも注力できた。本プロ
ジェクトで得られた成果は、現在の北極生物多様性の実態把握
や生態系機能の解明が主であるが、温暖化により環境が変化し
続けている北極では、今後も生物多様性の変化、連動する生
態系の構造・機能の変化をより正確に把握し、メカニズムを解
明することが生物多様性や生態系の保全に必要である。

背景と目的
　ベーリング海北部とチュクチ海は、世界でもっとも生産の
高い海洋生態系のひとつであることが知られている（例えば、
Grebmeier et al., 20065)）。しかし、栄養物質を豊富に含むア
ナディール水の栄養塩動態など、当該海域の栄養塩物質供給機
構の理解は不十分であった。そこで本研究では、「おしょろ丸」、
「みらい」、ロシア船によって得られた海洋観測データを中心に
解析を行い、ベーリング海北部からチュクチ海における栄養物
質等の輸送メカニズムおよびその変動を理解することを目的に
研究を行った。

溶存有機物
　2013年の「おしょろ丸」航海で取得した蛍光性溶存有機物
のデータを利用し、南部チュクチ海に分布する溶存有機物の存
在量およびその化学的性質を調べた。チュクチ海では、陸起源、
堆積物由来、海氷由来、自生性とさまざまな起源を持つ溶存有
機物が分布していることが予想されるが、夏季の南部チュクチ
海表層においては、その場での溶存有機物の生成や分解の影
響は小さく、さまざまな起源水塊中における溶存有機物の保守
的混合が重要であることが明らかとなった（図 4-7-1、Tanaka 
et al., 2016a）。溶存有機物の挙動が保存的であることが示さ
れたため、同「おしょろ丸」航海で現場型センサーにより観測さ

4.7.2 実施項目 [1-1] 栄養物質供給機構とその変動

上野 洋路・大木 淳之・西岡 純・山下 洋平
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れた蛍光性溶存有機物を用いて、新たな水塊解析法の開発に
着手した。その結果、古典的な水温および塩分の水塊解析に蛍
光性溶存有機物を加えることにより、ベーリング海陸棚域およ
び南部チュクチ海の水塊解析を精密化することができ、特に高
栄養塩濃度で特徴的なアナディール水（AW）・高密度水（DSW）
の分布評価および形成メカニズム解明に有用であることを示した
（Yamashita et al, 2019）。

必須微量生元素
　夏季チュクチ海南部において採取した海氷と表層海水それぞ
れに含まれる必須微量生元素である鉄、マンガン、カドミウム
の分析を実施し、これらの栄養物質が主に粒子態で海氷に取り
込まれ陸棚から沖合に移送されていることを示した。また、北
極多年氷の海氷コアの構造解析と化学分析を実施し、これらの
必須元素が海氷に取り込まれるプロセスを明らかにした（Evans 
and Nishioka, 2018）。また、海氷が輸送する栄養物質を評価
するために、北極海で得られたアイスコアを用いて化学分析を
実施し、海氷中の微量金属および栄養塩の蓄積・排出メカニズ
ムを明らかにした（Evans and Nishioka, 2019）。

有機ヨウ素ガス
　チュクチ海陸棚域に堆積した有機物から、有機ヨウ素ガスが
発生することが明らかになった（Ooki et al., 2016）。近年、海洋
から大気への有機ヨウ素ガス放出では、ジヨードメタン（CH2I2）
とクロロヨードメタン（CH2ClI）の放出の寄与が大きいと考えら
れている。特に、チュクチ海は CH2ClIの放出が活発な海域で
あることがわかった。また、北極海における基礎生産と有機物
分解が地球表層のヨウ素や臭素の循環に影響を与えている可能
性がある。「おしょろ丸」航海では、堆積物コア試料を採取して、
堆積物表面から1cmごとに間隙水の採取を行った。堆積物表
面 1cmまでの酸化的な層において、有機ヨウ素ガスのうちヨー
ドエタン（C2H5I）が特異的に濃縮されていることを発見した。海
底面に堆積したばかりの珪藻類が微生物により分解されるときに
C2H5Iが生成されることが暗所培養により確かめられた。

アナディール水・熱輸送
　2018年度に実施したロシア船観測の結果、夏季アナディール
湾における水塊構造を捉えることに成功した。湾西部の表層に
はアナディール川による淡水の影響が見られた。湾の表層 20m

以深から海底には、低温（4℃付近）・比較的高塩分（33付近）
で特徴付けられるAWが東西 200km以上にわたって分布して
いた。湾中央部でAWが表層に現れているエリアでは高いクロ
ロフィル蛍光値が観測されており、衛星データから得られる生
物生産の高いエリアと一致していた。また密度 26.2～ 26.3б
θ面の水塊が陸棚斜面からアナディール湾底層に跨って存在し、
この水塊がベーリング海海盆域の栄養塩を引き込んでいる様子
を捉えることに成功した。これらの結果、AWに含まれる栄養
塩動態を解析する基礎情報が得られた。
　また、チュクチ海における熱収支解析を実施、チュクチ海の
熱収支に対する太陽放射加熱とベーリング海峡移流熱の相対的
寄与を定量的に示し、チュクチ海における太陽放射加熱が太平
洋から北極海海盆域への熱輸送を増幅していることを明らかに
した（Tsukada et al., 2018）。

背景と目的
　ベーリング海・チュクチ海の陸棚域では劇的な海氷減少が報
告されており、それにともなう水塊特性の変化は生物群集組成
や炭素循環の北方シフトをもたらしている（Grebmeier et al., 
20158））。また、この海域は、世界的に基礎生産の盛んな海
域でもあり、海氷融解にともなう大規模な植物プランクトンの
ブルームは表層で多量の有機物を生成し、それは水中の動物
プランクトンにほぼ消費されることなく沈降し、海底に堆積する
（Grebmeier et al., 19889））。一方で、このふたつの海をつなぐ
ベーリング海峡は、海峡部がわずか 80kmと極めて狭いため、
そこを通過する流れは 100cm s－1にも達する強流スポットであ
る（Danielson et al., 201410））。この流れは海面から水深 50m
の海底までほぼ鉛直一様な順圧構造を呈しているため、海底に
堆積した有機物の巻き上げを引き起こしている可能性がある。
さらにその結果として、基礎生産の比較的高い海峡南部（ベー
リング海）から基礎生産の低い北部（チュクチ海）への有機炭
素輸送を担っていると考えられる。そこで、本研究では、ベー
リング海およびチュクチ海に設置した係留機器（図 4-7-2）で採

4.7.3 実施項目 [1-2] 基礎生産と有機物フラックス・二酸
　　 化炭素との関係

阿部 泰人・三瓶 真・野村 大樹

西野 茂人・杉江 恒二・藤原 周

図 4-7-1. 南部チュクチ海表層における溶存有機炭素濃度と第 1 主成分得点（高得
点は陸起源、低得点は海洋起源を示す）との関係。（a）水塊混合の端成分と考え
られる水塊、（b）その他の水塊。赤実線と青点線は、それぞれ（a）図から求めた
溶存有機炭素濃度と第 1 主成分得点の間の回帰直線と 95% 予測区間を示す。

図 4-7-2. ベーリング海お
よびチュクチ海の係留観
測 点（それぞ れ St.NB お
よ び St.BS）。 背 景 色 は
人工衛星で見積もられた
2003 ～ 2015 年 の 年 間
基礎生産の中央値を示す

（Sampei et al., 投稿準備
中）。
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取したデータや試料を用い、1）ベーリング海峡における強い流
れによって起きる海底有機物の巻き上げと基礎生産の関係を明
らかにすること、2）ベーリング海峡における表層から海底へと
沈降する有機物フラックスおよび有機物粒子の海峡を跨いだ南
北間の水平輸送量を定量評価することを目的とした。

ベーリング海峡付近での強い流れによって起きる海底有機物
の巻き上げと基礎生産の関係
　ベーリング海峡北部に設置した係留系に海洋観測機器（海底
直上 3mに設置）を装着し、多層流向・流速観測、蛍光強度・
濁度計によりクロロフィル a濃度（mg m－3）および濁度（FTU）
を連続的に測定した（図 4-7-3）。海氷に覆われていない 2016
年秋季（図 4-7-3a、－120から－30日）では、海底付近でク
ロロフィル a濃度の増減イベントが 4度確認された（図 4-7-3b
の緑線）。これらは、海底の濁度の増減とタイミングが合致して
おり（図 4-7-3cの茶線）、その影響は海面付近にまで到達する
場合もあった（図 4-7-3d）。これらの現象は、50cm s－1以上の
強い海底付近の流れのイベントと対応していたため（図 4-7-3e
の実線）、流れによる海底からの巻き上げであると考えられる。
さらにこの流れは、海上風によって駆動されていた（図 4-7-3e
の破線）。この流れによる海底堆積物の巻き上げは、水温（図
4-7-3bの青線）が結氷温度となる冬季（－30から＋ 90日）や、
それが緩和され、植物プランクトンのブルーム（図 4-7-3bの緑
線）が発生する春季（＋ 90から＋180日）においても確認され
た。しかし、冬季は秋季と同程度の濁度・流速・風速イベント
であるにも関わらず、応答するクロロフィル a濃度が 1桁小さかっ
た。これは、海氷に閉ざされた暗的環境下で、海底に堆積した
植物プランクトンの分解が進むことを示唆する。

ベーリング海峡付近における沈降有機物粒子フラックスの時
空間変動および有機物の水平輸送
　ベーリング海およびチュクチ海の係留系（図 4-7-2）に装着し
たセジメントトラップ（海底直上 15mに設置）で採取された沈
降粒子試料の粒子状有機炭素（POC）量、乾燥重量（DW）を
測定した。そして、POCフラックスおよび POC/DW比を計
算した。POCフラックスは St. BS（800～ 5600 mg C m－ 2 d
－1）の方が St. NBに対して 2桁ほど高くなった（9～ 11月）。一
方、POC/DW比は、St. BS（＜1～ 3%）の方が St. NBに対して
1～ 2桁ほど低くなった。特に、St. BSにおいて POCフラック
スが最大になる11月に顕著で、St. BSでは St. NBと比較して
約 40倍の差が見られた。有機物以外のものを多く含んだ粒子
群（つまり海底泥由来粒子）の寄与の違いにより、POC/DW
比が大きく異なったためと考えられる。また、St. BSにおいて高
い POCフラックスが観察されたのは、「ベーリング海峡付近で
の強い流れによって起きる海底有機物の巻き上げと基礎生産の
関係」で示したように POCをわずかに含んだ海底泥が海底直
上 15m以浅に鉛直輸送されたことが原因と考えられる。さらに
は、St. BSで高い POCフラックスをもたらした有機物粒子は、
南東部チュクチ海に輸送されて、海底生物のホットスポット形成・
維持に貢献した可能性が示唆された。

　

背景と目的
　ベーリング海・チュクチ海の陸棚域では大半の海域の水深
が 50m以浅と浅いため、水柱内（漂泳区：pelagic）で消費
されなかった有機物フラックスは直接、底生生物（ベントス：
benthos）の餌となるという、「漂泳系‐底生系カップリン
グ（pelagic-benthic coupling）」という概念が報告されてい
る（Grebmeier et al., 19889)）。当海域では 2017～ 2018 年
冬季の海氷面積が、1978年の観測開始以来最低面積を観測
したことが報告されている（Cornwall, 201911)）。また 2018年
夏季には北部ベーリング海にて魚食性海鳥の大量死や、プラン
クトン食性海鳥の産卵が失敗したことが報告されている（Duffy-
Anderson et al., 201912)）。これらは海洋環境や有機物フラッ
クスの変動が、生態系の頂点に位置する海鳥に与えた影響と考
えられているが、その詳細なメカニズムについては不明な点が
多い。本研究では消費者として、動物プランクトン、魚類、海
鳥および底生生物を設け、各項目に関して海洋環境や有機物フ
ラックスがどのような影響を与えるかを明らかにすることを目的
として行った。

図 4-7-3. （a）人工衛星による係留観測点 St. BS の海氷密接度（黒線）、海面のクロ
ロフィル a 濃度（緑線）、（b）海底直上 3m のクロロフィル a 濃度（緑線）、水温（青線）、

（c）海底付近の濁度（茶線）、高周波成分のみを抽出したクロロフィル a 濃度（緑線）、
（d）後方散乱強度の鉛直プロファイル、（e）海底の北向き流速（実線）および係留
観測点での気象再解析海上風の北向き成分（破線）の時系列（Abe et al., 2019）

4.7.4 実施項目 [1-3] 環境・有機物フラックスの変動が消費
　　 者の分布・生態に与える影響

山口 篤・阿部 義之・松野 孝平・山村 織生・綿貫 豊

仲岡 雅裕・西澤 文吾・和賀 久朋
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動物プランクトン
　ベーリング海陸棚域において商業的に重要な、十脚類幼生の
水中内における水平分布と経年変化を明らかにした（Landeira 
et al., 2017, 2018）。ズワイガニ幼生の甲長には、南部ベーリン
グ海からチュクチ海にかけて緯度と正の関係（高緯度ほど大型
な関係）が観察された（図 4-7-4）。一方、商業的に重要で、よ
り大型なオオズワイガニの分布北限は、従来ベーリング海中部
の北緯 62度とされていたが、チュクチ海南部の北緯 68度にも
分布が確認された。これは大型なオオズワイガニの幼生は、
より長い浮遊幼生期（ 3～ 5ヵ月）を持つことの反映と考えられ
た。結氷環境が大きく変化している北部ベーリング海において、
チュクチ海に輸送されるオオズワイガニ幼生は、今後より増える
ことが予想され、北極海海洋生態系への影響が懸念される。

魚類
　夏季のベーリング海峡からセントローレンス島周辺に至る海域
において、2017年と 2018年の仔魚群集は、過去の結果（2008、
2009、2013年）と大きく異なり、これらの年のみから成るグループ
を形成していた（図 4-7-5）。過去に優占していしたガジ類とホッ
キョクダラはほとんど出現せず、代わってアカガレイ属やツノガレ
イが卓越していた。このように近年の調査海域は仔魚相が過去と
大きく異なることが明らかになった。両年の仔魚は今後着底･加
入していくことから、海氷の減少と開氷の早期化の影響が今後当
該生態系の上位栄養段階まで伝搬していく可能性が指摘される。

海鳥
　夏季のベーリング海・チュクチ海の海鳥相に優占するハシボソ
ミズナギドリについて、春～秋季に行われた各種航海において、
分布調査とオキアミ類のネット採集を行い、高次捕食者（海鳥）
と餌生物（オキアミ類）の分布関係を明らかにした（Nishizawa 
et al., 2017）。ハシボソミズナギドリは春～夏季には主にベーリ
ング海に分布し、秋季には、より北のチュクチ海に移動していた
（図 4-7-6）。チュクチ海におけるオキアミ類は、夏季には小型
個体が多かったが、秋季には大型個体が優占していた。このよ
うに、ハシボソミズナギドリの分布の季節変化は、餌である大
型のオキアミ類分布の季節変化によって説明されることが明らか
になった。

底生生物（ベントス）
　2000～ 2013年における衛星データにもとづき、太平洋側北
極海における植物プランクトンサイズ組成を明らかにし、底生
生物生物量（ベントスバイオマス）の地理・経年変化に与える
影響を評価した（Waga et al., 2019）。経年的に植物プランク
トンサイズ組成は、セントローレンス島南部（SLIP）では小型
化していたが、チュクチ海南東部（SECS）では大型化していた
（図 4-7-7）。一方、同所および経年的に、ベントスバイオマス
は SLIPで減少し、SECSで増加しており、植物プランクトンサ
イズ組成の時空間変動が、ベントスバイオマスに大きな影響を
およぼすことが明らかになった。

図 4-7-5. 2008 ～ 2018 年の 5 年間に「おしょろ丸」がベーリング海峡からセントローレン
ス島周辺に至る海域において夏季に採集した仔魚群集クラスター結果（上）と種組成（下）

図 4-7-4. 東部ベーリング海陸棚域におけるズワイガニ幼生甲長の緯度変化。いず
れの発育段階も高緯度ほど大型であった（Landeira et al., 2017）。

図 4-7-6. ベーリング海（A）とチュクチ海（B）におけるハシボソミズナギドリの
相対的分布密度偏差の季節変化、チュクチ海に分布するオキアミ類体サイズの季
節変化（C）（Nishizawa et al. , 2017）

図 4-7-7. セントローレンス島南部（SLIP）、チリコフ海盆（Chirikov）、チュクチ海
南東部（SECS）における、（a) 2000 年代と（b）2010 年代の植物プランクトン
サイズ組成と植物プランクトン沈降量、ベントスバイオマスの関係に関する模式図

（Waga et al., 2019）
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背景と目的
　中緯度地域において農薬・火力発電などに加え日常生活から
環境中に排出された汚染物質のうち揮発性の高いものは、大
気輸送され、極域では冷却され海洋に取り込まれるため、極
域海洋生態系での汚染が懸念される（Wania and Mackay, 
19962)）。その実態を把握するため、北極域における海底堆積
物表層中の人為起源分子指標（Molecular Marker）とマイク
ロプラスチック、および北部ベーリング海にあるセントローレンス
島で繁殖する海鳥の尾腺ワックス中の残留性有機汚染物質の分
析を行った。

海底堆積物表層中の汚染物質
　2016年度「みらい」北極航海（MR16-06）において、ベーリ
ング海峡からチュクチ海南部の海底水深 45～ 75mからスミキ
ン採泥機で得た表層の泥を冷凍で持ち帰り、凍結乾燥後、有
機溶媒で加圧流体抽出し、シリカゲルカラムで精製後、ガスク
ロマトグラフ質量分析計（GC-MS）あるいはガスクロマトグラフ
電子捕獲型検出器（GC-ECD）で同定・定量した。マイクロプ
ラスチックは堆積物を過酸化水素処理後、ヨウ化ナトリウム飽
和水溶液で密度分離後、フーリエ変換赤外分光光度計（FTIR）
で同定した（Matsuguma et al., 201713)）。調査海域の LABs、
PCBsといった人為起源指標濃度は都市部沿岸や沖合に比べ比
較的低濃度であり、下水の寄与も無視できる程度だった。しか
しながら、PAHsやHapanesなどは沖合の海水中の値の下限
に近く、何らかの石油汚染の影響が検知され（図 4-7-8）、また
マイクロプラスチックの検出も示唆された（図 4-7-9）。

海鳥尾腺ワックス中の汚染物質
　北部ベーリング海にあるセントローレンス島において、2017年
夏に捕獲したコウミスズメ、エトロフウミスズメ、ウミガラス、
ハシブトウミガラスの尾腺ワックス中濃度は、北太平洋のほかの
島の海鳥と比べると、揮発性の低いΣ PCBsとΣDDTsは、もっ
とも低いハワイの海鳥と同程度に低かったが、揮発性の高いΣ
HCHsは比較的高かった。高次捕食者の体組織中の濃度から
も、中緯度から北極海への大気輸送が示唆された。

背景と目的
　北極海は、日本から見ると遠隔地である。また、ほかの海洋
と同様に、複数の国家による管理を受ける地域でもある。結果
として、環境生態学において、データの取得そのものが困難で
あり、北極圏における当該分野の発展を乏しく妨げている。本
研究では、地球観測衛星を利用した海洋観測を行うことで上記
問題を克服し、北極海域における環境生態学的データの取得を
通じて、複数国家が関連する海域における海洋生態系の変動の
現状把握を目的とする。

衛星観測による北極圏海洋環境変動
　衛星搭載光学センサーおよびマイクロ波センサーの観測デー
タから抽出された 1997年以降のクロロフィル a濃度、海氷密接
度プロダクトを用いて北極海域の長期変動特性を調査したとこ
ろ、年平均した海面露出（非海氷域）面積および年積算したク
ロロフィル a濃度がすべての海域において増加傾向を示し、特
にグリーンランド海、バレンツ海、カラ海、チュクチ海において
統計的に有意な正相関を示した。この結果は先行研究（Arrigo 
and van Dijken, 201114））とも整合的で、海氷面積の減少が
北極海の生物生産増加の一因であることが示唆された。次に、
2017年 12月に打ち上げられた日本の気候変動観測衛星「しき
さい」搭載の多波長光学放射計（SGLI：Second generation 
GLobal Imager）の観測データを用い、北極海へ流入する主要
6河川の表面温度推定を行った。雲域による欠損を補うため、9
日間の移動平均を行うことで、日単位での河川水温のモニタリ
ングが主要河道沿いの 7割の河川域にて可能であることを示し
た。また、SGLIによる河川水温と地上観測にもとづく河川流量
とから北極海へ流入する熱流量を評価した。その結果、2018
年のエニセイ川の熱流量（最大値）は、先行研究（Lammers et 
al., 200715））で見積もられた 1992年（16年前）の倍以上に増
加し、出現時期も半月程度早期化していることが明らかとなり、
近年の北極海氷減少の一因として、河川からの熱流量の増加が
大きく寄与していることが示唆された。

4.7.5 実施項目 [1-4] 汚染物質の生態系への影響

高田 秀重・綿貫 豊・仲岡 雅裕・西澤 文吾

図 4-7-8. 各調査点の表層泥の汚染物質濃度

図 4-7-9. 各 調 査 点
の 堆 積 物 表 層 の 泥
中のマイクロプラス
チック

4.7.6 実施項目 [1-5] 衛星による北極圏環境と海洋生態系変
　　 動の評価

平田 貴文・堀 雅裕・Irene Alabia・増田 良帆

Jorge Garcia Molinos・村上 浩・高橋 幸弘
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北極海の海洋生態系変動
　ベーリング海のスケトウダラを対象として、衛星観測される環
境データを利用して生息域（ハビタット）モデルを作成し、気候
変動にともなうハビタットの空間変化速度を見積もった。この
モデルを拡張し、21魚類および海洋無脊椎動物に対して、気
候が顕著に変遷した期間前後のハビタット分布変化を調査した
（Alabia et al., 2018）。その結果、ハビタット分布の変化は気
候変動そのものに加えて、種ごとの気候変動への感度によって
制御されていることがわかった。IPCC-AR5気候変動シナリオ
を使用して、これらの解析を将来予測に拡張した。亜寒帯種に
おいては、その生息範囲の北側境界は現在よりさらに北へ拡張
し、また北極種は生息範囲の南側境界が北へ移動することが示
唆された。その結果、21世紀末までに、ベーリング海やチュク
チ海の大陸棚に沿った現在の生物多様性が再構成されることが
示唆された。さらに、水産有用種について、ハビタットモデルを
個体数モデルへと拡張し、将来における資源量に対する気候変
動の生態学的影響を評価した。特に、コガネガレイやレックス
カレイ個体数は、海域によって増加も減少もしうると予測された。

衛星観測にもとづく北極海洋生態系の環境変動に対する脆弱性
　海洋生態系の脆弱性を、環境変動への暴露、感度、および
潜在的回復力の 3要素からなるものとし、自然環境変動のみ
を考慮した潜在的脆弱性指標（PVI: Potential Vulnerability 
Index）の開発を行った。環境変動要素としてプラネタリー・バ
ウンダリー（planetary boundary）※ 2を構成する地球システム
過程を考慮し、それぞれの過程を代表する衛星データを用いて
解析を行った。その結果、プラネタリー・バウンダリー過程の
第 1主成分として表現される海洋生態系の環境ストレスへの暴
露度は、全球的に見ても北極海で特に大きいことが示された。
北極海内部では、低緯度側また高緯度側で顕著な暴露を示し
た。また、環境ストレスへの生態系の応答の強さとして表現さ
れる環境感度は、北極海内部においても海域により異なり、す
なわち、チュクチ海において特に強く、カラ海やバフィン湾で小
さいことが示された。生物多様性（質）と基礎生産力（量）に
もとづいた潜在的回復力は、顕著な緯度勾配を示し、北極シス
テム内の熱環境との関連が示唆された。これらを統合した PVI
によれば、海氷縁辺で脆弱性がもっとも高いと示唆された。
　衛星による海洋観測は海面表層を対象としており、海洋の深
部の情報を得ない。そこで衛星データ解析（特に生態系解析）
の信頼性を高めることを目的として、海洋生態系モデル（植物

プランクトンのクロロフィル、炭素バイオマス比が可変であるモ
デル）のチューニングを北極海を対象として行った。結果、従
来モデルでは再現が難しかった北極海亜表層クロロフィル極大
の再現に成功した（図 4-7-10）。クロロフィル極大が形成され
る深度は、栄養塩躍層の深度とほぼ一致していた。また、40m
以深にクロロフィル極大が存在するのは海氷のない海域だけで
あり、海氷が存在する海域ではクロロフィル極大は海表面付近
に形成されることが示された。

　
背景と目的
　本プロジェクトでは、得られた知見にもとづき、ステークホル
ダーにとって有効かつ重要な情報を提供することも目的としてい
る。本テーマでは、近い将来の生物資源の持続的利用と保護
に関する提案を行うことを最終目標とし、以下の活動や連携研
究を実施した。

中央北極海無規制公海漁業防止協定等に関する情報提供
　本プロジェクトが始まった頃より、中央北極海無規制公海漁
業防止協定を含む北極におけるさまざまな法整備に向けて、海
洋学・水産学の知見を求められる機会が多くなった。2015年
12月 18～ 19日に神戸大学で開催された国際シンポジウム「北
極国際法秩序の展望」に参加し、北極漁業に関する国際法と
自然科学とのギャップ、ACが中心となった国際法制定と AC
オブザーバーの貢献の重要性について議論と意見交換を行った
（神戸大学※ 3）。2016年 3月 30～ 31日には、韓国極地研究所
（KOPRI：Korea Polar Research Institute）で開催された国
際シンポジウム「Roundtable on Central Arctic Ocean (CAO) 
ecosystem and fisheries issues」に参加し、北海道大学の「お
しょろ丸」等で得られた海洋生態系に関する成果について、人文
社会科学系（主に国際法関係）の研究者に情報提供を行った。
さらに、2016年 7月 28～ 29日の神戸大学の国際シンポジウム
「北極海法秩序の将来設計」（山村 , 2018）や 2016年 12月 16
～ 18日の北極域研究共同推進拠点「International Marine 

図 4-7-10. 川の熱流量（最大値）は、先行研
究（Lammers et al., 200715））で見積もられ
た 1992 年（16 年前）の倍以上に増加し、出
現時期も半月程度早期化していることが明ら
かとなり、近年の北極海氷減少の一因として、
河川からの熱流量の増加が大きく寄与してい
ることが示唆された

4.7.7 実施項目 [1-6] MPA、北極生物資源管理に関する
　　  情報提供

平譯 享・Irene Alabia・平田 貴文・Jorge Garcia Molinos

渡邉 英嗣・三瓶 真・山村 織生・牧野 光琢
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Science Coordinating Organization for the Central Arctic 
Ocean, Working Session」においても北極域の魚類生態や海
洋環境に関する報告を行った。
　同上協定作成に関しても水産庁や文部科学省に対して協力
を行った。2016 年 9月の 4th Fish Stocks in the Central 
Arctic Ocean（FiSCAO）に提出する資料作成の際は、過去
の調査内容やそこで漁獲された魚類に関する情報を水産庁に
提供した。また、2018年 8月には、協定の日本語版（外務省 , 
201916））の内容に関する外務省・文部科学省からの質問に回
答を行った。
　FiSCAOへ提出されるべく作成された報告書『Synthesis of 
Knowledge on Fisheries Science in the Central Arctic Ocean 
and Adjacent Waters』についても、ICES/PICES/PAME Working 
Group on WGICAをとおして原稿作成に協力した。
　また、ベルモントフォーラムRACArcticとも連携し、水産関
連のステークホルダーとの連携関係を強化するとともに、ステー
クホルダー向けの総説作成にも加わった。

水産資源変動の経済学的影響評価（テーマ 4-6-7 連携）
　実施項目 [1-5]「衛星による北極圏環境と海洋生態系変動の
評価」の結果が出始めた2017年2月より、漁獲を行っている国（こ
こでは米国）や輸入国である日本に水産資源変動がどのような
経済的影響を与えるかを評価できないか、テーマ 7と連携して
検討を始めた。その後、本連携にテーマ 4が加わり、テーマ 4
で作成した数値モデルデータ（海洋環境データ）を本テーマで
作成した水産資源のハビタットモデルに入力し、その変動をテー
マ 7の経済モデルで評価することで、ベーリング海・チュクチ海
の魚類資源変動が海域周辺国、日本、およびアジア各国にお
よぼす経済的影響を評価することになった。また、これに関連
する背景やコンセプトは成田・平譯（2020）にまとめられた。
　本テーマのハビタットモデル（Alabia et al., 2018）はすでに
作られ、モデルデータを入力した将来予測が行われた。一方、
経済評価に必要な米国の実データの入手は困難を極め、公開さ
れているデータのみを用いた経済評価のみを実施した。
　また、この連携内容を伝える活動として、2018年 1月 8日に
日本科学未来館において、一般人を対象としたイベントを行っ
た。さらに、本連携およびアウトリーチ活動の一環として、テー
マ 4、7および日本科学未来館と共同で、北極圏の海洋・生態
系と人間活動の関わりを題材として、研究の科学的重要性およ
び成果を発信できるような高校生以上向けのボードゲームの製
作を行った。

　北極先住民の生活をさまざまな形で支える鳥獣類の季節移
動や土地利用の実態、その変動を明らかにするための調査・研

究をロシアのサハ共和国において行った。対象種は、先住民が
よく利用する野生ツンドラトナカイ、ジャコウウシ、ホッキョクギ
ツネ、コクガンとし、調査手法の開発、行動圏・移動軌跡の把
握、それらにもとづく保全施策の検討・提言を IBPCとの共同
研究として行った。

野生ツンドラトナカイ
　2015年度から 2018年度まで、毎年夏季（7～ 8月）にロシア・
サハ共和国のオレニョク地域で生体捕獲を行い、衛星発信機付
き首輪を装着して放逐し、行動を観測した。
　捕獲においては、地元エベンキ族の伝統的技術と捕獲場所
や動物行動に関する伝統的知識を活用して 36頭に衛星発信機
を装着した。衛星発信機はモスクワにある ES-PAS社と共同開
発し、約 30個は本手法の有効性を認めた共和国政府等の予算
で購入した。これまでシベリア北極域では、低温湿潤環境のた
め冬季を越えて継続的に位置情報を得ることは困難だったが、
2016年以降発信機の改良により通年の行動観測に成功した。
この結果、本地域では 1980 年代（Safronov et al., 199917)）
と比較し、越冬地も越夏地もそれぞれ 500km近く南に移動し
ていることを明らかにした。そのため、冬季の伝統的狩猟地に
野生トナカイが来なくなるばかりか、家畜トナカイとの餌の競合
や雌トナカイの連れ去りが起こるなど、野生トナカイの土地利用
変化による問題が生じている。新越冬地では通常とは異なる不
規則な移動が頻繁に起こる行動が認められ、その多くは露天掘
り鉱山等大規模開発地で生じていた。本成果をもとに本種の
保全を目的とした保護区設定を同共和国政府に提言した結果、
「マルハラ野生トナカイ保護区」が実現した。以降、保護区で
は先住民によるモニタリングと衛星観測を用いた順応的管理が
行われている。2017年からはレナ個体群とタイミル個体群につ
いても観測を行った結果、いずれも行動圏を南方へシフトさせ、
越冬期には 3個体群が合流していることが確認された（図 4-7-
11）。本成果は、IPCC-AR6の Cross-Chapter Paper (Polar 
Regions, Lead Authour: Prof. Mustonen, T.)で温暖化が先
住民生活におよぼす影響の象徴的事例として紹介予定である。

ジャコウウシ、ホッキョクギツネ
　北極圏の先住民にとって利用価値の高い毛皮獣である両種に
ついて、レナ川デルタで冬季の生体捕獲手法の開発と発信機装
着の試行を行った。ジャコウウシは大型スノーモービル 2台で並
走しながら特定個体を群れから引き離して麻酔銃で撃つ「並走
法」を開発した。この方法は他地域の再導入個体群のモニタリ
ング手法としても採用され、個体数情報の整理等が進んだ。本
成果は CAFFの The Circumpolar Biodiversity Monitoring 
Programで評価され（Cuyler et al., 201918)）、非北極国で初
のジャコウウシ専門家グループメンバーとなった※ 1。
　ホッキョクギツネの生体捕獲については、巣穴近くにブッシュ
や構築物を準備して追い込む方法を開発・試行した。

4.7.8 実施項目 [2-1] シベリア北極域における移動性鳥獣の
　　 生態調査

立澤 史郎
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ホッキョクグマ
　シベリア北極域での本種の生息状況はいまだ不明であるた
め、2018年 3～ 4月にティクシ周辺で予備調査を実施した後、
2019年 3～ 5月にコリマ川デルタのクリストヴァヤ村とメドヴェ
ジイ諸島で痕跡調査と聞き取り調査を行った。その結果、メド
ヴェジイ諸島だけで少なくとも 9頭の越冬・出産が確認され、
有数の高密度生息域であることが判明した。

コクガン
　北極域に広域分布し北方先住民に広く利用されるコクガンは、
冬には多くが南方に移動する。本種の個体数は世界的に減少
傾向にあり（Wetland International, 201219)）、日本では国指
定天然記念物（1971年）および環境省レッドリスト絶滅危惧Ⅱ
類（1998年）に指定されている。本プロジェクトでは、世界最
大の繁殖地と目されるサハ共和国のレナ川デルタと北海道の野
付湾と函館湾の双方で季節移動状況把握のための標識および
発信機装着を実施した。さらに国際的な共同研究・保全体制
の整備・構築を行った。
　安全な生体捕獲手法が確立されていないため、汀線帯で休息
する行動特性を利用して水中に小型足くくり罠を多数設置する手
法を開発し（Sawa et al., 2019a）、2016～ 2019年度に約 20羽
の生体捕獲・標識装着に成功した。15羽にはタグ型発信機を
装着し、移動実態の一端を明らかにした（Sawa et al., 2019b）。

　ベーリング海北部では、北極域の温暖化にともなって大きな
物理的・生物的な環境の変化が見られている。ベーリング海
北部の中心に位置するセントローレンス島では約 200万羽の海
鳥が繁殖しており、この地域で最大の繁殖地となっている。
CAFFでは CBirdという専門家グループが周北極における海鳥
類の調査を実施している。しかし、この島の海鳥の採餌・繁殖
生態については、魚食性のウミガラス類（ハシブトウミガラス・ウ
ミガラス）とミツユビカモメについては 1980年代後半以降、プ

ランクトン食性のウミスズメ類（エトロフウミスズメ・コウミスズメ）
については 2004年以降、調査がなされていない。北極域にお
いて、海鳥の採餌・繁殖生態の変化は海洋生態系全体の長期
的な変化の指標として有効であると考えられている。そこで、今
回セントローレンス島で繁殖する上記 5種の海鳥の採餌・繁殖
生態を調査し、過去の研究結果との比較を行うことで、近年の
環境変化がベーリング海北部の海洋生態系に与える影響を明ら
かにすることを目的とした。
　2016～ 2019年まで、セントローレンス島北岸のサヴォンガ近
くの海鳥繁殖地で、UAFのチームと共同で野外調査を行った。
5種の海鳥について、繁殖巣数や雛の巣立ち率などの繁殖成績
のモニタリングを行った。ウミガラス類については、親が雛に与
えるために嘴にくわえて繁殖地に持ち帰った魚種を観察し、同
定した。また繁殖期間中の採餌移動経路を調べるためにGPS
記録計を 4種（体サイズが小さくGPS記録計を装着できなかっ
たコウミスズメを除く）に装着した。さらに、繁殖終了後の渡り
移動経路を調べるために、照度記録から位置を推定するジオロ
ケーターを 5種に装着した。
　調査を行った 4年間で、ベーリング海北部の海氷状況は大き
く異なり、2018年と 2019年には冬～春にかけての海氷が記録
的に少なく、2018年には過去最小の海氷張り出し面積となった
（Stabeno and Bell, 201920)）。
　海鳥、特にプランクトン食性の 2種の繁殖成績は海氷変動に
呼応して大きく変動し、2016～ 2017年には 50%近かった雛の
巣立ち率が 2018～ 2019年にはほぼ 0%となった。この 2 種
はいずれも大型の動物プランクトン（オキアミ・大型カイアシ類）
を主要な餌としているが、海氷が記録的に少ない年には小型カ
イアシ類が増加する状況となったことから（Duffy-Anderson 
et al., 201912)）、繁殖成績に大きな影響を受けたと考えられる。
また魚食性の 3種の繁殖成績も、2018～ 2019年に巣立ち雛
数が低下する傾向が見られ、特にハシブトウミガラスについては、
2018年には成鳥が大量死し繁殖を試みる個体が極端に少ない
様子が観察された（図 4-7-12）。大量死の原因は未解明であるが、
餌不足による栄養ストレスの上昇、鳥インフルエンザ等の病気
の影響などを現在も検討中である。

4.7.9 実施項目 [2-2]ベーリング海北部で繁殖する海鳥
　　   の生態調査

高橋 晃周

図 4-7-12. ハシブトウミガラスの繁殖状況の年間の違い

図 4-7-11. 東シベリアにおける野生トナカイの移動状況。3 集団（赤丸、夏季）が
冬季に南部で合流していることがわかった。
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　本調査期間中にウミガラス類が雛に持ち帰った魚は、ギンポ
類などの底魚が優占していた。これはホッキョクダラが優占し
ていたとする 1980年代の調査結果（Piatt et al., 198821)）と
大きく異なっており、ベーリング海北部の温暖化によって、寒
冷性のホッキョクダラの分布が北へ後退していることを反映し
ていると考えられた。一方、GPS記録計の結果から、4 種の
海鳥はセントローレンス島北部の浅い陸棚域を中心に、最大
50km程度沖合まで採餌に出ていることが明らかになった（図
4-7-13）。鳥の行動範囲をセントローレンス島周辺に国際海事
機関（IMO：International Maritime Organization）が設定
している「船舶航行を避けるべき海域 （Area To Be Avoided）」
（Huntington et al., 201922)）と比較したところ、海鳥の移動
経路の多くがこの海域の外側まで広がっていることがわかった
（図 4-7-13）。島で繁殖する海鳥の保全のためには、船舶航行
を避けるべき海域を拡張する必要性があることが示唆された。
　また、回収されたジオロケーターの解析結果から、いずれの海鳥
も島で繁殖を終えたあと、ベーリング海南部や太平洋北部にまで大
きく移動して越冬していることがわかった。特にハシブトウミガラス
はオホーツク海や日本海にまで移動してきており、北極圏から大き
く離れたこれらの海域での環境変化等も個体数変動に影響を与え
ている可能性が示唆された。以上の成果は本プロジェクト期間中に
CBirdのメンバーとなり、CBirdを通じてCAFFに報告した。

　

　ニシオンデンザメは北大西洋の高緯度海域に生息する大型の
サメで、体長は最大で 6mにもなる。さまざまな魚だけでなく、
アザラシなどの海生哺乳類をも捕食することが知られ、高次捕
食者として北極海の生態系で重要な役割を果たしている。ニシ
オンデンザメは、カラスガレイの延縄漁で大量に混獲されてしま
うことが大きな問題になっている。ニシオンデンザメの混獲は、
重要な水産資源であるカラスガレイの漁の効率低下につながる

だけでなく、ニシオンデンザメの個体数減少にもつながる。本
研究から得られたニシオンデンザメの知見は、カナダ側の共同
研究者（ウィンザー大学 Nigel Hussey 博士）をとおして DFO
に提供し、混獲の影響を緩和する方法の策定に役立てる。
　2015年 9月と 2016年 9月に、バフィン島（カナダ北極域）の
中央部東岸に位置するスコットインレット（Scott Inlet）と呼ばれ
る入り江において、ニシオンデンザメの生態調査を実施した。さ
らに 2018年 8月には、バフィン島の北端に位置するトレンブレー
サウンド（Tremblay Sound）海域にて、同じくニシオンデンザメ
の生態調査を行った。漁船（2015、2016年）あるいは小型ゴム
ボート（2018年）を使って延縄を仕掛け、サメを捕獲した。外部
形態を測定し、血液を採取した後、サメの体に行動記録計を取り
付けて放流した。放流から 2～ 4日後、タイマーで切り離されて
海面に浮かび上がった記録計を、電波を頼りに回収した。2015
年に 5個体、2016年に 4個体、2018年に 2個体、計 11個体
のニシオンデンザメから遊泳行動データを得ることができた。
　深度のデータを分析すると、どの個体も放流直後には沈んで
いき、しばらく時間が経過した後、200～ 600m程度の深度帯
を上下に泳ぎ始めることがわかった。また遊泳速度のデータを見
ると、放流直後にもっとも遊泳速度が速く、その後下がっていっ
てやがて一定の値に落ち着いていた。さらに、加速度のデータに
もとづいてサメの尾びれの振りの頻度を計算すると、これも放流
直後にもっとも高く、次第に下がっていってやがて一定の値に落ち
着いていた。これらの結果から、延縄で捕獲されたニシオンデン
ザメはストレスを受けており、放流直後は異常な行動を示すこと
がわかった。しかし、どの個体も 5～ 10時間程度で正常と思わ
れる行動に戻っていた。過去の文献では、カマストガリザメが 10
時間程度、レモンザメが 24時間程度でストレスから回復するこ
とが報告されている（Sundström and Gruber, 200223); Whitney 
et al., 201624)）。それらの値と比べると、ニシオンデンザメは比較
的短時間のうちにストレスから回復することが示唆された。
　同様の結果は、ニシオンデンザメの血液の分析からも得られ
た。ストレスの指標である乳酸の濃度は平均 4.8mmol/l、血糖の
濃度は平均 5.3mmol/lであった。これらの値は、文献に報告さ
れているほかのサメ類（アオザメ、マオナガ、ヒラシュモクザメ等）
の値よりも著しく低い（Marshall et al., 201225)）。ニシオンデンザ
メは動きが緩慢で、針にかかっても激しく暴れることがないので、
ほかのサメ類に比べて捕獲の影響が少ないことが示唆された。
　北大西洋の高緯度海域で幅広く行われているカラスガレイの
延縄漁において、大量のニシオンデンザメが混獲され、個体数
への影響が懸念されている。ニシオンデンザメは極端に成長が
遅く、性成熟に 150年もかかると推定されており、一旦個体数
が減少すると容易には回復しないと考えられる。本研究により、
延縄漁で捕獲され、放流されるニシオンデンザメのストレスレ
ベルはほかのサメ類と比べて低いことが明らかになった。カラス
ガレイの延縄漁で混獲され、放流されるニシオンデンザメの多
くも、やがては通常の行動に戻っていると考えられる。ただし、
本研究は漁業者による延縄漁を完全に再現したものではなく、
サメを丁寧に扱った。実際の漁業の現場では、多くの場合、針
にかかったサメは仕掛けごと巻き上げ機械で空中に持ち上げら

図 4-7-13. セントローレンス島周辺に設定された船舶航行を避けるべき海域（黒線）
と GPS 記録計から得られた海鳥の移動経路の重複（黃：エトロフウミスズメ、赤：
ミツユビカモメ、青：ハシブトウミガラス、緑：ウミガラス）

4.7.10 実施項目 [2-3] ニシオンデンザメの生態調査

渡辺 佑基
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れる。すると自らの体の重みでサメが自動的に針から外れるが、
その際に顎に大きな傷を負ってしまう。サメのダメージを軽減す
るために、延縄にかかったサメを空中に持ち上げるのではなく、
水中で仕掛けを切り、針をくわえた状態で放流する方法を本研
究では提案し、本種の保全に役立てたい。

　北極陸域における真菌類などの微生物の多様性はいまだ全容
解明にはほど遠い状況にある（CAFF, 20133)）。微生物多様性
解明のためには、さまざまな場所から試料を採取し、微生物を
分離・同定する必要がある。そこで、本研究ではカナダ北極域
において、真菌類の調査を実施した。
　カナダ・エルズミア島はグリーンランドの西に位置し、カナダ
で 3番目に大きい島である。エルズミア島では地衣共生菌類
400 種（Kristinsson et al., 201026)）、コケ 25 種（Osono et 
al., 201227)）が報告されているが、真菌の多様性に関する情報
は断片的である。本研究では、エルズミア島北部の氷島の融解
水中の真菌叢と、エルズミア島の北部近くに位置する氷河上お
よび後退域の堆積物の真菌相を調査した。
　北緯 82度 50 分、西経 73度 40 分に位置するディスラエリ
フィヨルド（Disraeli Fjord）の氷島上で融解していた水底から
微生物マットを 5点採取した。DNAシークエンシングが可能な
76菌株を分析した結果、接合菌類 1属、子のう菌類 11属およ
び担子菌類 10属に分類された。出現頻度は Vishniacozyma属
（38%）、Preussia 属（16%）、Cladosporium 属（11%）、Mrakia

属（ca. 11%）であり、そのなかから新種の酵母菌 Gelidatrema 

psychrophila（Tsuji et al., 2018a） と Mrakia arctica（Tsuji 
et al., 2018b）2 種を発見した。一方、エルズミア島のウォー
カー氷河後退域から採取した 9点の土壌からは、DNAシーク
エンシングできた 275菌株からMrakia hoshinonisi（Tsuji et 
al., 2019a）および Vishniacozyma ellesmerensis（Tsuji et al., 
2019b）の 2種の新種を発見、報告した（図 4-7-14）。

　生態系は、複雑な相互作用を持ちながら存在する生物と無生
物によって形作られている。そのため、生態系における生物の
多様性および群集構造は、系全体の生物活動の質・量を規定
する。例えば、北極域における地域別の維管束植物の種数と生
態系一次生産量の関係では、種数の増加にともなって一次生産
量が増加することが示されている（Ims and Ehrich, 201328)）。
このことは、環境変動にともなう生物多様性や群集構造の変化
が生態系の機能的側面にも影響することを示唆する。北極生態
系の生物群集構造の特徴点としては、少ない構成種と単純な群
集組成があげられる。そのため、特定の生物種の個体数変動
や群数組成の変化が、生態系の機能面に反映されやすい。上
記の理由から、生物多様性が北極生態系にどのような機能的効
果を持つのかを明らかにすることが、今後の気候変動とそれに
ともなう生態系変動を理解するうえで重要となる。
　森林化や低木種の分布拡大は、北極域の温暖化に対する植
生動態としてはもっとも一貫した方向性を持つ変化である。しか
しながら、その変化には気温上昇といったグローバルなプロセ
スだけでなく、土壌環境や生物間相互作用のようなローカルな
プロセスも影響する。そしてローカルな影響は、ときにグローバ
ルな影響よりも強く働く（Scheffer et al., 201229)）。
　本研究では、カナダ・ハドソン湾東海岸に位置するツンドラ
と森林のエコトーンで調査を行い、低木種の間にはツンドラに
おいてのみ正の相互作用が機能していることを明らかにした（図
4-7-15、Kitagawa et al., 2019）。この結果から、低木種間の
正の相互作用によって低木種の分布が拡大し、その拡大がさら
に低木種のツンドラへの侵入を促進するフィードバック効果が低
木種の分布拡大を推し進めていることが示唆された。
　維管束植物の多様性が土壌中の炭素・窒素含有量に貢献し
ていることがカナダ北極域の研究から示されている（図 4-7-16、
Mori et al., 2017）。生物多様性と生態系機能に関する研究は、
リージョナルスケールでの研究とローカルスケールでの研究があ
る。前者の研究では、温度などの比較的大きなスケールで変化
する環境要因や地史的な背景によって、両者の関係性が議論さ
れる。後者の研究では、土壌の栄養塩や種間相互作用といった
小さなスケールで働く群集集合規則をもって議論される。
　北極域でもリージョナルスケールの多様性と生態系機能に関
する研究は行われてきた。今回の我々の研究結果は、ローカル
スケールでの多様性‐生態系機能の関係を北極域で観察した
はじめての例である。この結果は、今後の気候変動が生物多様
性に与える影響がローカルスケールでも生態系機能に波及してい
くことを示唆している。
　温暖化にともなう生物間相互作用の変化と、その変化が生態
系機能に与える影響の研究は数多くある。そのなかでも、一次生
産者である植物とその寄生者の相互作用の変化は、病害の発生
率や強度に影響することで生態系の一次生産量を低下させる。特
に単純な構造を持ち北極生態系では、特定の寄生者が生態系全
体に大きな影響をおよぼしうる。本研究では、周北極に広く分布
するヤナギの寄生者（Rhytisma属菌）が、宿主の一次生産とその
後の炭素動態に与える影響を詳細に評価した（Masumoto et al., 
2018b）。その結果、寄生者が生態系純生産量だけでなく、植物

4.7.11 実施項目 [2-4] 北極圏陸域における生態系機能‐
　　   生物多様性の関係の実態把握

増本 翔太・辻 雅晴・星野 保・東條 元昭・内田 雅己

図 4-7-14. カ ナ ダ 北
極 域で 発見した新種
の 真 菌 類。(A) Mrakia 
arctica. (B) Gelidatrema 
p syc h r o p h i l a .  (C ) 
V i s h n i a c o z y m a 
el lesmerens is . (D) 
Mrakia hoshinonis. 

（Tsuji et al., 2018ab, 
2019ab）
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から土壌への炭素流入にも大きな影響をおよぼしていることが明
らかになった（図 4-7-17）。また、この寄生者による病害が温暖化
にともなう降水量変化に応答する可能性が高いこと（Masumoto 

et al., 2018a）は、本病害が今後の気候変動にともない生態系の
炭素循環に大きな影響をおよぼしうることを示唆している。
 

図 4-7-15. ツンドラと森林での植物種の共存率。環境要因の影響を含んだ際の共存率（左）と含まない際の共存率（右）。青色は正の相関の強さを、赤色は負の相関の強さを示す。ツンドラと
森林の共通種はツンドラでの共存率が高い（Kitagawa et al., 2019）。

図 4-7-16. 氷河後退域での維管束植物の
多様性（種数）から土壌炭素量（A）と窒
素 量（B） へ のパ ス 解 析 図（Mori et al., 
2017）

図 4-7-17. 健全な生態系（a）と病害が発
生した生態系（b）の炭素循環のコンパート
メントモデル（Masumoto et al., 2018b）
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　アラスカのツンドラ域にある数百の湖の 20年にわたる衛星画
像を解析した結果、冬に全面凍結する湖の数が大幅に減少した
ことを示した（Surdu et al., 201430)）。湖氷消失によるフェノロ
ジーの変化は気候温暖化の敏感な指標であり（Duguay et al., 
200631)）、氷に覆われた北極の湖は地球規模の気候変動の証拠
として特定されている（Williamson et al., 200932)）ものの、ア
クセスの悪さなどの理由によりその実態解明は遅れている。特
に、氷に覆われた高緯度北極の湖の環境（温度、酸素、水中光）
および一次生産性の季節変動はほとんど理解されていないのが
現状である。
　本研究では、高緯度北極の湖の季節的および年々の環境変
動を把握するために、エルズミア島の北海岸の 6km沖、クッティ
ニルパーク（Quttinirpaaq）国立公園（QUNP）内にあるワー
ドハント島のワードハント湖（WHI、図 4-7-18）を調査地とした。
最大水深は 9.7m、表面積は 0.37km2である。ワードハント湖
はほぼ毎夏に水柱プロファイリング調査を実施しており、年ごと
の湖の変動に関する情報を把握している。近年では、通年湖氷
で覆われていたこの湖が、夏季に融解する減少が観測されてい
る（Paquette et al., 201533)）。一方、ほかの季節の情報を得る
ことはできていなかった。そこで、通年観測可能な係留系の設
置を実施した。もし観測期間中に通年湖氷で覆われているとき
および夏季に湖氷が融解したときの湖の環境について通年で観
測できれば、湖氷融解が湖沼環境や一次生産に与える影響を
1年をとおして観測できる可能性がある。

　2016年に日本とカナダとの共同チームでワードハント湖を訪
れ、係留系を設置できた（図 4-7-19）。2017年、係留系のメン
テナンスはカナダの共同研究者のみで行い、2018年に再訪して
2016～ 2018年の湖沼環境データの取得に成功した。ワードハ
ント湖の水塊は熱を蓄積し、2016年 7月末に 6.5℃まで上昇し
た。湖氷は強風により動き始め、2016年 8月 15日に完全に消
失した。その際、風により水塊は混合され、温度は 0℃近くに
低下した。これは、夏季湖氷が覆われ続けている年と大きく異
なる温度環境だった。一方酸素濃度は、湖氷が消失するまでは
ほぼ 100%のままで安定していたが、湖氷消失後の酸素濃度は
約 90%に保たれていた。秋季になり、再び湖氷に覆われると
酸素濃度は急速に低下し、12月に湖底で無酸素状態となった。
水温は１℃程度まで上昇した後、その温度を維持した。夏季に

湖氷が融解しない年では夏季に水温は上昇し、その後緩やか
に低下し 3～ 4℃で安定する傾向が認められ、湖氷が融解した
場合とでは年間を通じて温度の季節変化や水温が異なることが
明らかとなった。
　2016～ 2017年にはクロロフィル aの濃度上昇が 2回記録さ
れていた。1回目は 2016年 8月下旬に、2回目は 2017年夏季
だった。2016年秋の濃度上昇には、湖氷の融解にともなう水
塊の垂直方向の混合と高い光の利用可能性により生じた可能性
がある。一方、2017年夏季については、光合成有効放射（PAR）
の減少した際に生じたが、理由は不明である。いずれにしても
湖氷融解の有無が温度環境や植物プランクトン現存量の指標と
なるクロロフィルの変動の重要な要因である可能性が明らかと
なった。

4.7.12 実施項目 [2-5] 湖沼生態系の構造・環境把握

田邊 優貴子・内田 雅己

図 4-7-18. 調査地であるカナダ最北の湖、ワードハント湖（WHI）

図 4-7-19. ワードハント
湖に設置した係留系のデ
ザイン。最深部は 9.7m。
温 度（Temperature）、 
光合成有効放射（PAR）、
溶存酸素（DO）、クロロ
フィル（Chlorophyll）。
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注：
※1 CAFF, 2019. The CBMP Muskox Expert Network. https://www.caff.is/

terrestrial/terrestrial-expert-networks/muskox  
※2 持続可能な人間活動を行うための、地球システム過程/要素（気候変

動、海洋酸性化、成層圏オゾンの破壊、窒素とリンの循環、グローバル
な淡水利用、土地利用変化、生物多様性の損失、大気エアロゾルの負
荷、化学物質による汚染）の変動許容限界（バウンダリー）。

※3 神戸大学, 2015. International Symposium on Emerging Arctic Legal 
Orders in Science, Environment and the Ocean.  http://www.research.
kobe-u.ac.jp/gsics-pcrc/sympo/20151218.html.
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本テーマの目的
　本プロジェクトは、2013年に日本がACのオブザーバーとな
り、2015年に『我が国の北極政策』を発表するような状況の
なかで始められた。このような日本の北極に対する関心の高ま
りの背景には、気候変動あるいは地球温暖化の進行の影響も
受けて、北極域における経済開発の可能性が高まったことがあ
る。そこで、本テーマでは、このような開発を持続的に行うこと
ができるのかどうか考察することを研究の目的として設定した。
　ただし、本テーマは、ADSを除く自然科学の 6つのテーマと
は異なり、本テーマの実施担当者だけでひとつの研究課題につ
いて共同研究を行うことは期待されていなかった。本テーマは、

他の自然科学の研究と何らかの形で連携すること、そして、そ
うした研究成果をいわゆるステークホルダーに効果的に伝えるこ
とが期待されていた。そのため、本テーマの中心的な実施担当
者のうちの数人は、他のテーマにおいても研究協力者などとし
て研究に関わることになった。
　
研究の観点
　北極域における経済開発（特に北極海航路の活用や資源開
発）が持続可能なものであるかを考察するという目的に対応して、
本テーマでは、次の 3つの観点から研究を進めてきた（図 4-8-
1）。第1に、こうした経済開発が、広い意味でのコストとベネフィッ
トを考えたときに、持続可能なものであるのかを考察することで
ある。すなわち、環境や技術やその他のコストを考慮したとき
に、現在の開発が将来的に継続できるのかを考えようとする観
点である。この観点の研究では、特に北極海航路の研究が中
心となったが、北極海航路の活用にも密接に関係する資源開発
や通信についても研究を進めた。特に北極海航路に関する研究
は、テーマ 1などとの密接な連携のもとで行われた。
　第 2の観点は、こうした経済開発が自然環境や住民の生活環
境に与える影響について直接的かつ具体的に分析し、そうした
影響を考慮しても、こうした開発が持続可能であるのか考察す
るというものである。北極域においては、自然環境の変化、と

4.8.1 全体概要

田畑 伸一郎

北極の人間と社会：
持続的発展の可能性

テーマ

7

4.8

図 4-8-1. 本テーマの概要
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りわけ北極域に大きく作用している気候変動や、経済開発を含
む社会変動が住民の生活に大きな影響をおよぼしている。この
ような人間と自然環境の相互作用を分析しようとする観点であ
る。このような観点からの研究は、フィールド調査を必須とする
が、本テーマでは、ロシアのサハ共和国、グリーンランド、アラ
スカにおいて、自然科学のテーマとも連携する形で、フィールド
調査を行ってきた。
　第 3の観点は、自然環境や住民の生活環境を守るための国
際的なルールができているかを検討するという観点である。い
い換えれば、北極域においてどのようなルールを作るべきかを
考察することである。北極域の平和的な利用、自然環境の保全、
住民社会・文化の保護のためには、北極域における安全保障の
枠組みや法秩序の整備が不可欠となる。この観点に関しては、
特に北極域の国際関係や国際法に関わる研究を進めた。
　特にこの第 3の観点に関わることであるが、本テーマは、「AC
等北極関連会合への専門家の派遣」メニューと連携して、AC
の作業部会に関する意見交換会を毎年度 1回ずつ開催してき
た。この会議では、AC作業部会等に参加している本プロジェ
クトの実施担当者を中心に、それぞれの作業部会等でどのよう
なことが議論されており、日本に対してどのようなことが期待さ
れているかについて意見交換を行った。この意見交換会には、
文部科学省、外務省をはじめとする官庁にも出席を呼びかけ、
参加してもらった。さらに、2018年度からは、内閣府総合政策
海洋推進事務局を中心に「北極に関する政府と研究者との懇談
会」が開かれるようになり、その場でも政府関係者との間で意
見交換ができるようになった。
　こうした意見交換もふまえて、本テーマでは、2020年 3月ま
でに「政策決定者向け報告書」を作成することになっている。
これは、『我が国の北極政策』のなかで方向付けがなされたこ
とについて、本プロジェクトの研究をふまえてどのようなことがい
えるかをまとめるものであり、『我が国の北極政策』で述べられ
た方向性が現時点においても適切かを検証し、どのような知見
を付け加えることができるかを示すものである。
　以上に説明した 3つの観点は、実際には相互に密接に結び
付いたものであり、これらを縦断するような形で数多くの国際シ
ンポジウムやセミナーなどを開催してきた。以下の 4.8.2、4.8.3、
4.8.4では、それぞれこの 3つの観点に対応する研究の成果を
まとめている。

全体の研究成果の刊行
　本テーマの成果は、まとまった形としては、田畑 伸一郎・後
藤 正憲編著『北極の人間と社会：持続的発展の可能性』として
2020年 2月に北海道大学出版会から出版した。同書の構成と
執筆者は次のとおりである。
序章：持続的発展を目指して（田畑 伸一郎・後藤 正憲）
第 1部：経済開発
第 1章：北極海航路（大塚 夏彦）
第 2章：石油とガス（田畑 伸一郎・本村 眞澄）
第 3章：漁業（成田 大樹・平譯 享）
第 2部：環境と人間

第 4章：凍土と文化（後藤 正憲・中田 篤・飯島 慈裕）
第 5章：変化と適応（藤岡 悠一郎・高倉 浩樹・田中 利和・
　　　　Stepan Grigoriev）
第 6章：先住民とモニタリング（近藤 祉秋）
第 3部：ガバナンス
第 7章：国際関係（大西 富士夫）
第 8章：北極評議会（稲垣 治・幡谷 咲子）
第 9章：国際法に基づく秩序づくり（柴田 明穂）
第 10章：開発と先住民族（高橋 美野梨）

あとがき（田畑 伸一郎）

本研究の背景
　北極域の急速な環境変化ならびにこれに関わる人間社会へ
の影響において、非北極圏国をも巻き込んだ経済的なインパク
トを与え始めたのが北極海航路である。ロシア沿岸を通じて大
西洋と太平洋をつなぐ北極海航路（Northern Sea Route）は、
欧州北部と東アジア間の海上輸送距離を、既往のスエズ運河
回りに比して約 40%短縮することができるとともに、ソマリア
沖やマラッカ海峡近海に出没する海賊の心配がない特徴がある
（図 4-8-2）。旧ソビエト連邦（ソ連）時代は外国には閉鎖され
た航路であったが、1987年、ゴルバチョフ書記長のムルマンス
クにおける演説で、国際航路として開放されることが宣言され
た。しかし、耐氷船※ 1が旧ソ連の原子力砕氷船支援のもとで
航行することが義務付けられるとともに、高額な砕氷船支援料
や、不透明で面倒な航行許可手続きが求められることなどから、
当時は国際海運市場の関心を得ることはなかった。

　その後 21世紀に入り、北極海における顕著な海氷減少に加
え、船舶燃料や輸送費用の高騰が起こり、海運市場は燃料・
輸送コスト削減への期待から、北極海航路に注目し始める。そ
して 2010年に実施された北極海航路による試験的な国際輸送
の 成 功（Arctic Bulk AG, 20101) ; SCF Sovcomflot, 20122)）
を契機に、北極海航路を利用した欧州・アジア間の海上輸送
が行われるようになった。2011年に始まったGRENE北極は、

4.8.2 北極海航路の利用と資源開発

大塚 夏彦・田畑 伸一郎

図 4-8-2. 北極海航路
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北極海航路が商業利用され始めるという実社会の動きと並行し
て、航路利用拡大の背景、同時進行するロシアによる航行管理
制度の改定の影響、減少を続ける海氷環境、商業利用のフィー
ジビリティーを同時進行で分析した。しかし、海氷減少による
航行環境緩和はどこまで進むか、海運市場の反応と北極海航
路需要は本物か、航路の需要動向を握るロシア沿岸域の天然
資源開発は本当に進むのかなど、多くの不確定要因が存在し、
北極海航路のフィージビリティーは多くの不確かな仮定のもとで
論じられるにとどまった。
　しかし本プロジェクト期間を経ることによって、燃料価格や
海運市場、ロシアの国内事情や北極海沿岸での天然資源開発、
原子力砕氷船の建造の進行など、多くの環境が以前よりは落ち
着きを見せるようになった。同時に、北極海航路の商業利用の
可能性、航行安全性や安定性、海氷減退の進行による今後の
動向は、産業界だけでなく各国の北極政策においても関心事項
となっている。
　本プロジェクトは、こうした環境のもとで、実際の航行実態を
衛星で取得した AIS※ 2情報を使って把握し、輸送実態を明ら
かにするとともに、海氷状況に対する航行難易度を分析し、北
極海航路の航行モデルを提示した。さらに、このモデルを用い
て実際的な航行シナリオを種々の貨物タイプについて検討し、
輸送コストの特徴と利用可能性を示した。

北極海航路による貨物輸送の動向分析
　2010年に行われた試験的輸送の成功を契機に、翌年より北
極海航路を通じた欧州およびロシア沿岸と東アジア間の資源貨
物の輸送が始まり、2013年には 71航海 136万 tまで増大し、
鉄鉱石、ガスコンデンセート、ナフサ、LNGなどが日本・中国・
韓国に、ジェット燃料などが欧州に輸送された。しかし2014年、
燃料価格の下落、アジアの資源需要低迷、海運市場低迷に加
え、ロシアに対する米国・欧州の経済制裁発動に対するロシア
の反応を忌避して、北極海航路を横断する国際輸送は急減した。
その後もこの低迷は継続しているものの、貨物量は徐々に回復
する傾向にある。一方、北極海航路の総貨物量は 2000年以降
継続的に増大し、2018年は歴代最高の 2,000万 tに達した（図
4-8-3）。この背景には、ロシア北極海沿岸からの原油輸送と、
ヤマル LNGからの LNG輸送の開始がある。

　図 4-8-4、図 4-8-5は 2015～ 2017年夏季における北極海
航路航行船舶の船種およびアイスクラス※ 3を月別に平均したも
のである。カラ海・ペチョラ海の海域から通年輸送されている原
油や一部の貨物を除くと、貨物輸送期間は 6～ 11月、船舶数
が最多となるのは海氷面積が最小となる 9月となっている。船種
ではバルク・一般貨物船がもっとも多く、ついでタンカーが占め、
その他は特殊貨物船、タグボート、浚渫船など多様な作業船が
航行している。アイスクラスでは、PC7（多年氷が一部混在する
薄い一年氷の中を夏季または秋季に航行する船）・PC6（多年氷
が一部混在する中程度の厚さの一年氷のなかを夏季または秋季
に航行する船）※ 4の船級を持つ船が約半分を占める一方、7～
10月にはこれらよりも低い船級となる1B～ 1Dの船および一般
船も多数航行している。これには、ロシアの航行規則が 2014
年に改訂され、海氷勢力が緩和すると PC7よりも低位のアイス
クラスの船にも航行許可が与えられるようになったことと、実際
に海氷勢力が減退していることが背景となっている。

　2010～ 2017年の間に、北極海航路途中のロシア沿岸港に
寄らずに東西に横断航行した貨物の日本・中国・韓国における
取り扱い量をまとめた結果が図 4-8-6である（大塚 , 2018c）。
2013年までは中国・韓国向け輸送が主体、2015年以降は中国・
欧州間の貨物が主体となっている。日本には 2012～ 2013年に
それぞれ1回ずつ、ノルウェーよりLNGの試験輸送が行われた。
また、アイスランド産冷凍鯨肉の輸送が 3回行われた。2017～

図 4-8-4. 北極海航路航行船の船種（2014 ～ 2017 年の月別平均）

図 4-8-3. 北極海航路貨物量の変遷

図 4-8-5. 北極海航路航行船のアイスクラス（2014 ～ 2017 年の月別平均）
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2018年には中国のコスコシッピング社によって、欧州から家畜
飼料が北海道（苫小牧港・釧路港）に輸送された。また 2019
年 10月には、フィンランドから木材を詰めた 40ftコンテナ 20
個が苫小牧港に運ばれた。一方韓国では、2014年以降に北極
海航路を横断する輸送はない。

氷海航行の実態把握と航行可能性の分析
　どの程度の海氷条件のもと、どの程度の速度で航行できるか、
氷況と実際的な航行可能速度を得ることで、北極海航路を使っ
た海上輸送シナリオとそのコストの分析が可能になる。このため、
衛星で取得した AIS情報に含まれる実際の航行速度と、船が
航行した位置・日付における氷況を分析した（図 4-8-7）。夏季
で、海域が無氷状態になっている場合、船は砕氷船の支援を
受けずに単独航行しており、航行速度は 10～ 16knに達する。
ただし海氷状況が十分に緩和的でない海域や、季節的に中位
以上の海氷状況が予想される場合は、ロシアの原子力砕氷船の
支援のもとで航行されている。その速度は、海氷状況が厳しく
ない場合には 12kn程度に達している。一方、砕氷船支援下で
も厳しい海氷状況のために、航行速度が 1kn以下となった事例
が 2014年 7月の東シベリア海で発生したことを確認した。

　次に、Yamaguchi（1995）3) が導入したアイスインデックス※ 5

を用いて、船速との関係を検討した。アイスインデックス算定
には、北大西洋と北極域を対象とする海洋‐海氷結合モデル
TOPAZ4が提供する海氷の再解析データ（海氷密接度と海氷厚）
を用いた（Sakov, et al., 20124））。解析対象は 5,000DWT以上
の貨物船で、2014年の航行船舶のうちアイスクラス PC7相当 5
隻とPC6相当7隻、2015年はアイスクラスPC7相当40隻である。
結果を図 4-8-8に示す（大塚他 , 2018）。本調査事例より、船の
運航はアイスインデックスが 15程度より小さくなるあたりから砕
氷船支援での運航となっている。また砕氷船支援下での航行速
度の上限は、アイスインデックスが－10程度までは 10～ 12kn、
かつ PC6の船の場合は、アイスインデックスが－10以下の氷況
でも航行しているものの、航行速度は低下している。いま砕氷船
支援を要する状況として、密接度は小さいが氷が厚い場合（密接
度 20%、氷厚 120cm）と、氷は薄いが密接度が高い場合（密接
度 50%、氷厚 50cm）を想定すると、アイスインデックスはいず
れも15程度となる。また海氷密接度が 100%とすれば、アイス
インデックスが－10となるのは概ね海氷厚が 70cm以上（PC7）
または 120cm以上（PC6）の場合である。以上より、アイスイ
ンデックスが 20から低下するにつれて、単独航行できる領域、
砕氷船支援で 10～ 12knにて航行可能な領域、砕氷船支援で
も減速する領域に応じ、航行可能速度を評価できる可能性があ
ることを示した（図 4-8-8中の赤破線）。

北極海航路航行のための海氷状況の整理
　北極海航路海域における氷況の平年値がわかれば、概ね航
行可能な速度を推定できることから、北極海航路ルートにおけ
るTOPAZ4による 2011～ 2015年の 5年間の日平均海氷密接
度および海氷厚の平年値を算出した（Otsuka et al., 2019a）。
ここに、日差を平滑化するため各年の 5日間移動平均値を 5年
間平均して整理した。図 4-8-9はそのうち、左から順に海氷密
接度の 5日間平均値の最大値、5年間平均値、および標準偏差
を示す。縦軸は 1月 1日からの経過日、横軸は経度である。海
氷は、東経 100度付近のビルキツキー海峡付近および東経 150
度付近のノヴォシビルスク諸島東側海域で、夏季でも多く残る
傾向がある。また氷域と海水面の境界および前記の海域で偏

図 4-8-6. 日本・中国・韓国を発着した北極海航路横断貨物

図 4-8-7. 北極海航路の航行速度例（2015 年に衛星で取得した AIS 情報による）

図 4-8-8. 船速とアイスインデックス
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差が大きくなる傾向がある。平均値では、北極海航路は 210～
280日の期間に密接度 20%以下、240～ 275日の期間に無氷
となる。

　図 4-8-10は 180～ 330日（6～ 11月）の期間における単位
面積あたりの海氷体積（海氷密接度と海氷厚の積）である。同
図より、210日頃の東経 150度付近海域は東経 100度付近海
域よりも早く海氷密接度が減退するが、より多くの量の海氷が
残る傾向があり、航行には注意を要することがわかる。なお、
TOPAZ4による海氷再解析データと、JAXAの水循環変動観測
衛星「しずく」搭載の高性能マイクロ波放射計（AMSR2）による
観測値の比較は、Otsuka et al.（2019a）および Nakanowatari 
et al.（2016）※ 6にて実施した。

北極海航路による貨物輸送のコスト分析
　北極海航路が事業として成り立つには、輸送に要するコスト
が競合するスエズ運河航路に比して競争力があること、海運ビ
ジネスにおける一般的な要求条件を満たすこと、荷主または船
社に便益がうまれること、などが求められる。一般に、ドライバ
ルクや液体バルクの海上輸送コストにおいては燃料費が卓越し、
輸送コストの 30～ 50%程度を占める場合が多い。北極海航
路によって距離短縮が可能となる輸送では、燃料消費量の削減、
輸送時間の短縮による各種操船費用などの削減が期待できる。

その一方、耐氷船の償却費は一般船よりも高くなり、氷況に応
じてロシアの原子力砕氷船による航行支援を受ける費用や水先
案内の費用、保険料のプレミア分などの追加コストも発生する。
さらには、航路水深の制限および貨物量の規模が限定されるた
めに、大型船投入によるコスト削減ができないという不利もあ
る。北極海航路の輸送コスト競争力は、こうした便益とコスト増
要因の相殺具合で決定される。
　そこで、2014～ 2015年の氷況の 15日間平均に対するアイス
インデックスから航行速度ならびに砕氷船支援を受ける海域を求
め、ドライバルカー、タンカー、自動車運搬船、LNGタンカー、コ
ンテナ船の航行シナリオを検討した。さらに、それぞれのシナリオ
による輸送コスト（6～11月の期間の半月別）を競合する航路によ
る輸送例と比較検討した（図 4-8-11、Otsuka et al., 2016）。

　ドライバルク輸送では鉄鉱石を取り上げ、7万 t鉱石船でナル
ビク（ノルウェー）から北極海航路を通じて日本へ輸送するシナ
リオと、イタキ（ブラジル）から 25万 t鉱石船で喜望峰経由で
日本へ輸送するシナリオを比較した。液体バルクでは、ガスコ
ンデンセートを10万 tタンカーでウスチルガ（ロシア）から日本へ、
北極海航路またはスエズ運河航路で日本へ運ぶシナリオを比較
した。その結果、6～ 11月の平均輸送コストにおいては、どち
らのシナリオでも燃料・油費および貨物船の運転経費の削減が
可能となり、北極海航路が有利となった。
　完成自動車輸送は、日本からブレーマーハーフェン（ドイツ）
への輸送を、北極海航路では 3,800台積み耐氷船、スエズ運
河航路では 6,500台積み船を想定して比較した。その結果、北
極海航路による輸送時間の短縮によって、燃料費削減だけでな
く高額な船体償却費の削減が効果的となり、北極海航路の輸
送コストが優位になりうる結果となった。
　LNG輸送では、ロシア・ヤマル半島から専用の砕氷 LNG船
で日本に単独輸送するシナリオと、同型船でカタールから日本
に輸送する場合を比較した。その結果、ヤマルからの輸送コス
トは、カタールからよりも高額となるものの、コスト差は当時の
LNGスポット輸入価格の 2.7～ 4.0%であり、輸送コストの差
が製品価格に大きな影響を与えるほどではないと評価された。
　以上の貨物タイプの輸送シナリオにおいては、海氷勢力の減
退により、砕氷船費の削減、航行難易度の減少効果により、北

図 4-8-9. 北極海航路上の海氷密接度の 5 日間移動平均（2011 ～ 2015 年）

図 4-8-10. 北極海航路上の海氷体積の 5 日間移動平均（2011 ～ 2015 年）

図 4-8-11. 輸送コスト比較シナリオ
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極海航路の優位性が拡大する。また、上記検討では砕氷船支
援料をロシア規程の上限額で評価しているものの、ルーブル安
によって、従前に対しかなりのディスカウントになっている点に
注意が必要である。なお、砕氷船支援料が同型船に対するス
エズ運河通航料と同程度であれば、北極海航路のコスト優位性
が期待できる。
　一方コンテナについては、北極海航路を通年で航行することは
まだ現実的でないため、7隻の 4,000個積み耐氷船で夏季は北
極海航路、冬はスエズ運河を利用してウィークリーサービスを実
施するシナリオを提案した。本シナリオでは、1ループ（1往復）
49日で欧州側 3港湾、アジア側 3港湾に寄港し、北極海航路
区間で海氷状況によって生じる航行日数の変動を、一般海域の
航行速度で調整して定時運航を実現する。この北極海航路・ス
エズ運河航路併用シナリオの輸送コストは、8,000個積みコンテ
ナ船でスエズ運河航路を通年運航する場合と同等となった。し
かし最近始まった 2万個積み大型船によるスエズ運河輸送には、
コストではかなわない。また、ロシアの砕氷船サービスが頻繁に
航行するコンテナ船の要求に応えるかどうかは不明である。ただ
し片道 40日程度を要する現行のスエズ運河航路に対し、北極
海航路シナリオの速達性は、大きな優位点となる可能性を示した
（Furuichi and Otsuka, 2016）。また、夏季の航行可能期間が
拡大するほど、通年運航コストは低減が図られる。

北極海航路の将来展望
　ロシアは 2018年、北極海航路貨物量を 2024 年には現在
の 4倍となる 8,000万 tまで拡大する大統領令を明らかにした。
その内訳のうち、通年輸送が始まったカラ海からの原油および
ヤマル半島からの LNGがフル稼働することによって、約半分の
貨物量が実現可能となる。さらに、ヤマル半島のオビ湾対岸に
おける第 2の LNGプロジェクト（Arctic LNG2）の稼働が実
現すれば、これら原油・LNGだけで 6,000万 t規模に達する。
この見通しは十分ありうる規模と考えられる。一方、冬季の貨
物輸送を支えるロシアの原子力砕氷船の更新は、1隻目だけは
就航が近付いているものの、それ以降の見通しは不明確である。
これが遅れるようだと、北極海航路の成長には懸念材料となる。
　北極海航路を横断する一般貨物の国際輸送においては、中
国のコスコシッピング社がアイスクラスを持つ自社の多目的バル
ク船団（1万 9,000～ 3万 8,000DWT）を投入し、欧州～東ア
ジア間の横断輸送を開始し、2014～ 2018年の 5年間で 11回
の横断航海を実施するとともに、事業拡大を指向して活動して
いる。同社がこれまでに輸送した貨物は、風力発電風車機材、
パルプ、金属、家畜飼料、コンテナなど多様である。ただし一
般貨物の横断輸送は、航行可能時期において、欧州・アジア間
の不定期貨物の需要と耐氷船手配がうまく合致した場合に限っ
て実施されている段階である。このように北極海航路の一般貨
物利用は予断を許さない状況であるが、成功事例の蓄積によっ
て、小規模ではあるが現実的な航路となる可能性がある。

石油・ガス開発とロシア経済への影響
　2000年代には、気候変動・地球温暖化の影響と油価の高騰

により、北極海やその沿岸地域における石油・ガス開発がそれ
までとは比べものにならないほど進展した。北極海航路利用の活
性化は、生産された石油・ガスとその生産設備の運搬を促進した。
　本テーマでは、特にロシアの北極域における石油・ガス開発
の現状と将来予測について研究を進めた（田畑・本村 , 2020）。
そのなかでも北極海とヤマル半島が分析の中心となり、これま
でのMotomura（2018） などの研究をさらに進めることになっ
た。ヤマル LNG事業については、2017年 12月に生産と輸出
が開始され、これが北極域の経済開発と北極海航路の活用の
歴史において画期となった。上述のように、北極海航路の貨物
輸送量は、2017年以降、飛躍的に増大した。石油・ガス開発
の将来予測に関しては、ヤマル半島やその周辺海域に大きな潜
在力があることから、少なくとも 2030年代までは、ロシアの北
極域はロシアにおける石油・ガス生産の中心地域であり続けると
いう結論を示した。ただし、長期的には、欧米による経済制裁
のなかで北極海や大水深における石油・ガス開発技術の対ロシ
ア供与が禁止されたことの影響が出てくる可能性にも言及した。

　このようなロシア北極域における石油・ガス開発のロシア経
済に対する影響に関しては、ロシアの地域における財政資金循
環に関する研究を行った。各地域における連邦税収から、各地
域が連邦財政の支出として受け取る移転（補助金）を控除した
額を各地域の連邦財政に対する純寄与額と定義し、その推計を
行った。このような推計はロシアでも行われてこなかったことか
ら、この研究成果はロシア語に翻訳され、ロシアの地域研究の
主要雑誌のひとつに掲載された（Tabata, 2019）。推計結果は、
ロシアの連邦財政が石油・ガス生産地域によって支えられてい
ること、その生産地域のほとんどが北極域あるいは準北極域に
位置しているため、北極域が連邦財政に大きく貢献していること
を示している（表 4-8-1）。このように北極域全体としては連邦財
政に対してドナー（donor）の立場にあるが、北極域のふたつの
地域は連邦から受け取る補助金の方が連邦に支払う税金よりも
多いレシピエント（recipient）になっていることも示した。

通信ケーブル
　本テーマでは、北極海航路に関する研究と並行して、その海
底にケーブルを敷設し、東アジアと欧州を結ぶ通信の可能性に
関しても研究を進めた（Saunavaara, 2018）。北極海は、海

表 4-8-1. ロシアの連邦財政に対する北極域の寄与額（2017 年）
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底ケーブルのない最後の海洋であるとみなされてきたが、現在、
状況は変化している。アジアと欧州の間の通信量は、今後世界
の通信量のなかでももっとも増加することが予測されており、北
極海はそのためのショートカットを提供し、レイテンシーも短く
なることが期待されている。とりわけ、フィンランド北部地域と
北海道の行政府と産業界がこの北極海の海底ケーブルに関心を
寄せている。
　この通信の問題を中心的テーマのひとつとして、2018 年
6月に 札 幌 で「AEC Top of the World Arctic Broadband 
Summit」が開催されたことも特筆される。これは、北極経済
評議会（AEC: Arctic Economic Council）がアジアではじめ
て開いた会議であり、北海道庁、北海道大学、北海道経済同
友会が共催した。

　北極域における人間と環境の相互作用のあり方を明らかにす
ることによって、持続的発展の可能性を探ることは、本テーマ
の掲げる重要な課題のひとつである。この課題に取り組むため
には、人文社会科学の研究者と自然科学の研究者が協力して
作業することが不可欠である。人文社会科学の研究者は人間社
会のあり方にアプローチすることを得意とするが、それを取り巻
く環境変化のメカニズムに疎い。逆に自然科学の研究者は、自
然環境におけるさまざまな現象の動態を研究対象とするが、そ
れが地域社会においてどのような意味合いを持つのかといったこ
とについては、自らの守備範囲としていない。両者が共同で取
り組むことによって、はじめて総合的な判断が可能となる。
　しかしながら、そもそも人間と環境を二項対立的に捉える見
方には限界がある。北極域を含め、ローカルな文脈で、人々の
日常的な生活実践のなかで育まれる知識では、人間と自然環境
はともにひとつの全体をなし、明確に切り離されるものではな
い。両者の配分は関係的で、見るものの視点によって変わりうる
（Descola, 20145)）。したがって、両者の関係を対立的に捉え、
一方が他方に影響をおよぼすと捉える見方自体が、すでにひと
つの知識体系に捉われていることになる。本プロジェクトが北極
域で暮らす人々の生活に関するものである以上、人文社会科学
と自然科学のみならず、科学の知と実践の知をつなぐ努力がな
されなくてはならない。
　こうした課題は、本プロジェクトの研究者がフィールド調査
を行うなかで、たびたび直面することになった。本テーマでは、
東シベリア、内陸アラスカ、グリーンランドにわかれて、それぞ
れ調査を行った。その結果、地域の状況はそれぞれの場合によっ
て異なるものの、共通する側面が浮かび上がってきた。

東シベリア：環境の変化と社会の変化
　もっとも大規模な調査が行われたのは、東シベリアである。
東北大学を拠点とする研究者グループが、サハ共和国の中央ヤ

クーチアで調査を行った。現地における永久凍土融解の状況と
その地域住民の生活への影響について、文化人類学、地理学、
歴史学、地質学、環境生態学の研究者が共同で調査にあたった。
　主要な調査地となったチュラプチャ郡は、レナ川右岸の平野
に位置し、サハの言葉でアラスと呼ばれるサーモカルスト地形が
広がっている。アラスは円形または楕円形をした窪地で、底の
平らな部分は草に覆われ、多くは中央に池や湖をたたえている。
最終氷期が終わり、地中のアイスウェッジが解け出すことで地盤
が沈下してできたもので、チュラプチャ郡のあるレナ川右岸の平
野には、大小さまざまのアラスが無数に存在している（図 4-8-
12）。1万年近くもの長い歳月をかけてできたアラスの基底部の
土壌には塩分が多く含まれており、塩分に強い草しか育たない
が、牧畜の盛んな地元では、その草が牛や馬の飼料として大い
に利用されている（Crate et al., 2017）。

　しかしその一方で、近年新たなサーモカルスト現象が広がっ
ており、ソ連崩壊後はさらにその傾向が加速している。研究グ
ループの自然科学研究者は、遠隔探査システムを使って湖水面
積の増減を調べたり、地表の活動層の深さを実地計測したりす
ることによって、サーモカルストの発達具合を地域別に数値デー
タ化した。その分析結果から、中央ヤクーチアにおける近年の
サーモカルストの発達は、人為的な森林破壊に起因するもので
あり、特に 2000年頃から気候と永久凍土の状態が変化するこ
とで、さらにそれが加速していることがわかった（Ulrich et al., 
2017）。長い歳月をかけて発達したアラスと異なり、若いサーモ
カルストでは土地が湿潤化するとともに、隆起と浸食による荒廃
が進んで牧草の生育も悪くなる。このため、近年のサーモカル
ストの発達は、牧畜産業にとって大きな脅威となっている。
　一方、本テーマの別の研究者は、自然科学の研究者やヤクー
ツクの研究者とともに、環境経済学の視点から森林火災の影響
についての研究を進めている。サハは、森林面積がロシアで最
大の地域であり、森林火災の件数も比較的多い。実はこの森林
火災も、近年のサーモカルスト発達の原因のひとつとなっている。
火災件数は近年減少しているが、焼失面積は逆に大幅に増加し
ている。共同研究では、ソ連崩壊後に立て直しを迫られている
森林火災の管理制度の検討を行うとともに、森林火災が住民に
もたらす損失や、大気汚染とグローバルな気候変動におよぼす

4.8.3 環境と人間の相互作用

後藤 正憲

図 4-8-12. 中央ヤクーチアのアラス
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影響について分析している。
　ここで考慮に入れておくべきは、過去 30年ほどの間にサハで
経験されたことは、気候と環境の変化だけでなく、社会構造の
大きな変化でもあったということである。夏が短く、冬の寒さが
非常に厳しい亜寒帯気候の土地は、作物の栽培に向いていな
いことから、人々は従来から牛馬の牧畜を主な生業としてきた。
ソ連時代の国営農場では、比較的生産性の高い牛の牧畜に力
が入れられていた。しかしながら、ソ連崩壊後の 25年間で、
牛の飼育頭数は約半分にまで減少した（図 4-8-13）。解体した
国営農場の財産を分配された個人農家にとって、牛の飼育に欠
かせない夏場の乾草づくりに十分な土地と労働力を確保できな
くなったためである。ソ連時代には国家の統制によって、労働力・
資金・機材を動員して、遠隔の土地でも乾草を作ることができ
た。しかしソ連崩壊後は、国の後ろ盾を持たない個人農家にそ
の動員力はなく、またガソリンの値上がりで輸送コストが大幅に
上昇したために、遠隔の土地はのきなみ放棄された。必然的に
乾草の絶対量は下がり、牛の頭数を減らしたり、完全に手放し
たりする農家が後を絶たなくなった（後藤 , 2018）。
　

　それに対して、馬の頭数はソ連崩壊後に一時減少したものの、
2000年代に入ると持ち直し、その後 20年間でほぼソ連時代と
同数にまで回復している（図 4-8-13）。牛と異なり、馬は冬でも
雪をかき分けて地表に生える草を食べることができるため、野
外に放したまま飼育される。厳冬期には馬にも補助的に乾草を
与えることが必要だが、冬をとおして牛に与える乾草の分量に比
べると、馬にははるかに少ない分量で済む。冬でも野外で放牧
するため、畜舎などの設備投資も必要ない。こうしたことから、
新たに農業経営を始めるサハの家族にとって、馬の飼育は合理
的な選択肢となっている。
　しかしながら、馬の飼育は粗放的であるがゆえに、天候に左
右されやすいという一面がある。冬の降雪量が多いと、馬が雪を
かき分けて草を食べることが困難になる。また、逆に降雪が少な
くても、秋に急激に気温が下がると地表面の水分が凍って氷の層
を作り、馬が雪の下の草を食べるのを遮ってしまう。秋から冬に
かけての天候不順を受けて、馬が十分な量の草を食べることがで
きなかった年は、馬の出産率が大きく落ち込む。馬飼育では牛の

飼育と比べて、必要とされる労力や出費が少ない反面、自然環境
の影響を受けて収入が不安定になる要素が大きいといえる。
　この事例から明らかなように、社会構造の変化は自然環境の
変化と密接に関わっている。ソ連崩壊後の農業改革で国営農場
が解体された結果、村から遠く離れた牧草地の多くが利用され
ずに放置された。未利用のまま放置された土地は、年月ととも
に隆起と浸食を重ね、若いサーモカルストが発達しやすい条件
を作り出している（Saito et al., 2018a）。それと同時に、現代
の農業事情に即して比重の高まっている馬の飼育は、天候不順
など自然環境の影響を容易に受ける傾向にある。社会変化の人
的要因と、環境変化の自然的要因は、互いに複雑に絡み合って
おり、両者の関係は単純な因果関係に還元することができない。
人間と環境は、互いに変化をうみ出す原因になりうると同時に、
変化によってうみ出される結果にもなりうる。

在来知と科学知
　フィールド調査を行うなかで、人々の間で灌漑についての特
有の知識が、何世代にもわたって受け継がれていることがわかっ
た。現地の人々は土地の起伏を熟知しており、雪解け水の流れ
に応じて人工の湖や溜池を作る技術を培ってきた。しかし、今
後乾燥から湿潤へと気候が変化していくにつれて、こうした技術
も変化していく可能性がある（藤岡他 , 2020）。
　気候の変化とそれにともなう環境の変化を、現地住民はどの
ように認識しているのだろうか？　このことについて調べるため
に、住民の間でアンケート調査を実施した。それによると、環
境の変化に関する経験としてあげられるなかで、もっとも大き
い割合を占めているのが、天候不順による馬飼育への影響、雪
解け水の浸食による谷の増加、牧草地の浸水などである。そ
の他、住民のなかには降水量が増えたという者と、干ばつの頻

図 4-8-13. サハにおける家畜頭数の推移　Source: 連邦統計局サハ（ヤクーチア）
共和国地方機関サイト（https://sakha.gks.ru/folder/53269）

図 4-8-14. 気候変化に関するアンケート結果の分析 ( 藤岡他 , 2020)
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度が増えたという者のように、互いに相反する見方が混在して
いることが、アンケートの結果からわかった（図 4-8-14）。この
ように、環境変化の捉え方は人によって大きく異なるが、いず
れにしても雨の降り方や永久凍土の融解といった現象が人々の
間で大きな関心を占めていることが指摘できる。さらにその関
心は、降水量の増減だけでなく、飲み水が悪化しないかといっ
た水質の問題に向けられている。調査する研究者は環境変化の
ある一定の側面だけに着目しがちだが、現地の住民は日々の生
活を取り巻くさまざまな変化に直面しており、実際的な問題がど
こにあるかを強く感じ取っている。
　この場合のように、現地住民の見方と、研究者や政策決定
者の見方が食い違うことは、往々にして起こりうる。今後北極
域の社会に関わる活動を行っていくうえでは、両者のずれをで
きるだけ少なくすることが重要である。本テーマでは、その一
環として環境教育教材を作るなかで、科学的見地にもとづく知
識と、地域住民の培ってきた在来知を統合する試みを行った。
国際連合教育科学文化機関（UNESCO：United Nations 
Educational, Scientific and Cultural Organization） の
提唱する環境教育は、各自が環境に対してポジティブに働きか
け、その資源を適切に利用する行動パターンを養育することを
目的としている（UNESCO, 19786)）。本テーマの研究者の編
集による教材はロシア語で出版され、現地住民を含めサハの
人々に配布される。さらに、その編集を進める過程で得られ
た成果をまとめたパネルは、ロシアと日本の複数の場所で、順
次公開展示される。これらの試みは、私たち人間と環境の絡
み合う関係を、多くの人に知ってもらうきっかけとなることが期
待される。

内陸アラスカ
　気候の変化は内陸アラスカの環境にも変化をもたらしてい
る。東シベリアと違って内陸アラスカでは、温暖化による永久
凍土の融解が湿地の減少をもたらし、乾燥化による森林火災
が増加している（Kofinas et al., 20107)）。さらにこうした変化
が、この土地で暮らす先住民の暮らしにも影響をおよぼしてい
る。例えば、2010年代からサケの仲間であるマスノスケ（King 
Salmon）の記録的な不漁が続いていることが、本テーマの研
究者が調査する内陸アラスカで確認されている（近藤 , 2019a）。
先住民のクスコクィム川上流域アサバスカンの人々によると、マ
スノスケが川を上れないのは、乾燥化で川の水位が下がってい
るためであるとともに、ビーバーの数が増えてそれが作るダムが
魚の遡上を妨げているためだという。この地域に生息するビー
バーの数が増えていることは、昔ほど毛皮の需要がなくなったこ
とに加えて、2008年のリーマンショック後の不況で購買者の毛
皮離れが進んだことによると考えられる。つまり、マスノスケの
不漁は社会変化の要因と環境変化の要因が相まってうみ出され
ていることになるが、先住民の視点は、このことを的確に捉え
ている。
　それに対して、北米の漁業管理学者はまったく違う見解を示
している。ビーバーが作るダムは川の流れを堰き止め、ミネラル
など水の中の栄養素を川底に堆積しやすくする。結果的にそこ

で食物連鎖が機能して、マスノスケの稚魚が育ちやすい環境を
作り出しているという。実は、このような見方がされるようになっ
たのは比較的最近になってからのことで、20世紀はじめに行わ
れていた河川改良計画では、川をふさいで水の流れを悪くする
倒木やビーバーのダムは、根こそぎ撤去されていた。現在では、
かつて行われていた河川改良計画や、毛皮を目的とした無秩序
なビーバーの捕獲が、かえってサケなどの魚が育つ環境を損ね
てしまったという見解が定着している。

　ビーバーのダムに関する評価という点では、アラスカの先住
民の見解と漁業管理学者の見解は、互いに相反するように見え
る。先住民たちは、ビーバーのダムがサケの遡上を妨げている
として、それを見つけるたびに真ん中を壊して、魚が通れるほど
の隙間を開けるという作業を行っている（図 4-8-15）。しかしな
がら、かつて行われていたような河川改良計画と違って、ダムを
根こそぎ撤去するのではなく、ただ真ん中に隙間を開ける程度
のことである。壊された部分は１週間もたてば、ビーバーが元通
りに修復してしまう。このように、ビーバーのダムを修復可能な
程度だけ取り除いて、魚の通り道を作るという先住民の実践は、
近年の漁業管理学者の見解と矛盾するものではない。むしろそ
れは、人間がサケなどの生物資源から享受する「生態系のサー
ビス」に対比される「生態系へのサービス」と位置付けられる。
　内陸アラスカでは 20世紀末頃から金採掘プロジェクトが計
画されている。新たに見つかった鉱脈で採掘を行うための環境
アセスメントが発表された。現在、本格的な金の採掘に向けて、
さまざまな手続きが進められている。地域には他に勤め口が乏
しく、普段から収入に事欠く先住民にとって、プロジェクトの始
動は歓迎すべきできごとである。しかしそれと同時に、採掘によっ
て自然環境が汚染されたり、人の出入りが激しくなったりするこ
とで、周囲の動植物に影響がおよぶことが、大いに憂慮されて
いる。そのようななかで、先住民自身の手による環境モニタリン
グの制度化を求める声が高まっている（近藤 , 2020）。先住民の
在来知を生かした環境の管理が制度化されれば、先住民の雇
用をうみ出すことにもなるし、再生可能な資源利用への道が開
ける。先住民主体の環境モニタリングの成否は、北極域の持続
可能な開発のあり方を占ううえで、鍵となる事例を示している。

図 4-8-15. ビーバーのダムに隙間を開ける内陸アラスカ先住民（近藤 , 2020）
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グリーンランド
　内陸アラスカの事例が示すように、人間と環境の相互作用に
ついて考えるうえでは、野生動物と人間の関係について取り上げ
なくてはならない。本テーマでは、グリーンランドにおける海洋
哺乳類、特にクジラと人間の関係性にも焦点をあてて取り組ん
だ。そこには、実は EUにおける捕鯨をめぐる言説の形成と政
策決定のあり方が大きく関与している。
　捕鯨をめぐる問題について、EUを舞台としてうみ出されるさ
まざまな言説を調査・分析した結果、言説をうみ出す者の視点
によって、動物の生に対する姿勢に大きな違いがあることがわ
かった（高橋，2019a）。もっとも大きな違いは、捕鯨を環境問
題とみなすか、海洋生物資源の捕獲とみなすかという点にある。
たとえば、欧州委員会内の環境総局で海洋の生物多様性の保
全を担当するシニアエキスパートは、環境保全を推進する重要
な要素として、クジラの保全をあげている。2008年 6月には、
EU環境政策の総意として、統合史上はじめてとなるクジラ保護
の姿勢が打ち出された。EUの環境政策では、環境の保全をグ
ローバルに展開していくためのツールのひとつとして、クジラ資
源の保全が用いられたことになる。
　とはいえ、EUでは一律に捕鯨が規制の対象となったわけで
はない。2008年の共通の立場においても、現状維持を志向す
る限りにおいて、先住民が生存のために行う捕鯨を尊重する旨
が明記されていた。しかしながら、ここでの先住民生存捕鯨と
は非商業的なものに限られ、厳密に算定された捕獲枠を守るこ

とが義務付けられている。それに対して、グリーンランド人のハ
ンターたちは、現地の実情をよく知らない科学者らによって、自
分たちの捕るクジラの捕獲枠が算定されることに異議を唱えて
いる。従来グリーンランドで暮らすイヌイットの人たちは、日常
的な生活実践として捕鯨を行ってきた。イヌイットの世界観で
は、人間と自然環境は密接に結び付いたものとして捉えられる。
クジラは自然環境と同等視されるのではなく、人間と環境の総
体のなかに捉えられるものであり、人間がクジラを捕ることはそ
の総体のなかに組み込まれている。このことからわかるように、
人間と環境を一元的に捉える在来知の体系と、環境を人間から
切り離して対象に置く科学的な知識の体系は異質のものであり、
互いに相容れるものではない。科学知にもとづいたクジラの捕
獲枠算定は、両者の違いが如実に表れる場となっている。
　異なる知識の体系間に横たわるギャップを克服するには、在
来知と科学的知識の対立的な関係を相対化することが求められ
る。グリーンランドの政策決定過程においては、特別な諮問委
員会が設置されるなど、両者を調整する試みがなされているが、
いまのところ目覚ましい効果はあがっていない（図 4-8-16）。ネ
イティブのハンターたちによる抗議は、科学的な知識にもとづい
て独断的に環境を管理しようとする勢力に押されて、黙殺され
る傾向にある。政治的影響力による力関係が、知識体系の非対
称的な関係のうえに色濃く反映されているというのが現状のよう
である。

図 4-8-16. グリーンランドの政策決定過程にみる科学知と在来知の関わり
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持続可能性への挑戦
　東シベリア、内陸アラスカ、グリーンランドの事例が示すように、
人間と環境は複雑に織り交ざっているために、どちらか片方が
もう片方に影響を与えるといった一方通行の関係で片付けること
はできない。人間と環境の関係は、一方が他方の原因を作り出
すと同時に、その結果ともなりうる。地球温暖化や気候変動に
ともなう問題は、人間の作り出す社会的要素と、環境を作り出
す自然的要素が、互いに絡み合い、織り合わさってできている。
こうした問題に取り組むためには、人文社会科学と自然科学の
研究者の間で、協力が必要なことはいうまでもない。だが、そ
れにも増して求められるのが、科学的な手続きを経てうみ出さ
れる知識と、先住民や地域住民の持つ在来知の、有機的な結
合である。上記に示したように、環境教育教材の作成や捕鯨の
捕獲枠算定、環境モニタリングの制度化といった事象は、そうし
た結合のテストケースとなる。
　いまのところ、いずれの事例においても成功しているとはいえ
ない。科学知と在来知の結合が掛け声としては提唱されても、
最終的には科学知にもとづく事業のなかで、在来知が置き去り
にされてしまうケースがほとんどである。科学知と在来知では、
知識の内容だけでなく、評価の基準や表現手段、社会的影響
力などの点で、互いに大きく異なっている。そうした違いを乗り
越え、両者が有機的に結び付くことは、容易なことではない。
しかし、それを克服するまで、北極域研究における持続可能性
への挑戦は終わらない。

　何らかの組織や社会の構成員が、合意形成や意思決定に主
体的に関与していこうとするガバナンスを、国家主導のガバメン
トとは異なる性格を持つものとして理解するためには、国家だけ
ではなく、先住民をはじめとする現地住民、非政府組織、さら
には多国籍企業をも含めた多様な行為主体の関係をつぶさに捉
え、その関係の質を同定していかなければならない。そのうえで、
主体間の利害を超えて、いかにして北極が抱えるさまざまな問
題を共有し、解決策を見出していくことができるか、日本が果た
していく役割とは何かを考え、共有し、行動に移していくことが
肝要である。
　もっとも、北極海に地理的に接しない日本は、北極をめぐる
ガバナンス研究はもちろん、それに関わる多様な研究を推進し
ていくうえで、本来的に「当事者性」が弱い立場にある。しかし、
北極の諸課題の国際的側面を見出し、それへの対応策を具体的
に検討するのが、本テーマの実施項目のひとつ「北極ガバナンス」
の実施担当者の役割であった。
　日本における北極ガバナンス研究の起点は、日本が ACに
オブザーバー申請をした 2009年以降に見出すことができる
（稲垣・柴田 , 2018）。この限りでは、日本の北極ガバナンス
研究は緒に就いたばかりである。しかし本プロジェクトによる

研究推進によって、その水準はドラスティックに向上している。
大づかみに、そのエッセンスを抽出すれば、以下のようにまと
めることができよう。

北極国際法政策研究
　第 1に、神戸大学大学院国際協力研究科（GSICS）内の極
域協力研究センター（PCRC）が牽引した北極国際法政策研究
があげられる。その代表は柴田だが、稲垣、本田、幡谷などの
若手や多くの海外からの研究員によって、本研究は牽引された。
　PCRCは、2015年の設置以降、本プロジェクトと連携しな
がら、世界に開かれた北極国際法政策研究の推進拠点として
機能してきた。そこでは、これまで自然科学研究および文化人
類学を中心とした人文科学研究が中心であった日本の北極研究
に、社会科学研究を正式に組み込んだところに特徴があった。
極域の国際法政策研究を専門にする研究機関は、日本はもとよ
りアジアでも例がない。研究のスタンスとして特筆されるべきは、
従来の国際法が前提とする陸・海・空・主権・国家管轄権など
の区別を乗り越えて、よりプラグマティックに、そして目的指向
的に北極を研究していこうとする点にあった。これは、北極が
地球全体の変化を最初に確認できる場であり、その気温が、全
世界の平均と比べて 2倍以上の速さで上昇している地域である
ことに鑑みて、最適な研究アプローチであろう。PCRCの研究
者もこの立場を共有し、世界の北極法政策研究を牽引する存在
になってきた。空間的一体性を持った場として北極を捉え、こ
れを前提に北極国際法学の確立を目指すところに、PCRCを含
む今日の北極国際法政策研究の最前線がある。
　より具体的には、北極を包括的に捉えるべく「法秩序」や「制
度」をキーワードにしながら、以下 5つの課題が設定されてき
た。① ACを中心とする北極国際法秩序形成の場たる組織の
実態把握、②北極国際法秩序の中心的課題であり続けている
北極の持続可能な発展と環境保護、③北極科学と北極国際法
秩序形成との相互関係、④北極国際法秩序形成における先住
民族の役割、⑤国連海洋法条約をベースとしながら北極海洋に
特有の規範的・制度的展開、である。そこでは、北極の一体性
の確保を目指す国際的規範や組織の潜在性とそのあり方を学術
的に検証することが目指された。それは、これまでの世界の北
極国際法学分野が、海洋法や海事法を中心に据えて、個別に
発展してきたことで、専門の細分化が進み過ぎたことへのリアク
ションでもあった。
　こうしたアプローチのもとで行われた研究のひとつに、AC
の枠組みのもとで、2017年 5月に署名され、翌年 5月に発効
した北極国際科学協力促進協定の分析があげられる（柴田 , 
2018a）。本協定は、地理的には北極全体を一体的にカバーし、
機能的には北極に関するすべての科学活動を対象にして、国際
的な科学協力の促進を目的に成立したものであった。同類の
枠組みが南極では 1959年に成立していたことに鑑みれば、北
極の「後進性」が理解されるわけだが、要点となるのはこの枠
組みにおける「国際協力」が、ACの意思決定権を有する 8ヵ
国（カナダ、デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェー、
ロシア、スウェーデン、米国）だけでなく、これまでも科学研

4.8.4 北極ガバナンス

高橋 美野梨
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究の分野で学術の水準向上に貢献してきた非北極諸国および研
究機関や研究者にもおよんでいることであった。ここに本プロ
ジェクトのみならず北極に関わるすべての研究者が、国際共同
研究に従事する限りにおいて、協定がもたらす便益を、みな同
等に享受することが可能になったのである。こうした領域横断
的な枠組みをいかに解釈し、実効性ある枠組みとして機能させ
ていくかを考えるとき、蛸壺的なアプローチではなく、上記で示
したホリスティックな視座からのアプローチを採ってこそ、その
実相を把握し、また評価していくことができるのである。本枠
組みの成立過程の分析は、ACを正当な国際法形成フォーラム
として位置付けることができるかの試金石だというのが、国際法
学者の柴田の主張である。この点に、北極法政策研究をめぐる
我々の「次」の課題のひとつがあるといえる。
　なお、北極法政策研究グループにおいて、本プロジェクト
期間中継続して実施されたこととして付言したいのは、2015
年から毎年神戸大学で開催している北極国際シンポジウムで
ある※ 7。2018 年 12月に PCRCと本プロジェクトとの共催で
開催された第 4回国際シンポジウム「International Law for 
Sustainability in Arctic Resource Development」では、気
候変動の影響に晒され環境的に極めて脆弱で、かつ、先住民
を含む約 400万人の住民の社会経済基盤と密着した特別な地
域としての北極域における鉱物資源開発を題材に、SDGsの基
本理念である持続可能性と経済・環境・社会面の統合をキーワー
ドにしながら、ルールにもとづく北極鉱物資源開発のガバナン
スのあり方について、社会科学、人文科学、自然科学、産業界、
先住民といった多角的視点から検討した。
　これら国際シンポジウムの成果は、日本語および英語で書籍
として公刊された。2018年に刊行された『北極国際法秩序の展
望：科学・環境・海洋』（東信堂）は、北極に関する国際法政
策の課題をほぼ網羅的に論じた、我が国初となる日本語書籍で
あった。また、2019年に出版された英書は、2018年に発効し
た前出の北極国際科学協力促進協定や、同年に署名された中
央北極海無規制公海漁業防止協定など、日本にとっても関心が
高い新たな国際取り極めに、日本などの非北極国がどう取り組
んできたかを分析するなど、学術的にも最先端の内容を含んだ
ものになった（Shibata et al., 2019b）。そして、上述の第 4回
国際シンポジウムの研究成果は、極域研究では最高峰のジャー
ナルであるケンブリッジ大学出版会の Polar Record誌に特別
号が組まれ、2019年度末までには 10本の論文・コメンタリー
として公表される予定となっている。

北極国際関係
　北極ガバナンス研究の第 2の取り組みは、主に地球温暖化に
ともなう地政学的環境の変化が、1990年代に形成された北極
国際関係に、どのような変化をおよぼしてきたのかについて、そ
の相関を明らかにしようとするものである。また、現在進行して
いるグローバル国際政治と北極国際政治とのリンケージについ
ても考察を行った。これによって以下の 3点が明らかとなった。
なお、この点をリードしたのは、大西をはじめとする国際関係論
者であった。

　まず、1990年代の国際関係を振り返れば、冷戦終結にとも
ない劇的に国際環境が変化するなかで、北極域に領土を有する
8ヵ国が、北極域における環境保護、持続可能な開発といった
分野で新しい共通利益および共有価値を見出し、国際協力が形
成された時期として同定することができた。こうした国際協力は、
1991年の北極環境保護戦略（AEPS: Arctic Environmental 
Protection Strategy）の設立を経て、1996年のACの設立と
して具体化した。これらの共通利益および共有価値に支えられ
た北極 8ヵ国の協力関係は、「ゾーン・オブ・ピース」というソ
連のゴルバチョフ書記長の言葉で代表されるように、紛争のな
い平和で安定したものとなった。
　こうした「平和で安定した北極」は、地球温暖化という環
境変化に直面するなかで、少しずつ構造変化を見せるように
なった。
　まず指摘される自然環境の変化としては、地球温暖化の影
響により、北極海の夏季海氷面積が 2007年に 417万 km2、
2012年に 341万 km2となり、それぞれ観測上の最小面積を更
新したことがあげられる。そして重要なことは、海氷の縮小が、
単に自然環境の変化をもたらしただけでなく、北極海の海底資
源のポテンシャル（世界全体未発見資源のうち石油 13%、天然
ガス 30%が北極域にあると推定されている）や、北極海航路
の啓開の可能性といった北極域の地政学的環境を変えるもので
あったことである。北極における国際環境の変化に直面した北
極諸国は、北極関連の諸政策を相次いで見直し、国益を再定
義するに至った。国益の見直しが進むなかで、主権的権利に絡
む問題（2008年イルリサット宣言）、海洋の安全に関わる問題
（2011年北極海航空海上捜索救助協力協定、2013年北極海
洋油濁汚染準備・対応に関する協力協定、2015年北極沿岸警
備隊フォーラム設立）、科学観測の国際的連携（2017年北極国
際科学協力促進協定、2016年・2018年北極科学大臣会合）、
非北極諸国の進出（1998～ 2017年 ACオブザーバー承認、
2013年アイスランドと中国の自由貿易協定等）、中央北極海に
おける潜在的な漁業資源の管理問題（2015年中央北極海無規
制公海漁業防止に関する宣言、2018年中央北極海無規制公海
漁業防止協定）といったさまざまな領域においても共通利益お
よび共有価値が外交を通じて構築されるようになり、より安定
した国際関係が展開されようとしている。
　しかし、近年、グローバル国際政治における米国・ロシア・
中国の間の多領域にわたる戦略的な競合関係が北極国際関係
の安定に影を落としつつある。ロシアは、軍の近代化の一環と
して北極における陸空海の各軍種の軍備強化を進め、より統合
的に軍を指揮するための北部統合戦略コマンドを 2014年 12月
から始動させている。中国は、2013年に ACのオブザーバー
資格を得るとともに、2015年中華人民共和国国家安全法では
「ポーラーリージョン」（南極および北極）を中国の活動と関連
設備の防衛を行う領域に指定した。また、2017年には北極海
を一帯一路イニシアティブに組み込んだほか、2018年には北極
白書を公表して北極政策を体系化した。総じて、中国は政治経
済的な影響力を北極へと拡大しつつある。米国は、2019年に
国防省が新北極戦略を策定し、北極におけるロシアおよび中国
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の影響力の拡大に対抗していく姿勢を明確にした。

トライアドな関係から北極国際関係を考える
　北極ガバナンス研究の第 3の取り組みとして、北極の安全保
障環境を国家間の二者関係のみに収束させず、より実態に即
したマルチレイヤーから実証的に明らかにすべく、下位国家主
体を含む三者以上の関係が明示的に表れる米軍基地を事例に
検討した Takahashi（2019g）をあげることができる。同書は、
日本の北極政策を構成する要素のひとつ「安全保障」への学術
的貢献を念頭に、北極域の安全保障環境の変化が人間社会に
どのような影響を与えているのか、同時にローカルな声が（国家）
安全保障のレベルで、どのように発現し、機能した（している）
のかを、理論的・実証的に明らかにした英語の学術図書であり、
Springer Polar Sciencesシリーズの 1巻として、シュプリンガー
社から 2019年に刊行された。同書では、在グリーンランド米
軍基地を主な事例として扱い、グリーンランド（地方政治主体）
‐デンマーク（中央政府）間の接受国政治と同時に、設置国
である米国、北極域での軍事活動を活発化させるロシアを変数
として組み込み、基地をめぐる歴史と争点をマルチアーカイブに
よる多角的アプローチから検討している。そこでは、基地をめ
ぐる中央政府と地方政治主体との取引、すなわち中央政府の脆
弱性を構成する要素（基地の代替性、緊要性、特殊性）と、そ
れを統御せしめる基地の取引形態（統合、制度化、分散）、そ
してその状況をふまえて（中央と地方の）非対称な力関係を反
転させようとする地方政治主体との利害の実相を、理論的・実
証的に明らかにすることが目指された。地方政治主体が何らか
の意図をもって国際関係に関与しようとする動きは、これまでに
も「パラディプロマシー」などの用語で説明されてきた。しかし、
地方がどれだけ「主体的」に、自己の行動を律し、具体的な行
動に表すことができるかを評定することは難しかった。それは、
これまでの地方政治主体の影響力が、国内で処理される事案
でのみ扱われる傾向があり、国際関係の領域で、例えば国内
構成員が、国際交渉に代表者として影響を与えるところにまで
考察の対象がおよんでいなかったからである。同書は、安全保
障環境における地方の主体性に着目し、その影響力の多寡を操
作化した点で、北極域の安全保障研究としてだけでなく、グロー
バルな安全保障環境を地方のレベルから跡付けていく際の指針
を提供するものであった。

非生物資源開発をめぐるガバナンスを帰納的に理解する
　北極ガバナンス研究の第 4の取り組みは、北極域における非
生物資源開発と、しばしば在来知などと呼ばれる先住民族の知
識や世界観に即した開発の持続可能性とが、いかにして有機的
に結び付きつつ機能していくことができるのかを、グリーンラン
ドを事例に考えようとするものである（高橋 , 2020）。これまで
開発と先住民族との関わりは、歓迎されざる外部社会からの一
方的なインパクト、環境レイシズム、ニュークリア・レイシズムな
どと表現されてきた。確かに、これらの表現に内包される中心
と周辺、支配と被支配といった二分法は、事象の 1側面を的確
に捉えている。しかし、先住民族の生き方を、極端に牧歌的に、

かつ従属的に位置付け、先住民族の自立性を自動的に被支配
的な立場に回収してしまう、開発と先住民族とをめぐる確証バイ
アスという側面も持ち合わせていた。近年では、開発企業と地
元との協働が、地元政府の開発戦略の前提を形作っているとさ
えいえ、その是非はともかく、先住民族が必ずしも開発を一方
的に押し付けられる被害者ではないことが明らかになっている。
高橋（2019a）で検討したのは、開発の持続可能性とグリーンラ
ンド・イヌイット（先住民族）とが有機的に結び付きつつ機能す
るための、グリーンランド在来の知識の総体＝ネイティブ・グリー
ンランディック・ルールに即した運営のあり方であった。ここで
いう「在来の知識総体」とは、イヌイットの世界観とも呼ばれる
ような、人間と自然 /人間と人間以外が、双方向的に影響を与
え合う関係にもとづく認識総体を指している。
　要点は、グリーンランドに居住する者の多くが、彼・彼女ら自
身の日常のなかで自立的に展開してきた、自然や資源を共存者
の視点から観察する姿勢を、生物資源のみならず、非生物資源
（開発）においても徹底させ、それを内部化（indigenization）
させていくことで、機会創出を促していこうとする動きにあった。
つまり、現地の社会や住民の存在を前提に非生物資源開発の
持続可能性を考えていくためには、何よりも非生物資源を、総
体としての自然や環境のなかに存在するあらゆる「資源」のひと
つとして理解し、「資源」を獲得し、処理し、消費し、廃棄する
ことが有機的に結び付く先住民族の互酬的世界観と矛盾しない
形で取り込めるかどうかにある、ということであった。これは、
先住民族の「生」それ自体に関わる問題として、先住民族自身
が非生物資源の獲得・処理・使用・廃棄のプロセスを、自分た
ち（在来）の文脈に即して、主体的にハンドリングしていくこと
ができるか、という風にいい換えることができるかもしれない。
　では、いかなる具体的な施策がありうるか。ガバナンスの視
角から当該問題を扱っていくうえでポイントとなるのは、開発行
為を総合的に評定する、シンクタンク的な位置付けとしての資源
委員会が、政治とは独立した立場で制度化されるかどうかという
ことと、仮に制度化されたとして、インプット正当性の質を決め
る要素となる、委員会を構成するメンバーの出自や所属機関は
どのように決められるか、の（少なくとも）2点あるように思わ
れる。それは、政策エリートだけでなく、年間をとおして環境と
向き合い、観察し、その動態を全体論的、直感的に理解してき
た在来知にもとづく先住民族（のハンターたち）の環境への深
い理解が、非生物資源から得られる富の最大化を図る必要条
件になると考えられるからである。

国際関係論とアンソロポシーン
　北極ガバナンス研究の項を締めるにあたり、Takahashi 
（2019d; 2019f）の成果にもとづきつつ、これまでの社会科学
研究の「前提」をいま一度振り返り、その課題を明示することで、
小括に代えたいと思う。その前提とは、人間と自然との間に線
を引き、自然を他者化することで、生成し、成長してきた、少
なからぬ社会科学の学としての前提を指している。特に、北極
ガバナンス研究の中核的な存在である国際関係論においては、
このことが顕著に見られていた。すなわち、Thomas Hobbes
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や John Lockeに代表されるように、学問としての国際関係論
がよって立つ思考の前提には、自然が、それだけで完全に自足
的かつ持続可能な状態と考える回路がなく、自然（環境）は人
間との関係から切り離して対象化する、つまり人の手によって管
理されてはじめて、その「原始性」が払拭されるものという仮定
があった。だから、国際関係論は自然を、自己の問題として昇
華する機能を持ち合わせておらず、それは他者化する客体に過
ぎないか、捨象される対象であり続けた。
　しかし、アンソロポシーン（Anthropocene）※ 8、プラネタリー・
バウンダリー（planetary boundary）※ 9、プラネット・ポリティク
ス（planet politics）※ 10などに代表される、人間活動が地球そ
れ自体の将来を強力に規定していることが指摘される昨今、この
ような思考回路は十分に成立しなくなった（付言すれば、不平等
な世のなかの仕組みが存在するのに、あらゆる「人間」に「罪」
を背負わせるかのようなニュアンスをともなうアンソロポシーンを
批判的に受け止める研究者も存在する。例えば、米国の環境史
家であるMoore（2016）8)は、行き過ぎた資本主義こそがすべて
の原因であるとして、「キャピタロシーン（Capitalocene）」※ 11を
主張している。だから自然なるものを独立変数としてのみ処理
するのではなく、従属変数として設定していくマインドが求めら
れているわけだが、とはいえ、そもそも国際関係論に、そして
国際関係論者（研究者）に、現実世界の、かなり核心的なマ
テリアルターンを受けとめる素地があるのだろうか。自然に原初
的な性格を与えることで「人間」としての自らの立場を正当化し
てきた「私たち」は、自然を含む事物に対して、極めて画一的
な態度を示してきた長い歴史があるからである。アンソロポシー
ンなる時代のなかで、私たちに求められているのは、既存のマ
インドセットのなかで事物を処理するのではなく、人間だけか
らなる世界もなければ、閉じた聖域としての純粋な自然も存在
しないことを理解し、人間と自然とを個別の変数として処理する
のではなく、相互乗り入れ可能な要素として取り込むことである、
というのが特に Takahashi（2019d）での主張であった。
　こうした問題に 1番縁遠いと思われる北極ガバナンスに関心
を示す研究者こそ、すべての事物に通底する人間と自然の相関
を意識しながら、自然を他者化すること/しないこと、両者の
連関に着目することの意義を意識し、思考を展開していく必要
があるといえる。

注：
※1 氷を割ることのできる強固な船首と氷力に耐える頑強な船体および

大きな推進力を有し、他の船の支援や氷海中での作業を行う船であ
る。耐氷船は、砕氷船の助けを借りて氷のある水域を航行する能力の
ある船のことである。これらの船はアイスクラス船とも呼ばれる。

※2 衝突予防と人命安全のために、SOLAS条約によって定められる対象
船舶は、搭載が義務付けられている装置である。AISが発する電波は
衛星でも受信することができ、船の位置や速度などを、衛星を通じて
知ることができる。

※3 氷海域を航行する船舶の安全、船員の安全、ならびに海洋環境保護を
図るために、船舶の構造や設備が一定の規格を満たしている耐氷船・
砕氷船に対し、船級協会が与える等級のこと。

※4 国連のIMOが極海域を航行する船舶に対して定めた規則であるPolar 
Codeに準じて、国際船級協会連合（船舶の検査機関である船級協会
の集まり）が極海域を航行する船舶への要求事項を定めた共通規格
（アイスクラス）。

※5 カナダが北極海沿岸海域における結氷期の船舶航行管理のために開
発したZone Date Systemにおいて使用されるパラメータであるIce 
Numeralを改良したもの。

※6 Nakanowatari, T. et al., 2016. Medium-range forecast skill of sea ice 
extent in the Arctic Ocean from TOPAZ4, The Seventh Symposium 
on Polar Science.

※7 各年の北 極国際シンポジウムについては、PCRCのホームページ
（www.research.kobe-u.ac.jp/gsics-pcrc/ja/index.html）より確認可
能。

※8 現在形成されつつある地層が人類という生物種の活動による地球環
境の変化によって完新世とは異なる地層となりつつあり、人類の活動
の痕跡が地層に永続的に残ることが予測されるという地質学的な事
実を根拠に、私たちが生きている現在を指す地質年代として2000年
に大気化学者のポール・クルッツェンと生物学者のユージン・ストー
マーによって提唱された概念（大村 敬一「宇宙をかき乱す世界の肥や
し：カナダ・イヌイトの先住民運動から考えるアンソロポシーン状況
での人類の未来（1）」、『現代思想』2017年12月号、p.181より引用）。

※9 持続可能な人間活動を行うための、地球システム過程/要素（気候変
動、海洋酸性化、成層圏オゾンの破壊、窒素とリンの循環、グローバ
ルな淡水利用、土地利用変化、生物多様性の損失、大気エアロゾルの
負荷、化学物質による汚染）の変動許容限界（バウンダリー）。

※10「専らヒトに焦点を当てる既存の政治学系の議論（中略）とは異なり、
    「自然とヒト」をあくまで切り離さずに一つの枠組みとして捉え、かつ

両者の生存/絶滅の問題に取り組む」ことを構想する新たな政治学の
動き（前田 幸男「気候変動問題から見る「惑星政治」の生成：「人新
世」時代に対応するための理論的諸前提の問い直し」、『境界研究』
第8号、2018年、p.91より引用）。

※11 基本的に「人類の活動の痕跡が地層に永続的に残ることが予測される
という地質学的な事実」という人新世の説明を共有するが、その根本原
因をヒトではなく、資本主義という仕組みの暴走にあるとする見方。

引用文献：
1) Arctic Bulk AG, 2010. NSR2010. ht tp://www.arcticbulk.com/

page/242/NSR_2010, 最終閲覧2018年1月.
2) SCF Sovcomflot, 2012. SCF Group Strategy Review, ARCTIC 

SHIPPING PERSPECTIVES. http://2012.atomexpo.ru/mediafiles/u/
files/Present2012/Ambrosov.pdf, 最終閲覧2018年1月.

3) Yamaguchi, H., 1995. Experimental Voyage through Northern Sea 
Route. The Proceedings of INSROP Symposium Tokyo ’95, SHIP 
AND OCEAN FOUNDATION.

4) Sakov, P. et al., 2012. TOPAZ4: an ocean-sea ice data assimilation 
system for the North Atlantic and Arctic. Ocean Science, 8, 633-
656. doi: 10.5194/os-8-633-2012.

5) Descola, P., 2014. Beyond Nature and Culture. The University of 
Chicago Press, Chicago and London. ISBN 978-0-226-21236-4.

6) UNESCO, 1978. Intergovernmental Conference on Environmental 
Education organized by Unesco in co-operation with UNEP, Tbilisi 
(USSR), 14-26 October 1977. Final Report, Paris.

7) Kofinas, G. P. et al., 2010. Resilience of Athabascan subsistence 
systems to interior Alaska’s changing climate. Canadian Journal of 
Forest Research, 40, 1347-1359. doi: 10.1139/X10-108.

8) Moore, J. W., 2016. Anthropocene or Capitalocene? Nature, History, 
and the Crisis of Capitalism. Oakland: PM Press, 222pp. ISBN 978-
1629631486.
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背景と目的
　公的研究資金によって実施された研究の成果（論文、生成さ
れた研究データ等）は産業界をはじめとする社会一般から容易
にアクセスおよび利用ができるようにし、知の創出に新たな道を
開くとともに、効果的に科学技術研究を推進することでイノベー
ションの創出につなげるという「オープンサイエンス」の概念が
世界的に急速な広がりを見せている。また、2013年の主要国
首脳会議（G8）、経済協力開発機構（OECD：Organization 
for Economic Co-operation and Development）、グローバ
ルリサーチカウンシル（GRC：Global Research Council）等は、
公的研究資金によって実施された研究に関する論文等の原則公
開、得られたデータの可能な範囲での公開を求めている。北極
域研究でも、環境変化の実態把握だけでなく、それがもたら
すさまざまな変動メカニズムや将来予測といった科学的知見の
オープンアクセス化が求められている。大気・陸域・海洋・人間
社会という、異なる時空間スケールの変動を持つ、複雑な北極
域の環境変動システムを明らかにするためには、学際的な研究
を通じて得られた多種多様な観測データ、シミュレーションデー
タ、衛星データ、さらには研究成果などの北極域の「ビッグデー
タ」を用いて新たな知を創出し、社会へ適切に公開していくこと
が必要である。
　このような背景のもと、本プロジェクトでは得られた北極域研
究に関する極めて学術的価値の高いデータを長期にわたり保管
し、利用しやすい形で提供することをもっとも重要な目的のひと
つとし、GRENE北極で国立極地研究所国際北極環境研究セ
ンターにおけるデータ基盤として整備した「北極域データアーカ
イブシステム（ADS）」をプロジェクトのデータ登録・公開プラッ
トフォームと位置付けた。この位置付けにもとづき、本テーマは
分野横断的なデータを統合的に解析するツールの開発を行いな
がら、プロジェクトのデータセンターとして、得られたデータの
収集・公開・発信や国際的なデータ交流の促進、ステークホル
ダーに向けた発信を担うことを目的とした。

ADS の概要
　ADSは北極域研究で得られたデータの相互流通を目的とし
て、そうしたデータの収集・登録の促進、研究データの統合的
な「オープンサイエンス」の基盤の確立を行うためのシステムで
ある。ADSの概要を図 4-9-1に、また、ウェブサイトのトップ
画面を図 4-9-2に示す。ADSのすべてのサービスはこの画面よ

りアクセス可能である。主要なサービスを以下に示す。
・ データ公開サービス「極（KIWA）」とその機能の一部である 

Map SearchとMetadata Catalog
・ さまざまな 2次元データを可視化解析する「VISION」
・ 準リアルタイム極域環境監視モニター「VISHOP」
・ 北極海航路探査システム「Sea Route Search」
・ さまざまな地点に設置された自動気象観測装置のデータをリ 
アルタイムで表示する「Real Time Monitor」

・ 北極域研究に関する調査・観測、モデル・同化研究情報の登 
録・公開を行う「arDirectory」

・ 航路支援サービス「VENUS」

　

4.9.1 全体概要

矢吹 裕伯

北極域データ
アーカイブシステム

テーマ

8

4.9 

図 4-9-1. ADS の概要

図 4-9-2. ADS のウェブサイトのトップ画面
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実施内容
　本プロジェクトの「国際共同研究の推進」メニューには、本テー
マを含め研究テーマが 8つある。各研究テーマには複数の研究
機関が参加し、さまざまな研究が実施された。本テーマは事務
局と連携し、各テーマが実施するさまざまな調査・観測および
モデル・同化研究の内容を把握したうえで、それらの活動によっ
て得られたデータを収集し、ADSに登録し、公開を行った。ま
た、北極域研究に関する調査・観測およびモデル・同化研究の
情報を、それらの登録・公開を行うために新規開発したサービ
ス「Arctic Research Directory（arDirectory）」に登録・公
開し、「極（KIWA）」内のデータへの容易なアクセスを実現した。
　さらに、集積された「ビッグデータ」の可視化およびオンライ
ン解析基盤として、GRENE北極で開発したオンライン可視化
アプリケーション「VISualization Interactive tool on Online 
Network（VISION）」の大幅な機能強化を行い、衛星データ
やモデル計算結果等の 2次元グリッドデータや、グリーンランド
等の自動気象観測装置（AWS）等で取得した時系列データ等
がオンラインで可視化および解析できるプラットフォームの構築
を推進した。本プロジェクトで取得された調査・観測データ等
を「VISION」に実装することで、これまではフォーマット変換
等を必要としたデータをオンライン環境で可視化および解析が
できる環境を整えた。また、JAXAの水循環変動観測衛星「し
ずく」搭載の高性能マイクロ波放射計（AMSR2）による北極・
南極域の海氷状況、海水面温度、積雪深、海氷厚、海氷流動
速度等のデータを 1日 2回更新することにより、準リアルタイム
で極域環境を監視できるモニター「VIsualization Service of 
Horizontal scale Observations at Polar region（VISHOP）」
についても機能強化を行い、テーマ 5が毎年 5月中旬～ 9月末
に 4回発表する北極海氷分布予報（Kimura et al., 20131））の
公開を行った。
　データ転送や可視化に際しては、小型デバイスを利用した
「IoT（Internet of Things）」による技術開発にも取り組み、

AMSR2による海氷密接度等のデータを、北極海を航行する研
究船舶に送る航路支援サービス「VENUS」の機能強化も行った。
本プロジェクト期間中、氷海域での調査航海を行う研究船舶の
研究者や運航責任者からの要望に合わせ、配信するデータのカ
スタマイズや船舶上での可視化を可能とした。「VENUS」はさ
まざまな研究船舶および民間船舶 1隻に対して提供され、航海
上の重要ツールとなった。また、本テーマでは 2018年初冬季
に行われた 2018年度「みらい」北極航海（MR18-05C）で社
会実装を視野にいれた「VENUS」のテスト運用をテーマ 1と協
力して進めた。具体的には、YOPPの一環として ECMWFか
ら気象・海氷予報データの配信を受け、その予報値を東京大学
で開発された海氷‐海洋結合モデル（IcePOM）に外力として
与え、作成された詳細な海氷予測情報を ECMWFの気象・海
氷予報データとともに「VENUS」を用いて「みらい」に配信した。
配信されたデータは、初冬季の北極航海を安全に実施するため
の情報として役立てられた。

極（KIWA）
　ADSでは研究データのオンライン登録が可能である。研究
者がメタデータ※ 1とデータ※ 2をアップロードすることで登録お
よびウェブ上への公開が行われる。ADS で公開されるデータ
は位置情報を持ち、Map Searchより 3D地図の表示ができる
オープンソースライブラリである CesiumEarthによって北極を
中心とした地図に投影され、ユーザーは環北極域のデータの所
在を直観的に把握し、時空間検索を行うことが可能である。ま
たMetadata Catalogではさまざまなキーワードでデータ検索
が可能である。ADSのメタデータは現地観測したその場で作成
されることを想定し、ネットワーク接続のないオフライン環境で
もマイクロソフトエクセルファイル上で作成が可能である。また、
国際的な標準メタデータスキーマである ISO19139：2007をベー
スに、本プロジェクトに関連する要素からなる内部情報を定義
し、このメタデータを用いることで、地上観測網からモデル出力
まで、多様なデータセットを表現することを可能とした。登録対
象のデータセットが持つ情報の細かさによって、粒度の小さいも
のから大きいもの、かつモデル出力等のグリッドデータまで、そ
れぞれに合う形でのメタデータ登録が可能である。

　ADSのメタデータは国内外のデータ機関との連携が可能であ
り、国際的な標準メタデータスキーマ ISO19139:2007や地球
科学メタデータの標準になりつつあるGlobal Change Master 
Directory（GCMD）DIF形式のフォーマットを持つ。これら
のメタデータは国際的なメタデータ交換プロトコル OAI-PMH2
を用いて相互のメタデータのやり取りが可能である。これにより、
国際的にはWMO-GCWや GEOSS-Potalとのメタデータの
連携を行っている。また、データプロバイダーにデータを提供す

4.9.2 多様な観測対象分野のデータの横断的検索・切り
　　  出し機能の構築

矢吹 裕伯・杉村 剛

図 4-9-3. 北極を中心とした地図上でのデータ検索イメージ
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るためのインセンティブ確保目的で、国立極地研究所がデータ
の品質確保のために出版しているデータジャーナル PDJ（Polar 
Data Journal）と連携し、データへのDOI付与を行っている。
ADSは PDJの推奨データリポジトリであり、PDJで出版される
データ論文のデータの受け入れもとである。そのため、PDJに
おいて品質管理されたデータセットにはデータDOIの付与を行
う。また近年、さまざまな学術分野において論文のエビデンス
となるデータの公開が求められているため、ADSでは論文のエ
ビデンスとしてのデータの登録・公開も行っている。それらにつ
いてもデータDOIの付与を行っている。

VISION
　データ可視化はデータの概要を把握するための大変優れた手
法である。しかしながら、アーカイブされたデータから、ユーザー
が自らの目的に合わせ、データが内包する情報を取り出すことは
存外難しく、それらを適切に可視化することもまた困難である。
データ可視化は大きく分けて、1) データの取得、2)  データの読
み込み、3) 可視化処理、の 3段階が存在するが、それぞれに
困難がともなう可能性がある。まず 1) では、可視化したいデー
タを何がしかの知見や文献をもとに探し出す必要がある。次に2)
では、データフォーマットに注意し、場合によってはフォーマッ
トを変換して、データを PCや可視化ソフトに読み込ませる必要
がある。最後に 3)では、可視化ソフトウェアによる可視化作業
そのものに熟練する必要がある。これらの段階をクリアしてはじ
めて可視化結果を確認でき、最終的にそのデータファイルが目
的に対して適切であったかどうかがわかるのである。もしそれが
望むものでなかったとしたら、もう1度最初から同じ手順をふま
なければならない。こうした一連の作業は、無駄に時間と労力
を消費させるものである。
　そこで、本テーマでは GRENE 北極で開発したオンライン
可視化アプリケーション「VISION」の大幅な機能強化を続け、
こうしたデータ抽出と可視化にかかる面倒な作業を軽減した。
「VISION」を使えばデータの内容を理解するのに要する時間と
労力が大幅に軽減されるので、ユーザーはデータ情報が示す重
要な意味合い（すなわち結果）にその意識を集中させることが
できるのである。
　「VISION」の機能強化においては、予備知識がなくとも直感
的に簡便に利用できることと、ユーザーが検索結果を再利用で
きるようにすることを心がけた。
　上記のとおり、「VISION」ではその可視化において、利用の
平易性とユーザーの多様なニーズを満たす出力が必要である。
すなわち「直感的な操作が可能な GUIインターフェース」「デー
タの自動読み込み」「一般的な複数種の可視化結果出力（image、
movie、CSV等）」が必須要件である。これらのすべてを既存
のソフトウェアで満たすことは難しいため、JavaScriptを用い、
そのなかで目的に応じて各種ライブラリを組み合わせることによ
り独自にアプリケーションの開発を行った。
　ユーザーに操作ストレスを与えないためには、指示に対する
素早いレスポンスが必要である。そのため、データ読み込み処
理にはWeb Workerによる並列化と、Buffer Viewによるバ

イナリデータの高速読み込みを採用した。Web Workerとは、
HTML5において実装された機能で、JavaScriptでマルチスレッ
ド機能を実現できる。JavaScriptは基本的にシングルスレッド
言語であり、Ajax処理のためのノンブロッキングの擬似的な並
列処理は存在したが、完全な並列処理機能はなく、HTML5
のWeb Worker機能によって実現された。また、Buffer View
もバイナリ入出力のためにHTML5において実装された APIで
ある。型付き配列（Array Buffer）をそのまま使用することで、
バイナリデータの受け渡しのパフォーマンスが向上し、高速な入
出力を行うことができる。
　一方、描画処理については、海岸線や等値線などの線データ
は精細な SVGによる描画、2次元カラーマップなどは Canvas
を用いることにより高速化を実現した。SVGとは、拡大縮小が行
える Scalableベクター画像である。シャープで精細な画像を生
成できる反面、描画するオブジェクト数が大きくなると処理速度
が低下する。Canvasは、タグ内にラスター画像を描画する機能
を指す。高速な描画ができるが、描画情報を保持しないため、可
視化結果を動的に動かすためには再描画する必要がある。また、
描画範囲が大きくなると処理速度が低下する。この両者の特性に
もとづき、それぞれを用途別に描画方法を選択した。「VISION」
の実装機能のうち、強化を行ったものを以下で説明する。

1.　データの自動読み込み
データセット名、プロダクト名等をマウス操作で選択するこ
とにより、自動的にデータを取得し可視化結果が得られる。
現在、以下の 7種類のデータを実装している。
・JAXA AMSR-E/AMSR2極域衛星プロダクト
・NSIDC SSM/I極域衛星プロダクト
・NCEP再解析データ：NCEP1（Kalnay et al., 1996 2)）
・High-resolution gridded datasets：CRU-TS3.21（Jones 

and Harris, 2013※3）
・モデル計算結果出力データ：TOPAZ4（Xie et al., 

20173)）、ELSE（Kim et al., 20094））、N14（Nitta et 
al., 20145））

図 4-9-4. 「VISION」の実行画面。カラーマップ、断面グラフ、時系列グラフを実行・
表示した状態である。
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データは日時と連動しており、指定日時を変更することで、
その日付に合ったデータを自動取得する。

2.   カラーマップ表示
読み込まれたデータは自動的にカラーマップで表示される。
数値の範囲やカラーパレットは変更可能となっており、ユー
ザーの望む配色を選べる。また、海岸線データ、緯線経線
も自動的に位置を計算し、カラーマップに重ねて表示され
る。これらは、データの場所と現実の地点を比較する際に
役立つ。また、表示範囲はマウス操作によりズームやパンが
行え、表示したい箇所を自由に変更できる。

3.　等値線表示
等値線プロット機能も搭載している。等値線の本数や線の
表す数値などは自由に変更可能である。この機能を使うこと
により、データの勾配や極点などが強調表示され、さまざ
まな現象が見つけやすくなる。

4.   任意断面の断面グラフ表示
指定した断面上の数値を取得し、グラフで表示する機能で
ある。この機能をオンにすると、画面上にラインを引ける状
態になり、マウス操作により複数の地点をクリックすること
で任意の長さのラインを指定できる。ラインを指定すると作
成されたラインに沿って数値を取得し、別ウィンドウにグラ
フが表示される。このグラフは、元データの日時と連動して
おり、日時の変更に合わせてグラフも更新される。

5.　任意地点の時系列グラフ表示
指定した地点における時系列データをグラフ化する機能であ
る。この機能は取得する期間を指定し、画面上の地点をマ
ウスで指定することにより、その地点のデータを必要なだけ
自動的に取得してグラフ化できる。

6.   プローブ機能
マウス位置の地点に関する情報（緯度経度、グリッド位置、
数値）を表示する機能である。この機能により、データの
実際の数値を手軽に取得することができる。

7.   簡易解析機能
読み込むデータを選択する画面でコンビネーション・プロッ
ト機能を使うことにより、簡易的なデータ解析が行える。複
数の数値プロダクトの四則演算や JavaScriptで標準装備さ
れている数学関数が使用でき、計算結果を入力データとし
て読み込みプロットすることができる。

8.   保存機能
上記の可視化・解析結果をさまざまな形式に保存する機能
も実装した。例えば、スナップショット画像、時系列動画、
グラフデータの CSVなどである。これにより、可視化結果
を論文やプレゼンテーション資料、あるいは解析ツールの入
力値として再利用することが可能である。

　以下に「VISION」を用いて解析を行った例を示す。
　2016年4月11日にグリーンランド氷床南部で春に大規模な
表面融解が生じたことが、水循環変動観測衛星「しずく」に
よって捉えられた（JAXA, 20166)）。これは、36GHz 水平偏
波の輝度温度に赤色、36GHz垂直偏波の輝度温度には緑色、
18GHz垂直偏波の輝度温度に青色をそれぞれ割り当て、各色

を合成することにより可視化した画像（RGB合成画像）を見ると、
色の濃淡が氷床表面の融解度合いを表しており（図 4-9-5左）、
白に近い部分で融解が起きていることがわかる。この現象にお
ける可視化結果を「VISION」でも再現してみる。
　まず、「VISION」のコンビネーション・プロット機能において、
入力フォームに「36H>220 && 36V>220 && 18V>220」と入
力してプロットを行う。これにより、36GHz水平・垂直偏波と
18GHz垂直偏波の輝度温度がすべて 220Kより大きい場合に
1、それ以外は 0という値が計算・可視化される。画像の色見
本を近いものにするため、カラーマップはグレースケールに変更
する。この状態で、データの時間を 2016年4月11日に変更す
ることで RGB衛星画像と似たような図を得ることができる（図
4-9-5右）。

　画像を比較すると、グリーンランド上で同じ部分が白色に表
示されており、RGB合成画像と同じように、氷床の表面融解を
可視化できていることがわかる。
　以上の機能を備えた「VISION」により、いままで以上にデー
タ相互利用が促進されると確信している。

VISHOP と Real Time Monitor
　ADSではリアルタイムな情報配信も行っている。さまざまな
データや情報をリアルタイムに発信することは、研究者はもちろ
ん、一般のユーザーに対してもとても有用なことである。ADSで
は、準リアルタイム極域環境監視モニター「VISHOP」を用いて
画像データを配信するとともに、「Real Time Monitor」によって
観測ステーションの数値データのリアルタイム配信を行っている。
　「VISHOP」は、極域の衛星データや各地のライブカメラ画
像などをブラウザ上で準リアルタイムに表示する可視化サービス

4.9.3 北極域の環境変動問題を多くの者が体感できる
　　  データや情報として取り出せる機能の構築

杉村 剛

図 4-9-5. 2016 年 4 月 11 日に捉えられたグリーンランド氷床南部で観測された大
融解の RGB 合成画像（左）と「VISION」のコンビネーション・プロット機能を用
いて複数の衛星プロダクトから再現した画像（右）
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である。極域の状態を素早く配信することを目的に機能強化を
行っている。
　「VISHOP」では、海氷や海面水温、積雪深、雲の動きのよ
うに、多くの分野で参照される情報を自動的に可視化している。
これらの情報はウェブサイトにアクセスするだけでアニメーショ
ンによるダイナミックな画像として参照可能である。これらの画
像は AMSR2による観測データをもとに作成しており、ADSの
サーバー上で自動的にデータを取得し、数値データを可視化・
画像化している。これにより、常に最新の情報を理解しやすい
形式で配信できる体制を整えている。現在は、海氷密接度、海
氷厚、海氷漂流速度ベクトル、89GHzの偏光比、RGB合成画像、
および海氷密接度＋海面水温＋積雪深の合成画像を配信してい
る。また、北極域・南極域の選択や衛星軌道の上昇・下降も選
択・変更できるようになっている。

　また、過去の海氷分布の様子や最新の北極海氷分布の中期
予測データも重ね合わせて表示することが可能となっており、さ
まざまな情報をわかりやすい形式で参照することができる。北
極海氷分布の中期予測データは、Kimura et al.（2013）1）によ
る海氷分布の予測計算結果を 2014年からADSで可視化・公

開しているものである。本プロジェクト期間中も予測研究を行う
研究者が所属するテーマ 5と連携し、毎年予測結果を公開した。
過去の予測結果と衛星画像を同時に表示できるため、容易に予
測結果と実際の状況を比較することができ、計算精度を検証す
る際にも「VISHOP」は有効である。

　「VISHOP」では表示結果を保存する機能も実装している。
表示結果は画像として PCに保存できるとともに、時間変化
のアニメーションを動画として保存することもできる。これらの
ファイルは論文やプレゼンテーションなどで利用できるため、
「VISHOP」は表示した情報を容易に再利用することが可能な
システムになっている。
　また、「VISHOP」の 1機能である Extent Graphでは、海
氷面積値の数値データをグラフとして表示できる。海氷面積値
の数値データは ADSのサーバーが日々自動取得しており、ブラ
ウザは Extent Graphにアクセスする際に自動的にデータを読
み込み、グラフ化を行って表示する。これにより、ウェブページ
にアクセスするだけで極域の海氷面積の増減をリアルタイムに知
ることが可能である。グラフの形式はインタラクティブに変更可
能であり、年間変化や日・月・年単位での最大値・最小値・平
均値などを選択することもできる。この機能により、毎年の変化
の比較だけではなく、夏（9月）の最小面積値の年変化や春（2月）
の最大面積値の年変化などのグラフも容易に作成できる。

図 4-9-6. 「VISHOP」で可視化した AMSR2 による海氷域、海面水温、積雪深のデー
タ（上）と、AMSR2 により計算される海氷流動速度ベクトル（下）

図 4-9-7. 「VISHOP」で重ね合わせ表示される北極海氷分布の中期予測データ。予
報値は緑色で表示される。

図 4-9-8. Extent Graph による 9 月の最小面積値グラフ表示
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　これらのプロットしたグラフに対する線形回帰機能も実装して
いる。これにより、グラフの変動傾向なども容易に把握できる
ようになっている。
　海氷面積値グラフの画像や数値データも指定した形式でダウン
ロードして再利用可能となっている。別の解析ソフトから利用する
ことでユーザー自身が海氷の変動の解析を行うことができる。
　「VISHOP」は ADSのサービスのなかでもっともアクセス数
が多く、昨年度は年間 180万 PV（ページビュー）を記録した。
　「Real Time Monitor」は、極域の定点観測装置で得られる
数値データをADSのサーバーで受信し、数値をグラフ化して配
信するサービスである。このため、観測地点のさまざまなデー
タを常に最新の情報として配信することが可能である。画像で
はなくインタラクティブに表示を変えることが可能なグラフを作
成するため、スナップショット画像よりも利用価値の高い情報を
配信できる。現在「Real Time Monitor」では、グリーンラン
ドで 3地点、カナダで 1地点、ノルウェーで 1地点、南極で 2
地点の計 7地点のデータを配信している。
　グリーンランドでは、北西地点の氷床上に SIGMA-A、SIGMA-B、
SIGMA-Dという3つの気象観測装置が設置されており、気温、
比湿、風速、風向、短波放射、長波放射、地表面気圧、雪高、
雪温などを計測している（Aoki et al., 20147)）。現在、SIGMA-D
は観測を停止しているが、SIGMA-Aと SIGMA-Bは継続して観
測を実施している。
　カナダでは、ウッドバッファローに気象観測装置が設置され
ており、大気温度、比湿、風速、風向、短波放射、長波放射、
光合成有効放射、地表面気圧、土壌温度などの観測が行われ
ている。
　ノルウェーのニーオルスンに設置されていた高分解能Wバン
ドレーダ（FALCON-A）観測装置は電波観測により上空の雲
の鉛直分布を測定している。「Real Time Monitor」では、2
次元のカラーマップ表示や鉛直変化や時系列変化などの 1次元
グラフによって観測データを表示することが可能である。現在、
FALCON-Aは機能を停止しているため、データの更新は行っ
ていない。

　これらは、観測地点と変数（測定値）、および表示期間を選
択することにより、データを自動取得してグラフ化を行う。変数
は複数選択することも可能となっているため、変数間の相関関
係の把握や、異常値の検出などが行いやすいシステムとなって
いる。

　「Real Time Monitor」では、グラフのさまざまなスタイル（線
の色、線の太さ、タイトル、軸の位置など）が自由に変えられ
るように設計されているため、グラフに表示した画像をそのまま
保存し、論文やプレゼンテーションの図として使用することが可
能である。また、実際の数値データを CSVやエクセルデータと
してダウンロードすることも可能なため、ユーザー自身の PCで
データの編集やグラフ化・画像化も行いやすくなっている。　

図 4-9-9. FALCON-A の鉛直分布データの 2 次元カラーマップ表示

図 4-9-10. SIGMA-B における気温、風速を「Real Time Monitor」で表示
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データサービスの基盤の開発
　ADSのデータサービスの構築は 2011年から開始され、さま
ざまなサービスを拡張してきた。ADSのデータサービスの拡張
にともない、それらを支える情報基盤についても拡大・拡張を
行った。2011年から本プロジェクト終了まで、ハードウェア、ソ
フトウェア、ネットワーク、運用・保守に関わるメンテナンスシ
ステムについても、多くのアップグレードを実施した。2011～
2019年の情報基盤の構築に関するロードマップを図 4-9-11に
まとめた。

　図 4-9-11の利用システムのうち、年（タイムライン）が緑色の
ものは本プロジェクト以前に構築されたシステムを表す。タイム
ラインが青色の濃淡で 2種類に区別されたものは本プロジェク
ト実施中に構築されたシステムを表し、それぞれプロジェクト前
期（淡色）と後期（濃色）に構築されたものを表す。本項では
構築期間をArCS前期とArCS後期と呼称する。2015年末時
点でデータサービスの基盤には以下のような課題があった。
1.仮想マシン上のデータ量や処理数の増加にともなう、データ
サービスの性能低下

2.ファイル数の増大にともなう、ストレージ能力不足
3.バックアップ体制の不足
4.運用・保守の手間の増大
5.ネットワーク能力の不足
　さらに近年の情報セキュリティリスクの増大にともない、ADS
のデータサービスも情報セキュリティ対策を行う必要性が出てき

た。そのため、本プロジェクトにおけるシステム開発では、上記
の課題に対応しつつ、情報セキュリティ対策を行わなければな
らなかった。本プロジェクトで実施したシステム開発のロードマッ
プを図 4-9-12にまとめた。

　図 4-9-12のシステム開発のロードマップを達成した最新の
ADSの情報基盤の概要図を図 4-9-13に示す。本項では図
4-9-13の概要図に至るまでのシステム開発について報告する。

仮想化基盤の強化
　本プロジェクトにおいては、仮想化環境を抜本的に増強する
ため、仮想化環境の最適化された物理サーバーを 3台導入し
た（図 4-9-11）。CPUの速度よりも並列して処理できる数を重
視した大多数のコア（16コア× 2CPU）を搭載し、メモリー容
量はサーバー導入時の 2倍にした（32GBから 64GB）。将来的
なメモリー不足を考慮してメモリーの空きスロットに余裕を持た
せた。仮想化ソフトを動かすための最低限のストレージしか有し
ておらず、仮想マシンを保存するストレージはすべて Internet 
Small Computer System Interface（iSCSI）共有ストレージ
サーバーを利用した。これは仮想マシンのファイルをネットワー
ク経由で複数の物理サーバーで共有を行うためである。このよう
な仮想マシンを共有ストレージ上に保存し、複数の物理サーバー
で動作させることを冗長化と呼ぶ。この冗長化の機能を利用す

4.9.4 データサービスの基盤の開発

照井 健志

図 4-9-11. ADS 情報基盤に導入・設置されたシステムのロードマップ

図 4-9-12. ADS 情報基盤のシステム開発のロードマップ

図 4-9-13. ADS 情報基盤概要図
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るために最新のXenServerにアップグレードした。XenServer
は 6.2からオープンソースによる提供が行われており、6.5から
大幅にストレージやネットワークの性能強化が行われ、大容量
の iSCSI共有ストレージの利用が可能になった。
　ArCS前期では iSCSI共有ストレージサーバーの構築と
XenServer6.5による仮想化環境の構築を行い、移行作業を実
施した。冗長化により、仮想マシンの必要なリソースが不足する
ことなく、安定的に仮想マシンを起動できるようになった。冗
長化は、仮想マシンが稼働している物理サーバーに障害が発生
しても、自動的にほかの物理サーバーで再起動させることが可
能にする。冗長化によって運用・保守管理も効率化された。
　ArCS後期になると、想定どおり仮想マシンのメモリー不足が
発生したが、用意されたサーバーの拡張性によってメモリー容量
を増やすことで対応できた。その一方で仮想マシンのストレー
ジ使用量の問題が顕在化してきた。ファイルサーバーは 2015
年時点で 6TBの使用容量だったが、2017年開始時点で 12TB
の容量を必要としていた。ストレージの使用量の増加は運用上
の問題にもなっており、ファイルサーバーのバックアップに 5日
以上の時間を要するようになった。このため、ArCS後期では、
ファイルサーバーやそれ以外の大容量のストレージを利用してい
る仮想マシンの使用資源量の縮退化を行った。2018年以降は、
情報セキュリティ上のリスクとしてランサムウェアの脅威が高まっ
たため、高頻度でスナップショットを取得し、万が一のランサム
ウェアの被害を受けた場合でもスナップショットからデータを復
旧できるようにしておかなければならなかった。スナップショッ
ト機能を強化するため、XenServer7.1CUと XenOrchestraを
導入し、2018年には週次でスナップショットを自動取得するよ
うにした。2019年には仮想マシンの縮退化とファイルサーバー
の分離が完了したので、余裕ができた iSCSI共有ストレージを
利用して全仮想マシンの毎日のスナップショットを取得し、14日
分を保存するようにした。万が一情報インシデントが発生しても
最短で 1日前の時点に復旧できるようになった。

ストレージ機能の強化
　ADSのデータサービスの増加は、ADSのファイルサーバー上
のデータ量の増加と、そのデータの処理量の増加としてシステム
に反映される。これらに対応するためArCS前期ではデータ量
の増加への対応を、ArCS後期ではデータの処理量の増加に対
応した。
　ArCS前期では、十分な容量のストレージサーバーとして、
iSCSI共有ストレージサーバーを用意し、仮想マシンとして構築
されたファイルサーバーは、このストレージ資源を利用した。大
容量のストレージ資源をサーバーが利用するためには、その容
量に対応したファイルシステムを利用しなければならない。ADS
構築当初から継続的に利用してきたファイルシステムは ext4で
あった。このファイルシステムの仕様は ADSのデータ量に十分
対応できるものだったので継続して使用し、ストレージの使用量
の増加をファイルシステムの拡張によって対応できた。しかしな
がら、前述のとおりストレージ使用量の増大は仮想マシンの運
用上の問題として現れたため、この対応をArCS後期で行った。

　ArCS後期では、専用の物理サーバー上にファイルサーバー
を構築し、仮想マシンの縮退化作業にともない移動させたデー
タの保管・共有場所とした。「VISION」や「VISHOP」で利用
されるデータは、衛星による観測データや数値モデルの計算結
果で、これらのデータは非圧縮データとして保管される。そのた
め、ファイルサーバーのストレージ資源を多く使用していた。ほ
かのデータサービスでも利用するため同じデータの重複も発生し
ていた。このようなファイルサーバー上の問題に対応するため、
専用のファイルサーバーでは ZFSを採用した。
　ZFSは次世代ファイルシステムである。ZFSの透過的圧縮は、
非圧縮データをファイルシステム側で自動的に圧縮してストレー
ジの使用量を節約する機能である。透過的圧縮によって圧縮さ
れたデータは、非圧縮データとしてアクセス可能なため、非圧
縮データを持つADSのデータサービスと相性がよい。ZFSは
重複排除を行うことができる。これはファイルシステム内に同じ
ファイルが複数存在していてもストレージの消費を抑制する機能
である。「極（KIWA）」や「VISION」でデータセットが重複し
ても、ストレージの実使用量はひとつのデータセット分で済む。
ZFSの透過的圧縮と重複排除によりファイルサーバーのストレー
ジ利用効率を向上させることができる。2017年に専用ファイル
サーバーを構築し、透過的圧縮のみで運用を開始した。2018
年には重複排除機能を有効化した。2019年 11月時点で、スト
レージの実使用量は 21.5TBだが、圧縮率は 1.93倍で、重複
排除により16.3TBのデータが重複排除されていた。ZFSでな
ければ 73TBのストレージ領域を必要としていた。
　本プロジェクト期間中に次世代ファイルシステムを採用するこ
とで、非常に高性能なストレージ能力を獲得することができた。

バックアップ体制の構築
　2015年以前では定常的なバックアップ体制は構築されていな
かった。計画停電や仮想化ソフトのアップグレード、セキュリティ
的なアップデートの実施などの大きなイベントの前に仮想マシン
や仮想化環境のバックアップを取得していた。取得されたバック
アップは、NASや外付けHDDなどの余剰なストレージ領域を
利用して保管されていた。そのため、定常的で安定的なバック
アップ体制ではなかった。
　ArCS前期では安定的にバックアップを取得して保管するた
め、LTO6テープドライブを導入した。LTO6は非圧縮で 2.5TB
のデータを保管できるテープメディアである。本プロジェクト開
始時点のバックアップに必要なデータ量は 6TBを超えなかった
ので、3本のテープで保管可能だった。テープの入れ替えの手
間を加味し、月次のバックアップを実施した。テープの必要量
は 1年間で 36本と見積もられ、2TB/年の増加ペースを加味す
ると 2017年には年間で 60本と見積もられた。実際には 2017
年のストレージ使用量は 12TBに達したため、バックアップのた
めに 6本以上の必要数となった。ファイルサーバーのバックアッ
プを取得するために 5日以上の時間を必要とし、テープメディ
アへのバックアップはさらに時間が必要となってしまった。テー
プドライブによるバックアップ体制は手間と時間がかかるように
なったため、仮想マシンの縮退化とストレージ機能の増強を待っ
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てから、新たにテープライブラリを導入した。
　ArCS後期では、テープライブラリを利用したバックアップ体
制に移行した。テープライブラリは 44本のテープを内蔵し、ソ
フトウェアのコマンドに応じてテープがドライブに出し入れされる
ため、人手を介することなく複数のテープにバックアップを取得
することができる。2018年にテープライブラリによるバックアッ
プ体制を構築し、2019年から本格的な運用が開始された。仮
想マシンの縮退化によって、月次のバックアップ使用量も削減す
ることができた。2019年 11月時点で月次に 2本のテープを必
要としている。
　そのほかに ArCS後期ではバックアップ体制として災害復旧
対策（DR 対策）の整備を進めた。DR 対策とは、大規模災害
が発生しても、システムを復旧できるように対策することで、具
体的には遠隔地にバックアップデータを保管することである。
ADSでは ArCS参加研究者から預かったデータを大量に保管
しているため、首都直下型地震のような大規模な災害が起きて
もデータを保全できるように、DR 対策を実施した。DR 対策
用のバックアップシステムは北海道大学北極域研究センター内
のサーバールームに設置された。2017年から構築を開始し、さ
まざまなテストや障害を解決し、2018年にはオンラインでバッ
クアップデータの転送を開始した。1日あたり最大で 2TBのデー
タ転送量であることが確かめられたので、月次に取得されたバッ
クアップの転送が十分に可能だった。

運用・保守の効率化
　2015年以前におけるシステムの運用・保守は、システムに直
接アクセスして実施していた。ADSは小規模の開発リソースし
かなく、システムの運用・保守はひとりの人員で行われていた。
そのため、学会や出張、休暇などの状況で、システムに障害や
インシデントが発生すると、サーバーの設置場所に行くまで何も
できない。遠隔監視やリモートアクセスをできるようにすること
で、運用・保守の効率化を図った。
　ArCS後期に、遠隔監視を可能にするためVPNサーバーを
構築した。VPNサーバーはルーター内蔵や Linux/UNIXで
構築することが可能であるが、ADSではWindows Serverを
利用した。Windows Serverでは管理ツールを利用すること
で簡単にセキュアなVPNサーバーを構築できた。Windows 
Serverは Active Directory（AD）の認証認可サーバーとして
も機能するため、VPNのユーザー認証に利用することが可能
である。VPNプロトコルとして L2TP/IPsecと IKEv2で比較
を行い、IKEv2を採用した。L2TP/IPsecは 2001年に RFC 
3193で標準化されたプロトコルのため、多くのOSやスマートフォ
ンで利用可能である。Windows Serverで簡単に設定できるの
は事前共有鍵を利用した L2TP/IPsecであるが、事前共有鍵は
セキュリティ的に不安であり、DR対策のバックアップシステムで
利用できなかった。IKEv2を採用し、サーバー証明書とADの
ユーザー認証によりセキュアなVPNサーバーを構築した。この
体制により遠隔地からADSのデータサービスの状態を把握で
きるようになった。
　障害が発生したことを自動的に管理者や開発者に連絡する方

法が必要である。ArCS後期では強化された仮想化環境とスト
レージサーバーから、障害発生時に自動的にアラートが Eメー
ルとして送られるようにした。本プロジェクトの実施期間中に 1
番多く発生した障害は HDDの故障だったので、HDDの故障
を素早く知ることができれば、復旧作業を迅速に行うことがで
きる。HDDの故障により劣化したサーバーの性能は著しく低
下するので、素早い復旧が重要になる。XenServer7.1CUや
iSCSI共有ストレージサーバー、ZFSはシステムとしてメールを
利用したアラートの通知が可能だったので、これらを整備してア
ラートシステムを構築した。

ネットワークの強化
　ネットワークは ADSで利用しているデータサービスを結合さ
せる重要な要素である。ネットワークを介して、仮想化サーバー
とストレージサーバーは結ばれている。ここまで報告した物理
的、仮想的なシステムはすべてネットワーク化されている。ネッ
トワークが利用できなくなった場合、すべてのADSのデータサー
ビスが停止することになる。そのため、ネットワークの強化は慎
重に実施する必要性があった。
　ADSの構築当初からArCS前期までのネットワーク強化方
針はポートの数が不足しないよう増やしていくことだった。ADS
で利用しているネットワーク機器の速度は 1Gbpsで統一されて
いる。速度を物理的に向上させることができないため、1Gbps
の空きポートを利用した冗長化構成を構築した。
　ネットワークの冗長化は LACPとMPIOという方式が存在す
る。LACPはふたつ以上のポートをソフトウェア的にひとつのポー
トとして定義するプロトコルで、ネットワークスイッチとソフトウェ
アの両方で対応している必要がある。MPIOはストレージと通信
する回線を複数化することで、ストレージの入出力を冗長化する
方法である。ADSで導入されたハードウェアはこれらのネットワー
ク冗長化を利用できる構成だったので、順次導入していった。
　LACPは XenServerと ZFSが対応していた。2016年から通
信を冗長化するために仮想化環境で利用した。ネットワークス
イッチとの相性問題が発生したので、2017年に利用を停止した
が、2018年に新しいネットワークスイッチを導入したので、ZFS
で利用を再開した。
　MPIOは iSCSI共有ストレージサーバーとXenServerが対応
していた。2018年から iSCSI共有ストレージサーバーとの通信
を冗長化するために利用開始した。MPIOのおかげで iSCSI共
有ストレージサーバーとの通信速度が安定するようになった。
　これまでネットワークの分割は物理的なネットワークスイッチを
複数台用意することで実現していた。分割の必要性が低い場合
は、同じ IPアドレスプールのセグメントを利用していた。ArCS
後期に入り、仮想化環境とストレージ環境の強化を行った際に、
それぞれでネットワーク負荷が異なっていた。パフォーマンスの
低下を抑制するために、利用用途やシステムの種類でネットワー
クの分割が必要だった。分割はネットワークスイッチのVLAN
機能を利用することで、ネットワーク機器を増やすことなく実現
された。ネットワークはそれぞれ、インターネット、イントラネッ
ト、IP-SAN、NATの 4つに分割された。インターネットは国立
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極地研究所外と通信をするためのネットワークで、ウェブサーバー
やVPNサーバーのような公開されているシステムで利用される。
イントラネットは国立極地研究所内と通信し開発者や管理者が
所内からシステムにアクセスする際に利用する。システム内の情
報機器や仮想マシン同士の通信でも利用されるネットワークであ
る。IP-SANは iSCSI共有ストレージや ZFSファイルサーバーと
通信する際に利用されるネットワークで、ストレージの入出力の
ために利用される専用ネットワークである。最後のNATは、サー
バーの監視のために利用されるネットワークである。
　用途によってネットワークを分割し、LACPやMPIOの冗長
化を施すことで、ネットワークの能力を強化することができた。

まとめ
　ADSのデータサービスを安定的に動かすため、プロジェクト
開始時の課題を明らかにし、それぞれの課題を解決するための
ハードウェア、ソフトウェア、ネットワークの能力を強化し、運用・
保守の効率化を行った。これらを統合することで図 4-9-13の
概要図のような ADSの情報基盤を構築した。
　ADSのデータサービスは仮想化環境の仮想マシンで実現さ
れているので、仮想化環境に関係する仮想化ソフトやストレージ
サーバーの強化が重要である。単純にハードウェアの増強だけ
でなく、ソフトウェア的な設定による機能付加や、ネットワーク
の冗長化でも十分な強化が可能だった。
　本プロジェクトの期間中は、最新の仮想化ソフトや次世代ファ
イルシステム、Windows Serverの新機能など、最新技術の導
入を積極的に行った。最新技術の導入により、情報セキュリティ
を維持しつつ、運用・保守の効率化を達成できた。特にスナッ
プショット機能の強化とバックアップ体制は、脅威が増している
情報セキュリティリスクに対応するために必要な機能だった。こ
のような情報基盤を大学の研究室レベルで実現することは難し
く、研究プロジェクトのなかでADSのような情報基盤を担う組
織の重要性は増してくるであろう。
　その一方で、現状のADSの開発リソースでこの情報基盤をさ
らに拡大・強化することは難しい状況である。扱うデータ量やデー
タサービスを拡大するためには、ハードウェア性能の制約から脱
却するためクラウドの利用や、データサービスのコンテナ化、イ
ンスタント化が必要になってくるであろう。最新技術の追従が必
要で、情報システムに継続的な投資を続けなければならない。

はじめに
　ADSはこれまで多くの研究機関と協力してデータの収集を行
い、データサービスを通じてインターネット上に公開してきた。
ADSのデータサービスは常時接続のインターネットが利用でき
ることを想定して作られている。一方で極域の最新情報を本当
に必要とする人々は、インターネットから隔絶された場所や状況

にいる場合が多い。
　ADSのデータサービスのうち、海氷域を航行する船舶向け
に衛星データや数値データを配信する「VENUS」が存在す
る。「VENUS」は 2014 年からサービス提供を開始し、北極
航海については 2015年の「みらい」をはじめ、「おしょろ丸」や
「Multanovskiy」にも提供した。また南極海の「しらせ」、「海
鷹丸」、そのほかの南半球の海氷が存在する海域の調査航海に
も提供した。提供可能なデータは海氷密接度や海水面温度のみ
ならず、海氷厚、海氷流動ベクトル、風向風速、海面気圧、波
浪の 24時間と 48時間データ、海面高度データと多岐にわたる
ようになった。船内 LANに接続し船舶情報と連携することで、
GPSデータ取得によって位置情報や予定航路、観測ポイントの
表示を行う。最新の海氷情報は航路決定の際に極めて重要な
情報なので、「VENUS」による情報配信は重要である。
　2018年度と 2019年度の「みらい」北極航海（MR18-05C、
MR19-03C）では、結氷期の観測航海を行った。これらの航
海で実施された「VENUS」の情報配信について報告する。

VENUS の構成
　「VENUS」は、小型で安価な IoTデバイス（Raspberry Pi）
上に、準リアルタイムで極域の衛星データや各地のライブカメラ
画像などを可視化するサービスである「VISHOP」を移植し、
衛星データ配信をメールベースで実現することで、衛星データの
自動配信と可視化を簡易に実現している。衛星データの送信は
ADSのサーバーから行われている。国内の多くの研究船舶では、
メールの送受信だけは限定的に利用可能であるため、送信はす
べてメールを利用し、衛星データは圧縮処理をした後に添付ファ
イルとして送られる。IoT上で、メールの受信、添付ファイルの
展開、そして衛星データの可視化が自動的に行われる。可視化
された画像ファイルはウェブサーバー上で公開され、船内 LAN
から閲覧可能となる。

「みらい」北極航海用の拡張
　MR18-05CとMR19-03Cは過去に例のない初冬季の北極
航海であったため、高い安全性を確保する必要があった。その
ため「VENUS」を利用し、ECMWFの 10日間の予報データと、
IcePOMによる高解像度の 10日先までの海氷予測情報を配信
した。「VENUS」で取り扱ったプロダクトの取得から配信まで
のフローチャートを図 4-9-14に示す。

4.9.5 情報配信の強化－航路支援サービス「VENUS」－

照井 健志

図 4-9-14. 「みらい」北極航海用「VENUS」のフローチャート
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　これまでに「VENUS」で 10日先までの予測情報を配信した
ことはない。その理由として、極域における船上のインターネッ
ト回線が主にイリジウムを使用していることがあげられる。速度
が 128Kbpsしかなく、非常に限られたネットワーク帯域をデー
タ配信で使い切ってしまう恐れがあることと、通信コストが大き
くなるため忌避されてきたのである。
　MR18-05CとMR19-03Cは安全性が優先されたため、
これらを度外視して送ることができる貴重な機会となった。
「VENUS」が送付したプロダクトの一覧とその数を表 4-9-1に
示す。
　「VENUS」はメールサーバーの容量制限を避けるため、1通
のメールに添付するプロダクトはひとつのみに制限している。表
4-9-1のような場合は全部で 125通のメールが送信される。大
量のメールを送ることを工夫するため、メールの送信スケジュー
ルを作成した（図 4-9-15）。送信スケジュールは、Raspberry 
Pi上の描画速度を考慮し、描画と受信が重ならないようした。
また優先度の高い情報から順番に送るよう設定した。
　これらの設定をもとに「みらい」北極航海のデータ配信を実
施した。

VENUS の船内利用
　データを受信した船内の「VENUS」はプログラムにしたが
い、バイナリデータの可視化を実施する。可視化されたデータは
「VENUS」のウェブサービスを通じて、船内に公開される。公
開された「VENUS」のウェブ画面を図 4-9-16に示す。

表 4-9-1. 配信したプロダクトの一覧

図 4-9-15. 「VENUS」の配信スケジュール。オレンジ色がメール配信のタイミング。

図 4-9-16. 「VENUS」のウェブ画面
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結果
　「みらい」北極航海における「VENUS」の情報配信は、通信
上の問題が発生したこと以外はうまく動作し、航路や観測スケ
ジュールの決定に役立てることができた。
　MR18-05Cではメールの容量制限によって受信拒否された
メールが発生した。MR19-03Cでは「VENUS」からのメール
について容量制限を引き上げ、拒否されないようにした。
　MR18-05Cでは送信に利用した SMTPサーバーの問題でス
パムメールと取り扱われることがあった。MR19-03Cでは信頼
のおける SMTPサーバーを利用することで、スパム扱いされな
いように改善した。
　イリジウムの限られた回線でも、配信スケジュールをうまく設計す
ることで送れることがわかった。10日間予測情報であっても問題
なく送れたので、全球的に「VENUS」を利用できることを示した。
　メールによる受信速度は件数に依存していることが明らかに
なった。メールで安定的に送ることができたが、大容量のデー
タの送る方法を検討しなければならない。

まとめ
　高解像度の予測情報を安定的に配信することが、海氷域におけ
る航海に重要であることを実証した。極域はインターネットを安定
的に利用することが難しい場所である。「VENUS」のような情報配
信を行うデータサービスは、今後も重要になってくるかもしれない。
　その一方で、極域においてもインターネットを提供するため、
通信衛星の新サービスが開始されている。「VENUS」はネット
ワーク回線が限られ、通信コストを気にする、研究機関所属の
船舶を想定して開発されたデータサービスである。今後、民間
の衛星通信サービスが広がり、気軽に誰でも利用できるように
なるならば、船舶からインターネットへ直接接続できるようにな
るため、「VENUS」が不要になると予想される。
　極域における通信インフラに注視しつつ、データサービスを
研究開発する必要がある。

プロジェクトによって得られたデータのアーカイブ
　4.9.1で述べたように、本プロジェクトでは、研究活動で取

得した各種データを、研究だけでなく教育・産業界などにおけ
る利用のために広く公開し、将来にわたって世界中で活用可能
なように長期にわたり保管し、利用しやすい形で提供すること、
また、オープンサイエンスポリシーのもと、研究結果の再現・
検証のため、および散逸防止のためにデータの保管を行うこと
を重要な目的とした。そして、これらの目的を果たすために、本
テーマが主導してプロジェクトのデータポリシーを作成し、デー
タの利用に関する合意事項、データ提供者の権利、データの引
用方法などの基本事項を明文化した。また、データの提出や公
開に関する規則として「北極域研究推進プロジェクト（ArCS）
調査観測データ取扱要項」を制定し、データを定義するとともに、
それらのデータの提出期限および公開猶予期限をも定義した。
　これらにもとづき、本テーマではプロジェクト期間中データの
収集・保管作業を行った。特に最終年度は、これまでデータ提
出者が自ら行っていたメタデータ作成、およびデータの登録作
業を、提出者の負担軽減を目的に可能な限り本テーマで実施す
るか、あるいは作業補助を行うなどし、積極的にデータの収集
活動を行った。
　本テーマでは、プロジェクト期間中に行われた調査・観測の
概要および調査・観測地点を表示するとともに、「極（KIWA）」
に登録されたその調査・観測のデータと関連付けるために、
「arDirectory」の開発を行った。「arDirectory」では、調査・
観測情報だけでなく、モデル・同化研究に関する情報も参照で
きる。

　各テーマのメタデータ、データセット等の登録数を表 4-9-2
に示す（2020年 1月 23日現在、重複カウントを除く）。

図 4-9-17.
 「arDirectory」で表示
される各テーマの調
査観測状況

表 4-9-2. 各テーマのメタデータ、データセット等の登録数

4.9.6 データの利用

矢吹 裕伯
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北極情報館
　北極情報のポータルサイトの構築を目的として、北極情報館
を作成した。コンテンツとして「今日の北極」、「国内ニュース」「国
際ニュース」、「日本の北極研究の歴史」、「北極環境研究に関す
る国際研究体制」が準備されている。

　「今日の北極」では、「VISHOP」で公開している AMSR2
による北極域の海氷状況に関するデータとともに、最新の海氷
域面積のグラフを表示している。また「国内ニュース」「国際ニュー
ス」は「北極」と「Arctic」のキーワードにヒットした Google 
Newsの最新ニュース記事の見出し集を公開するものである。
日付ごとにニュースを検索することも可能である。
　「日本の北極研究の歴史」では、山内（2016）8）をもとに執筆
者に協力をいただいて 1957～ 2019年の情報を更新している。
　また、「北極環境研究に関する国際研究体制」は北極環境研
究コンソーシアム（JCAR）の協力により北極域研究の国際的な
活動一覧、また各国の北極政策文書を一覧としてまとめている。

アクセス解析
　本プロジェクトの開始直後である 2015年 10月以降のADS
の毎月の PV数を図 4-9-19に示す。

　プロジェクト期間を通じ、「VISHOP」へのアクセスが非常に
多い。これは「VISHOP」のコンテンツである、AMSR2によ
る北極域の海氷情報や、テーマ 5による北極海氷分布の中期予
測へのアクセスが多いことに起因している。また 2016年 12月
以降、「極（KIWA）」の研究データへのアクセス数は月間 2万
PVを記録している。この頃から本プロジェクトが軌道に乗り、
プロジェクトで得た研究データへのアクセスが多くなったことが
原因と考えられる。一方、衛星データやモデルのオンライン可視
化解析サービスである「VISION」は、「VISHOP」や「極（KIWA）」
ほどのアクセス数はないが、年間をとおして一定のアクセス数を
記録している。また「VISION」のユーザーは毎年 12～ 1月
にかけてユーザーが増加する傾向がある。これは学生による卒
業論文や、修士論文を執筆する季節と重なり、「VISION」が
衛星データ解析の導入ツールであることをもの語っていると思
われる。毎年、年末にかけて学生からの問い合わせがあるのも
「VISION」についてであり、この PV数はそれを示していると
考えられる。表 4-9-3に ADSの PV数を年度ごとに集計した
ものを示す。

　図 4-9-20にプロジェクト期間中の国別訪問者割合を示す。
ADSの日本国内からの利用は 17%にとどまり、約 83%は海外
からの利用であることがわかる。詳細な解析により、これらの
海外からの多くのユーザーは「VISHOP」の北極域の海氷情報
にアクセスしていることもわかった。

図 4-9-18. 北極情報館

図 4-9-19. 2015 年 10 月～ 2019 年 9 月までの ADS のサービスごとの PV 数

表 4-9-3. 年度ごとに集計した 2015 年 10 月～ 2019 年 9 月の PV 数
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　海外からのアクセスのなかでもオランダからのアクセスが多
かった。詳細な解析によると、オランダの北極ポータルサイト
に ADSの「VISHOP」のリンクがあり、そのサイトから直接
「VISHOP」へのアクセスがなされていることがわかった。海外
からのユーザーを呼び込むためには、海外のデータポータルサ
イトとのリンクが重要であった。

図 4-9-20. 2015 年 10 月～ 2019 年 9 月の国別訪問者割合

注：
※1 データを説明する付加的な情報をいい、第三者に公開される。分析

データの提出が予定されるサンプルについては、サンプル自体の情報
や分析内容もメタデータと呼ぶ。

※2 調査、観測、実験室での分析、または既存データの解析のような研
究活動から得られたデジタルデータを指す。本プロジェクトにおい
ては、データの処理状態に応じてレベル0とレベル1の2段階に分類し
た。レベル0データは取得したままのデータをいい、基本的にはデー
タの散逸を防ぐことを目的に保管される。レベル1データはレベル0
データに対して、補正、品質管理等の必要な処理を行い、可能な限り
誤謬を除いたデータをいい、第三者に公開される。

※3 Jones. P., Harris. L. C., 2013, CRU TS3.21: Climatic Research 
Unit (CRU) Time-Series (TS) Version 3.21 of High Resolution 
Gridded Data of Month-by-month Variation in Climate (Jan. 1901 - 
Dec. 2012), NCAS British Atmospheric Data Centre, doi:10.5285/
D0E1585D-3417-485F-87AE-4FCECF10A992.
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背景：北極をめぐる議論の場への関与
　本プロジェクトでは科学的研究をもとに北極環境変化の実
態を把握し、変化を予測するとともに、それらの成果をステー
クホルダーに伝えることを目指した。本メニューはこのふたつ目
の目標と関連して、関係省庁の要請を受け、北極評議会（AC: 
Arctic Council）の作業部会をはじめとした北極関連の会合に
当該分野の専門家を派遣し、日本の北極研究の成果を北極域
の諸問題検討の場に届けることで、国際社会に貢献するだけで
なく、科学技術外交の一環として日本のプレゼンスを高めること
を目的とした。
　本プロジェクト開始以前の背景として、2013年 5月に日本が
ACのオブザーバー資格を得て以降、我が国の高い科学技術力
に対する、ACならびにその加盟国・加盟団体からの各種国際
会合への参加要請が増加の一途を辿っていた。しかし、ACの
議論は北極圏に領土を持つ北極圏国 8ヵ国で行われ、日本のよ
うな非北極圏国が発言できる機会はあまり多くなかった。また、
非北極圏国の研究者がACの会合に出席する機会は非常にまれ
であり、専門知識や日本の科学研究成果を持って議論に臨める
のは、ACの 6つの分野別の作業部会や専門家グループの会合
であった。
　本メニューではまず、これらの作業部会や専門家グループに
おいて、日本の科学研究成果による貢献を行うことを目指した。
また、AC以外で北極に関する議論を行う会合としてアイスラン
ドのArctic Circle、ノルウェーのArctic Frontiers、北極科
学大臣会合（ASM: Arctic Science Ministerial）といったハ
イレベル会合に関しても同様に本プロジェクトをはじめとする
我が国の北極研究の成果をもって、北極の持続的な発展や環
境保護に貢献し、国際社会における日本の評価を高めることを
目指し、要請に応えて研究者を派遣した。さらに、北極を含む
全球的な観測体制に関する問題を扱う、地球観測に関する政
府間会合（GEO: Group on Earth Observations）や、北極
で急速に進行する温暖化影響に関わる IPCCも、本メニュー
の有効な関与先と考えた。
　これらの会合に出席することで得られた最新の国際動向に関
する情報を国内の研究者、政策決定者に届けることで、日本国
内においても科学研究の知見が政策決定に活かされることを期
待した。
　また、単に科学的知見あるいは観測データなどを国際会議の
場へ提供するだけでなく、プロジェクト内でも「国際共同研究の
推進」メニューのテーマ 7の活動と連携して報告会や意見交換

会を持ち、有効な情報を提供できるよう検討を行い、国内外の
活動の場とプロジェクトとの間で連携を図った。このような北極
の科学と社会、政策の取り組みは我が国では本プロジェクト以
前にはなかったものである。本章では、本メニューの 5年間の
取り組みを報告する。

本メニューの構造
　図 5-1に本メニューの構造を示す。図に示すとおり、本プロジェ
クトが政府機関と北極関連会合をつなぐ役割を担った。経過や
報告を届けることに加え、政府機関からのフィードバックを得る
ことは新たな、挑戦的な試みであった。

活動概要
　ACは北極域の国際政策形成の場となっており、そこでの決
定事項は我が国の今後の北極域科学活動や経済活動に大きな
影響をおよぼしうることから、AMAPや CAFFなどの作業部会
での科学的議論、Scientific Cooperation Task Force（SCTF）
などのタスクフォース（TF）、Expert Group on Black Carbon 
and Methane（EGBCM）などの専門家グループの会合に、本
プロジェクトの実施担当者のなかから科学的に専門的な意見を
表明できる専門家を派遣した。ACの作業部会のなかでは、自
然科学との関連性が深く、活動も活発な AMAPとその関連会
合を重要なターゲットと考えた。派遣者は年次会合などで日本
の活動を紹介し、専門家会合では議論や報告書作成に参加し
た。前節で述べたその他の会合では、派遣者は発表やパネルディ
スカッションを通じて、日本の研究成果を国際社会に還元した。
　また、国や文部科学省から、北極関連の外交上のハイレベル
会合に対する専門家の派遣要請があった場合は、会合のための
適切な助言やサポートができる専門家を派遣した。さらに本プ
ロジェクト期間中には IPCC-AR6作成に向けた動きが開始され
たため、IPCCに関わる会合にも積極的に専門家を派遣した。
　いずれの場合も派遣者は、派遣された会合で日本の研究・政
策等に貢献する情報収集を行い、成果と収集した情報を帰国後
速やかに報告した。Arctic Circleなどの会合では北極の課題
が北極圏の外を含めた世界に対して持つ重要性が繰り返し論じ
られ、北極の課題解決に向けた活動がグローバルな構造のなか
に入りつつあることを示していると考えられた。

活動報告
　最終年度もすべての派遣を行うことができれば、5年間で 19
種類のAC作業部会・専門家グループの会合や国際会議等に、

榎本 浩之

AC 等北極関連会合への
専門家の派遣5

図 5-1. 本プロジェクトにおける専門家派遣の活動の構造
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て 議 論 す る「AMAP Arctic Meteorological and Climate 
Workshop」のような、より専門的な話題に特化したワーク
ショップ等にも派遣を行ったほか、会合派遣以外でも、ACか
らオブザーバー国に対して依頼される水銀のアセスメント情報
（AMAP）や IMO Polar Codeの対応状況（PAME）などの各
種情報照会にも、研究者として可能な範囲で回答を行った。
　また、当時の北極大使からの要請を受けてACの高級北極
実務者（SAO: Senior Arctic Officials）会合に同行し、大使
に適切な助言やサポートを行ったほか、GEO Week、ASSW＆
北極観測サミット（AOS: Arctic Observing Summit）、ASM2
にプロジェクトディレクターを中心とする専門家を派遣した。

北極に関わる国際的活動に参加する本プロジェクトの研究者
　プロジェクト期間中、AC作業部会や専門家グループ、IASCの
科学分科会、ESSAS、PICESのWorking Group on Integrated 
Ecosystem Assessment for the Central Arctic Ocean（WGICA）、
RACArctic、SAONなどの北極に関わる国際的活動に携わった
本プロジェクトの研究者はのべ 80名にものぼり、会合参加や報
告書執筆等、さまざまな活動をもって貢献した。また、本プロジェ
クトからの直接の派遣ではないが、プロジェクトメンバーのひと
りが依頼を受けてベルモント・フォーラムの北極課題の評価者と
なった。

国内の政府関係者との交流
　ACの作業部会など、政府の要請を受けて出席した会議の報
告は、プロジェクト開始以前からも文部科学省はもとより外務省、
環境省など関係省庁に行っていたが、そのフィードバックを得る
ことは難しく、国内の政府関係者との情報交換のあり方は課題
であった。この点については第 1回国際助言委員会（IAB）等
でも助言されたため、本メニューでは、政府関係者とのコミュニ
ケーションの強化に努めた。例えば、テーマ 7と連携してACの
作業部会に関する意見交換会を毎年度 1回のペースで実施して
きたが、2017年度からは外務省・文部科学省等の政府関係者
を交え、各作業部会に出席した研究者から海外の動向について
紹介した。また、この意見交換会をきっかけに、政府関係者と
研究者が意見交換するための会合を持つことができた（「北極に
関する政府と研究者との懇談会」、2018年 2月 5日、2019年
6月 10日）。2018年の会合では、政府側からは北極担当大使、
内閣府、文部科学省関係者等が出席し、（1）最近の北極をめぐ
る話題、（2）ACとその作業部会への対応、（3）ASMへの対
応の 3つの話題について、情報、意見の交換を行った。この会
合は、本プロジェクトにとっても重要な場となった。プロジェク
ト終了までにあと 1回開催予定である。

重視する成果
　以下に本メニューの活動成果から特筆すべきものを紹介する。
・  2013年に日本がACのオブザーバー資格を得て以降高まった、
我が国の高い科学技術力に対する期待に、作業部会の年次
会合への専門家の派遣、情報提供などを通じて応えることが
できた。

合計 65回、のべ 86名の専門家の派遣を行うこととなる。派遣
実績は本報告書の参考資料 IV-4に示すが、以下に活動例を紹
介する。
　ACの各作業部会であるAMAP、CAFF、北極圏海洋環
境保護作業部会（PAME: Protection of the Arctic Marine 
Environment）、持続可能な開発作業部会（SDWG: Sustainable 
Development Working Groups）の年次会合に専門家を派遣し
た。AMAPに対しては大気物質と海洋酸性化に関する研究成果
などを中心に、日本の知見の提供・科学活動の紹介を行った。
また、Snow, Water, Ice, Permafrost in the Arctic（SWIPA）、
Adaptation Actions for a Changing Arctic（AACA）などの
報告書の執筆者および査読者に本プロジェクト研究者が選出さ
れた。CAFFについては、環境省の行政官とともに参加し、同
官に適切な助言を行った。さらに 2018年 9月の年次会合にお
いては、テーマ 6で実施しているセントローレンス島における海
鳥研究の成果（CAFFの予想よりも海鳥の活動領域が広がって
いることが本プロジェクトの研究ではじめて明らかになった）を
披露した。PAME、SDWGについては、プロジェクト開始以前
は研究者の参加・貢献がなかったが、各作業部会で議論され
ている北極海の海洋保護区（MPA: Marine Protection Area）
や北極の持続的発展などの議論に適した人文社会科学研究の
専門家派遣を開始した。
　ACのタスクフォースについては、所管官庁である外務省の要
請のもと SCTFに国際法の専門家を派遣し、北極国際科学協
力促進協定が合意に至る過程の最終局面を現地で観察するとと
もに関係者と情報交換を行い、協定が非北極圏国にとって持つ
意味を分析し報告した。
　ACの専門家グループについては、EGBCM、CBirdに専門
家を派遣し、議論および報告書作成に参加した。特に EGBCM
では BC排出規制に関する報告書をまとめるにあたり、外部評
価や翻訳の提案を積極的に行い、大きく貢献した。
　AC以外の北極関連会合については、Arctic Circle、Arctic 
Frontiersにプロジェクトディレクターが参加し、本プロジェク
トを含む日本の北極研究の取り組みや成果を紹介した。特に
Arctic Circleでは外務省、文部科学省の要請のもと、毎年日
本の研究者が主催するセッションで発表を行った。内容として
は、策定されたばかりの『我が国の北極政策』のひとつの具現
化としての本プロジェクトの紹介（2015年度）、また、本プロジェ
クトの特徴である人文社会科学の研究活動の実際の紹介（2016
年度）、環境、社会経済、人間社会の持続性の観点から北極
における研究活動がどのように SDGsに貢献するかをテーマと
したセッション（2017年度）、予測をふまえて他の分野の将来を
解説する「Arctic Decades Ahead」セッション（2018年度）、
科学研究の成果と社会との接点を議論する「Science meets 
Society」セッション（2019年度）を行った。Arctic Frontiers
では、全体会合で招待講演者として北極海の生物データベース
構築の必要性に関する基調講演（2016 年度）、ASMのパネ
ルディスカッションへの参加（2018年度）を行った。
　本プロジェクトの研究成果を広く国際社会に還元するため、
例えば AMAPから IPCCのWG1に向けたインプットについ
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・  5年間の大型研究プロジェクトにおいて専門家派遣を包括的
に実施したことにより、世界の注目が集まる北極関連の国際
的会合や専門家会合のフレームワークに、継続的に我が国の
研究者を送り込むことができた。また派遣者の選定にあたっ
ては、求められる知見を提供しうる研究者を所属機関の垣根
を越えて選定することができた。

・  政府関係者とのコミュニケーションについて、意見交換を行う
ための会合を新たに実施するなど、コミュニケーションフロー
の構築に取り組み、科学的知見を政府関係者に能動的に伝え
る道筋を確立することができた。

・  国内向けには、北極関連会合のどこでどのような問題が議論
されているか、日本の関与の可能性はどのようなところにある
かを伝えることができた。特に、国内の研究者だけでなく、
日本の政府関係者に科学活動の方向や成果、可能な協力を
積極的に伝達する経路を確立することができた（内閣府の企
画による政府関係者との意見交換会の実施、ならびにその継
続化）。

・  国内の政府関係者に認知された本プロジェクトの活動は、実
施期間中に策定された『我が国の北極政策』（2015年）、『第
3期海洋基本計画』（2018年）において、日本が実践する北
極の課題解決に向けた科学研究活動として取り上げられた。
その実践内容は Arctic Circle（2016年～）、ASM（2016年、
2018年）、その他多くの国際会合で紹介され、2020年の
ASM3日本開催の背景ともなった。

・ 最終年度まで、各分野の専門家をACの作業部会などの会議
に派遣し、国際社会や北極外交における日本の役割を示すこ
とに貢献した。さらに、ASM3日本開催に向けては研究者と
政府関係者の連携によって準備が進められるなど、研究の現
場と政府関係者とのコミュニケーションは大きく改善した。

活動の評価指標
1)AC作業部会が編集した報告書の著者または査読者として本
プロジェクトの研究者が選ばれた事例の増加、日本人研究者
による公開論文の被引用数の増加、専門家グループに登録さ
れている研究者の増加。

2)北極関連の国際的な共同研究および会議に参加、招待され
た日本人研究者数の増加。

3)国内の研究者および政府関係者の、北極域の問題に対する
意識の高まり。これにより、新しい活動の実施することにつな
がりつつある。

今後の課題
　本メニューの活動として、テーマ 7との連携により、全テーマ
を横断する形で、ACの作業部会に関する意見交換会が行われ
た。また政府関係者と意見交換を行うための会合の開催も実現
した。
　本プロジェクトにおいて政府関係者とのコミュニケーションの
ためのシステムを確立することはできたものの、具体的な対処方
針を検討するメカニズムは、いまだ立ち上げに至っていない。担
当行政官と個々の研究者がACの各作業部会に対する具体的な

対処方針を検討できるよう、例えば一部の省庁で設立されてい
る北極に関する検討会に、研究者がどのように貢献できるかを
模索する必要があるだろう。
　この課題に対するひとつの方策として、IPCC国内支援事
務局のように、AC対応に関する研究者・省庁を横断したコー
ディネーションができる事務局の設置を検討することがあげら
れる。米国の北極会合 Interagency Arctic Research Policy 
Committee（IARPC）のように、プロジェクトや機関の枠にと
らわれない協力体制を作り、省庁を超えた北極検討活動につな
げていけるとよいと考える。北極政策や海洋基本計画の政府方
針のサイクル、IPCC報告書やAMAPのアセスメント報告書な
ど気候変動監視における北極の状況評価など、さまざまな時間
スケールや規模で北極に関する議論が行われている。さらに、
これら政府方針の更新や評価報告書の多くが 5～ 7年ごとの活
動であるのに対し、北極海航路の砕氷 LNG船をめぐる動きな
ど、産業利用の議論と決定の動きは速い。中央北極海の海洋資
源保護の協定においても短期間に科学的知見のレビューと議論
が行われ、合意に至るなど、従来の研究者の活動とは違った、
短い時間スケールで貢献が求められることも増えている。本プロ
ジェクトで取り組んだ国内外の連携の形を今後いかに進展させ
るかが今後の課題であるが、このような時間スケールの違いに
機動的に対応できることも社会からの要請のひとつであると考え
られる。本メニューで取り組んだ活動は、そのような要請に応え
つつ、政府による国際協力の促進につなげ、また国際的な場で
議論を主導できる人材を育成する機会を増やすことにもつながる
と期待している。
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　情報発信は本プロジェクトの鍵となる活動である。研究成果
発信の強化、特にステークホルダーへのわかりやすい形での情
報提供がプロジェクト公募時から求められていた。これは前身
であるGRENE北極においてもっぱら科学的成果の創出が求め
られたこととは対照的であり、本プロジェクトを特徴付ける制約
条件であるといえる。このリクエストに応えるため、本プロジェク
トでは成果発信とプロジェクト広報を主要なタスクとして、コー
ディーネーター（CDN）をプロジェクトディレクター（PD）の直
下に置き、情報発信を強化した。
　本プロジェクトのステークホルダーは、活動の文脈によって多
岐にわたると考えられる。北極の環境変化の影響を受けるという
意味では、広く国内外のすべての人々が対象となりうるが、本プ
ロジェクトが文部科学省の補助事業であることをふまえ、国内に
おいてはスポンサーである納税者をもっとも重要なステークホル
ダーと考えて活動を実施した。一方、プロジェクト内の個々の活
動においては、それらの活動の成果としてプロジェクトが提供す
る情報の直接の利用者である北極圏国・非北極圏国の政策決定
者、AC（主にその作業部会）、産業界関係者、北極地域住民な
どを重要なステークホルダーと認識した。
　プロジェクト内の分担として、CDNはプロジェクト全般に関わ
る情報発信を統括し、各研究テーマの成果・情報発信は主に各
研究テーマによって実施された。北極地域住民を対象としたもの
などは各テーマが実施したが、プロジェクトの目的に強く関係す
ることから、一部の活動では連携して実施した。
　情報発信の戦略としては、網羅性と時間的な費用対効果を考
慮し、以下の方針に従った。
1)プロジェクトウェブサイトをとおした情報発信を中心に据え、
更新情報はメールマガジンをとおして案内する。ソーシャル・
ネットワーキング・サービス（SNS）の利用は船舶観測などのキャ
ンペーン時に限定して実施する。プロジェクトの SNSアカウン
トは作成せず、代表・副代表機関の広報アカウントを用いた発
信を行う。

2)プロジェクトとして毎年度 1回一般向け公開講演会を開催する
ことに加え、各研究テーマ・研究者グループも独自に一般向け
講演会等のイベントを開催する。

3)学術的な学会発表・論文発表は各研究テーマの発信に委ねる。
一方で、研究者とステークホルダー双方が参加する国際会議
（Arctic Circle等）においてプロジェクトの紹介や進捗紹介を
定期的に行う。

プロジェクトウェブサイト
　プロジェクトウェブサイト（URLについては奥付参照）は、プ
ロジェクトの情報発信のためのメインチャネルとして、本プロジェ
クトに関する情報全般を掲載したポータルである。プロジェクト
の目的や年次計画・成果のほか、評議会委員、国際助言委員会
（IAB）委員、参画機関等の運営体制を含むプロジェクトの基本
情報、各研究テーマの紹介や実施体制等、若手研究者海外派
遣支援事業などの人材育成に関わる公募、調査・観測・研究成
果を登録するデータベース（ADS）、データポリシー、イベント情
報など、すべてのプロジェクト情報にここからアクセスできる構成
とし、日々の活動の進捗を伝えるブログ形式の「ArCS通信」を
含むほとんどの情報を日英 2言語で掲載した。公開講演会や各
研究テーマによる一般向けイベント、プレスリリースなどは新着
情報としてトップページに掲載した。「ArCS通信」にはお知らせ
も含めて 203件※ 1の記事を掲載した。調査・観測の現場から状
況を写真付きで報告し、各研究テーマの活動内容やプレスリリー
スの発表内容の紹介を行う一方で、専門家を派遣した国際会議
での報告の様子や、海外派遣支援を受けた若手研究者による派
遣報告など、人材育成活動の紹介も行った。
　また、定常的な更新に加え、以下の特集ページを設けて効果
的な情報発信を図った。
1)北極フォトアルバム：プロジェクトウェブサイトの周知を図るた
め、2015～ 2016年度にかけて、時事通信社と共同で写真コ
ンテンツを中心とした「北極フォトアルバム※ 2」を実施した（図
6-1）。これは主に研究者が野外調査の際に撮影した写真に短
文の説明を付して紹介したもので、コンテンツは時事通信社の
ウェブサイトに置かれ、説明文からリンクする形でプロジェクト
ウェブサイトへ誘導する形式をとった。北極での調査風景など
の写真が持つ効果により、このサイトは約 10万件のアクセス
を集め、多くの人をプロジェクトウェブサイトに誘導することに
成功した。日本の極地研究においては南極観測隊の印象が強

末吉 哲雄

情報発信6 

図 6-1. 北極フォトアルバム（時事通信社のウェブサイトより）
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いが、以前に南極をテーマとして実施した同様の企画とほぼ同
じアクセス数を得ることになり、北極への一般の関心の高まり
をも同時に示す結果となった。

2) EGRIPフィールド調査特集：2017年度には EGRIPでの氷
床コア掘削について特集ページを開設し、調査に同行した新
聞記者からの報告を中心に、研究者の活動を写真付きで詳し
く紹介した。同行記者の SNSをとおした現地からの準リアル
タイムな情報発信や、その後のテレビ番組での紹介が行われ、
効果的なプロジェクト広報を行うことができた。

3)「みらい」北極航海：2018年度と 2019年度には、海洋地球
研究船「みらい」による北極海の海氷周辺域での観測活動を
特集するウェブページを作成した。このうち 2018年度の航海
は国際的な極域予測プロジェクト（PPP）の一部を担当する活
動であり、「みらい」初の初冬航海として厳しい環境での調査・
観測が行われたため、特集ページでは航海の目的や意義の解
説、プロジェクトからの提供情報が航海にどう活かされている
かなどの情報、乗船研究者からの写真付きメッセージの掲載
を行った。メッセージは国立極地研究所の SNSなど複数の
媒体へも同時に掲載し、可能な限り広い範囲への周知となるよ
う発信を強化した。

4)北極海氷分布予報：テーマ 5において東京大学の研究チーム
が毎年 5・6・7月に発表する、その年の北極海氷分布の予測
結果を紹介する特集ページを設けた。

　また、プッシュ型の情報配信手段として、ウェブサイトの更新
状況や各種イベント情報・募集情報を伝えるためのメールマガジ
ンをプロジェクト開始当初から配信し、約 500件の登録を得た※1。

公開講演会と一般向けイベント
　プロジェクトとして一般向けの公開講演会を毎年度 1回、秋
～冬にかけて開催した（図 6-2）。年によってばらつきがあるもの
の、概ね 100～ 250人の参加があり、毎年の活発な質疑応答か
ら、北極に対する高い関心を感じ取れる機会となった。2015年
度は「北極温暖化の実態と影響―何がわかったか、これから何
をするのか―」と題して前身補助事業であるGRENE北極と共
催で開催し、231名の参加者を得た。以後の公開講演会テーマ
と参加者数を列挙する： 2016年度「北極研究と日本―我々はな
ぜ北極を研究するのか―」158名、2017年度「北極の未来と科
学」152名、2018年度「北極の環境変化と人々への影響」122名、

2019年度「北極研究から見えてきたもの」128名。2017、2018年
度については平日の夕刻に開催し、休日開催とは異なる参加者
層への発信を目指した。会社員や学生の比率が高くなり、当初
目的を達成した一方、参加人数はやや伸び悩み、テーマ設定と
合わせて準備段階の十分な検討が必要という認識を得た。公開
講演会では毎年、日本が北極研究を行う意義・背景などをテー
マに設定し、さまざまな角度から北極研究プロジェクトを実施す
る意義を議論しつつ、成果の紹介を行ってきた。一方、参加者
の関心は北極環境の変動やそのメカニズム、あるいは地域社会
への影響など、具体的な研究成果に対してより高い傾向がみら
れた。この点も今後の北極研究活動の情報発信において留意し
ておきたい。また、2018年度の公開講演会に際してプロジェク
トの活動をわかりやすく紹介するパネルを作成し、さらに全国科
学館連携協議会をとおして利用可能とすることで、全国各地の科
学館・博物館への巡回展示を可能とした。公開講演会など、情
報発信の機会がどうしても東京開催に偏るため、このような形で
少しでも地方での情報発信機会を増やすことを目指したものであ
り、既に 3件の利用実績を得ている※ 1。
　各研究テーマでは一般向けのセミナー・シンポジウム等をこれ
までに計 20件※１開催した。取り上げたテーマは北極海航路と航
海支援、海洋生態系、極端気象（北極域の変動と日本の豪雪）、
北極海低気圧や台風などの予測可能性、北極の国際法などが
あった。いずれも高い関心を持つ層が存在するテーマ設定であり、
産業界を含む関係者の参加が多くみられる場合があった。また
自然科学の研究者が参加して開催された国際法の講演会は、分
野横断的なプロジェクトの性格がよく表れたものであった。
　一部の研究テーマでは、研究チームが現地の地域住民を対
象にワークショップを開催し、研究チームの活動を紹介するとと
もに、研究に関わる情報交換を行った。一般に北極地域住民
は海外・域外から訪れて調査等を行う研究チームの活動に関心
を示すが、従来の各国の研究プロジェクトではその研究目的や
成果について対象地域の住民に対する説明が不十分なことが多
く、不満や不信の原因ともなっていた。ワークショップなどの機
会を設けて丁寧な説明を行うことは、その後の調査等の活動を
スムーズに行ううえでプラスとなる。特にグリーンランド北西部で
の研究活動においては、過去の良好な関係や経緯もあって調査
等にも地元住民の協力を得られる関係が築かれ、双方の関心に
沿って一部の活動が行われるなど、地域住民と研究を共同で実
施する形が部分的に実現した。このグリーンランドのケースでは、
2018年度に現地の地域住民や関係者を日本に招き、北海道と
東京で一般向けイベントを開催した。北極の環境変化の実態と、
それに対する日本の研究の関わり方を紹介しただけでなく、文化
交流の意味でもよい機会となった。
　やや違う性格を持つ活動として、一部プロジェクトメンバーの
有志チームが日本科学未来館の科学コミュニケーターと連携し、
約 1年半をかけて北極をテーマとする学習ツール（北極ボード
ゲーム『�e Arctic』）を開発・製作した。このボードゲーム『�e 
Arctic』のお披露目を兼ねた体験イベントを日本科学未来館で
実施したところ、各メディアから好意的に紹介され、また、実際
に体験した小学生～高校生やその保護者からも好評を得た。そ図 6-2. 公開講演会
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の後、日本科学未来館では定期的に来場者によるゲーム体験会
が行われているほか、北海道大学でのイベント時にも体験会を
開催している。国際的にも、2019年 10月のArctic Circleでこ
のゲームを紹介するセッションを実施したところ、参加者からは
好評とともに大きな関心が寄せられ、また 2020年秋に東京で開
催されるASM3を共同主催するアイスランドの科学担当大臣から
も、英語版への強い期待の表明があった。本活動はもともと出
前授業などの教育ニーズを念頭に、プロジェクトにおける分野横
断的な活動の一環として製作を開始したが、話題性もあり、プロ
ジェクト広報としての効果も大きかったといえる。

科学的成果の発信
　科学プロジェクトであるArCSは、研究成果の発信が成果
のベースとなる。査読のある学術雑誌における論文発表数でカ
ウントすると、2015年度 73件、2016年度 104件、2017年度
118件、2018年度 161件、2019年度 114件※ 1の成果発表が
行われた。このなかからプレスリリースが合計で 53件行われ（そ
のうち国際プレスリリースは 20件）、実際に新聞・ニュース 92
件、テレビ 36件、ラジオ 6件、雑誌 22件、ウェブコンテンツ
28件で取り上げられた※ 1。
　論文発表数は科学プロジェクトとして一般的な成果指標のひと
つであるが、広範な分野を含む学際的研究プロジェクトとして、
研究分野ごとの成果発表のスタイルの違いには特に留意が必要
であることをここで指摘しておきたい。人文科学・社会科学の分
野においては書籍出版が学術雑誌への論文投稿よりも重んじら
れる傾向が国内外問わずあり、書籍等に掲載するための原稿執
筆が、レターなどの短めの論文に比べて時間を要することを考え
ると、これらの成果を重くカウントする必要がある。また、工学
分野においては学会プロシーディングスが学術雑誌掲載の論文と
同等、あるいはそれ以上に重視されるケースもある。書籍に関す
る点と合わせて考慮すると、成果発表 1件の重みが分野やテー
マによってさまざまであるということを意味する。元来、論文数と
いう指標の限界は指摘されているが、本プロジェクトのように真
に学際性を求められる場合、評価指標の設定が一般の科学プロ
ジェクト以上に難しいことは認識すべきであろう。一方で、書籍・
学術雑誌のいずれにおいても多くの成果発表が国際共著論文で
あり、この点でプロジェクトの目的に沿った成果が順調にあげら
れたといえる。
　また、論文発表数とは別に、調査・観測によって得られたデー
タ・資料の公開をプロジェクトとして重視した。この点は、特に
現在の北極の科学調査におけるオープンサイエンスへの期待や
最近の動向をふまえると重要であり、関係する国際組織などから
も期待が大きい点である。本プロジェクトでは、調査・観測によっ
て取得されたデータを国立極地研究所が運用するデータベース
（ADS）に集約することをデータポリシーとして定め、データの
公開を推進した。データの公開・共有について諸外国の例をみ
ると、北極研究に関わる各国においてさまざまな取り組みが行わ
れつつも、必ずしも十二分な結果に結び付いていない現状があり、
「北極研究におけるデータ共有」は現在進行形で関係する各国に
とっての課題となり続けている。本プロジェクトにおいてはデータ

マネージメントを担当するテーマ 8が積極的な働きかけとデータ
収集を行ったことで、データ公開の強化を実現した。

学会等でのプロジェクト広報
　毎年 5月に開催される JpGUの年次総会において、プロジェク
トの広報と活動報告を兼ねてブース出展を行い、ADS、北極海
氷分布予測、国際連携拠点整備などの紹介を中心とした展示を
行った。北極研究の裾野を広げるため、関連する分野の研究者
や若手研究者に関心を持ってもらう場として JpGUのブースは重
要である。特に例年の JpGU総会においては大会初日（通常日
曜日）に高校生および学部生が多く参加し、展示ブースを積極的
に訪れる傾向があるため、若手世代への発信の場としてユニーク
かつ効果的であると考えられる。
　国際会議としては、毎年 10月に開催されるArctic Circleで
セッションを開催し、本プロジェクトの活動内容を紹介してきた。
Arctic Circleは北極をテーマとした会合としては最大の規模を
持ち、近年は 2,000人を超える北極関係者が集まる会合である。
主催国であるアイスランドの意向が反映される傾向はあるものの、
北極圏国・ACオブザーバー国の政治家や政府関係者、先住民
団体や産業界関係者など、多様なステークホルダーが集まる場所
となっており、国際的なプロジェクト広報を行う場としてはもっと
も適していると考えられる。セッションでは日本のプロジェクト活
動紹介を中心に行い、特に先住民との連携の仕方や、北極の将
来予測など、研究プロジェクトと社会の接点に注目した形でのセッ
ション発表を行った。また政府間会議であるGEOの年次会合
（GEO Week）の JAPANブースに出展し、本プロジェクトの紹
介や、PDによるショートレクチャーを実施し（図 6-3）、北極のデー
タに関わる取り組みを中心に紹介した。今後、北極観測の国際
的なコーディネーションが GEOの活動として実施される見とおし
であるため、このような場での日本の北極研究に関する情報発信
は有効と考えられる。

出版物の作成
　上記の内容に加え、プロジェクト情報の発信のために以下の出
版物を作成した※ 3。

図 6-3. GEO におけるショートレクチャー
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1)パンフレット：プロジェクト開始時に、本プロジェクトの目的、
実施体制などをまとめたパンフレットを日英 2言語で作成した。
本プロジェクトでは紙媒体の利用を少なめにし、PDFファイル
やウェブベースでの情報発信を中心としているが、プロジェク
ト紹介のためには紙媒体が有効であった。

2)中間活動報告リーフレット：中間評価の際に集約した、プロジェ
クト前半での成果を中心にまとめたリーフレットを日英 2言語
で作成した。上述のパンフレットには実際の研究活動の情報
が乏しいため、活動内容が紹介できた。

3)一般向け冊子：4年度目（2018年度）の主要な活動のひとつ
として、『これからの北極』（A5版 56p、日本語）を発行した。
これは 10年程度の時間スケールで将来の北極に起こりうる自
然界の変化を概観し（第 1章）、その影響がどのように現れる
かをまとめた（第 2章）もので、構成をプロジェクト執行部で
検討し、プロジェクトメンバーに執筆を依頼したものである。
すでにさまざまな場面で配布され、好評を得ている。

プロジェクト終了に向けた成果発信
　上記の内容に加え、プロジェクトの成果をまとめて発信する活
動として、以下を作成・実施した。
1)英文学術誌の特集号：Elsevier社発行の『Polar Science』誌
上で本プロジェクトの特集号を企画した。特集号は各テーマ実
施責任者（PI）からのレビュー論文の投稿と、プロジェクトメン
バーからの投稿論文によって構成される。特に PIが執筆する
レビュー論文は各研究テーマの背景、本プロジェクトにおける
位置付け、現時点までの成果を中心に構成され、本プロジェ
クトの一環として実施した研究活動と成果を国際的に周知する
効果を持つことが期待される。この効果をより強化するため、
プロジェクト期間内に受理された論文のうち一定数を公開直後
からオープンアクセスとなるようにする予定（レビュー論文を優
先）。

2)成果情報の集約とデータベース整備：プロジェクトの成果情報
は最終的にプロジェクトウェブサイトに集約し、プロジェクト終
了までの成果を閲覧できるように整える予定である。また、プ
ロジェクトで実施されたすべての調査観測・モデル研究につい
て、その実施内容の情報（メタデータ）を上述のデータベース
（ADS）に集約し、取得されたデータへのアクセスも可能にした。
データの多くは ADSサーバー上に、一部は国際プロジェクト
などの関係で外部サーバーに置かれている（公開時期は各調査
によって異なる）。

3)国際シンポジウムにおける成果発表：プロジェクトの成果発表
の場として、2020年 3月に東京で開催される ISAR-6を積極
的に活用することとした。本シンポジウムは隔年で開催され、
300件を超す発表（うち海外からの発表が 1/3超）が行わ
れるため、成果発表の場として適当である。特に ISAR-6は
ASM3に向けたステートメントを発表する会議として位置付け
られているため（�ird Arctic Science Ministerial, 20191)）、
日本のプロジェクト成果を国際的な北極観測・研究協力の文
脈に載せていくうえで有効と考えられる。

注：
※1 2019年9月30日時点。
※2 https://www.jiji.com/jc/d4?p=acs168&d=d4_bbb
※3 本項で述べるすべての出版物は本プロジェクトのウェブサイト（奥付

参照）にてPDF版がダウンロード可能。

引用文献：
1) Third Arctic Science Ministerial, 2019. Concept Note, http://asm3.org, 

最終閲覧2019年11月1日
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総論
　本プロジェクトは、公募開始当初から科学研究費助成事業（科
研費）による研究の集合体ではなく目的を持ったトップダウンの
国家プロジェクトであるべしということが文部科学省のみならず
各方面から要請されていた。科研費による研究と国家プロジェク
トのもっとも大きな違いは、前者は論文発表等が示す個々の科
学面での成果（output）が重要なのに対し、国家プロジェクトで
は、そのプロジェクトがもたらす社会的波及効果（outcome）が
重要となるところにある。本プロジェクトは北極域に関する国家
プロジェクトとしてどのような outcomeへの責任を負っていたの
だろうか。
　プロジェクト公募中には素案の段階であった日本の北極政策
が、プロジェクト開始とほぼ同時の 2015年 10月に『我が国の
北極政策』として策定された。そのなかでは、日本は科学・技
術の力をもって北極での諸外国、特に北極圏国との協力を進め
ることを前提として、「秩序ある北極域利用に関わるような国際
的な議論の場で日本のプレゼンスを高めること」が謳われていた。
また、『我が国の北極政策』の文中には日本の科学プロジェクト
として本プロジェクトの名前が明記されており、いわば『我が国
の北極政策』の具現手段のひとつと位置付けられていたことにな
る。いいかえれば、本プロジェクトが負うべき outcomeへの責
任そのものが『我が国の北極政策』で定義付けられていたわけで
ある。それに対して本プロジェクトが実施したこととしては、第 1
に科学研究は北極に特徴的な現象について国際共同として実施
したこと、第 2に北極圏国内での連携拠点の増強と整備を行っ
たこと、第 3に AC傘下あるいはそれと関連の深い作業部会さら
には北極関連の国際会議に多数の専門家を派遣したこと、があ
げられる。これらはまさに『我が国の北極政策』の具現化であっ
たと考えている。また、同様に重要なこととして、outcomeを考
慮しつつ研究者以外の人々あるいは社会、政策決定者に本プロ
ジェクトの科学的成果を情報として積極的に提供するために、後
述するように成果と情報の発信を担う方策を準備し実施した。
　一方、国連のミレニアム開発目標（MDGs）の終了を受け、持
続可能な開発のための 2030アジェンダ（2030 agenda）が同じ
く2015年 9月に決定されている。そこでは大別して、自然環境
への責任、社会経済の発展、人間生活と社会の持続という3項
目のバランスのうえに人類の平和とその持続的発展があるとし17
の SDGsを置いている。本プロジェクトが SDGsへの貢献を念
頭に置くことは国際共同研究の根拠をより明確にする点で当然
であった。しかし SDGsはその下に 169のターゲットがあり、そ

れぞれが複数の SDGsに関与していたことから必ずしも 17の
SDGsは互いに独立しているものではないうえに、特に地球温暖
化の影響を大きく受けることで海氷の減少や永久凍土の崩壊と
いった自然環境の急激な変化が新たな社会経済活動の大きな変
化と密接に関連していた北極域では、個々の SDGよりはそのお
おもとにあたる 2030 agendaの 3項目への統合的な貢献が重要
と考えた。とりわけ北極特有の諸問題、いわゆる北極問題につ
いては北極海航路開発に関わる経済的な側面とそれを支える海
氷・気象予測とが連携して研究を進め、また極域住民に関わる
問題については自然環境変化という自然科学研究と地域住民の
生活変化という人文科学研究が連携して研究を推進する等、テー
マ間での相互補完を意識した。

科学的成果について
　前章までに、本プロジェクトで実施された自然科学、人文社
会科学の成果については詳細に述べられているのでここで繰り返
すことはしないが、これまで述べられてこなかった、あるいは簡
単にしか触れられてこなかった研究も本プロジェクトには多数存
在した。例えばシベリアと日本の間を往復する渡り鳥研究や北極
海を中心に生息するサメの研究があげられる。繰り返し述べてき
たように本プロジェクトは国のプロジェクト研究であることから期
待される outcomeはどうしても国益につながるものとなる。した
がって本プロジェクトで実施された研究は日本の『我が国の北極
政策』と国連の 2030 agendaに直結するような成果が期待され
るものが中心とならざるを得なかった。しかし、科学活動が科
学以外の価値観に強く規制（あるいは自制）され、それによって
研究の対象が絞られることは本プロジェクトの outcomeそのも
のが数少ない科学的成果のみに補強されざるを得ないという結
果を招いてしまう。例えば北極海航路の開発を考えると、確かに
その経済効率や航路を維持するための海氷・気象予測の研究の
重要性は論を待たない。それらの成果に立って北極海航路が頻
繁に利用されるという経済的にポジティブな outcomeは十分に
期待できる。しかし、北極海航路の利用による影響は、極域で
の化石燃料消費の増加をはじめ、北極海の生物のみならず沿岸
住民の生活等、広範囲におよぶ。そのなかにはポシティブなもの
にせよ、ネガティブなものにせよ、我々が現在では想像も付かな
い影響があるのかもしれない。北極域の自然環境、生態系さら
には住民の生活の持つ脆弱性についての十分な科学的知見と予
測を社会に発信できる研究が必要とされるゆえんである。以上は
一例に過ぎないが、本プロジェクトからの著作、論文投稿をはじ
めとする多数の研究発表を見ればわかるように、北極域でのでき
ごとを扱いながらもバラエティに富んだ研究が成果をあげている。
北極研究のダイバーシティ（多様性）確保は、現在さらには将来、
日本や世界が北極に向き合っていく指針を補強するために重要と
考え、予算に制限があるとはいえプロジェクト傘下の研究に多様
性を持たせることに留意した。

ファシリティについて
　本プロジェクトにおけるファシリティとして、北極域における研
究・観測拠点の整備、若手研究者および専門家の北極関連研究

深澤 理郎

まとめと今後の課題7
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機関あるいは会議への派遣、データマネージメントの 4点を考え
た。それぞれの詳細な経過や成果は前章までに詳しいが、全体
の動きからみると以下のようにまとめることができる。
　研究・観測拠点の整備については、プロジェクト開始以降拠点
数とその設置国がともに増加し日本の北極研究におけるプレゼン
スを向上させたほか、研究者派遣事業によって派遣された研究
者と北極圏の国の研究者との共同研究が展開される場ともなっ
た。特に述べておくべきこととしてヤクーツクとフェアバンクスで
の観測タワーの維持をあげることができる。これらの観測タワー
では、気象関係のデータのみではなく植生のデータも取得したこ
とから、積雪と植生の関係、さらには永久凍土の変化と植生の
変化の関係といった北極域に特有の現象を多項目かつ長期にわ
たって比較的安価に取得できる世界的にも稀有な拠点となった。
さらに設置された国（ロシア、米国）の研究者のみならず、北極
域の植生変化に興味を持つ第三国の研究者との共同研究が行わ
れる側面も持つに至っている。
　若手研究者の北極関連研究機関あるいは会議への派遣事業に
ついては、当初は若手研究者と北極圏国研究者との現地での中・
長期にわたる研究交流を通じて次世代の国際的な北極研究者を
育成することを大きな目的としていたが、本プロジェクトが日本の
国家プロジェクトであることと日本が北極圏国やACへの貢献を
『我が国の北極政策』に織り込んでいることが各国に認識される
ようになった 2017年度以降は、民間企業職員や地方自治体職
員を短期派遣の形でArctic FrontiersやArctic Circleなど北
極関係の国際会議に派遣し、北極を取り巻く社会的な状況の理
解と他国からの出席者との会話を促すことも目的に加えた。これ
は、後述する『我が国の北極政策』と本プロジェクトの周知を目
的に行われた北極関連の会合への専門家派遣と合わせ、日本が
北極に向ける視線が北極を一義的に日本主導の経済活動の場と
して捉えたものではないことを示すのに有効であったと同時に、
北極を取り巻く世界的な情勢を研究者以外にも理解してもらうよ
い機会となった。
　北極関連会議等への専門家派遣については AC傘下の作業部
会やASSWに組み込まれた多数の北極観測関連の委員会への
派遣といったまさに本プロジェクト研究者が専門家としての役割
を果たすことが期待されている場所への派遣を行ったほか、研究
者が特に生態系や先住民を含んだ調査を行い国際会議や学会等
で重要な成果を発表する際にも派遣を行った。これらの活動に
よって日本が北極での科学活動について国際共同の立場を重視
しているだけではなく、非北極圏国でありながらも積極的に科学
的な活動をしていることを示せた。さらに特記すべきこととして、
毎年10月にレイキャビクで開催されるArctic Circleにはプロジェ
クト期間中にあたる 2015～ 2019年まで 5回について専門家を
派遣し、セッションを開催した。セッションの内容として、初年
度は本プロジェクトと『我が国の北極政策』の説明を行い、その
後は、現地住民との連携、SDGsと北極、北極の将来、科学と
政策決定と、本プロジェクトの活動の広がりと北極の社会的な動
きを意識しつつ主題を順次変えていった。聴衆の数は 40～ 100
名とまちまちであったが毎回参加する聴衆が多く、主題がどのよ
うに変化していくのか、その理由は何か等、本プロジェクトを中

心とする日本の北極域での活動とその outcomeについて会話を
持つことができた。
　データマネージメントについては、既存のADS（国立極地研
究所）を中心に置いて活動を進めた。データセンターとしての業
務は、データの収集と保管、データ活用のためのワークベンチ、
データとその加工物の配布という3つが重要であるわけだが、研
究者が研究テーマのひとつとしてADSを運営する形態であった
ことによりワークベンチとしての機能は拡充された。特に北極海
での気象、海氷状況の予測と北極海航路支援情報の統合を主題
とする研究テーマ（テーマ 1）と連携し、海氷予測等の情報を船
舶へ配信して手軽に利用できるシステムを考案した。その結果は
北極海を航行する民間船舶の一部にも利用されるに至っている。
一方、文部科学省に設置された ArCS推進委員会で、本プロジェ
クトの開始当初から指摘されたデータ収集の徹底については、少
なくともプロジェクト傘下で行われた観測とモデル開発結果につ
いてはすべて収集することを目標とした。各テーマから年度当初
に提出される実施計画にもとづいて提出されるべきデータと予測
結果等を定めて収集にあたったが、本プロジェクトの活動が北極
域という地域を指定した総合的なものであるために、収集される
べきデータの種類が単に物理量のみならず文化人類学的なデー
タや社会科学的なデータと極めて多岐にわたることから、一部に
ついてはいわゆるメタデータのみの提出となっている部分もある
（2019年 11月現在）。データの配布については、GEOのデータ
ポータルとの接続と通常のウェブでの公開を行ったが、ウェブ上
では ADSがワークベンチとして作成したデータ加工物も公開さ
れた。
　もともと観測データの可及的速やかな公開は観測を実施した研
究者のデータに対する意識、いいかえればデータは誰に帰属する
かという意識に依存する面が大きい。本プロジェクトは国税によ
る事業であることを考慮すれば、データは日本とその国民に帰属
するものであるといえる。個人や少数のグループに帰属するわけ
ではない。また国際共同研究と銘打つ以上、観測データは世界
に向かって開かれたものでなければならない。ADSの活動は、
これら当然のことを当然として実現するべく進められてきた。人
員の制限が大きかったとはいえ、少なくとも本プロジェクトで誰
がいつどこでどのような観測やモデル開発を行ったかという情報
（メタデータ）は公開されており、さらにもともとのデータやそれ
を加工した結果についてもプロジェクト終了までにはほぼ公開が
完了する見とおしである。ここで特に強調しておくべきことは、ひ
とつのプロジェクトで得られたすべてのデータが公開されるのは
北極に関する限り本プロジェクト以外には世界的にも少数という
ことである。これは『我が国の北極政策』の国際的な共同という
目標が本プロジェクトにおいて確実に達成されてきたことの証左
であり、国際的な日本への信用を強力に支えてきている。

プロジェクト外との関係
　本プロジェクトと外部との意思疎通の方法として、プロジェク
トのウェブサイトの運営、メールマガジンの配布、一般に向けた
公開講演会の開催、さらには国外有識者による国際助言委員会
（IAB）の設置、北極研究者以外もメンバーとする評議会の設置
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等を行った。また、4年度目にあたる 2018年には研究者以外を
読者と想定した北極に関する小冊子を発行した。
　プロジェクトのウェブサイト運営とメールマガジンについては、
英語版も準備することで広く国内外に本プロジェクトの構造や、
その活動報告、さらには適宜、代表的な科学的成果を発信する
と同時に閲覧者との双方向のコミュニケーションも意図した。こ
れらのうち、双方向のコミュニケーションについてはほぼ皆無と
いう状況であったが、後述する公開講演会の参加申請あるいは
各テーマで持つ公開講演会の宣伝等には十分な効果があった。
英語版については、専門家派遣等の機会にウェブサイトのURL
の紹介に努めたこともあり特に諸外国の北極関連研究者や政府
関係者に本プロジェクトの活動を紹介する際や、本プロジェクト
で取得されたデータやその加工データを前述のADSから利用し
てもらう際に有効であった。プロジェクトでのウェブサイト運営は、
現在では国内外を含め普通のことになってきているが、不特定
多数かつ年代の異なる閲覧者がアクセスするウェブサイトでの双
方向コミュニケーションについては子供も含めた若い人向けのウェ
ブサイトを持つべきといったアイディアはあったものの実現には至
らなかった。
　一般向けの公開講演会では、その大きな目的として、日本に
とって北極という場所とその研究がなぜいま必要なのかを研究者
以外の人々にも考えて理解してもらうことを意図した。そのため
毎回の講演会タイトルを社会との関連を前面に出すものとしたと
同時に、各講演会の内容は北極研究の社会的な、特に日本にとっ
ての必要性を補強するような成果について、誰でも理解可能な平
易な言葉で説明することを各講演者が心がけた。聴衆として一般
の人々に加え国会議員の参加もあり、政策決定に直接的に関与
する人々にとって日本が北極研究を推進する際の論拠を提供す
る一助となったと考えている。この講演会の大きな特徴は、聴衆
の反応を確認しつつ講演全体を進めることができる点にあり、質
疑応答時間や休憩時間に参加者と本プロジェクト関係者が双方
向のコミュニケーションを持つよい機会であった。
　IABは、本プロジェクトの進め方および個々の科学的な成果
への評価を含む助言を世界的な視野から行ってもらうべく、北極
関連の国家あるいは国際的な大規模プロジェクトの代表者 5名
を委員に任命しメールベースでの議論も含め 3回の会合を持つこ
とができた。2018年度の対面形式の会合は、参加者に所属等
の制限を設けず日本で開催した。会合では本プロジェクトの研
究者からすべてのメニュー・テーマ等の説明を行いプロジェクト
の科学的な進捗と国際的な貢献について意見を交換した。全委
員に共通する意見として、本プロジェクトがこれまでに提出してき
た自然科学、社会科学の成果が世界的にも高いと認められるこ
と、海外の連携拠点の整備、専門家の国際会議や作業部会へ
の派遣が国際協力に大きく貢献していることがあげられ、それら
をもとに、今後の社会的な outcome醸成への期待が表明され
た。この会合の結果は、IABからレポートとして提出され、プロ
ジェクトはそれを文部科学省をはじめとする関係各所にも配布し
た。ひとつの国内プロジェクトでその成果や方向性を国際的なメ
ンバーで議論し助言を受けるという例は多くない。これまでは国
外の有力な北極研究者が日本の研究者個人と意見交換をし、主

としてそれをもとに日本の北極研究の内容や方向が定められてき
たように思う。IABは日本の北極研究の成果や意義について世
界がどう受け止め評価し期待しているかということを多くの日本の
北極研究者が同じ場で同時に受け止め議論できることが重要と
考え、2年度目（2016年度）から実施した。IABを通じて、こ
れまで分野によってはあまり世界的には知られていなかったよう
な研究も世界の有力な研究者に知られると同時に各研究者が北
極研究全体における自らの立ち位置をより深く認識できるよい
機会となった。なお、特記するべきこととして 5人の委員全員が
前述の 2018年度の対面形式の会合に出席したことがあげられ
る。日程の調整が首尾よく可能であったことも確かであるが、そ
れ以前の国際的な北極関連の会合で本プロジェクトの存在とそ
の内容を説明し続けてきた結果であり、いわば本プロジェクトの
outcomeのひとつとしても捉えることができるであろう。
　評議会については、2015～ 2018年度までに 4回開催され
た。本プロジェクトでは評議会をプロジェクトと社会の会話の窓
口という非常に重要な会合と位置付けた。評議会の役割について
は、プロジェクトの運営方法および社会との関連の持ち方につい
てプロジェクト側から提出された問題点を幅広い観点から議論し
活動の方向性にアドバイスを与えることとし、1回目の評議会で
プロジェクト実施に至った背景、プロジェクトの目的と日本の北
極政策との関わりについて評議会委員の理解を求めた。委員にマ
スコミ関係者も含まれており、北極研究の存在を社会に知らせる
というプロジェクトにとって重要な課題についてその手段と方法さ
らには評議会の協力可能性について示唆と提案がなされたことは
評議会が本プロジェクトの社会的な位置取りの改善に有用であっ
たことを示している。一方で運用の実態はプロジェクトの活動報
告とそれに対する感想が主要な内容となってしまい、当初期待し
た位置付けからはかなり距離が生じてしまった。本プロジェクト
から評議会委員への情報発信がまだ不十分であったこと、評議
会と本プロジェクトの関係あるいは評議会のTerms of Reference
（TOR）が明確ではなかったことが要因と思われる。また、評
議会には複数の北極研究関連者が含まれていたことから議論が
具体的な北極研究活動の一般論に帰着する傾向があり、『我が
国の北極政策』のもとでのプロジェクトの進め方という観点が希
薄になることもあった。そのためか、例えば北極研究を始めた学
生の吸収先が少ない、あるいは研究のさらなる拡大と継続が北
極研究にとって重要等の指摘があったが、いずれもプロジェクト
の活動内で解決できる問題としては大き過ぎ問題点についてプロ
ジェクト側と評議会委員間で意識を確認しあう段階でとどまった。
　小冊子の発行は、社会への情報の発信という課題に対するひ
とつの試みとしての意味を持っていた。つまり、本プロジェクトで
科学的な個々の成果から作り上げられた情報を政策決定者や社
会に発信する際の手段として公開講演会やウェブサイト、メール
マガジン等を利用してきたが、そのどれもが情報の受け手側に情
報を探しにくるという行為を期待するものとなっている。つまり、
本プロジェクトでいかに情報を作り上げても、それを受け取って
欲しいとこちらが望む相手（例えば政策決定者等）に最初に行動
を起こしてもらわなければ発信は受け止められないということに
なる。小冊子の発行は、今後北極の自然や人々の生活がどのよう
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に変わっていくのかということを主題としていくつかのテーマのも
とに複数の研究テーマを集めてできる限り平易に解説し、全体と
してひとつの読みものに仕上げたものである。この主題は、近い
将来に日本が北極に対してどのように向き合うことが必要になる
かを伝えることを意識して選定した。小冊子は「気が向いたとき」
にいつでも手にとれるようにと、『これからの北極』というA5版
56ページと手頃なものに作り上げ関係省庁、国会議員、学校の
図書館を中心に配布した。この小冊子がどのような outcomeを
引き起こすかについてはまだ計り知れないが、成果を不特定多数
に公開しそこへの政策決定者や社会からのアクセスを待つのでは
なく、例え数は少なくとも情報の受け手として望む相手にプロジェ
クト側からアクセスしたことはプロジェクトの目的、目標を実現す
る大きな一歩となっている。

社会的波及効果（outcome）
　前章までに紹介されたように本プロジェクトからは多くの成果
があげられている（一覧は巻末の研究業績を参照）。科学論文や
書籍等の著作、学会での発表など数字的に示せるものばかりで
なく、北極関連の会合や報告書作成のための専門家派遣、海外
連携拠点の充実・強化など、数字として示すことが難しい事業に
ついても実施された内容について詳しく紹介されている。一方、
本プロジェクトとしての成果は、第 1章や本章の冒頭でも述べた
ように、これらの個々の成果を情報として統合し、それを社会に
開示することによって社会的波及効果（outcome）を誘起するこ
とで示されるべきものである。Outcomeとは、プロジェクトが作
り上げた成果そのものを指すのではなく、成果のうえに社会に生
じる変化である。この研究成果報告書の冒頭で述べたが、本プ
ロジェクトが負うべきoutcomeへの責任は、『我が国の北極政策』
が推進されることであった。したがって、本プロジェクトの目的
と 2015年に策定された『我が国の北極政策』の目指すものとを
あわせて 2019年 11月までに生じたもっとも重要な outcomeは、
ASM3が 2020年 11月に日本でアイスランドと共同で開催される
運びとなったことであろう。またそれと同様に重要なoutcomeは、
北極が日本にとっても重要な地域あるいは海域であるという論調
がテレビ等のマスコミにみいだされるようになった（例えばニュー
ス解説等）ことであろう。ArCSという北極に関する国家プロジェ
クトの存在なしにはこのような動きにはなりえなかったと考えてい
る。さらに他の動きをあげるならば、2018年に改定された海洋
基本計画中で北極が大きく取り扱われるようになったこと、北極
域観測船の建造が明確化したことを証左として、北極研究に対し
て日本がより主体的な位置をとるようになったことがある。

今後の課題
　本プロジェクトは 2019年度で終了することから、固有の課題
についてこの場で述べることはしない。それに代わって、北極研
究が国家プロジェクトとして行われる場合に考えられる課題につ
いて簡単に述べるならば、第 1に自然科学にせよ人文社会科学
にせよ、より多数の研究者が生活面でも安定して参画できるよう
な仕組みを持つこと、第 2に日本のための北極研究を中心に置
く研究所あるいは研究組織を持ち、研究に対する事務的なサポー

トも強化すること、第 3に北極研究を広く全球的、全人類的な
観点から考えられる人材を育成し北極研究に関わらせること、第
4に科学的思考を社会実装するべく工学的（engineering）な視
野と研究者を積極的に取り入れること、第 5に北極政策のよりど
ころとなるような情報を社会に提供できる効率的な仕組みを作る
こと、に集約されると考えている。いずれの課題についても一朝
一夕でその十分な解決をみられるものではないにせよ、今後も
日本が国家プロジェクトとしての北極研究を継続していくなかで、
個々の課題に着実な前進が見られることを期待する。
　さらに、新たな課題として次のことを考えておく必要がある。
本プロジェクトも含めこれまでの北極研究は、ACに属する作業
部会への参加や、先住民との協働等を通じてACと北極圏国へ
の科学的な貢献を中心に据えてきた。しかし 2020年に ASM3
を我が国が東京で開催することによって、将来のプロジェクトで
は ACとASMが北極ガバナンスに果たす位置の違いを考慮す
る必要があるだろうということである。しかし、どのような状況で
あっても、先にあげた研究プロジェクトにおける 5つの課題は、
日本の北極研究が日本の社会に根ざしつつ国際的な優位性を確
保するために重要であり、北極ガバナンスへの我が国の関与が、
北極圏国のみならず世界から歓迎され尊重されるための要点と
考えている。
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北極域研究推進プロジェクト（ArCS）研究成果報告書　研究業績

研究業績

1 研究業績数
　2015年 9月 10日～ 2019年 9月 30日の本プロジェクトの業績数を以下に示す。このうち、論文発表、誌上発表、書籍出版につ
いては 2に一覧を記載する。
・2015年 9月 10日は、初年度の交付決定通知がなされた日。
・報告書作成の都合上、最終年度上半期の 2019年 9月 30日までを集計対象とする。
・最終年度下半期を含む最終的な研究業績は、本プロジェクトのウェブサイト（奥付参照）に掲載される。

・論文発表：学術雑誌、学会予稿集、書籍等による論文発表のうち、次のものを対象とする。
査読あり論文（published） 査読が行われる論文のうち、2019年 9月 30日時点で公開済み（published）のものを対象とする
 （受理済み（accepted）のものも含む）。
査読あり論文（submitted） 査読が行われる論文のうち、2019 年 9月 30日時点で投稿済み（submitted）かつまだ受理
  （accepted）されていないものを対象とする。
査読なし論文（published） 査読が行われない論文のうち、2019年 9月 30日時点で公開済み（published）のものを対象と
 する（公開準備中のものも含む）。
査読なし論文（submitted） 査読が行われない論文のうち、2019年 9月 30日時点で投稿済み（submitted）かつまだ公開が
 確定していないものを対象とする。
・誌上発表：一般雑誌等の定期刊行物による誌上発表のうち、2019年 9月 30日時点で出版済みの刊行物に掲載された記事を対象
とする（出版準備中（in press等）のものも含む）。
・書籍出版：本プロジェクトの研究者が、執筆、編集等を担当した書籍出版のうち、2019年 9月 30日時点で出版済みの書籍を対
象とする（出版準備中（in press等）のものも含む）。
・学会および学会に準ずる会合での発表：学術会議およびそれに準ずる会合における口頭発表、ポスター発表等を対象とする。
・講演：主に一般に向けたイベントにおける講演を対象とする。
・受賞：学会等により授与された賞を対象とする。
・教材等作成：本プロジェクトの活動により作成された一般向けの学習ツール、地域住民向けの教材等を対象とする。
・取材対応：新聞、テレビ、ラジオ、雑誌、ウェブコンテンツ向けの取材対応等のうち、実際に公開（掲載、放送）されたものを対
象とする。
・プレスリリース：各研究機関から報道機関に向けた（主に論文発表に関する）情報の提供、告知、発表を対象とする。
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2 研究業績一覧
　2015年 9月 10日～ 2019年 9月 30日の論文発表、誌上発表、書籍出版の一覧を以下に示す。
・ 下線は本プロジェクトに参加した実施責任者、実施担当者、研究協力者を示す。
・ 末尾の [T1]、[T2]…は当該の論文発表・誌上発表・書籍出版を行った参加研究者が所属する「国際共同研究の推進」メニュー
のテーマ番号を示す。

・ 各項目における掲載順は、筆頭著者名のアルファベット順とする（日英混合）。

2-1 論文発表
・ 学術雑誌、学会予稿集、書籍等による論文発表の一覧。査読あり／なし、公開／未公開で区分して記載する。

(1) 査読あり論文（published）
・査読が行われる論文のうち、2019年 9月30日時点で公開済み（published）のものを対象とする（受理済み（accepted）のものも含む）。

Abe, H., Sampei, M., Hirawake, T., Waga, H., Nishino, S., Ooki, A., 2019. Sediment-Associated Phytoplankton Release From the Sea�oor in 
Response to Wind-Induced Barotropic Currents in the Bering Strait. Frontiers in Marine Science, 6. doi: 10.3389/fmars.2019.00097. 
[T4] [T6]

Abe, M., Nozawa, T., Ogura, T., Takata, K., 2016a. E�ect of retreating sea ice on Arctic cloud cover in simulated recent global warming. At-
mospheric Chemistry and Physics, 16, 14343-14356. doi: 10.5194/acp-16-14343-2016. [T5]

Abe, M., Takata, K., Kawamiya, M., Watanabe, S., 2017. Vegetation masking e�ect on future warming and snow albedo feedback in a bore-
al forest region of northern Eurasia according to MIROC-ESM. Journal of Geophysical Research: Atmospheres, 122, 9245-9261. doi: 
10.1002/2017JD026957. [T5]

Abe, M., Otsuka, N., 2019. Northern Sea Route (NSR) as a Major Transport Route: Opportunities and Challenges. Asian Transport Stud-
ies, 5, 617-634. doi: 10.11175/eastsats.5.617. [T1] [T5] [T7]

Abe, T., Furuya, M., Sakakibara, D., 2016b. Brief Communication: Twelve-year cyclic surging episodes at Donjek Glacier in Yukon, Cana-
da. �e Cryosphere, 10, 1427-1432. doi: 10.5194/tc-10-1427-2016. [T2]

阿部 隆博 , 古屋 正人 , 2016. 合成開口レーダーで捉えたアラスカ・ユーコン地域におけるサージ型氷河の動態 (衛星観測特集号 ). 雪氷 , 78, 425-
438. [T2]

Abe, Y., Yamada, Y., Saito, R., Matsuno, K., Yamaguchi, A., Komatsu, K., Imai, I., 2016c. Short-term changes in abundance and population 
structure of dominant pelagic amphipod species in the Oyashio region during the spring phytoplankton bloom. Regional Studies in 
Marine Science, 3, 154-162. doi: https://doi.org/10.1016/j.rsma.2015.07.005. [T2] [T6]

Abe-Ouchi, A., Saito, F., Kageyama, M., Braconnot, P., Harrison, S. P., Lambeck, K., Otto-Bliesner, B. L., Peltier, W. R., Tarasov, L., Peter-
schmitt, J. Y., Takahashi, K., 2015. Ice-sheet con�guration in the CMIP5/PMIP3 Last Glacial Maximum experiments. Geoscienti�c 
Model Development, 8, 3621-3637. doi: 10.5194/gmd-8-3621-2015. [T2] [T5]

Adachi, K., Moteki, N., Kondo, Y., Igarashi, Y., 2016. Mixing states of light-absorbing particles measured using a transmission electron mi-
croscope and a single-particle soot photometer in Tokyo, Japan. Journal of Geophysical Research: Atmospheres, 121, 9153-9164. doi: 
10.1002/2016JD025153. [T3]

Aksenov, Y., Karcher, M., Proshutinsky, A., Gerdes, R., de Cuevas, B., Golubeva, E., Kauker, F., Nguyen, A. T., Platov, G. A., Wadley, M., 
Watanabe, E., Coward, A. C., Nurser, A. J. G., 2016. Arctic pathways of Paci�c Water: Arctic Ocean Model Intercomparison experi-
ments. Journal of Geophysical Research: Oceans, 121, 27-59. doi: 10.1002/2015JC011299. [T4] [T6]

Alabia, I. D., García Molinos, J., Saitoh, S-I., Hirawake, T., Hirata, T., Mueter, F. J., 2018. Distribution shi�s of marine taxa in the Paci�c 
Arctic under contemporary climate changes. Diversity and Distributions, 24, 1583-1597. doi: 10.1111/ddi.12788. [T6] [T7]

Alvarado, M. J., Lonsdale, C. R., Macintyre, H. L., Bian, H., Chin, M., Ridley, D. A., Heald, C. L., �ornhill, K. L., Anderson, B. E., Cubi-
son, M. J., Jimenez, J. L., Kondo, Y., Sahu, L. K., Dibb, J. E., Wang, C., 2016. Evaluating model parameterizations of submicron aerosol 
scattering and absorption with in situ data from ARCTAS 2008. Atmospheric Chemistry and Physics, 16, 9435-9455. doi: 10.5194/
acp-16-9435-2016. [T3]

Amano, K., Abe, Y., Matsuno, K., Yamaguchi, A., 2019. Yearly comparison of the planktonic chaetognath community in the Chukchi Sea 
in the summers of 1991 and 2007. Polar Science, 19, 112-119. doi: https://doi.org/10.1016/j.polar.2018.11.011. [T2] [T6]

Ando, Y., Yamazaki, K., Tachibana, Y., Ogi, M., Ukita, J., 2018. Detection of a climatological short break in the polar night jet in early win-
ter and its relation to cooling over Siberia. Atmospheric Chemistry and Physics, 18, 12639-12661. doi: 10.5194/acp-18-12639-2018. [T3] 
[T5]

Arima, D., Matsuno, K., Yamaguchi, A., Nobetsu, T., Imai, I., 2015. Seasonal and inter-species comparison of asymmetry in the genital 
system of some species of the oceanic copepod genus Metridia (Copepoda, Calanoida). Crustaceana, 88, 1307-1321. doi: https://doi.
org/10.1163/15685403-00003485. [T2] [T6]

Arima, D., Yamaguchi, A., Nobetsu, T., Imai, I., 2016a. Seasonal abundance, population structure, sex ratio and gonad maturation of 
Metridia okhotensis Brodsky, 1950 in the Okhotsk Sea: analysis of samples collected by pumping up from deep water. Crustaceana, 89, 
151-161. doi: https://doi.org/10.1163/15685403-00003516. [T2] [T6]



166

北極域研究推進プロジェクト（ArCS）研究成果報告書　研究業績

Arima, D., Yamaguchi, A., Nobetsu, T., Imai, I., 2016b. Usefulness of deep-ocean water pumping for the seasonal monitoring of mesozoo-
plankton. Regional Studies in Marine Science, 3, 18-24. doi: https://doi.org/10.1016/j.rsma.2015.10.005. [T2] [T6]

Bakker, P., Schmittner, A., Lenaerts, J. T. M., Abe-Ouchi, A., Bi, D., van den Broeke, M. R., Chan, W. L., Hu, A., Beadling, R. L., Marsland, 
S. J., Mernild, S. H., Saenko, O. A., Swingedouw, D., Sullivan, A., Yin, J., 2016. Fate of the Atlantic Meridional Overturning Cir-
culation: Strong decline under continued warming and Greenland melting. Geophysical Research Letters, 43, 12,252-12,260. doi: 
10.1002/2016GL070457. [T2] [T5]

Bautista, A. T., Miyake, Y., Matsuzaki, H., Iizuka, Y., Horiuchi, K., 2018. High-resolution 129I bomb peak pro�le in an ice core from SE-
Dome site, Greenland. Journal of Environmental Radioactivity, 184-185, 14-21. doi: https://doi.org/10.1016/j.jenvrad.2017.12.015. [T2]

Bertelsen, R., 2019. �e Role of Transnational Knowledge Networks and Epistemic Communities in Arctic Shipping Governance. in: Shi-
bata, A., Zou, L., Sellheim, N., et al. (Eds.), Emerging Legal Orders in the Arctic: �e Role of Non-Arctic Actors, Routledge. [T7]

Bröll, F., Barkley, A. N., Pettitt-Wade, H., Watanabe, Y. Y., Marcoux, M., Hussey, N. E., 2019. A framework to estimate the likelihood of 
species interactions and behavioral responses using animal-borne acoustic telemetry transceivers and accelerometers. Journal of An-
imal Ecology. [T6]

Brown, K. A., McLaughlin, F., Tortell, P. D., Yamamoto-Kawai, M., Francois, R., 2016. Sources of dissolved inorganic carbon to the Canada 
Basin halocline: A multitracer study. Journal of Geophysical Research: Oceans, 121, 2918-2936. doi: 10.1002/2015JC011535. [T4]

Bui, O. T. N., Kameyama, S., Yoshikawa-Inoue, H., Ishii, M., Sasano, D., Uchida, H., Tsunogai, U., 2018. Estimates of methane emissions 
from the Southern Ocean from quasi-continuous underway measurements of the partial pressure of methane in surface seawater 
during the 2012/13 austral summer. Tellus B: Chemical and Physical Meteorology, 70, 1-15. doi: 10.1080/16000889.2018.1478594. [T4] 

Bui, O. T. N., Kameyama, S., Kawaguchi, Y., Nishino, S., Tsunogai, U., Yoshikawa-Inoue, H., 2019. In�uence of warm-core eddy on dis-
solved methane distributions in the southwestern Canada basin during late summer/early fall 2015. Polar Science, 100481. doi: 
https://doi.org/10.1016/j.polar.2019.100481. [T4] [T6]

Buizert, C., Sigl, M., Severi, M., Markle, B. R., Wettstein, J. J., McConnell, J. R., Pedro, J. B., Sodemann, H., Goto-Azuma, K., Kawamura, 
K., Fujita, S., Motoyama, H., Hirabayashi, M., Uemura, R., Stenni, B., Parrenin, F., He, F., Fudge, T. J., Steig, E. J., 2018. Abrupt ice-age 
shi�s in southern westerly winds and Antarctic climate forced from the north. Nature, 563, 681-685. doi: 10.1038/s41586-018-0727-5. 
[T2] [T3]

Calov, R., Beyer, S., Greve, R., Beckmann, J., Willeit, M., Kleiner, T., Rückamp, M., Humbert, A., Ganopolski, A., 2018. Simulation of the 
future sea level contribution of Greenland with a new glacial system model. �e Cryosphere, 12, 3097-3121. doi: 10.5194/tc-12-3097-
2018. [T2]

Carmack, E. C., Yamamoto-Kawai, M., Haine, T. W. N., Bacon, S., Bluhm, B. A., Lique, C., Melling, H., Polyakov, I. V., Straneo, F., Tim-
mermans, M. L., Williams, W. J., 2016. Freshwater and its role in the Arctic Marine System: Sources, disposition, storage, export, and 
physical and biogeochemical consequences in the Arctic and global oceans. Journal of Geophysical Research: Biogeosciences, 121, 
675-717. doi: 10.1002/2015JG003140. [T4]

Cesana, G., Chepfer, H., Winker, D., Getzewich, B., Cai, X., Jourdan, O., Mioche, G., Okamoto, H., Hagihara, Y., Noel, V., Reverdy, M., 
2016. Using in situ airborne measurements to evaluate three cloud phase products derived from CALIPSO. Journal of Geophysical 
Research: Atmospheres, 121, 5788-5808. doi: 10.1002/2015JD024334. [T3]

Chikamoto, M. O., Timmermann, A., Yoshimori, M., Lehner, F., Laurian, A., Abe-Ouchi, A., Mouchet, A., Joos, F., Raible, C. C., Cobb, 
K. M., 2016. Intensi�cation of tropical Paci�c biological productivity due to volcanic eruptions. Geophysical Research Letters, 43, 
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　澤村 淳司 　　大阪大学
　島田 浩二 　　東京海洋大学

　高木 敏幸 　　釧路工業高等専門学校
　舘山 一孝 　　北見工業大学
　中野渡 拓也 　　北海道区水産研究所
　野村 大樹 　　北海道大学
　松沢 孝俊 　　海上技術安全研究所
　松信 匠 　　筑波大学
　真矢 梨央 　　東京海洋大学
　山本 純平 　　東京海洋大学
　吉澤 枝里 　　KOPRI
　Adrean Webb 　　京都大学
　Amin Chabchoub　 シドニー大学
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研究協力者 
　青木 茂 　　北海道大学
　阿部 彩子 　　東京大学
　尾形 純 　　国立極地研究所
　北村 享太郎 　　国立極地研究所
　齋藤 匠真 　　長岡技術科学大学
　齋藤 冬樹 　　JAMSTEC
　繁山 航 　　総合研究大学院大学
　高橋 美野梨 　　北海道大学
　塚川 佳美 　　国立極地研究所
　中島 甲葵 　　長岡技術科学大学
　西岡 純 　　北海道大学
　西澤 文吾 　　国立極地研究所
　庭野 匡思 　　気象研究所
　野村 大樹 　　北海道大学
　林 直孝 　　カルガリー大学

　深町 康 　　北海道大学
　福田 かおり 　　国立極地研究所
　古崎 睦 　　旭川工業高等専門学校
　松村 義正 　　東京大学
　山口 篤 　　北海道大学
　山崎 新太郎 　　京都大学
　綿貫 豊 　　北海道大学
　Anders Bjork 　　コペンハーゲン大学
　Dorthe Dahl-Jensen    コペンハーゲン大学
　Guillaume Jouvet　 スイス連邦工科大学
　Hubertus Fischer　  ベルン大学
　Ilka Weikusat 　　AWI
　Lene Kielsen 　　GINR
　Martin Funk 　　スイス連邦工科大学
　Paul Vallelonga　　コペンハーゲン大学
　Sergio Faria 　　バスク気候変動センター 

　滝川 雅之 　　JAMSTEC
　竹谷 文一 　　JAMSTEC
　朱 春茂 　　JAMSTEC
　當房 豊 　　国立極地研究所
　永井 信 　　JAMSTEC
　原薗 芳信 　　大阪府立大学
　檜山 哲哉 　　名古屋大学
　松井 仁志 　　名古屋大学
　宮川 拓真 　　JAMSTEC
　宮崎 和幸 　　JAMSTEC
　村田 浩太郎 　　国立極地研究所
　茂木 信宏 　　東京大学
　森本 真司 　　東北大学
　山口 将大 　　JAMSTEC
　山地 一代 　　神戸大学
　山田 恭平 　　国立極地研究所
　Petr Mordovskoi　  JAMSTEC
　Prabir K. Patra 　　JAMSTEC
　Wei Yang 　　JAMSTEC

＜テーマ 3＞
実施責任者（PI）
　小池 真 　　国立極地研究所 / 東京大学

実施担当者 
　青木 周司 　　東北大学
　石島 健太郎 　　JAMSTEC
　稲飯 洋一 　　東北大学
　植山 雅仁 　　大阪府立大学
　太田 岳史 　　名古屋大学
　大野 浩 　　北見工業大学
　岡本 創 　　九州大学
　金森 大成 　　名古屋大学
　金谷 有剛 　　JAMSTEC
　小谷 亜由美 　　名古屋大学
　後藤 大輔 　　国立極地研究所
　小林 秀樹 　　JAMSTEC
　近藤 豊 　　国立極地研究所
　紺屋 恵子 　　JAMSTEC
　斉藤 和之 　　JAMSTEC
　佐藤 可織 　　九州大学
　佐藤 永 　　JAMSTEC
　塩原 匡貴 　　国立極地研究所
　杉浦 幸之助 　　富山大学
　鈴木 力英 　　JAMSTEC

研究協力者 
　青木 輝夫 　　国立極地研究所
　東 久美子 　　国立極地研究所
　五十嵐 康記 　　福島大学
　石戸谷 重之 　　産業技術総合研究所

　伊藤 昭彦 　　国立環境研究所
　岩田 拓記 　　信州大学
　岩花 剛 　　UAF
　浮田 甚郎 　　新潟大学
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　西野 茂人 　　JAMSTEC
　野口 真希 　　JAMSTEC
　朴 昊澤 　　JAMSTEC
　馬場 尚一郎 　　JAMSTEC
　濱名 実 　　JAMSTEC
　原田 尚美 　　JAMSTEC
　平野 大輔 　　北海道大学
　深町 康 　　北海道大学
　藤原 周 　　JAMSTEC
　溝端 浩平 　　東京海洋大学
　村田 昌彦 　　JAMSTEC
　安中 さやか 　　JAMSTEC
　渡邉 英嗣 　　JAMSTEC
　渡 健介 　　JAMSTEC 

＜テーマ 4＞
実施責任者（PI）
　菊地 隆 　　JAMSTEC

実施担当者 
　石原 靖久 　　JAMSTEC
　伊東 素代 　　JAMSTEC
　大島 慶一郎 　　北海道大学
　小野寺 丈尚太郎 　　JAMSTEC
　亀山 宗彦 　　北海道大学
　川合 美千代 　　東京海洋大学
　喜多村 稔 　　JAMSTEC
　木村 仁 　　JAMSTEC
　木村 元 　　JAMSTEC
　木元 克典 　　JAMSTEC
　塩崎 拓平 　　JAMSTEC
　杉江 恒二 　　JAMSTEC
　杉本 文孝 　　JAMSTEC
　高塚 徹 　　北海道大学

研究協力者 
　飯島 慈裕 　　三重大学
　池上 隆仁 　　海洋生物環境研究所
　石井 雅男 　　気象研究所
　石田 明生 　　常葉大学
　石戸谷 重之 　　産業技術総合研究所
　伊藤 優人 　　北海道大学
　大島 和裕 　　環境科学技術研究所

＜テーマ 5＞
実施責任者（PI）
　羽角 博康 　　JAMSTEC / 東京大学

　大島 長 　　気象研究所
　佐伯 田鶴 　　JAMSTEC
　佐藤 正樹 　　東京大学
　鷹野 敏明 　　千葉大学
　竹川 暢之 　　首都大学東京
　遠嶋 康徳 　　国立環境研究所
　中井 太郎 　　国立台湾大学
　中村 尚 　　東京大学

　西澤 智明 　　国立環境研究所
　端野 典平 　　高知工科大学
　平沼 成基 　　ウエスト・テキサス A&M大学
　藤田 遼 　　インペリアル・カレッジ・ロンドン
　町田 敏暢 　　国立環境研究所
　松枝 秀和 　　気象研究所
　村山 昌平 　　産業技術総合研究所
　Shamil Maksyutov　国立環境研究所 

　川口 悠介 　　東京大学
　小杉 如央 　　気象研究所
　笹野 大輔 　　気象研究所
　遠嶋 康徳 　　国立環境研究所
　遠山 勝也 　　気象研究所
　堀 正岳 　　国立極地研究所

実施担当者 
　相澤 拓郎 　　東京大学
　阿部 彩子 　　東京大学
　阿部 学 　　JAMSTEC

　浮田 甚郎 　　新潟大学
　大石 龍太 　　東京大学
　小野 純 　　JAMSTEC
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研究協力者 
　石井 正好 　　気象研究所
　河本 和明 　　長崎大学
　高谷 康太郎 　　京都産業大学
　立花 義裕 　　三重大学
　豊田 隆寛 　　気象研究所

＜テーマ 6＞
実施責任者（PI）
　平譯 享 　　北海道大学

実施担当者 
　阿部 泰人 　　北海道大学
　阿部 義之 　　北海道大学
　伊村 智 　　国立極地研究所
　植竹 淳 　　国立極地研究所
　上野 洋路 　　北海道大学
　内田 雅己 　　国立極地研究所
　大木 淳之 　　北海道大学
　北川 涼 　　森林総合研究所
　國分 亙彦 　　国立極地研究所
　佐藤 恵子 　　北海道大学
　三瓶 真 　　北海道大学
　高橋 晃周 　　国立極地研究所
　高橋 幸弘 　　北海道大学
　立澤 史郎 　　北海道大学
　田邊 優貴子 　　国立極地研究所
　津滝 俊 　　宇宙航空研究開発機構
　仲岡 雅裕 　　北海道大学
　西岡 純 　　北海道大学

　西井 和晃 　　三重大学
　野沢 徹 　　岡山大学
　万田 敦昌 　　三重大学
　三好 勉信 　　九州大学
　芳村 圭 　　東京大学 

　野村 大樹 　　北海道大学
　平田 貴文 　　北海道大学
　堀 雅裕 　　宇宙航空研究開発機構
　増田 良帆 　　北海道大学
　増本 翔太 　　横浜国立大学　
　松野 孝平 　　北海道大学
　村上 浩 　　宇宙航空研究開発機構
　森 章  　　横浜国立大学
　山口 篤 　　北海道大学
　山下 洋平 　　北海道大学
　山村 織生 　　北海道大学
　和賀 久朋 　　北海道大学
　渡辺 佑基 　　国立極地研究所
　綿貫 豊 　　北海道大学
　Alexis Will 　　国立極地研究所
　Irene Alabia 　　北海道大学
　Jean-Baptiste �iebot  国立極地研究所
　Jorge Garcia Molinos   北海道大学

研究協力者 
　荒木田 葉月 　　理化学研究所
　飯村 康夫 　　滋賀県立大学
　池内 俊雄 　　雁の里親友の会

　大園 享司 　　同志社大学
　金子 亮 　　テンタムス・ジャパン合同会社
　澤 祐介 　　バードライフ・インターナショナル東京

　川崎 高雄 　　東京大学
　木村 詞明 　　東京大学
　草原 和弥 　　JAMSTEC
　久保川 陽呂鎮 　　東京大学
　小坂 優 　　東京大学
　小室 芳樹 　　JAMSTEC
　齋藤 冬樹 　　JAMSTEC
　佐藤 友徳 　　北海道大学
　佐藤 正樹 　　東京大学
　高橋 邦生 　　JAMSTEC
　田口 文明 　　東京大学
　建部 洋晶 　　JAMSTEC

　冨川 喜弘 　　国立極地研究所
　中村 哲 　　北海道大学
　中村 尚 　　東京大学
　本田 明治 　　新潟大学
　松村 義正 　　東京大学
　森 正人 　　東京大学
　安成 哲平 　　北海道大学
　山崎 孝治 　　北海道大学
　山田 朋人 　　北海道大学
　吉森 正和 　　東京大学
　Enkhbat Erdenebat   北海道大学 
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＜テーマ 7＞
実施責任者（PI）
　田畑 伸一郎 　　北海道大学

実施担当者 
　稲垣 治 　　神戸大学
　大塚 夏彦 　　北海道大学
　大西 富士夫 　　北海道大学
　岡田 陽平 　　神戸大学
　後藤 正憲 　　北海道大学
　近藤 祉秋 　　北海道大学
　柴田 明穂 　　神戸大学
　白岩 孝行 　　北海道大学
　瀬戸口 剛 　　北海道大学
　高倉 浩樹 　　東北大学
　高瀬 克範 　　北海道大学
　高橋 美野梨 　　北海道大学
　田中 利和 　　東北大学 

研究協力者 
　飯島 慈裕 　　三重大学
　池島 大策 　　早稲田大学
　大石 侑香 　　国立民族学博物館
　加藤 博文 　　北海道大学
　立澤 史郎 　　北海道大学
　田村 亨 　　北海商科大学
　礪波 亜希 　　筑波大学
　中田 篤 　　北海道立北方民族博物館
　成田 大樹 　　東京大学
　西本 健太郎 　　東北大学
　檜山 哲哉 　　名古屋大学
　平田 貴文 　　北海道大学
　藤岡 悠一郎 　　九州大学
　本多 俊和 　　元放送大学
　本村 眞澄 　　北海道大学

　池 ヒョンジュウ 直美 　　北海道大学
　西谷 真規子  　　神戸大学
　藤井 賢彦  　　北海道大学
　本田 悠介  　　神戸大学
　町野 和夫  　　北海道大学
　山地 一代  　　神戸大学
　李 肖陽  　　北海道大学
　Alejandra Mancilla 　　神戸大学
　Christoph Humrich 　　神戸大学
　Juha Saunavaara 　　北海道大学
　Leilei Zou   　　神戸大学
　Romain Chuffart 　　神戸大学
　Yelena Yermakova 　　神戸大学 

　森下 丈二  　　東京海洋大学
　Dale Sambo Dorough 　　イヌイット極域評議会
　David VanderZwaag 　　ダルハウジー大学
　Egill Thor Nielson 　　中国北欧北極研究センター
　Erik Molenaar  　　ユトレヒト大学
　Małgorzata S

,
mieszek 　　ラップランド大学

　Marzia Scopelliti 　　欧州委員会
　Nigel Bankes  　　カルガリー大学
　Nikolas Sellheim 　　ヘルシンキ大学
　Rachael Lorna Johnstone　　アクレイリ大学
　Rasmus Gjedssø Bertelsen　 ノルウェー北極大学
　Sebastian Knecht 　　ベルリン自由大学
　Timo Koivurova 　　ラップランド大学
　Tore Henriksen  　　ノルウェー北極大学

　杉江 恒二 　　JAMSTEC
　高田 秀重 　　東京農工大学
　辻 雅晴 　　旭川工業高等専門学校
　土居 秀幸 　　兵庫県立大学
　東條 元昭 　　大阪府立大学
　中坪 孝之 　　広島大学
　長沼 毅 　　広島大学
　西澤 文吾 　　国立極地研究所
　西野 茂人 　　JAMSTEC
　長谷川 元洋 　　同志社大学
　林 健太郎 　　農業・食品産業技術総合研究機構
　原田 英美子 　　滋賀県立大学

　樋口 正信  　　国立科学博物館
　廣瀬 大  　　日本大学
　廣田 充  　　筑波大学
　藤嶽 暢英  　　神戸大学
　藤原 周  　　JAMSTEC
　星野 保  　　八戸工業大学
　牧野 光琢  　　水産研究・教育機構
　松岡 俊将  　　兵庫県立大学
　村岡 裕由  　　岐阜大学
　本岡 毅  　　宇宙航空研究開発機構
　吉竹 晋平  　　早稲田大学
　渡邉 英嗣  　　JAMSTEC 
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■共同事務局 
渡部 康一 国立極地研究所
末広 峰政 国立極地研究所
柿本 晃治郎 国立極地研究所
熊谷 宏靖 国立極地研究所
辻 勇気  国立極地研究所
春木 野子 国立極地研究所
櫻井 道仁 国立極地研究所
山田 礼二 国立極地研究所
上野 弥生 国立極地研究所

赤根 英介 JAMSTEC
平野 雅樹 JAMSTEC
高橋 可江 JAMSTEC
山田 亜紀子 JAMSTEC
肥田 慎司 JAMSTEC
野田澤 篤人 JAMSTEC
有村 卓  JAMSTEC
牧 武志  JAMSTEC
二村 智之 JAMSTEC
笠原 敬弘 JAMSTEC
松田 沙織 JAMSTEC

渡辺 康正 北海道大学
田中 晋吾 北海道大学
小俣 友輝 北海道大学
小木 雅世 北海道大学
鈴木 大路郎 北海道大学
増田 悠子 北海道大学
津村 麗里 北海道大学
吉村 牧子 北海道大学
渡辺 久美子 北海道大学 

＜テーマ 8＞
実施責任者（PI）
　矢吹 裕伯 国立極地研究所

実施担当者
　杉村 剛 国立極地研究所
　照井 健志 国立極地研究所

研究協力者
　飯野 啓子 国立極地研究所
　萩原 茂 国立極地研究所

「AC等北極関連会合への専門家の派遣」メニュー

実施責任者
　榎本 浩之 国立極地研究所

実施担当者
　宮岡 宏 国立極地研究所

Ⅰ -2 委員
　評議会委員、国際助言委員会（IAB）委員の氏名および所属を以下に示す（敬称略）。
　所属は、基本的に 2019年 9月 30日時点。ただし、プロジェクト期間中に交代した場合は、交代時点の所属を記載する。

■評議会委員（50音順）
　安部 大介  株式会社ウェザーニューズ    ※ 2018年 4月から
　井上 智広  日本放送協会
　大村 纂（議長）  スイス連邦工科大学
　岸上 伸啓  人間文化研究機構 /国立民族学博物館
　下田 高明  株式会社ロイヤルグリーンランドジャパン  ※ 2016年 10月から
　角南 篤  笹川平和財団 海洋政策研究所 / 政策研究大学院大学
　長谷川 雅世  NPO法人国際環境経済研究所 /フューチャー・アース
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Ⅱ 研究機関
　本プロジェクトの代表機関、副代表機関、および参画機関は以下のとおり。

　福西 浩  公益財団法人日本極地研究振興会
　宮部 二朗  株式会社ウェザーニューズ    ※ 2018年 3月まで
　山内 豊  ジャパン マリンユナイテッド株式会社
　山内 恭（副議長） 国立極地研究所 / 総合研究大学院大学

■ IAB委員（アルファベット順）
　Gail Fondahl  University of Northern British Columbia
　Jeremy Wilkinson British Antarctic Survey（BAS）
　Klaus Dethloff  Alfred Wegener Institute for Polar and Marine Research （AWI）
　Larry Hinzman  University of Alaska Fairbanks（UAF）
　Stein Sandven  Nansen Environmental and Remote Sensing Center（NERSC）
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Ⅲ 海外連携機関・国際プロジェクト等
　本プロジェクトでは、特に「国際共同研究の推進」メニューの各研究テーマにおいて、海外機関と連携、また、国際的なプロジェクト・
プログラム・枠組み等と関与しながら活動を進めた。以下に、海外連携機関や国際プロジェクト等、およびそれぞれと関連する研究
テーマを示す。

■海外連携機関（機関名のアルファベット順）

機関名
和名

国名
所在地

関連する研究テーマ
T1 T2 T3 T4 T5 T6 T7 T8

Alfred-Wegener Institute for Polar and Marine Research (AWI)
アルフレッド・ウェゲナー極地海洋研究所

ドイツ
ブレーマーハーフェン

● ● ● ● ●

Arctic and Antarctic Research Institute (AARI)
ロシア北極南極研究所

ロシア
サンクトペテルブルク

● ●

Arctic Centre, University of Lapland
ラップランド大学 北極センター

フィンランド
ロバニエミ

●

Arctic Economic Council (AEC)
北極経済評議会

ノルウェー
トロムソ

●

Canadian High Arctic Research Station (CHARS)
カナダ極北研究ステーション

カナダ
ケンブリッジベイ

● ●

Central Aerological Observatory (CAO)
高層気象観測センター

ロシア
モスクワ

●

Central Marine Research and Design Institute (CNIIMF)
中央船舶海洋設計研究所

ロシア
サンクトペテルブルク

●

Centre d’études nordiques (CEN)
北方研究センター

カナダ
ケベックシティ

●

Centre for East Asian Studies (CEAS), University of Turku
トゥルク大学 東アジア研究センター

フィンランド
トゥルク

●

Danish Meteorological Institute (DMI)
デンマーク気象研究所

デンマーク
コペンハーゲン

●

Eidgenössische Technische Hochschule
スイス連邦工科大学

スイス
チューリッヒ

●

Environment and Climate Change Canada (ECCC)
カナダ環境・気候変動省

カナダ
ガティノー

●

European Centre for Medium-Range Weather Forecasts (ECMWF)
欧州中期予報センター

英国
レディング

●

Far Eastern Federal University (FEFU)
極東連邦大学

ロシア
ウラジオストク

●

Far Eastern Regional Hydrometeorological Research Institute (FERHRI)
ロシア極東水文気象研究所 

ロシア
ウラジオストク

●

Fisheries and Oceans Canada (DFO)
カナダ水産海洋省

カナダ
オタワ

● ●

Greenland Institute of Natural Resources (GINR)
グリーンランド天然資源研究所

デンマーク
ヌーク

●

Institute for Biological Problems of Cryolithozone (IBPC), Siberian Branch 
of the Russian Academy of Sciences (SB RAS)
ロシア科学アカデミー シベリア支部 寒冷圏生物問題研究所

ロシア
ヤクーツク ● ●

Institute for Humanities Research and Indigenous Studies of the North 
(IHRISN), Siberian Branch of the Russian Academy of Sciences (SB RAS)
ロシア科学アカデミー シベリア支部 北方少数民族人文科学研究所

ロシア
ヤクーツク ●

Institute of Atmospheric Optics (IAO)
トムスク大気光学研究所

ロシア
トムスク

●

Institute of Atmospheric Sciences and Climate, National Research Council 
of Italy (CNR-ISAC)
イタリア学術会議 大気科学・気候研究所

イタリア
ボローニャ ●

Institute of Marine Research (IMR)
ノルウェー海洋研究所

ノルウェー
ベルゲン

● ●

Institute of Ocean Sciences (IOS)
カナダ海洋研究所

カナダ
シドニー

●
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機関名
和名

国名
所在地

関連する研究テーマ
T1 T2 T3 T4 T5 T6 T7 T8

International Arctic Research Center (IARC), University of Alaska Fair-
banks (UAF)
アラスカ大学フェアバンクス校 国際北極圏研究センター

米国
フェアバンクス ● ●

Korea Polar Research Institute (KOPRI)
韓国極地研究所

韓国
仁川

● ● ●

Laval University
ラバル大学

カナダ
ケベックシティ

● ●

Melnikov Permafrost Institute (MPI), Siberian Branch of the Russian Acad-
emy of Sciences (SB RAS)
ロシア科学アカデミー シベリア支部 メルニコフ永久凍土研究所

ロシア
ヤクーツク ● ●

Meteorological Service of Canada (MSC)
カナダ気象庁

カナダ
トロント

●

Moscow State University
モスクワ大学

ロシア
モスクワ

●

Nansen Environmental and Remote Sensing Center (NERSC)
ナンセン環境リモートセンシングセンター

ノルウェー
ベルゲン

●

National Aeronautics and Space Administration (NASA)
米国航空宇宙局

米国
ワシントン D.C.

●

National Oceanic and Atmospheric Administration (NOAA)
米国海洋大気庁

米国
ワシントン D.C.

● ● ●

North Pacific Marine Science Organization (PICES)
北太平洋海洋科学機関

カナダ
シドニー

●

North-Eastern Federal University (NEFU)
北東連邦大学

ロシア
ヤクーツク

● ●

Northern (Arctic) Federal University (NArFU)
北方（北極）連邦大学

ロシア
アルハンゲリスク

●

Norwegian Barents Secretariat (NBS)
バレンツ事務局

ノルウェー
キルケネス

●

Norwegian Centre for the Law of the Sea (NCLOS), UiT �e Arctic University 
of Norway (UiT)

ノルウェー
トロムソ

●

Norwegian Institute for Air Research (NILU)
ノルウェー大気研究所

ノルウェー
シェラー

●

Norwegian Polar Institute (NPI)
ノルウェー極地研究所

ノルウェー
トロムソ

● ● ●

Pan-European Institute (PEI), University of Turku
トゥルク大学 欧州研究所

フィンランド
トゥルク

●

Polar Law Institute, University of Akureyri
アクレイリ大学 極域法研究所

アイスランド
アクレイリ

●

Pusan National University
釡山大学校

韓国
釡山

●

Scripps Institution of Oceanography (SIO)
スクリップス海洋研究所

米国
サンディエゴ

● ●

St Petersburg University
サンクトペテルブルク大学

ロシア
サンクトペテルブルク

●

Stockholm University (SU)
ストックホルム大学

スウェーデン
ストックホルム

●

UiT The Arctic University of Norway (UiT)
ノルウェー北極大学（トロムソ大学）

ノルウェー
トロムソ

● ●

Università degli Studi di Firenze
フィレンツェ大学

イタリア
フィレンツェ

● ●

Université du Québec à Rimouski
ケベック大学リモースキー校

カナダ
リモースキー

●

Université du Québec à Trois-Rivières
ケベック大学トロワ・リヴィエール校

カナダ
トロワ・リヴィエール

●

University of Alaska Fairbanks (UAF)
アラスカ大学フェアバンクス校

米国
フェアバンクス

● ● ●

University of Bern
ベルン大学

スイス
ベルン

●
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機関名
和名

国名
所在地

関連する研究テーマ
T1 T2 T3 T4 T5 T6 T7 T8

University of Calgary
カルガリー大学

カナダ
カルガリー

●

University of Copenhagen
コペンハーゲン大学

デンマーク
コペンハーゲン

●

University of East Anglia
イーストアングリア大学

英国
ノリッジ

●

University of Helsinki
ヘルシンキ大学

フィンランド
ヘルシンキ

●

University of Washington
ワシントン大学

米国
シアトル

● ●

University of Windsor
ウィンザー大学

カナダ
ウィンザー

●

Woods Hole Oceanographic Institution (WHOI)
ウッズホール海洋研究所

米国
ウッズホール

● ●

World Meteorological Organization (WMO)
世界気象機関

スイス
ジュネーブ

● ●

Yakutsk Research Center (YRC), Siberian Branch of the Russian Academy 
of Sciences (SB RAS)
ロシア科学アカデミー シベリア支部 ヤクーツク科学センター

ロシア
ヤクーツク ●

■国際プロジェクト・プログラム・枠組み等（プロジェクト等名のアルファベット順）

プロジェクト等名
和名

関連する研究テーマ
T1 T2 T3 T4 T5 T6 T7 T8

air Pollution in the Arctic: Climate, Environment and Societies (PACES)
温暖化や汚染に関係する大気物質に関する調査

●

ArctiC Amplification: Climate Relevant Atmospheric and SurfaCe Processes and Feedback Me-
canisms (AC)3 ●

Arctic Predictability and Prediction on Seasonal to Interannual Timescales (APPOSITE) ●
C budget of Ecosystems, Cities and Villages on Permafrost in the eastern Russian Arctic (COPERA)
東部ロシア北極域永久凍土上の生態系と都市と村落の炭素収支

●

CliC Arctic Sea Ice Working Group (CASIWG) ●
Climate and Clean Air Coalition (CCAC)
気候と大気浄化の国際パートナーシップ

●

Climate and Cryosphere (CliC)
気候と雪氷圏計画

● ●

Coupled Model Intercomparison Project (CMIP)
結合モデル相互比較プロジェクト

●

Distributed Biological Observatory (DBO)
北極海生態系観測網プログラム

● ●

East Greenland Ice core Project (EGRIP)
東グリーンランド深層氷床掘削プロジェクト

●

Ecosystem Studies of Sub-Arctic and Arctic Seas (ESSAS)
亜寒帯海洋生態系プログラム

● ●

Forum for Arctic Ocean Modeling and Observational Synthesis (FAMOS)
北極海モデル観測統合フォーラム

●

GreenEdge project ●
GReenland Ice Sheet-Ocean interactions (GRISO) ●
Group on Earth Observations (GEO)
地球観測に関する政府間会合

●

Ice Sheet Model Intercomparison Project (ISMIP)
氷床モデル相互比較プロジェクト

● ●

Ice, Climate, Economics – Arctic Research on Change (ICE-ARC) ●
Impact of Initialized Land Temperature and Snowpack on Sub-seasonal to Seasonal Prediction 
(LS4P)

●

Integrated Arctic Observation System (INTAROS) ●
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プロジェクト等名
和名

関連する研究テーマ
T1 T2 T3 T4 T5 T6 T7 T8

International Arctic Buoy Programme (IABP)
国際北極ブイ計画

● ●

International Arctic Science Committee (IASC)
国際北極科学委員会

● ● ●

International Arctic Social Sciences Association (IASSA)
国際北極社会科学連合

●

International Arctic Systems for Observing the Atmosphere (IASOA)
国際北極大気観測システム

● ●

International Global Atmospheric Chemistry (IGAC)
地球大気化学国際協同研究計画

●

International Permafrost Association (IPA)
国際永久凍土学会

● ●

Multidisciplinary drifting Observatory for the Study of Arctic Climate (MOSAiC)
北極気候研究のための学際的漂流観測プロジェクト

● ●

Nansen and Amundsen Basins Observational System (NABOS) ● ●
Pacific Arctic Group (PAG)
太平洋北極グループ

● ●

Pacific Marine Arctic Regional Synthesis (PacMARS) ●
Partnership between Norway and Japan for Excellent Education and Research in Weather and 
Climate Dynamics (NORPAN)

● ●

Polar Climate Predictability Initiative (PCPI)
極域気候予測プロジェクト

●

Polar Prediction Project (PPP)
極域予測プロジェクト

●

Potential of Seasonal-to-Decadal-Scale Inter-Regional Linkages to Advance Climate Predictions 
(InterDec)
季節～ 10年規模の地域間連関が気候予測の改善へ向けて持つ潜在的可能性

●

Resilience and adaptive capacity of arctic marine systems under a changing climate (RACArctic)
気候変動下における北極海洋システムの回復力と適応力

● ● ●

Russian-American Long-term Census of the Arctic (RUSALCA) ● ●
Sustaining Arctic Observing Networks (SAON)
持続的北極観測ネットワーク

●

Svalbard Integrated Arctic Earth Observing System (SIOS)
スバールバル統合観測システム

●

Svalbard Science Forum (SSF)
スバールバル・サイエンス・フォーラム

●

Synoptic Arctic Survey (SAS)
北極海総観観測

●

Working Group on Integrated Ecosystem Assessment for the Central Arctic Ocean (WGICA)
北極海中央部における海洋生態系ワーキンググループ

● ●

World Glacier Monitoring Service (WGMS)
世界氷河モニタリングサービス

●

Year of Polar Prediction (YOPP)
極域予測年

● ●
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Ⅳ 活動実績

Ⅳ -1 会議開催実績
　本プロジェクト全体に関わる主な会議体の開催実績は以下のとおり。各会議体の位置付けなどについては、本報告書の 1.2に記
載した。

運営委員会
　第 1回運営委員会 2015年 9月 9日（水） 北海道大学構内「エンレイソウ」会議室 1（交付決定前）
　第 2回運営委員会 2015年 10月 27日（火） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 3回運営委員会 2015年 11月 20日（金） 海洋研究開発機構 横浜研究所 三好記念講堂
　第 4回運営委員会 2015年 12月 24日（木） 国立極地研究所 中会議室
　第 5回運営委員会 2016年 1月 20日（水） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 6回運営委員会 2016年 2月 24日（水） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 7回運営委員会 2016年 3月 30日（水） 国立極地研究所 中会議室
　第 8回運営委員会 2016年 4月 20日（水） 国立極地研究所 中会議室
　第 9回運営委員会 2016年 5月 16日（月） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 10回運営委員会 2016年 6月 20日（月） 国立極地研究所 中会議室
　第 11回運営委員会 2016年 7月 21日（木） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 12回運営委員会 2016年 9月 26日（月） 北海道大学 創成研究機構 大会議室
　第 13回運営委員会 2016年 10月 24日（月） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 14回運営委員会 2016年 11月 28日（月） 国立極地研究所 中会議室
　第 15回運営委員会 2016年 12月 26日（月） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 16回運営委員会 2017年 1月 20日（金） 国立極地研究所 中会議室
　第 17回運営委員会 2017年 2月 27日（月） 国立極地研究所 中会議室
　第 18回運営委員会 2017年 3月 27日（月） 国立極地研究所 中会議室
　第 19・20回運営委員会 2017年 5月 18日（木） 国立極地研究所 中会議室
　第 21回運営委員会 2017年 7月 27日（木） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 22回運営委員会 2017年 9月 19日（火） 北海道大学 創成研究機構 大会議室
　第 23回運営委員会 2017年 11月 30日（木） 国立極地研究所 中会議室
　第 24回運営委員会 2018年 1月 19日（金） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 25回運営委員会 2018年 2月 28日（水） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 26回運営委員会 2018年 3月 30日（金） 国立極地研究所 中会議室
　第 27回運営委員会 2018年 5月 15日（火） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 28回運営委員会 2018年 7月 31日（火） 北海道大学 創成研究機構 大会議室
　第 29回運営委員会 2018年 9月 13日（木） 国立極地研究所 中会議室
　第 30回運営委員会 2018年 11月 19日（月） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 31回運営委員会 2019年 1月 18日（金） 国立極地研究所 中会議室
　第 32回運営委員会 2019年 2月 26日（火） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 33回運営委員会 2019年 3月 25日（月） 国立極地研究所 中会議室
　第 34回運営委員会 2019年 5月 16日（木） 海洋研究開発機構 東京事務所　共用会議室 A
　第 35回運営委員会 2019年 7月 25日（木） 北海道大学 創成研究機構セミナー室 C
　第 36回運営委員会 2019年 9月 17日（火） 国立極地研究所 中会議室
　第 37回運営委員会 2019年 11月 25日（月） 国立極地研究所 中会議室
　第 38回運営委員会 2020年 1月 20日（月） 海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 39回運営委員会 2020年 3月 24日（火） 国立極地研究所 中会議室（予定）

プロジェクト全体会合
　キックオフ全体会合 2015年 11月 25日（水） 海洋研究開発機構 横浜研究所 三好記念講堂
　プロジェクト全体会合 2016年 6月 23日（木） 海洋研究開発機構 横浜研究所 三好記念講堂
　プロジェクト全体会合 2017年 3月 7日（火） 海洋研究開発機構 横浜研究所 三好記念講堂
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Ⅳ -2 予算推移
　本プロジェクトの予算推移は下の表のとおり。初年度は、年度途中の 9月から約 2.6億円で開始した。活動が本格化した 2016年度
は約 7.6億円、中間期の 2017年度、2018年度は約 8.2億円が交付され、最終年度は 2年度目と同程度の約 7.6億円となった。5
年度合計は約 34.2億円であった。

※「国際共同研究の推進」の 2015年度予算は、当時の 14 研究課題に配分された。上の表では、その後の再編による 8研究テーマに合わ
せて再計算した額を記載した。

　プロジェクト全体会合 2017年 5月 30日（火）・31日（水） 海洋研究開発機構 横浜研究所 三好記念講堂
　プロジェクト全体会合 2018年 5月 9日（水）・10日（木） 海洋研究開発機構 横浜研究所 三好記念講堂
　プロジェクト全体会合 2019年 4月 22日（月）・23日（火） 海洋研究開発機構 横浜研究所 三好記念講堂

評議会
　第 1回評議会 2016年 3月 24日（木）  JPタワー ホール＆カンファレンス
　第 2回評議会 2016年 12月 5日（月）  国立極地研究所 多目的会議室
　第 3回評議会 2017年 12月 4日（月）  海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B
　第 4回評議会 2018年 11月 26日（月）  国立極地研究所 セミナー室 1（統計数理研究所内）

IAB
　キックオフ会議 2017年 4月 2日（日）  The Clarion Hotel Prague
　第 1回 IAB（書面） 2017年 5～ 6月
　第 2回 IAB 2019年 2月 5日（火）・6日（水） 国立極地研究所 大会議室
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Ⅳ -3 「若手研究者派遣による人材育成及び国際連携」メニューの派遣実績
　「若手研究者派遣による人材育成及び国際連携」メニューの 5年間の派遣実績は以下のとおり。当該メニューの成果は本報告書
の第 3章に記載した。なお、所属機関は派遣当時のものである。

募集回 氏名 所属機関 派遣先 プログラム
2015年度
第 1回

稲垣 治 神戸大学 International Arctic Research Center (IARC), University of Alaska 
Fairbanks (UAF)（米国）

中・長期派遣

2016年度
第 1回

阿部 義之 北海道大学 Alfred-Wegener Institute for Polar and Marine Research (AWI)
（ドイツ）

中・長期派遣

喜岡 新 東京大学 Moscow State University（ロシア） 中・長期派遣
鈴木 健太 北海道大学 The Ohio State University（米国） 中・長期派遣
田原 成美 大阪府立大学 International Arctic Research Center (IARC), University of Alaska 

Fairbanks (UAF)（米国）
中・長期派遣

2016年度
第 2回

星 一平 新潟大学 University of Toronto（カナダ） 中・長期派遣
高橋 美野梨 北海道大学 Aalborg University Centre for Innovation and Research in Culture 

and Living in the Arctic (AAU-CIRCLA)（デンマーク）
中・長期派遣

森井 悠太 北海道大学 University of Groningen（オランダ） 中・長期派遣
神保 美渚 北海道大学 Institute for Biological Problems of Cryolithozone (IBPC), Siberian 

Branch of the Russian Academy of Sciences (SB RAS)（ドイツ）
中・長期派遣

中野渡 拓也 国立極地研究所 University of Bergen（ノルウェー） 中・長期派遣
大島 亮造 株式会社商船三井 Tschudi Shipping（ノルウェー）、Arctia Ltd.（フィンランド）、

Aalto University（フィンランド）
中・長期派遣

2017年度
第 1回

宮本 裕美子 北海道大学 Institute for Biological Problems of Cryolithozone (IBPC), Siberian 
Branch of the Russian Academy of Sciences (SB RAS)（ドイツ）

中・長期派遣

箕輪 昌紘 北海道大学 International Arctic Research Center (IARC), University of Alaska 
Fairbanks (UAF)（米国）

中・長期派遣

2017年度
第 2回

山中 遼 北海道大学 North-Eastern Federal University (NEFU)（ロシア） 中・長期派遣

2017年度
第 3回

漢那 直也 北海道大学 Scripps Institution of Oceanography (SIO)（米国） 中・長期派遣
徳弘 航季 北海道大学 Alfred-Wegener Institute for Polar and Marine Research (AWI)

（ドイツ）
中・長期派遣

是澤 櫻子 東北大学 Novosibirsk State University（ロシア） 中・長期派遣
蠣崎 友美 苫小牧港管理組合 Arctic Frontiers 2018（ノルウェー） 短期派遣（実務者）
前田 尋夫 室蘭市 Arctic Frontiers 2018（ノルウェー） 短期派遣（実務者）
川尻 規貴 株式会社商船三井 Arctic Frontiers 2018（ノルウェー） 短期派遣（実務者）

2018年度
第 1回

西澤 啓太 横浜国立大学 Université du Québec à Rimouski（カナダ） 中・長期派遣
藤田 啓介 日本郵船株式会社 Arctic Shipping Forum（フィンランド） 短期派遣（実務者）
岡部 善尚 北海道庁 Arctic Circle 2018 Assembly（アイスランド） 短期派遣（実務者）

2018年度
第 1回
（追加）

石田 悠貴 新潟大学 Max-Planck Institute for Meteorology（ドイツ） 中・長期派遣
渡邉 茜 千葉大学 Aberystwyth University（英国） 中・長期派遣
繁山 航 総合研究大学院大

学
Ice Core Analysis Techniques (ICAT) PhD school-2018（デンマーク）短期派遣（大学院生）

坂本 春樹 東京大学 American Geophysical Union 2018 Fall Meeting（米国） 短期派遣（大学院生）
幡谷 咲子 神戸大学 The 11th Polar Symposium（ノルウェー）、

UiT The Arctic University of Norway（ノルウェー）
短期派遣（大学院生）

杉山 瑛美 三菱電機株式会社 Arctic Circle 2018 Assembly（アイスランド） 短期派遣（実務者）
2018年度
第 2回

竹室 祐貴 北海道大学 Alaska Fisheries Science Center, National Oceanic and Atmo-
spheric Administration (NOAA)（米国）

短期派遣（大学院生）
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2018年度
第 3回

深井 悠里 北海道大学 Woods Hole Oceanographic Institution (WHOI)（米国） 中・長期派遣
神保 美渚 北海道大学 Institute for Biological Problems of Cryolithozone (IBPC), Siberian 

Branch of the Russian Academy of Sciences (SB RAS)（ロシア）
中・長期派遣

安部 智貴 一般財団法人函館
国際水産・海洋都
市推進機構

Arctic Frontiers 2019（ノルウェー） 短期派遣（実務者）

小林 創 株式会社ウェザー
ニューズ

Arctic Frontiers 2019（ノルウェー） 短期派遣（実務者）

深谷 静 株式会社商船三井 Arctic Frontiers 2019（ノルウェー） 短期派遣（実務者）
夫津木 亮介 株式会社パスコ Arctic Frontiers 2019（ノルウェー） 短期派遣（実務者）
前野 泰孝 株式会社函館国際

貿易センター
Arctic Frontiers 2019（ノルウェー） 短期派遣（実務者）

山崎 真梨 ESRIジャパン株
式会社

Arctic Frontiers 2019（ノルウェー） 短期派遣（実務者）

2019年度
第 1回

安藤 卓人 北海道大学 Oceanography, Institute of Environmental Physics, University of 
Bremen (MARUM)（ドイツ）

中・長期派遣

伊藤 優人 北海道大学 International Arctic Research Center (IARC), University of Alaska 
Fairbanks (UAF)（米国）

中・長期派遣

小林 真 北海道大学 Climate Impact Research Center, Umeå University（スウェーデン）中・長期派遣
佐藤 和敏 北見工業大学 Alfred-Wegener Institute for Polar and Marine Research (AWI)（ド

イツ）
中・長期派遣

Naya Ifige-
nia Gomes 
Correia 
Sena

北海道大学 Institute of Seabird Research and Conservation（米国） 中・長期派遣

和賀 久朋 北海道大学 International Arctic Research Center (IARC), University of Alaska 
Fairbanks (UAF)（米国）

中・長期派遣

2019年度
第 2回

小野 誠仁 千葉大学 Adam Mickiewicz University（ポーランド） 中・長期派遣
木暮 優 国立極地研究所 Goddard Space Flight Center (GSFC), National Aeronautics and 

Space Administration (NASA)（米国）
中・長期派遣

井上 崚 総合研究大学院大
学

Ice Core Analysis Techniques (ICAT) PhD school-2019（デンマーク）短期派遣（大学院生）

古巻 史穂 北海道大学 2019 World Marine Mammal Conference（スペイン） 短期派遣（大学院生）
柳谷 一輝 北海道大学 The first Southern Hemisphere Conference on Permafrost (South-

COP)（ニュージーランド）
短期派遣（大学院生）

米倉 綾香 総合研究大学院大
学

Ice Core Analysis Techniques (ICAT) PhD school-2019（デンマーク）短期派遣（大学院生）

髙原 英生 一般財団法人函館
国際水産・海洋都
市推進機構

Arctic Frontiers 2020（ノルウェー） 短期派遣（実務者）

福井 智一 国立研究開発法人
科学技術振興機構 
日本科学未来館

Arctic Circle 2019 Assembly（アイスランド） 短期派遣（実務者）

※ 2015年度の募集は 1回のみ。
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2015年度
会合名 派遣者 会合期間 派遣先
AMAP 29th meeting 菊地 隆、榎本 浩之、齊藤 誠一 2015年 9月 13～ 15日 トロムソ（ノルウェー）
CAFF board meeting 内田 雅己 2015年 9月 15～ 17日 トロムソ（ノルウェー）
Arctic Circle General Assembly 
2015

深澤 理郎 2015年 10月 16～ 18日 レイキャビク（アイスランド）

EGBCM 1st meeting 近藤 豊 2016年 1月 27～ 28日 レイキャビク（アイスランド）
SCTF 8th meeting 柴田 明穂 2016年 3月 3～ 4日 アーリントン（米国）
ASSW2016, AOS 深澤 理郎 2016年 3月 12～ 18日 フェアバンクス（米国）

2016年度
会合名 派遣者 会合期間 派遣先
EGBCM 2nd meeting 近藤 豊 2016年 6月 8～ 9日 ヘルシンキ（フィンランド）
SCTF 9th meeting 柴田 明穂 2016年 7月 6～ 8日 オタワ（カナダ）
CAFF board meeting 内田 雅己 2016年 9月 7～ 8日 ロングイヤービン（ノルウェー）
PAME II-2016 大塚 夏彦 2016年 9月 18～ 21日 ポートランド（米国）
Arctic Circle General Assembly 
2016

深澤 理郎、杉山 慎、後藤 正憲、
大塚 夏彦

2016年 10月 7～ 9日 レイキャビク（アイスランド）

EGBCM 3rd meeting 近藤 豊 2016年 10月 25～ 26日 ワシントン D.C.（米国）
AMAP 30th meeting 菊地 隆 2016年 11月 28～ 12月 1

日
ヘルシンキ（フィンランド）

Arctic Frontiers 2017 深澤 理郎 2017年 1月 22～ 26日 トロムソ（ノルウェー）
CAFF board meeting 内田 雅己 2017年 2月 1～ 2日 カウトケイノ（ノルウェー）
SDWG regular meeting 大西 富士夫 2017年 2月 7～ 8日 コツビュー（米国）
CBird regular meeting 高橋 晃周 2017年 3月 7～ 9日 フェロー諸島（デンマーク）
ASSW2017 深澤 理郎、榎本 浩之 2017年 3月 31～ 4月 7日 プラハ（チェコ）

2017年度
会合名 派遣者 会合期間 派遣先
ASSW2017 深澤 理郎、榎本 浩之 2017年 3月 31～ 4月 7日 プラハ（チェコ）
AMAP conference 大西 富士夫 2017年 4月 24～ 27日 レストン（米国）
AMAP SLCF EG 1st meeting 近藤 豊 2017年 6月 27～ 30日 ヴィクトリア（カナダ）
AMAP 31st meeting 菊地 隆 2017年 9月 12～ 14日 レイキャビク（アイスランド）
PAME II-2017 大塚 夏彦 2017年 9月 18～ 20日 ヘルシンキ（フィンランド）
SDWG regular meeting 大西 富士夫 2017年 9月 21～ 22日 イナリ（フィンランド）
CAFF board meeting 内田 雅己 2017年 9月 6～ 7日 べセル（米国）
EGBCM 4th meeting 近藤 豊 2017年 10月 3～ 4日 ヘルシンキ（フィンランド）
Arctic Circle General Assembly 
2017

深澤 理郎、高倉 浩樹、大塚 夏彦 2017年 10月 13～ 15日 レイキャビク（アイスランド）

GEO Week 2017 深澤 理郎 2017年 10月 24～ 26日 ワシントン D.C.（米国）
6th EA workshop 山村 織生 2018年 1月 9～ 11日 シアトル（米国）
Arctic Frontiers 2018 深澤 理郎 2018年 1月 21～ 26日 トロムソ（ノルウェー）
AMAP SLCF EG 2nd meeting 近藤 豊 2018年 1月 29～ 31日 ヘルシンキ（フィンランド）
CAFF board meeting 内田 雅己 2018年 2月 6～ 8日 フェアバンクス（米国）
PAME I-2018 大塚 夏彦 2018年 2月 12～ 14日 ケベックシティ（カナダ）
CBird regular meeting Alexis Will 2018年 3月 12～ 15日 ケンブリッジ（英国）
SDWG regular meeting 大西 富士夫 2018年 3月 19～ 20日 キッティラ（フィンランド）
SAO plenary meeting 大西 富士夫 2018年 3月 22～ 23日 キッティラ（フィンランド）

Ⅳ -4 「AC 等北極関連会合への専門家の派遣」メニューの派遣実績
　「AC等北極関連会合への専門家の派遣」メニューの 5年間の派遣実績は以下のとおり。当該メニューの成果は本報告書の第 5章
に記載した。なお、当該メニューによる派遣者のみを記しているが、会合によってはその他のプロジェクト研究者も参加している。
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2018年度
会合名 派遣者 会合期間 派遣先
Polar2018（ASSW2018, AOS） 深澤 理郎、榎本 浩之、猪上 淳 2018年 6月 15～ 27日 ダボス（スイス）
CAFF board meeting Alexis Will 2018年 9月 4～ 5日 ダッチハーバー（米国）
EGBCM 5th meeting 近藤 豊 2018年 9月 20～ 21日 ヘルシンキ（フィンランド）
AMAP 32nd meeting 菊地 隆 2018年 9月 25～ 27日 キルナ（スウェーデン）
PAME II-2018 大塚 夏彦 2018年 10月 1～ 4日 ウラジオストク（ロシア）
AMBI Phase 2 Planning Meet-
ing

立澤 史郎 2018年 10月 7～ 8日 ロバニエミ（フィンランド）

ABC 2nd congress 立澤 史郎 2018年 10月 9～ 11日 ロバニエミ（フィンランド）
Arctic Circle General Assembly 
2018

深澤 理郎、大塚 夏彦、藤岡 悠一
郎

2018年 10月 19～ 21日 レイキャビク（アイスランド）

ASM 2 榎本 浩之、東 久美子、大塚 夏彦 2018年 10月 24～ 26日 ベルリン（ドイツ）
SDWG regular meeting 大西 富士夫 2018年 10月 29～ 30日 ロバニエミ（フィンランド）
GEO Week 2018 深澤 理郎、榎本 浩之 2018年 10月 31～ 11月 1

日
京都（日本）

Arctic meteorological and cli-
mate workshop 2nd congress

浮田 甚郎 2018年 11月 6～ 8日 コペンハーゲン（デンマーク）

AMAP SLCF EG 3rd meeting 近藤 豊 2018年 11月 13～ 15日 ボローニャ（イタリア）
EGBCM 6th meeting 近藤 豊 2019年 1月 16～ 17日 ヘルシンキ（フィンランド）
Arctic Frontiers 2019 深澤 理郎 2019年 1月 20～ 24日 トロムソ（ノルウェー）
CAFF board meeting 内田 雅己 2019年 2月 4～ 6日 アンカレッジ（米国）
PAME I-2019 大塚 夏彦 2019年 2月 4～ 7日 マルメ（スウェーデン）
CBird regular meeting Alexis Will 2018年 3月 26～ 28日 アクレイリ（アイスランド）

2019年度
会合名 派遣者 会合期間 派遣先
ASSW2019 深澤 理郎、榎本 浩之、兒玉 裕二 2019年 5月 22～ 30日 アルハンゲリスク（ロシア）
CAFF board meeting 内田 雅己 2019年 9月 5～ 6日 ストックホルム（スウェーデン）
PAME II-2019 大塚 夏彦 2019年 9月 9～ 12日 レイキャビク（アイスランド）
SDWG regular meeting 大西 富士夫 2019年 9月 11～ 12日 イーサフィヨルズゥル（アイスランド）
Arctic Circle General Assembly 
2019

深澤 理郎、大塚 夏彦、藤岡 悠一
郎、立澤 史郎

2019年 10月 10～ 13日 レイキャビク（アイスランド）

AMAP 33rd meeting 木村 元 2019年 10月 28～ 30日 トロムソ（ノルウェー）
GEO Week 2019 深澤 理郎 2019年 11月 4～ 11月 9日 キャンベラ（オーストラリア）
AMAP SLCF EG 4th meeting 近藤 豊 2019年 11月 5～ 11月 7日 アナーバー（米国）
CAFF board meeting（予定） 内田 雅己 2020年 2月 3～ 5日 イェリバレ（スウェーデン）
PAME I-2020（予定） 大塚 夏彦 2020年 2月 3～ 7日 オスロ（ノルウェー）
SDWG regular meeting（予定） 大西 富士夫 2020年 3月 22～ 23日 アクレイリ（アイスランド）

ABC  Arctic Biodiversity Congress
AMAP  北極圏監視評価プログラム作業部会（Arctic Monitoring and Assessment Programme）
AMBI  北極渡り鳥イニシアティブ（Arctic Migratory Birds Initiative）
ASM  北極科学大臣会合（Arctic Science Ministerial）
ASSW  北極科学サミット週間（Arctic Science Summit Week）
CAFF  北極圏植物相・動物相保存作業部会（Conservation of Arctic Flora and Fauna）
CBird  北極圏海鳥専門家グループ（Circumpolar seabird Expert Group）
EA workshop Ecosystem Approach workshop
EGBCM  Expert Group on Black Carbon and Methane
GEO  地球観測に関する政府間会合（Group on Earth Observations）
PAME  北極圏海洋環境保護作業部会（Protection of the Arctic Marine Environment）
SAO meeting 高級北極実務者会合（Senior Arctic O�cials meeting）
SDWG  持続可能な開発作業部会（Sustainable Development Working Groups）
SLCF EG  Short-lived Climate Forcers Expert Group
SCTF  Scienti�c Cooperation Task Force
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略語 正式名称
和名

AACA Adaptation Actions for a Changing Arctic
変化する北極への適応行動

AARI Arctic and Antarctic Research Institute
ロシア北極南極研究所

AC Arctic Council
北極評議会

ACI Aerosol Cloud Interaction
ADS Arctic Data archive System

北極域データアーカイブシステム
AEC Arctic Economic Council

北極経済評議会
AGCM Atmospheric General Circulation Model

大気大循環モデル
AGU American Geophysical Union

米国地球物理学連合
AIS Automatic Identification System

自動船舶識別装置
ALEDAS2 AFES-LETKF ensemble data assimilation system 

ver. 2
AFES–LETKFアンサンブルデータ同化システム 
ver. 2

AMAP Arctic Monitoring and Assessment Programme
北極圏監視評価プログラム作業部会

AMSR2 Advanced Microwave Scanning Radiometer-2
高性能マイクロ波放射計 2

AO Arctic Oscillation
北極振動

AOS Arctic Observing Summit
北極観測サミット

APPOSITE Arctic Predictability and Prediction on Seasonal 
to Interannual Timescales

ASM Arctic Science Ministerial
北極科学大臣会合

ASSW Arctic Science Summit Week
北極科学サミット週間

AWI Alfred-Wegener Institute for Polar and Marine 
Research
アルフレッド・ウェゲナー極地海洋研究所

BC black carbon
ブラックカーボン

CAFF Conservation of Arctic Flora and Fauna
北極圏植物相・動物相保存作業部会

CBird Circumpolar seabird Expert Group
北極圏海鳥専門家グループ

CBMP Circumpolar Biodiversity Monitoring Program
CEN Centre d’études nordiques

北方研究センター
CHARS Canadian High Arctic Research Station

カナダ極北研究ステーション
CMA China Meteorological Administration

中国気象局
CMC Canadian Meteorological Centre

カナダ気象センター

略語 正式名称
和名

CMIP Coupled Model Intercomparison Project
結合モデル相互比較プロジェクト

COSMOS Continuous Soot Monitoring System
連続ブラックカーボン測定装置

CTD Conductivity, Temperature, and Depth
電気伝導度（塩分）、水温、水深

d4PDF database for Policy Decision making for Future 
climate change
地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測
データベース

DFO Fisheries and Oceans Canada
カナダ水産海洋省

DTS Distributed Temperature Sensing
EarthCARE Earth Clouds, Aerosols and Radiation Explore

雲エアロゾル放射ミッション
ECCC Environment and Climate Change Canada

カナダ環境・気候変動省
ECMWF European Centre for Medium-Range Weather 

Forecasts
欧州中期予報センター

EGBCM Expert Group on Black Carbon and Methane
ブラックカーボンおよびメタン専門家グループ

EGRIP East Greenland Ice core Project
東グリーンランド深層氷床掘削プロジェクト

EnKF Ensemble Kalman Filter
アンサンブルカルマンフィルター

ERA ECMWF Re-Analysis
ESSAS Ecosystem Studies of Sub-Arctic and Arctic Seas

亜寒帯海洋生態系プログラム
EU European Union

欧州連合
FiSCAO Fish Stocks in the Central Arctic Ocean
FTIR Fourier Transform Infrared Spectroscopy

フーリエ変換赤外分光光度計
GCW Global Cryosphere Watch

全球雪氷圏監視
GEO Group on Earth Observations

地球観測に関する政府間会合
GEOSS Global Earth Observation System of Systems

全球地球観測システム
GIA Glacial Isostatic Adjustment

氷河性地殻均衡
GINR Greenland Institute of Natural Resources

グリーンランド天然資源研究所
GNSS Global Navigation Satellite System

全球測位衛星システム
GPCP Global Precipitation Climatology Project

Ⅴ 略語表
　本報告書の第 1～ 7章に記載のある機関名、プロジェクト名、データ名等の略語および正式名称を以下に示す（略語のアルファベッ
ト順）。　以下の表に掲載される語について、本報告書中では基本的に略語を記載する。
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略語 正式名称
和名

GRENE北極 Green Network of Excellence (GRENE) Program 
Arctic Climate Change Research Project “Rapid 
Change of the Arctic Climate System and its Global 
Influences”
グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス
（GRENE）事業北極気候変動分野「急変する北極
気候システム及びその全球的な影響の総合的解明」

GRISO GReenland Ice Sheet-Ocean interactions
IARC International Arctic Research Center

国際北極圏研究センター
IASC International Arctic Science Committee

国際北極科学委員会
IBPC Institute for Biological Problems of Cryolitho-

zone
寒冷圏生物問題研究所

ICES International Council for the Exploration of the 
Sea
国際海洋開発理事会

IMBeR Integrated Marine Biosphere Research
IMO International Maritime Organization

国際海事機関
IMR Institute of Marine Research

ノルウェー海洋研究所
IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change

気候変動に関する政府間パネル
IPCC-AR5 IPCC Fifth Assessment Report

IPCC第 5次評価報告書
IPCC-AR6 IPCC Sixth Assessment Report

IPCC第 6次評価報告書
ISAR-6 6th International Symposium on Arctic Research

第 6回国際北極研究シンポジウム
ISMIP Ice Sheet Model Intercomparison Project

氷床モデル相互比較プロジェクト
JAMSTEC Japan Agency for Marine-Earth Science and 

Technology
海洋研究開発機構

JMA Japan Meteorological Agency
気象庁

JOIS Joint Ocean Ice Studies
JpGU Japan Geoscience Union

日本地球惑星科学連合
JRA-55 Japanese 55-year Reanalysis

気象庁 55年長期再解析
KOPRI Korea Polar Research Institute

韓国極地研究所
LNG Liquefied Natural Gas

液化天然ガス
METFR Météo France

フランス気象局
MIROC Model for Interdisciplinary Research on Climate
MOSAiC Multidisciplinary drifting Observatory for the 

Study of Arctic Climate
MPA Marine Protected Area

海洋保護区
MXCT Microfocus X-ray Computed Tomography

マイクロフォーカス X線 CT
NAO North Atlantic Oscillation

北大西洋振動

略語 正式名称
和名

NASA National Aeronautics and Space Administration
米国航空宇宙局

NCAR National Center for Atmospheric Research
米国大気研究センター

NCEP National Centers for Environmental Prediction
米国環境予測センター

NEEM North Greenland Eemian Ice Drilling
北グリーンランド氷床深層掘削計画

NERSC Nansen Environmental and Remote Sensing 
Center
ナンセン環境リモートセンシングセンター

NICAM Nonhydrostatic ICosahedral Atmospheric Model
非静力学正 20面体格子大気モデル

NOAA National Oceanic and Atmospheric Administra-
tion
米国海洋大気庁

NPI Norwegian Polar Institute
ノルウェー極地研究所

NSIDC National Snow and Ice Data Center
米国雪氷データセンター

NSR Northern Sea Route
北極海航路

OCMIP Ocean Carbon-Cycle Model Intercomparison 
Project

PacMARS Pacific Marine Arctic Regional Synthesis
PAG Pacific Arctic Group

太平洋北極グループ
PAME Protection of the Arctic Marine Environment

北極圏海洋環境保護作業部会
PAR Photosynthetically Active Radiation

光合成有効放射
PDO Pacific Decadal Oscillation

太平洋十年規模振動
PDV Paci�c Decadal Variability

太平洋十年規模変動
PFRR Poker Flat Research Range

ポーカーフラットリサーチレンジ
PFRRスー
パーサイト

Poker Flat Research Range Flux super site
ポーカーフラットリサーチレンジフラックス観測
スーパーサイト

PICES North Pacific Marine Science Organization
北太平洋海洋科学機関

POC Particulate Organic Carbon
粒子状有機炭素

POLAR Polar Knowledge Canada
カナダ極地知的基盤機構

PPP Polar Prediction Project
極域予測プロジェクト

QBO Quasi-Biennial Oscillation
成層圏準 2年周期振動

RACArctic Resilience and adaptive capacity of arctic marine 
systems under a changing climate
気候変動下における北極海洋システムの回復力と
適応力

RAS Russian Academy of Sciences
ロシア科学アカデミー

SAON Sustaining Arctic Observing Networks
持続的北極観測ネットワーク
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略語 正式名称
和名

SCTF Scientific Cooperation Task Force
科学協力タスクフォース

SDGs Sustainable Development Goals
持続可能な開発目標

SDWG Sustainable Development Working Group
持続可能な開発作業部会

SeaRISE Sea-level Response to Ice Sheet Evolution
SGLI Second generation GLobal Imager

多波長光学放射計
SIGMA Snow Impurity and Glacial Microbe effects on 

abrupt warming in the Arctic
積雪汚染及び雪氷微生物が北極域の環境変動に及
ぼす影響

SIOS Svalbard Integrated Arctic Earth Observing 
System
スバールバル統合観測システム

SLCF Short-lived Climate Forcers
短寿命気候影響物質

SOLAS Surface Ocean - Lower Atmosphere Study
海洋大気間物質相互作用研究計画

SP2 Single-Particle Soot Photometer
レーザー誘起白熱法

SST Sea Surface Temperature
海面水温

SWIPA Snow, Water, Ice, Permafrost in the Arctic
TOPAZ Towards an Operational Prediction system for 

the North Atlantic European coastal Zones
UAF University of Alaska Fairbanks

アラスカ大学フェアバンクス校
UiT UiT The Arctic University of Norway

ノルウェー北極大学（トロムソ大学）
UKMO United Kingdom Met Office

英国気象局
UNIS University Centre in Svalbard

スバールバル大学
VENUS VEssel Navigation Unit support System

船舶用衛星データ配信システム
WGICA Working Group on Integrated Ecosystem Assess-

ment for the Central Arctic Ocean
北極海中央部における海洋生態系ワーキンググ
ループ

WGMS World Glacier Monitoring Service
世界氷河モニタリングサービス

WMO World Meteorological Organization
世界気象機関

YOPP Year of Polar Prediction
極域予測年
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